開発途上国における都市問題の構造と都市計画制度に関する技術協力の研究 by 徳永 達己
開発途上国における都市問題の構造と都市計画制度
に関する技術協力の研究
著者 徳永  達己
学位授与機関 東京商船大学
学位授与年度 2006
URL http://id.nii.ac.jp/1342/00000622/
開発途上国における都市問題の構造と
都市計画制度に関する技術協力の研究
平成18年度
　（2006）
　　東京海洋大学大学院
東京商船大学大学院商船学研究科
　　交通システム工学専攻
徳永達己 彩継糊属亀
寄　　　賠
論文要旨
論文題目　開発途上国における都市問題の構造と都市計画制度
に関する技術協力の研究
“A　Stu“y　o皿Urban　Problems，Struc重ure　and　Tech撮c31Cooperation　for
　　　　　　Urban　Planning　in　Deve豆oping　Countries．，，
氏名徳永達己
　人々が都市に集まり、政治・経済・文化の機能がより集中する都市化の現象は、先進国
ばかりではなく、世界的な傾向となっている。この傾向を人口集中で見ると、開発途上国の
都市人口の増加のぺ一スは、先進国と比較して約5倍、年率3～5％で増えている。この比
率は20年で人口がほぼ倍増するぺ一スである。
　このような開発途上国の急激な都市化は、数々の負の問題を引き起こしており、開発途
上国では、都市マスタープラン（M／P）の策定、都市基盤施設の整備、社会サービスの充実、
貧困層に向けた居住施設の供与など様々な対応策を講じて、都市問題を根絶する解消と
程度を和らげる緩和を試みている。しかし、これら都市問題に対処するために必要な法制度
の整備、施設の整備、社会サービスの提供、居住施設の建設などの技術の蓄積と経験に
乏しく、それに関する財源、人材も不十分である。従って、自国の対応のみならず、先進国
や国際援助機関からの支援である国際協力を受け入れて都市の整備を進めようとしてい
る。
　国際協力は技術協力と資金協力に大別されるが、本研究では、開発途上国の都市問題
を解消・緩和する手段として都市計画制度の技術協力を取り上げ、有効な技術協力の実
施方策を明らかにすることを目的としている。
　本研究の目的は、開発途上国の都市問題を解消・緩和するために次の3っを目的とする。
すなわち、
　①　国際援助機関や学会が取り扱っている開発途上国における都市問題を整理し、分
　　　類・体系化を図る。
　②　①を踏まえて、技術協力の受け手側であるカウンターパートの視点から都市問題相
　　　互の因果相関、開発途上国で必要とされている技術協力の需要と優先度を体系化
　　　する。
　③　タイにおける事例を用いて実証的に技術協力の有効性を検証する。
本研究は、8章で構成されており、各章の内容は次に示すとおりである。
　r第1章序論」では、本研究の目的、背景、および既往研究レビューにより、本研究の位
置付けと研究内容の構成にっいて定める。これにより、本研究の特徴、およびその新規性、
有用性、独創性にっいて明らかにしている。
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　「第2章国際援助機関等から見た開発途上国における都市問題の分類・体系化』では、
①都市問題に対する技術協力を行っている国際援助機関の調査・資料、それに関する研
究を行っている学会の研究、文献のレビューを通じて、各機関が対象とする都市問題の範
囲、項目、位置付け、特性、差異を明らかにした。これにより、②各都市問題を発生要因と
整備課題に応じて分類・体系化し、③国際援助機関等から見た開発途上国における都市
問題の全体構成を明らかにしている。
　「第3章開発途上国における都市問題の同定・構造化』では、①ワークショップを開催し、
カウンターパートから見た都市問題の分類・体系化を行い、国際援助機関等との差異を明
らかにするとともに、②システム工学を用いた実験を行い、都市間題の因果相関、問題相互
間の影響の有無、関連度・影響度の程度にっいて明らかにした。これにより、③都市問題の
構造化手法について有効性を検証している。
　「第4章開発途上国の都市問題に対する政策、整備事業の優先度評価」では、①シス
テム工学の階層化分析法を用いて開発途上国の専門家による代替案の優先度評価を行
い、開発途上国における都市問題に対する代替案の優先度を明らかにし、これにより②代
替案の優先度評価の有効性について検証している。
　「第5章開発途上国における都市計画制度の実態と整備課題』では、①開発途上国
のうち、目本の技術協力の実績数が多いフィリピン、タイ、マレーシア、インドネシアの東南ア
ジア4力国を対象として、都市計画制度の実態を比較・分析し、②都市計画制度の整備課
題を明らかにし、それにより必要とされる技術協力の内容を提案している。
　「第6章開発途上国における都市計画制度に関する技術協力の実態と実施方策』で
は、都市計画制度に関する技術協力に着目し、①我が国および国際援助機関が行う技術
協力の実態を明らかにし、②そのうちタイで行われた我が国のニヒ地区画整理に関する技術
協力を事例として時系列分析を行った。これにより、③技術協力がタイの土地区画整理に
関する制度の整備段階に応じて行われたことを実証し、④都市計画制度に関する技術協
力を有効に実施するための示唆を得ている。
　「第7章タイ国における都市計画制度に関する技術協力のケース・スタディ分析』は①
タイにおける都市問題と技術協力のケース・スタディを行い、タイの開発・経済状況、ODAと
技術協力の実績、都市問題の変化と技術協力の関係性を時系列的に分析し、②本研究
で取り上げた上5っの事項にっいて実証的な見地からその有効性を検証している。
　「第8章本研究の結論と今後の研究課題」では、本論文の結論を以下のように述べて
いる。
　本研究の結論としては、以下の3つの点を明らかにした。
①国際援助機関等が対象とする都市問題から都市問題を分類・体系化し、これを用い
　てカウンターパートの視点から都市間題の構造化、および政策・事業の優先度評価を
　行った。これにより、開発途上国における都市計画制度に関する技術協力を実施す
　るために、先ず必要となる都市問題を特定し、対応すべき政策・事業の優先度評価を
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行うための考え方、方法、手順を明らかにした。
②東南アジア4力国における都市計画制度の実態、重点、都市計画整備に関する意識
　の差異を分析し、都市計画制度の整備課題、および必要とされる技術協力の内容に
　っいて明らかにした。それに基づき、国際援助機関等が行っている技術協力の実態、
　およびJICAが行っている都市計画制度に対する技術協力事業の実施プロセスに着
　目し、手順、所要期問、期待される成果、実施プロセスから見た技術協力事業の有
　効性と制約にっいて明らかにした。
③タイにおける土地区画整理の技術協力に着目して時系列分析を行った。これにより、
　制度の整備段階とそれに対応して行われた技術協力の関係性を分析し、技術協力
　がタイの土地区画整理に関する制度の整備段階に応じて行われたことを実証し、都
　市計画制度に関する技術協力を有効に実施するためには、社会や都市の発展・変
　化、社会の二一ズ、それに応じた制度の整備段階に着目することが重要な視点である
　という示唆を得た。
　以上のことから、本研究の成果をもとに、開発途上国における都市問題の構造と都市
計画制度の技術協力を有効に実施するための視点を明らかにすることができた。
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第1章序論
1．1本研究の背景、目的、方法
1．1．1本研究の背景
　人々が都市に集まり、政治・経済・文化の機能がより集中する都市化の現象は、先進国
ばかりではなく、世界的な傾向となっている。この傾向を人口集中で見ると、開発途上国の
都市人口の増加のぺ一スは、先進国と比較して約5倍、年率3～5％で増えている。この比
率は20年で人口がほぼ倍増するぺ一スであり（1）、なかでも近年、経済発展が目覚しいアジ
ア諸国において、顕著になっている。
　このような開発途上国の急激な都市化は、無秩序な市街地化の拡大、水道、電気、交通
網など都市基盤施設の不足、公共交通や教育・医療など社会サービスの低下、スラムの拡
大による犯罪、不衛生な施設の占有による居住環境の悪化等、数々の負の問題を引き起こ
している。
　このため、開発途上国では、マスタープラン（MIP）など都市計画の策定、都市基盤施設
の整備、社会サービスの充実、貧困層に向けた居住施設の供与など様々な対応策を講じ
て、都市問題を根絶する解消と程度を和らげる緩和を試みている。しかし、これら都市問題
に対処するために必要な法制度の整備、施設の整備、社会サービスの提供、居住施設の
建設などの技術の蓄積と経験に乏しく、それに関する財源、人材も不十分である。従って、
自国の対応のみならず、先進国や国際援助機関からの支援である国際協力を受け入れて
都市の整備を進めようとしている。一方、先進国や国際援助機関にとっても、国際協力を通
じて開発途上国と臨調を図ることは、国際社会の安全と繁栄をもたらすものとして、有意義な
活動と認識されている。なお、先進国は、自国の政治的、経済的な権益や影響力を確保す
る手段としても期待している。
　一般に国際協力には、開発途上国の技術協力担当機関、および担当者（以下カウンタ
ーパートと称す）の技術向上を図る技術協力と、都市基盤施設の資金調達を支援する資金
協力の2っの形式がある。何れも国際協力において重要な役割を果たしているが、このうち、
技術協力の目的は、開発途上国で必要としている技術を移転、改良することにより定着、普
及を図り、そのために必要となる人材を育成すること（キャパシティ・デベロップメント）にある。
従って、より多くの人達に対して、技術の習得や開発が可能となるように研修や留学、あるい
はプロジェクトの実施を通じて、学習・研鐙の機会を与えたり、技術普及のためにセミナー、
シンポジウム、学会を開催したり、様々な方策を用いて支援を行っている1）。開発途上国の
都市問題は複雑、かっ広範に及ぶことから、技術協力には幅広い取り組みが求められてお
り、我が国の行う技術協力も多様な事業が用意されている。
　現在、開発途上国の都市化が急激に進行していることもあり、開発途上国では、不足す
る道路、上下水道など都市基盤施設の整備を優先的に進めている。しかし、これらの施設
整備に先立って整えるべき都市関連の法制度、M／Pなどの都市計画の策定が遅れている
ため、土地利用の観点から見て施設立地が不適切であったり、施設間の機能が有機的に
結合していないなど、都市整備を進める上で様々な弊害が発生している2）。
1
　これらに対処するには、まず都市の開発と規制に関するr法律」を定め、MIPをはじめとす
る土地利用や都市施設等のr都市計画」の策定と、都市基盤施設・社会サービス・居住施
設の開発と規制を行う「都市計画事業・制限」（この3つを総称してr都市計画制度」と称す）
を適切に実施することが有効であると考えられる。実際、急激な都市化が進行する開発途
上国の政府や自治体においては、都市の発展や実態に即した都市計画制度の設計とその
ための技術協力に対する需要が近年とみに高まっている。
　都市問題は、社会や都市の発展、変化にともなって発生するものであり、その実態や程
度は常に変容している。このため、都市計画制度に対して技術協力を行うには、対象とする
都市で発生している問題の実態を調査、分析し、その都市が抱える問題の要因、因果関係、
深刻さの程度などを的確に理解、把握すること（以降これを「特定する」と称す）が必要不可
欠である。また、技術協力の実施者側である先進国や援助実施機関の視点だけではなく、
カウンターパートの視点を十分に反映させて、その内容、方法、時期などを定めていくことも
重要である。
　我が国の政府開発援助（ODA）は、世界的に見て高い実績を維持してきたが3）、これらの
観点を踏まえ、複雑化・深刻化していく開発途上国の都市問題に対して、今後の我が国の
技術協力に反映させていくことが求められている。
都市問題
①無秩序な市街地化
　　の拡大
②都市基盤施設の不足
③社会サービスの低下
④犯罪・不衛生施設に
る居住環境の悪化
問題の要因・因果
係・程度の特定
カウンターパート
　の視点
都市計画制度対応策（例）
①都市マスタープラ
ン（M／P）の策定 ①法制度の整備
②都市基盤施設の整備 ②M／Pの策定
③社会サービスの充実 ③都市計画事業
　の実施④貧困層に向けた居住
　施設の付与
図1．1．1本研究の背景
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1．1．2本研究の目的と方法
（1）本研究の目的
　本研究では、深刻化する開発途上国の都市問題を解消・緩和する対応策として、都市に
関する「法制度」の整備、M／P・土地利用や都市施設等の「都市計画」の策定、それを実現
化するための「都市計画事業・制限」を行う三っの機能を有する都市計画制度の技術協力
に着目する。
　開発途上国における都市計画制度に関する技術協力を有効に行うためには、対象とす
る都市で発生している問題の実態を調査、分析し、その都市が抱える問題の要因、因果関
係、深刻さの程度などを特定することが必要不可欠である。
　そこで本研究では、開発途上国の都市問題を解消・緩和するために以下の3っを目的と
する。すなわち、
①国際援助機関や学会が取り扱っている開発途上国における都市問題を整理し、分類・
　体系化を図る。
②①を踏まえて、技術協力の受け手側であるカウンターパートの視点から都市問題相互
　の因果相関、開発途上国で必要とされている技術協力の需要と優先度を体系化す
　る。
③タイにおける事例を用いて実証的に都市計画制度に関する技術協力の有効性を検証
　する。
（2）本研究の方法
これら研究目的に対する研究方法を以下に示す。
1）国際援助機関から見た都市問題の分類・体系化
　開発途上国における都市問題を問題の発生要因に応じて分類、体系化し、その全体構
成を明らかにする。
　具体的には、①都市問題に関する豊富な情報を有している国際援助機関（2機関）、我
が国の援助実施機関、学会による4っの機関（これらを国際援助機関等とする）を選定し、
②その文献、資料のレビューを通じて、各機関が都市問題の対象としている項目を抽出す
る。
　これにより、③国際援助機関等が対象としている都市問題の位置付け、特性、差異を明
らかにし、④相互比較による用語の統一、類似項目の統合、あるいは分割を行い、都市問
題の発生要因と整備課題に応じて項目を分類・体系化する。（第2章）
2）都市問題の同定・構造化
　1）で分類・体系化した都市問題項目の相互問の因果相関の有無とその強度を定量的
に明らかにし、カウンターパートの視点から都市問題を特定する。
　具体的には、開発途上国の都市問題に詳しいカウンターパート（日本で学ぶ留学生）を
被験者に設定し、①ワークショップを開催し、1）で分類・体系化した国際援助機関等が対象
とする開発途上国における都市問題の構成にっいて有効性を検証する。これにより、カウン
3
ターパートから見た都市問題の分類・体系化を行う。
　さらに、②システム工学の構造化手法等を用いた実験を行い、開発途上国における都市
問題の因果相関、問題相互間の影響の有無、関連度・影響度の程度にっいて定量的な検
証を行う（これを「問題の同定・構造化」と称す）。そして、③本実験で得た構造化の結果を
比較・分析し、開発途上国における都市問題の構造化手法にっいて有効性を検証する。
（第3章）
3）都市問題に対する政策・整備事業の優先度評価
　開発途上国の都市問題を解消・緩和するための政策・整備事業の優先度について明ら
かする。
　具体的には、①2）において分類・体系化したカウンターパートから見た都市問題を対象と
して、2っの異なる母集団からなる被験者グループを取り上げて、これに対する代替案を評
価するための実験を行い、②その結果を比較・分析し、代替案の優先度評価の有効性につ
いて検証する。（第4章）
4）　都市計画制度の実態と整備課題
　開発途上国の都市問題を解消・緩和する手段として重要な都市計画制度に着目し、そ
の実態と整備課題を分析し、技術協力に求められている役割・内容について明らかにする。
　具体的には、開発途上国のうち、とりわけ日本の技術協力の実績数が多いフィリピン、タ
イ、マレーシア、インドネシアの東南アジア4力国を対象として、JICA技術協力専門家（専門
家）の存在に着目し、①専門家が作成した定期報告書の分析、②現在派遣中の都市計画
専門家に対するアンケート調査、③専門家、および専門家経験者のヒアリング調査、④学
識・行政・専門家経験者から構成するワーキング・グループによる分析を行う。
　これにより、①各国の主要都市における都市計画制度の実態、整備に対する重点や意
識の差異について検証を行い、②都市計画制度の整備課題から見て必要とされる技術協
力の内容を提案する。（第5章）
5）都市計画制度に関する技術協力の実態と実施方策
　都市計画制度に関する制度に着目し、タイで行われた我が国の土地区画整理に関する
技術協力を事例として時系列分析を行い、技術協力を有効な実施するための示唆を得る。
　具体的には、①我が国の技術協力の実施機関である国際協力機構（JICA）、および世
界銀行、UN－HABITの2つの国際援助機関を対象として、各機関の都市計画制度に関す
る技術協力の目的、活動内容、組織体制、分野別・地域別の実績について分析をする。そ
して、HCAの代表的な4つの技術協力事業である研修員受け入れ、専門家派遣、開発調
査、技術協カプロジェクトの事業内容、構成、規模、実施プロセスを分析し、その実態にっ
いて検証を行う。
　さらに、②タイで実施された土地区画整理に関する我が国の技術協力の事例を用いて、
既存文献、データ、資料のレビュー、および関係者のインタビューを踏まえた時系列分析を
行い、社会の二一ズの変化と技術協力の対応状況を分析する。これにより、技術協力がタイ
の土地区画整理に関する制度の整備段階に応じて行われたことを実証する。（第6章）
6）タイにおける都市問題の構造と都市計画制度に関する技術協力のケース・スタ
4
ディ
　タイにおける都市問題と技術協力のケース・スタディ（1）を行い、本研究で取り上げる上5
っの事項について実証的な見地からその有効性を検証する。
　具体的には、①タイにおける都市問題と技術協力のケース・スタディ分析を行い、タイにお
ける都市問題、技術協力の実態、内容の変化、および都市問題と技術協力の関係性を分
析し、②本研究で行う上5つの分析にっいて実証的な見地からその有効性を検証する。
（第7章）
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1．2本研究で対象とする用語の定義
本研究で用いる基本的な6っの用語を次のとおり定義する。
1．開発途上国
　「開発途上国」に類する語としては、「発展途上国」、あるいは単に「途上国」があるが、原
語は全て”DevelopmentCountries”である。また、第二次大戦終了後1945年からベルリンの
壁が崩壊する1989年までの冷戦時代には、西側先進国（資本主義陣営）を第一、東側社
会主義諸国（社会主義陣営）を第二、そしてアジア・アフリカ・ラテンアメリカなどの開発途上
国を「第三世界」として称していたが現在は使用されていない。
　現在、我が国の外務省、ODA（Official　Development　Assistance；政府開発援助）の実
施機関では、開発途上国という名称に統一しており4）、本研究もこれに準拠して開発途上
国という用語を用いる。
　開発途上国の分類、定義は、表L2．1に示すようにODAに関係する国際機関においても
それぞれ異なっており、見解は統一されていない5）。例えば、世界銀行やDAC
（Development　Assistance　Committee；開発援助委員会）は、開発途上国を国民総生産
（GNP）に応じて低所得国、中所得国、高所得国のさらに3っに分類しており、国連では、こ
れに加えて国の産業構造や識字率など社会・文化的な観点も付け加えている。
表1．2．1国際機関の開発途上国の分類（2）
国際機関名 開発途上国の分類テ定義
世界銀行 96年時1人当たりGNP785ドル以下二低所得国（Low－income
ountries）、786ドル以上9．635ドル以下＝低所得国（MiddIe－
ncome　cQuntries）、9，636ドル以上＝高所得国（High－income
ountries）
開発援助委員会
DAC）
95年時1人当たりGNP766ドル未満＝低所得国（LICslLow－
ncQme　Countries）、786ドル以上3，035ドル未満＝低中所得国
LMICs：Lower　Middl－income　countries）、3，035ドル以上9，385ド
未満二高中所得国（UMICs：UpperMiddIe－lncome　Countries）
，385ドル以上＝高所得国（HICs：High　Income　Countries）
国際連合 特に開発が遅れた国々を後発開発途上国（LDC：Least
eveloped　Gountries）としている。これは、96年時で①1人当たり
NPが699ドル以下、②製造業のGNPに占める割合が10％以
、③成人の識字率が20％以下の条件に該当する国である。
　なお、表1．2，1のうち、OECDの三大委員会の一っであり、援助供与国間の意見調整を
図る機関のDACが規定する援助受け取り国（正式にはDAC統計上のODA対象国・地域）
は、2003年現在で184の国と地域がその対象となっており（3）、国の数で先進国の6倍、人
口比率では先進国1に対し、開発途上国3．5となっている。6）
　本研究では、これら国際機関の分類による経済的、社会的な指標を参考にして、開発途
上国をr一人あたりのGNPが9，500ドル以下であり、先進国（経済協力開発機構（OECD）
に所属する欧米や日本など世界の上位30力国）と比較し、経済、社会整備のレベルが劣っ
ている状態にある国」と定義する。
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2．都市
　都市という用語は、国や人により多様な使い方がなされ、その意味する内容や範囲は時
代とともに変化している。新谷ら7）によれば、基本的に次の3っの概念が含まれるものとして
いる。
①相当規模の人口が集積し、周辺と区分可能な一定以上の人口密度を有してい
　る。
②農業・漁業・林業などの一次産業ではなく、工業・商業等の二次および三次産業
　が発達しており、それに従事する人口が多い。
③社会的集団として周辺と区別することができる政治的および行政上の組織を持っ
　ている。
　また、我が国の都市計画法では都市計画区域という用語を定義（4）しており、これを新谷ら
は、「都市計画区域は市または一定規模以上の町村の中心市街地を含み、自然的条件・
社会的条件・人口・土地利用・交通量から見て一体の都市として整備・開発・保全する必要
がある区域を指す」8）と表現している。
　これらの定義を参考として、本研究では、都市をr多数の人口が集中する区域であり、そ
の地方の政治・経済・文化の機能が集中する地域」と定義する（5）。なお、本研究で取り扱う
都市とは、行政界、規模、密度にっいては厳密な区分をしない。
3．都市問題
　本研究では、都市問題を「都市において発生し、解消・緩和すべき事柄」と定義する。
　なお、問題とは、r解答を求める問い、解決すべき事柄、課題、世間が関心を寄せている
もの」（6）と定義できる。つまり状態の程度に関わらず、当事者が改善すべきものと認識されて
いるものが、問題だといえる。
　よって、都市問題の内容は、社会、産業、保健・福祉、雇用、交通、環境などあらゆる問
題を含んでいるが、現在、その構成、内容、範囲を明確に定めた研究、定義はなく、本研究
では第2章において独自にその範囲を定める。
4．都市計画
　これまでに都市計画を定義したものは種々あるが、代表的なものを例示すると次のようなも
のがある。
　石川は、「都市活動を十分ならしめるため、生産および文化の各方面にわたり、土地家
屋・工作物ならびに自然物を整備し、施設を加え、布置組系する技術である。」9）としている。
建築大事典は、「都市のもっ経済・文化などの諸機能を発揮させ、生活の便宜、能率向上
を図るためにその都市にとって基本的ないくっかの要素によって、都市の機能配置や構造
を整えようとすること」10）としている。
　石川や建築大辞典は、都市における利便性、生活向上を目的として施設配置を有効、
適切に行う手段、技術として都市計画を定義している。この施設配置の機能に加えて、高
山は、「都市を構成する土地や施設自体の造成技術をその基礎として、一応定められた都
市の目的をもっと有効に達成させるように、そのニヒ地の利用や施設の規模を総合的に組み
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合わせることである」11）として、その総合性の観点を付け加えている。
　川瀬は、「都市という対象区域において目標とする都市政策の達成を図り、理想的な都
市空間を実現するために行う総合的な都市公正の計画である。具体的には、土地、市民、
施設のあり方を土地利用、人口配分、交通体系、施設配置などの計画内容によって立案
する過程および計画技術の総体が含まれる。」12）と定義している。さらに、都市計画の実態
は、「物的計画（Physical　Plaming）」を中心としたものであるが、経済的、社会的な計画との
整合性を有するもの」としており、計画で示す将来的な整備方針と計画を実現するための調
整機能に着目している。
　これを行政の視点から見ると、長野県では、「都市計画は、公共の福祉を優先するため、
場合によっては私権（財産権）を制限することもあり、住民や利害関係者、市町村の意見を
聴き、都市計画審議会の審議、国の同意などを経て、社会合意の下に決定・変更される仕
組みを採用している。その観点から、都市計画とは『まちづくりに関する社会的なルール』と
表現することも可能である」としており、街づくりにおける規制、誘導策の存在について触れ
ているB）。
　都市計画法では、都市計画を「都市の健全な発展と秩序ある整備を図るためのニヒ地利
用、都市施設の整備及び市街地開発事業に関する計画である」としている。なお、我が国
では都市計画法の手続きに従い定められた土地利用、都市施設の整備および市街地開発
事業に関する計画は、「法定都市計画」と呼ばれ、市街地区域と市街化調整区域の区分を
分ける「線引き」など8つの計画内容に分類14）されている。
　このように都市を対象としていかに「計画」し、適正に様々な都市の要素をコントロールして
r街づくり」を行っていくのか、それが都市計画の役割であり、米国ではrUrban／City
Planning」、英国では「TownPlanning」、仏国では「Urbanisme」と呼ばれている15）。
　本研究では、これら既往の定義を参考として、都市計画を「都市の健全な発展と秩序ある
整備を図るために策定される総合的な土地利用、施設整備、開発事業などに関する計画。
事業を実施するための調整能力、法的な拘束力を有する社会的な規範。これにより、効率
的で、住民の健康で文化的な生活を確保することを目的とするもの」と定義する。
5．都市計画制度
　一般に、都市計画制度（7）という用語は、都市計画に関わる法、規則、きまり、および慣習
といった概念により構成されているが、それに加えて、都市計画事業、都市計画制限など都
市計画を実現するための事業制度を含む。
　現在、我が国における都市計画の制度は、昭和43年に制定された都市計画法に基づい
ており、その制度を策定、管理しているのは行政である。行政は、計画の受け皿となる「都市
計画区域」を指定し、その受け皿の状況を調査して、土地の使い方のルール（ニヒ地利用計
画）、都市機能を増進するために必要な施設（都市施設）の配置、土地を効果的・一体的に
整備する面整備事業（市街地開発事業）の区域、さらには地区レベルの土地利用や施設
配置（地区計画等）などについて、住民の意見を反映しつつ、一定の手続きにより法的にこ
れを定めている。
　都市計画制度は、計画実現のために2っの手法を有している。1っは「都市計画制限」
であり、都市計画の内容に応じた規制を行い、民間の行う建築行為、開発行為を管理する
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ことで、長い期間をかけて都市計画を実現する手法である。また、都市計画で定められた規
制事項を特定の地区において緩和させるなど、商業地など民間による開発事業を推進する
上で有利な条件を付与する場合もあり、これは「誘導策」と呼ばれている。
　もう1つは「都市計画事業」であり、公共団体等が実際に都市施設の整備や市街地開発
事業を行うという積極的な手法である17）。都市計画事業の代表的な手法としては、例えば
土地所有者から提供された土地を減歩して公共施設の整備改善を図り、併せて換地により
宅地の利用増進を行う土地区画整理事業がある。18）
　以上のことから、都市計画制度は、①都市計画に関する法律、条例、省令、規則、②①
に基づき作成される都市マスタープラン（MIP）、土地利用や都市施設等の都市計画、そし
て③①、②に基づき実施される都市計画事業・制限の3つの内容から構成される。（図
L2，1）
㎜区鵯の揖定・変更
都布計画区斌の
マスターブラン1県〉 市町村マスタープラン
　　　　　『、・
　　　　　　　　　マスターフランに基づき　　　　　　　　　都市計画の決定・吏更
土地利　用〔線引き、用途地壕の指定　等〕
都　市　撫　設｛道路．公薗、下水道　等1
市街地開発事婁〔土地区画整理事黍　等｝
地区計圃等1地区内の用途制限・公共施設の配置　等〉、
1魎
匪麺服1
図1．2．1我が国における都市計画制度の構成19）
6．技術協力
　国際協力の分野においては、これまで伝統的に「技術移転」の用語が使用されてき
た。元来、経済用語である技術移転は、厳密には「企業間・地域間・国際間において
高水準の技術を他へ移行すること。あるいは先進国から工業化をめざす開発途上国へ
の移転」（8）と定義できる。
　一般に技術協力は、技術開発に対する共通した目的、および比較優位の存在があ
る限り、国内の組織同士、あるいは先進国同士においても成立する行為である。しかし、
本研究では、先進国から開発途上国に対して行われる場合に着目していることから、技
術協力を、「開発途上国の自立に必要な経済および社会開発の担い手である人造り
を目的とした技術力向上の支援」（9〉と定義する。
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1．3既往研究のレビュー
本研究の考察を行うにあたり、既往研究についてレビューを行う。
1．3．1既往研究の分類と整理
　本節1．3では、本研究の特徴と位置付けを明らかにするために、まずは本研究に関連す
るこれまでの既往研究を整理する。
　本節L3では、前節L2で定義した6っの用語のうち、本研究の主要なテーマとなる「開
発途上国」、「都市問題」、「技術協力」、「都市計画制度」の4つ用語をキーワードとして取り
上げる。なお、「都市」、「都市計画」の2っの用語は、それぞれ「都市問題」の発生原因であ
ったり、「都市計画制度」の整備対象であったりすることから、用語が網羅する内容の重複を
避けるため、本レビューの対象からは除外した。
　これら4つの用語に関わる各々の研究は相当数に昇るが、このうち、本研究を行う上で常
に欠かせない視点である「開発途上国」の用語を固定し、他の3っの用語を組み合わせるこ
とにより、次の3つに研究に分類してレビューを行う。
①開発途上国の都市問題に関する研究
②開発途上国の技術協力に関する研究
③開発途上国の都市計画制度に対する技術協力に関する研究
1．3．2開発途上国における都市問題に関する研究
1．既往研究のレビュー
　開発途上国の都市に関する研究は、後述するように研究対象とする都市の歴史、施設、
法・制度、現象等について分析し、日本や先進国のそれと比較検証したものが主流となって
おり、都市問題に着眼し、問題の抽出や整備すべき課題の検討を試みた研究は非常に限
定的である。従って、本項1，3．2では、まずは、開発途上国の都市に関わる研究を広範にレ
ビューすることを目的に、「開発途上国の都市に関わる研究」を開発途上国の都市問題に
関する研究として置き換えるものとした。これには、次の研究がある。
　まず、「都市の計画制度」に関する主な研究は、アジア諸国を中心として都市計画制度を
対象に研究がなされている。国内の研究事例としては佐々木ら20）のジャカルタと東京の首
都整備関連計画の比較、吉嶋ら21）はバンコクの都市総合計画策定過程における近代的ニヒ
地利用計画手法についての分析がある。都市計画制度の比較研究としては、宮本22）は東
南アジアの4力国を対象に公共用地取得制度について比較を行っている。韓国、中国、フ
ィリピンなどアジア7力国の各都市計画の概要を整理した著作としては、「アジアの都市計
画」23）がある。本著では、各国の都市計画制度の概要と主要なデータについて取りまとめて
いるが、都市計画の制度、事業、課題にっいての網羅的な比較は行っておらず、あくまでも
個別の都市概況やインフラ整備状況の整理、紹介に留まっている。
　海外における研究事例は、アジアに限らず幅広い地域で行われている。例えば、
Lombaradoによるブエノスアイレスの民問・市場主導による土地利用の問題点の分析24）や、
AnhetaLによるハノイ市における適切な都市計画制度、手法に関わる分析25）、Perera1によ
10
るバンコク市のマルチ・ハビテーション地区における不動産業者による新規開発事業の影響
にっいての分析26）、Carterによるトリニダード・トバゴの都市開発に必要な法制度・計画手
法・規制についての検討27）、Dattaによるデリー市と地方との境界部のスラム化を避けるため
の都市計画手法の分析28）など多くの研究実績が見られる。
　このうち、「計画手続き」に関わるものとしては、Watsonによるアフリカの都市における望ま
しい計画・意思決定プロセスと既存手法との比較29）、PatanakanetaLやOweiによる地元コ
ミュニティ・企業が参加・協働する計画プロセスの有効性についての分析30）、Bedwardによる
ジャマイカ市の都市施設計画プロセスに対する有識者の意見の反映や空間計画とマクロ経
済的政策の連携の必要性にっいての分析31）、などの研究実績がある。その他、近年はグロ
ーバル化が都市に与える影響に関わる研究も、複数の研究者によって行われている。
　続いて「開発計画」に関する主な研究としては、石見32）の東南アジアにおける人口の大
都市集中に関する研究、穂坂33）や福島34）の、公的規制の枠外にあるスラム住民のスラム開
発のプロセスや実態分析、城所35）の郊外市街地形成に果たす民問開発コントロールの役
割の分析、瀬田36）のタイ等の地域格差是正政策とグローバル化に伴うその変容過程分析
など、近年発展が目覚しいアジアを中心として多彩な研究事例が見られる。瀬田はタイとマ
レーシアの事例を踏まえ、目本の政策とも対比させながら、グローバル化が進展する中でこ
れらの開発途上国がどのように地域格差是正政策を進めているのかにっいて詳細な分析を
行っている。
　「都市交通jや「インフラ整備」などの事業を対象とするものは、岩田37）の、開発途上国に
おける公共交通の成立に関する分析、林38）のバンコクと東京の都市インフラ整備と環境負
荷の比較、中村39）のバンコク北部郊外地域における通勤輸送問題の分析、外尾40）のマニ
ラ都市圏LRT駅周辺のターミナル地区形成に関する実態分析、Tien－Penの都市における
モータサイクルの活用分析、兵藤41）の人の移動実態と社会経済活動との関係に関わる研
究、Nashreen42）の開発途上国における共同配送システム導入効果予測分析などがある。
　「居住施設」を対象とした国内の研究としては、西村43）のハノイ中心市街地の歴史的環
境ならびに居住環境の分析、内田44）らのインドネシアのスラム居住政策と日本の経験との比
較研究、小林殉のインドネシアにおける都市住宅問題の地方性、西岡46）のフィリピンに
おける囲郭居住システムの分析、ジャカルタ都市圏をモデルに開発途上国大都市の土地
住宅市場の特質と都市計画的課題やバンコク郊外部の住宅形成過程の特質と公共交通
整備方針の関連性分析を行った城所47）48〉の研究など比較的多くの研究がなされており、
内容も充実している。
　海外においても、Huによる中国の都市部における地方移住者の居住環境の分析49）、
Sharmaによるインドにおける進行中のスラム対策プログラムの有効性と新たな施策に関する
検討50）、Malusardiによるアンカラ市が都市計画の一部とLて実施した不法占拠地区改善・
転換事業の事例分析51）、Lamによるベトナムの低所得者層のための住宅政策（住宅金融
システム、土地市場の平準化）に関する分析52）、などの研究がある。また、Yulinawatiによる
ジャボタベック圏の生活環境（水・大気・廃棄物・土地・スラム）悪化にっいて包括的な文献
調査53）、Minhによるハノイ市の住居・居住地区改良のための政策・計画手法に関する研究
54）、Sufianによるマレーシアの既存の法律におけるゲーティッド・コミュニティーの建設に関す
る不動産関係事項にっいての分析55〉など、当分野の研究実績は国内同様に豊富であり、
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開発途上国における「居住施設」の重要性が理解できる。
　r都市環境・保全」については中国の研究事例が比較的多い。このうち、Zhangによる上
海市における都市保全と都市再生のバランスについての分析56）、同じくZhangによる地元
住民・有識者の声を都市保全・保存計画に反映させることによる都市形態論・政策論との
関連性57〉、そのほかShenによる北京市の歴史的風土保存区域の修復に対する日本の補
助金制度の適用の検討58）、などがある。
　このように、開発途上国における都市に関わる研究は、開発途上国における特定の分野
の制度、計画、事業、施設に関する特殊性、あるいは目本や先進国との類似性などの特徴
を詳細に整理、分析しており、それぞれは断片的ではあるが新規性もあり、有意義な研究が
多い。しかしながら、これらの研究は①研究対象は特定の都市に限定されており、②研究対
象から整備すべき問題の抽出、および整備課題の整理は行われていない。
　一方、非常に限定されるが、都市問題の抽出、および整備すべき課題の整理を行ってい
る研究としては、橋本59）の開発途上国の二一ズに基づいた公共施設地選定モデルに関す
るする研究、秦60〉のスラムにおける住民参加と住民組織のネットワーク化のあり方に関わる
研究がある。これらの研究は都市問題の解消・緩和にもつながる取り組み方策も示しており、
技術協力を行うにあたり有益な示唆を与えるものであるが、「公共施設の選定」、「スラムの住
民参加」など、あくまでも限定的な分野が研究対象となっており、これ以外の分野で技術協
力を行うのであれば新たな考察が必要とされる。
2．既往研究の特徴、および本研究の特徴と位置付け
1，における研究のレビューにより、当該研究の特徴と位置付けは次のとおり整理される。
①開発途上国における都市を対象とした既往研究は数多くあるが、特定の都市の一分
　野（例えば「ジャカルタの都市交通」や「クアラルンプ］ルの住宅政策」など）を対象に分
　析を行った研究が主流となっている。
②さらに、そこから都市問題を抽出し、整備すべき課題の整理を行っている事例は橋本
　など2例のみである。また、それらの研究も、あくまでも限定された分野（「公共施設地の
　選定」と「スラムの住民参加」）が対象となっており、例えば都市計画制度など、その他
　の分野については同様な検証は行われていない。
③開発途上国において発生している様々な都市問題を網羅的に取り上げ、問題の範囲、
　程度、構成、都市問題項目の相互問の因果相関、各国の差異にっいて着目した研究
　が行われていない。このため、開発途上国の都市問題の構成と実態が包括的に解明
　されていない。
既往研究にはない本研究の特徴を述べると次のとおりになる。
①都市問題の解消・緩和を図るための技術協力を行っている国際援助機関の調査、資
　料、それに関する研究を行っている学会の研究、文献のレビューを通じて、これらの機
　関が対象とする都市問題の範囲、内容、重点分野、各国の差異にっいて明らかにする。
　これにより、国際援助機関等が技術協力、研究の対象として取り扱ってきた開発途上
　国における都市問題の項目を包括的に整理し、その分類・体系化を図ることにより、全
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　体構成を示す。
②開発途上国における都市問題全般を網羅的に取り上げ、現地の実情に詳しい開発途
　上国の専門家の目を通じて、問題項目問の関連性、因果相関を把握し、都市問題項
　目の相互間の因果相関の有無と影響の度合い明らかにする。
1．3．3開発途上国における技術協力に関する研究
1．　既往研究のレビュー
　開発途上国における技術協力に関する研究とは、開発途上国を対象として、土木や医
療といった特定の技術分野に限定せず、国際協力や技術協力を有効に行うことに着目して
行われている研究である。従って、例え対象とする技術内容が異なっていても、技術協力を
適切に行う観点からすれば、本研究においても十分に参考となる研究である。
　これらの研究は内容から大別して「理論的研究」と「実証的研究」の2つに分類可能であ
る。「理論的研究」としては、斉藤61〉が、世界政治経済の発展シナリオを技術移転の視点か
ら検討した研究がある。ここでは技術移転を近代経済学が唱えるような単なる「生産要素の
移動」現象ではなく、rN・R関係」の仮説を用いて説いている。これは、図L3．1に示すように
二一ズ（N；Needs）とそれを満たすのに必要なシーズや諸資源（RlR．esources、人材、資本、
設備、情報）の間の相対関係の働きによって技術の開発・利用が促進されるが、自国のN・
R関係と外国（開発途上国と先進国とも）のN・R関係がリンクすることによって国際技術移
転が行われる　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　というものである。
　　　　　　　　　　　　　　　　捻擁年転蔵準
学紺騰樹必桑拙ぞ糞・際際愛雫箭の・R交兄外［署稽弛研の流本部体談究談　市機・曾曇諮　　　薗情人
　　と報触層　　　　の証摘
門　　　　鞍賦触
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　　　／
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＼
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　　隊転能
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　　　　鳥
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・肝塾通楼塁超矩転ン鑓fモ佳蕉璋帯　　ン僑簗ン機．
欝制塾葉驚鑓　　裏設ンヲ剛
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図1．3．1技術移転のマクロ的モデル62）
　東アジア地域の技術蓄積と技術移転との関連、歴史的経緯、当面している諸課題を対
象としたものとしては陳63）らの研究があり、技術移転が経済成長や国際分業とどのような関
係にあるのか、基本的理論やメカニズムの全体像について検討を行っている。菰田64）は技
術革新と資本蓄積、ライフサイクル、企業間技術移転、南北間技術移転、技術の国際化と
適正技術など幅広い視野から技術移転に関するこれまでの経緯や理論にっいて整理を行
っている。
　これらの「理論的研究」は、経済学的なアプローチを用いた分析を行っており、技術移転
の行為は、開発途上国側の生産能力を高める投入材として位置付けられている。従って、
分析対象は、開発途上国の産業構造の変化や経済発展に伴い、どのような経緯から技術
移転が必要となるのか。技術協力が発生する（社会にとって必要となる）需要発生メカニズム
の解明や、経済活動から見た意義、あるいは位置付けについての分析が行われている。
　しかし、国際協力を通じて行われる技術協力の意義は、経済学な側面だけでは十分な説
明ができない。そこで国際政治や国際協力の観点を踏まえた、いわゆる開発学的なアプロ
ーチによる研究が行われている。これに該当する新たな技術協力の取り組み方策について
論じた調査、研究としては、岩田65）の開発コンサルタントの有効利用、難波66）の水稲研究、
開発プロジェクトの技術協力手法、馬渕ら67）の近年国際機関等で用いられているキャパシ
ティ・デベロープメントの概念の適用に関する検討などがある。当研究は、技術協力が持つ
整備課題を踏まえ、新たな概念、方策の適用を提案するものであるが、これらの概念や方策
を理論付けるには、実証的データによる更なる裏付けが必要である。
　次の「実証的研究」は、その内容からケース・スタディ分析を主体とする「事例研究型」、お
よびr目本の経験発信型」研究の2っに大別できる。
　まず、「事例研究型」とは、ある事例を対象にケース・スタディを行い、今後の技術協力の
あり方にについて知見を得る研究である。本研究としては、小林68）の南北問題に関する技
術移転に関する研究がある。小林は、技術移転を「人間が生み出した知的資源の再配分」
と定義し、ケニアなど幾つかの技術移転の事例から地域を生かす技術のあり方にっいて論
じている（図1．3．2）。
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図1．3．2発展段階に応じた日本の経験の適用69）
　他には、永井70）、高問71）、上村72）、丸山73）、穂坂74）ら、高橋ら75）、常76）、佐原77〉、川本
78）などがある。また、関根79）は、民族誌的なアプローチにより技術協力におけるリーダーシッ
プのあり方について分析している。
　続いて、「日本の経験発信型」とは、日本における開発経験の技術協力への適用可能性
について論じたものである。これに該当する研究としては、経済発展の大野80）、インフラ整備
の吉田81〉、農村開発の佐藤82）、公害対策技術の渡辺83〉、社会保障の広井84）、教育の村田
85）、保健医療の駒沢86）などがある。なお、都市計画制度に関する研究も幾つかあるが、これ
については次項の1，3．4で取り扱う。
　特に、吉田87）は、開発途上国の問題解決に資する技術移転工学と題して、開発途上国
が直面する貧困問題と工学的見地から技術移転を行う意義、技術政策や技術選択の基準
の重要性、それに貢献するための技術移転工学の果たす役割を述べている。そのためには、
適正な技術（技術選択）とそれを受容する社会システム（移転のプロセス）の関係をどう捉え
るかが必要であるとし、図L3．3に示すように技術移転に関する学問的な領域、枠組みを概
念的に示している。
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図1．3．3技術移転工学の概念図88）
　ここでは、「移転された技術の開発途上国での垂直的発展メカニズム、すなわち、基礎工
学・政府および民間の技術政策と戦略・研究開発・応用、そして実用化と市場からのフィー
ドバックという一連のスパイラル型ループを開発途上国において発現させることが技術移転
の究極的目的」と述べている。
　海外のr技術協力（Technical　assistance／cooperation）」に関わる研究は、r実証的研究」
に多くの実績がある。例えば、Hirvonen89）やAidWatch90）、ActionAid　Intemational　UK91）
による過去の技術協力事業の事例研究に基づく問題点（高額な経費、民営化等に関わるド
ナー主導による政策への誘導、途上国側の弱い主体性（オーナーシップ））に対する提起、
UNDPによる途上国の能力開発（キャパシティ・デベロップメント）に関わる技術協力の分析、
提言92〉、Nanivska　et　al．による政治的移行期におけるポーランドで実施された技術協力の
成功事例とウクライナの事例の比較・検証などがある93）。
　また、技術協力の新しい試みとしては、技術協力のプール化（蓄積化、ストック化）に関わ
る検証がなされており、アフリカ6力国を対象とするBaser　et　al．凶、ウガンダ・インドの
Williamsetal，95）、モザンビークのPavignanietal．96〉による事例分析がある。
　このように、「事例型研究」は、「理論的研究」に比較すると研究事例も豊富で内容も充実
している。しかし、我が国も含め、国際援助機関等が本格的に開発途上国に対して技術協
力に本格的に取り組み出したのは、玉970年代後半以降の約30年程度の期間にすぎず、ま
た、統計・解析に耐えうる実証例、データの蓄積は十分とは言えない。よって、分析を一般
化、体系化させるための取り組みが十分にはなされておらず、それが理論化されていないの
が現状である。
　また、実際に適用されている事例を見ると、いわゆる狭義の技術移転を実証研究の対象
としている場合が多い。つまり、特定の技術を移転する行為、および技術を導入、受け入れ、
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定着する間の過程（プロセス）に着目した研究が行われており、研究対象の期問もほとんど
が10年未満である。先進国側の視点から技術移転の行為を見れば、そのプロセスの有効
性を検証することが最大の関心事となる。従って、事例の分析、評価を行う研究対象期間と
しては、技術の移転行為が完了する10年程度を目処に設定したものと考えられる。
　しかし、これを開発途上国側の視点から見れば、ある技術・制度が社会で許容、容認され
る期間とは、必ずしも国際援助期間等が一っのプロジェクトを実施する数年問、10年程度
で完了するのではなく、導入する技術が現地化、簡略化、または高度化する試行期間を経
て定着、普及に至るような、技術が内部化される期問が必要であると考えられる。従って、こ
れまでに行われてきた実証研究は、あくまでも技術協力を実施する側の視点で、つまり狭義
の技術移転の段階のみに着目して行われてきたことが理解できる。
　なお、唯一例外なのは、大野が行った江戸から平成に至る日本の経済発展に関わる研
究である97）。これは、目本を開発途上国に見立て、江戸時代（1603年）から現在に至る経
済発展の流れの中で、極東の農業国が近代化していく要件や、目本が取り組んできた金融
政策、および産業振興策などをとりまとめたものである。同様に、外国からの技術を吸収して
国造り進めている開発途上国にとっても参考となる事例研究である。この事例からも明らか
なように、自国の視点から技術の定着、普及に関する研究を行うのであれば、技術を導入し
た当時の時代背景から技術定着後の発展段階に至るまでの過程について検証することが
求められ、そのためには、一定期間、少なくとも数十年の期問が研究対象として必要となると
考えられる。
2．既往研究の特徴、および本研究の特徴と位置付け
Lにおける研究のレビューにより、当該研究の特徴と位置付けは次のとおり整理できる。
①理論的研究のうち、経済学的なアプローチによる研究は、技術移転を行うための経済
　的な意義、妥当性の評価・分析、および国の産業構造の変化や発展に伴って技術移
　転が必要とされる社会的需要の発生メカニズムの解明に視点が置かれているが、経済
　学な側面だけでは国際協力を通じて行われる技術協力の意義について、十分な説明
　ができていない。また、開発学的なアプローチによる研究は、技術協力が持っ整備課
　題を踏まえ、新たな概念、実施方策の適用を提案しているが、これらの概念や方策を
　理論付けるための、実証的データ裏付けが十分になされていない。また、事例型研究
　は、研究事例も豊富で内容も充実しているが、統計・解析に耐えうる実証例、データの
　蓄積は十分とはいえない。また、分析を一般化、体系化させるための取り組みが十分に
　はなされておらず、それが十分に理論化されていない。
②事例型研究の事例は、いわゆる狭義の技術移転が実証研究の対象となっており、あく
　までも技術協力を実施する側の視点で取りまとめられている。
一方、既往の研究にはない本研究の特徴を述べると次のとおりになる。
①既往研究の欠陥であるミッシングリンクを埋めるため、理論面と実証面の双方から総合
　的に技術協力の分析を行う。これにより、’実証データを踏まえて理論の裏付けを行い、
　併せて事例にっいて理論化を図る。
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②研究対象の期間を、狭義の技術移転の期間に限定せず、技術の導入（移転）、改良・
　内部化、定着・発展に至るプロセスを技術協力の期問と設定し、この一連の期間に対
　して実証的な研究を行う。
1．3．4開発途上国における都市計画制度の技術協力に関する研究
1．　既往研究のレビュー
　本研究の主題テーマである開発途上国における都市計画制度に対する技術協力に関
する研究とは、1．3．2で述べた開発途上国における都市問題の分析に加えて、その都市問
題を解消・緩和することを目的に導入される都市計画制度に対して、第三者による事業実
施の支援、協力方策の視点が加えられた研究である。
　既往研究は限定されるが、開発途上国の都市問題を解消・緩和しようとする試み、あるい
は対応策が示されている研究としては次のものがある。
　まず、目本の研究で、マクロな視点から都市の複数の分野を包含して総体的に技術協力
の方向性について論じた論文としては、長嶺98）が、開発途上国における都市計画の基本的
課題とスラム改善事業（スラム・クリアランス）など当時導入され始めた取り組み事業について
検証を行ない、さらに日本の都市計画との比較を通じて、目本の都市計画の“体験”が開発
途上国の都市計画にどのような貢献が果たしうるのか、その制約条件は何であるかについて
事例を用いて論じている。
　また、河中ら99）は、インドネシアとタイにおける都市計画・住宅計画施策の比較検証、文
献調査等を行い、その結果踏まえて“想定される協カニーズと関連する計画技術の提案
例”を掲示し、これからの計画技術のあり方にっいて述べている。徳永ら100）は、東南アジア
における都市計画制度や開発計画の課題や我が国の技術協力のあり方を分析している。
　日本の都市計画の経験、情報発信の観点からは、木下101）、斉藤102）、城所103）、川島
！04）、本田105）、長山106）、穂坂107）がその重要性と課題にっいてそれぞれ論じている。同じく、
日本に学ぶ留学生、あるいは研究者より技術移転に関する目本の都市計画の役割と期待
を論じたものとしては、康108）、黄109）、諄110）、陳111）、森川112）がある。
　続いて、ややミクロな視点から都市計画の特定の分野に関する技術協力のあり方につい
て論じた研究としては、次のものがある。
　まず、「計画」の分野では、開発途上国に対する土地区画整理の技術移転の成果と課題
を述べた西山IB）、同じく世界の土地区画整理事業の手法の比較により技術移転に関する
課題を述べた簗瀬ら114）、コミュニティ参加による生活環境改善事業の事例研究と適用性な
どを検証したものにアティク115）、菅野116）がある。海外では、Damayantiのインドネシアにおけ
る自治体レベルの中期開発計画策定に対する参加型協力の効果分析117）がある。
　「施設」分野としては、都市交通では大田118）、庄山119）、造園の有路ら120）、居住分野で
は松本121）、横山ら122）がある。海外の研究は「居住・環境」分野が多く、Burraによるインドに
おけるスラム地区改善事業の成功事例分析123）、Stein　et　aLによる中米都市における延べ
40万人のスラム居住者に対する住宅金融プログラムの事例分析124）、Durand－Lasserveによ
るサブ・サハラ・アフリカ地域における世界銀行の土地配分支援事業に対する評価・分析
125）などがある。また、公共サービス（上下水道）に関しては、Lobinaによる開発途上国にお
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ける民営化支援事業の有効性の分析126）、Greenhill　et　a1．によるタンザニア民営化事業の
失敗事例分析127）、Connorsによるインドのスラム地区におけるサービス供給の成功事例分
析128）がある。
　これらの研究は、それぞれ個別の都市問題に関する技術協力のあり方について有意義な
実証を行っているが、内容は日本や他国の経験を基にした技術協力のあるべき方針、今後
対処すべき問題や整備すべき項目の提示、提言、あるいは事例の評価分析である。しかし
ながら、これらの研究は基本的に援助、技術協力を実施する側の立場で検証が行われてお
り、援助の受け手側である開発途上国の視点からの検証事例はない。
　また、技術協力の実施方策、実施時期に着眼し、これを有効に実施するような視点から、
具体的な設定方策にっいての検証は行われていない。
2．既往研究の特徴、および本研究の特徴と位置付け
1．における研究のレビューにより、当該研究の特徴と位置付けは次のとおり整理できる。
①マクロな視点から都市の複数の分野を包含して総体的に技術協力の方向性にっいて
　論じた論文としては、開発途上国における都市計画の基本的課題とスラム改善事業
　（スラム・クリアランス）など当時導入され始めた取り組み事業について検証を行なってい
　る。他にはインドネシアとタイにおける都市計画・住宅計画技術のあり方、東南アジアに
　おける都市計画制度や開発計画の課題や我が国の技術協力のあり方、日本の都市
　計画の経験、情報発信、日本に学ぶ留学生、あるいは研究者より技術移転に関する
　目本の都市計画の役割と期待を論じたものがある。
②ミクロな視点から都市計画の特定の分野に関する技術協力のあり方にっいて論じた研
　究としては、「計画」の分野では、土地区画整理の技術移転の成果と課題やコミュニテ
　ィ参加による生活環境改善事業の事例研究と適用性、自治体レベルの中期開発計画
　策定に対する参加型協力の効果分析がある。その他としては、都市交通、居住・環境、
　公共サービス（上下水道）のものがあり、それぞれ個別の都市問題に関する技術協力
　のあり方について有意義な実証を行っている。しかしながら、これらの研究は基本的に
　援助、技術協力を実施する側の立場で検証が行われており、援助の受け手側である
　開発途上国の視点からの行われた検証事例はない。
③技術協力のあり方について論じている研究の内容は、目本や他国の経験を基にしたあ
　るべき方針、整備すべき課題の提示、提言、あるいは事例の評価分析であるが、技術
　協力の実施方策、実施時期に着眼し、これを有効に実施するような視点から、具体的
　な設定方策にっいての検証は行われていない。
一方、既往の研究にはない本研究の特徴を述べると次のとおりになる。
①開発途上国の都市問題を解消・緩和するための政策、整備事業の優先度評価を行い、
　それら政策、整備事業の優先度にっいて明らかにする。研究にあたっては、都市整備
　の目的、目標に照らして、客観的と見なし得る評価基準を設定することにより、都市問
　題の緊急性と事業代替案の優先度を定量化する。また、階層分析法であるAHP法を
　用いた新たな手順により、開発途上国における都市の政策、整備事業の優先度評価
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　の一方策を示す。
②データ比較により、フィリピンなど東南アジア4力国における都市計画制度の実態、整
　備の重点、課題、さらには都市計画整備に関する意識の差異を分析し、都市計画制
　度に関する整備の課題を明らかにする。また、各国の主要都市に関する都市計画法
　制度、特に首都における整備状況について比較・分析を行い、各都市の差異を明らか
　する。これにより、都市計画制度に対する技術協力の需要、必要とされる技術協力の
　内容を明らかにするとともに、カウンターパートの視点、都市問題、都市計画制度の差
　異、専門家の知見の3っに着目し、開発途上国で必要とされている技術協力の内容
　について研究を行う。
③国際機関等の行う開発途上国における都市計画制度に対する技術協力の内容、事
　業を整理し、技術協力の特性にっいて把握するとともに、我が国の技術協力の実施機
　関であるJICAが行っている都市計画制度に対する技術協力のうち、代表的な事業で
　ある研修員受け入れ、専門家派遣、開発調査、技術協カプロジェクトの4つを対象とし
　て、都市計画制度の整備課題から必要とされる技術協力の事業内容について研究を
　行う。
④開発途上国で行われた都市計画制度（土地区画整理）の技術協力を対象として、時
　系列分析を行い、技術協力の有効な実施方策にっいて実証的な見地から研究を行
　う。
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1．4本研究の論文の構成
本研究は、本章を含む全8章から構成されている。各章の内容は次に示すとおりである。
　「第1章序論』では、本研究の目的、背景、および既往研究レビューにより、本研究の位
置付けと研究内容の構成にっいて定める。これにより、本研究の特徴、およびその新規性、
有用性、独創性にっいて明らかにする。（第1章）
　「第2章国際援助機関等から見た開発途上国における都市問題の分類・体系化』では、
①都市問題に対する技術協力を行っている国際援助機関の調査・資料、それに関する研
究を行っている学会の研究、文献のレビューを通じて、各機関が対象とする都市問題の範
囲、項目、位置付け、特性、差異を明らかにする。これにより、②各都市問題を発生要因と
整備課題に応じて分類・体系化し、③国際援助機関等から見た開発途上国における都市
問題の全体構成を明らかにする。（第2章）
　「第3章開発途上国における都市問題の同定・構造化』では、①ワークショップを開催し、
カウンターパートから見た都市問題の分類・体系化を行い、国際援助機関等との差異を明
らかにするとともに、②システム工学を用いた実験を行い、都市問題の因果相関、間題相互
間の影響の有無、関連度・影響度の程度について明らかにする。これにより、③都市問題の
構造化手法について有効性を検証する。（第3章）
　「第4章開発途上国の都市問題に対する政策・整備事業の優先度評価』では、①シス
テム工学の階層化分析法を用いて開発途上国の専門家による代替案の優先度評価を行
い、開発途上国における都市問題に関する代替案の優先度を明らかにし、これにより②代
替案の優先度評価の有効性について検証する。（第4章）
　「第5章開発途上国における都市計画制度の実態と整備課題」では、①開発途上国
のうち、目本の技術協力の実績数が多いフィリピン、タイ、マレーシア、インドネシアの東南ア
ジア4力国を対象として、都市計画制度の実態を比較・分析し、②都市計画制度の整備課
題を明らかにし、それにより必要とされる技術協力の内容を提案する。（第5章）
　「第6章開発途上国における都市計画制度に関する技術協力の実態と実施方策』で
は、都市計画制度に関する技術協力に着目し、①我が国および国際援助機関が行う技術
協力の実態を明らかにし、②そのうちタイで行われた我が国の土地区画整理に関する技術
協力を事例として時系列分析を行う。これにより、③技術協力がタイの土地区画整理に関す
る制度の整備段階に応じて行われたことを実証し、④都市計画制度に関する技術協力を有
効に実施するための示唆を得る。（第6章）
　「第7章タイ国における都市問題の構造と都市計画制度に関する技術協力のケース・
スタディ」では①タイにおける都市問題と技術協力のケース・スタディを行い、タイの開発・経
済状況、政府開発援助（ODA）と技術協力の実績、都市問題の変化と技術協力の関係性
を時系列的に分析し、②本研究で取り上げた上5っの事項にっいて実証的な見地からその
有効性．を検証する。（第7章）
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　「第8章本研究の結論と今後の研究課題」では、本研究で行った考察を総括し、本研
究をまとめ、今後の課題を述べる。
図1．4，1は本研究の構成をフローチャートによって示したものである。
第1章序論
・本研究の背景　　　　　　　・既往研究のレビュー
・本研究の目的と方法　　　　　・本研究の論文の構成
・本研究で対象とする用語の定義
第2章国際援助機関等から見た
開発途上国における都市問題の
　　　　分類・体系化
・国際援助機関等が対象とする開発途上国
における都市間題
・国際援助機関等が対象とする都市問題の
分類・体系化
第3章開発途上国における
都市問題の同定・構造化
　第5章開発途上国における
都市計画制度の実態と整備課題
・開発途上国における都市計画制度の実態
分析の方針と分析方法
・開発途上国における都市計画制度の整備
状況、問題点、整備課題
・都市計画制度の整備課題から必要とされる
技術協力の提案内容
・開発途上国の都市問題を構造化する意義、
手法
・開発途上国における都市問題の同定・構造
化の実験
第4章開発途上国の都市問題
　　に対する政策・整備事業の
・開発途上国における都市問題に対する代
替案の優先度評価を行う意義、手法
・開発途上国における都市問題に対する代
替案の優先度評価の実験
第6章開発途上国における
　都市計画制度に関する
技術協力の実態と実施方策
・我が国および国際援助機関が実施している
都市計画制度に関する技術協力の実態
・土地区画整理に着目したタイにおける都市
計画制度に関する技術協力の実施方策
第7章タイにおける都市問題の構造と都市計画制度に
　　　　関する技術協力のケース・スタディ
・タイにおける都市問題と技術協力の関係性分析・ケース・スタディによる本研究の有効性の実証
第8章本研究の結論と今後の研究課題
・本研究の結論　　　　　　　・今後の研究課題
図1．4．1本研究の構成と流れ
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［第1章補注および参考文献］
補注
（1）「第三世界の都市爆発」人ロの分布状況（SpatiaI　Distribution）を見ると1920年当時に
　　は世界全体で14％に過ぎなかった都市部人ロの割合が急速に増加しており、1980年に
　　は40％、2025年には60％を超える見込みとなっている。第三世界の都市爆発、1987、岩波
　　書店、P6－P7
（2）国際協力用語集（第2版）、1998、㈱国際開発ジャーナル社、p，184－185を参考に作成。
（3）ODA政府開発援助白書2004年版、外務省、p407を基に集計
（4）新谷洋二、高橋洋二、岸井隆幸、2001年、土木系大学講義シリーズ17「都市計画」（改
　　訂版）、㈱コロナ社、p1を参照。出典は、都市計画法（昭和43．6．15法律100）、第1章総則、
　　第5条（都市計画区域）。原文は次のとおり、「都道府県知事は、市又は人ロ、就業者数、
　　その他の事項が政令で定める用件に該当する町村の中心の市街地を含み、かつ、自然
　　的及び社会的条件並びに人ロ、土地利用、交通量その他建設省令で定める事項に関
　　する現況及び推移を勘案して、一体の都市として総合的に整備し、開発し、及び保全す
　　る必要がある区域を都市計画区域として指定するものとする。この場合において、必要が
　　あるときは、当該市町村の区域外にわたり、都市計画区域を指定することができる。」
（5）「広辞苑・第5版」、1998年、岩波書店、p偲18を参考に作成。
（6）「広辞苑・第5版」、1998年、岩波書店、p2666を参考に作成。
（7）制度とは、「国家・社会・団体を運営していく上で、制定される法や規則であり、社会的に
　　公認され、国家・団体などを統治・運営するために定型化されているきまりや慣習」である。
　　「制度」を組み合わせて使用する用語としては、徒弟制度、家族制度、封建制度、貨幣
　　制度などがある。参考：「広辞苑・第5版」、1998年、岩波書店、p1475。
（8）国際協力用語集（第2版）、㈱国際開発ジャーナル社、p，33、を参考に作成。
（9）同上。
参考文献
1）　2004年度版rODA政府開発援助白書～日本のODA50年の成果と歩み～」、外務省、
　　P，269
2）　平成12年度「建設技術移転指針策定調査都市計画報告書」、平成13年3月、国土交
　　通省、社団法人国際建設技術協会、pp．13－15
3）　1）文献、P，230
4）　国際開発ジャーナル（1998年5月号）、「国際協力入門」、㈱国際開発ジャーナル社、p．72
5）　4）文献、P．73
6）　岩崎駿介他（1995）、r人間居住キーワード事典」、中央法規、p16
7）　新谷洋二、高橋洋二、岸井隆幸、2001年、土木系大学講義シリーズ17「都市計画」（改
　　訂版）、㈱コロナ社、p1
8）　7）文献、P2
9）　石川栄耀（1954）、「新訂都市計画及び国土計画」、産業図書
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第2章　国際援助機関等から見た開発途上国における
都市問題の分類・体系化
2．1　はじめに
2．1．1本章の目的
　開発途上国における都市問題の解消・緩和を目的として、都市計画制度に関する技
術協力を行うためには、技術協力の対象となる都市問題について、その全体構成をまず
理解する必要がある。
　本章の目的は、①都市問題に対する技術協力を行っている国際援助機関の調査・資
料、それに関する研究を行っている学会の研究、文献のレビューを通じて、各機関が対
象とする都市問題の範囲、項目、位置付け、特性、差異を明らかにし、②各都市問題を
発生要因と整備課題に応じて分類・体系化し、③国際援助機関等から見た開発途上国
における都市問題の全体構成を明らかすることにある。
2．1．2本章の方法
　本章における分類・体系化の方法は、①都市問題に関する豊富な情報を有している
国際援助機関（2機関）、我が国の援助実施機関、学会による4つの機関（これらを国際
援助機関等とする）を選定し、②その文献、資料のレビューを通じて、各機関が都市問題
の対象としている項目を抽出する。
　これにより、③国際援助機関等が対象としている都市問題の位置付け、特性、差異を
明らかにし、④相互比較による用語の統一、類似項目の統合、あるいは分割を行い、都
市問題の発生要因と整備課題に応じて項目を分類・体系化する。
2．1．3本章の手順
本章の手順は、次のとおりである。
1）2．2では、開発途上国における都市問題に着目し、国際援助機関等の文献、資料レ
　ビューを行い、各機関の都市問題の位置付けを明らかにする。
　第一に、開発途上国における都市問題を分類・体系化する意義を定める。（2，2．1）
　第二に、国際金融機関である世界銀行が対象とする開発途上国における都市問題
　を分析する。（2，2，2）
　第三に、都市・住宅開発支援を専門とした国際機関であるUN－HABITATが対象とす
　る開発途上国における都市問題を分析する。（2．2．3）
　第四に、目本の援助実施機関である独立行政法人国際開発機構（JICA）が対象と
　する開発途上国における都市問題を分析する。（2．2．4）
　第五に、都市計画研究の学会である（社）日本都市計画学会が対象とする開発途上
　国における都市問題を分析する。（2．2．5）
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2）2，3では、1）で分析した国際援助機関等が対象とする都市問題について比較・分析
　　を行い、その分類・体系化を行う。
　　第一に、各機関が対象とする都市問題を分類・体系化する視点、方法、手順を定め
　　る。（2．3．1）
　　第二に、各機関が対象とする都市問題、および整備課題を比較・分析する。（2。3．2）
　　第二に、各機関が対象とする都市問題の分類・体系化を行う。（2．3．3）
2）2．4では、本章をまとめる。
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2．2　国際援助機関等が対象とする開発途上国における都市問題
2．2．1開発途上国における都市問題を分類・体系化する意義
　開発途上国の都市問題は、統計資料の未整備などに起因して基礎的な情報入手が
困難な場合が多く、序章で述べたように研究実績も十分に蓄積されていないことから、都
市問題の全体構成が正しく認識されるに至っていない。
　各都市には固有の問題や課題があり、解消・緩和に至るアプローチもそれぞれ異なる。
しかし一方では、経済レベルや都市基盤施設の整備状況が比較的類似している開発途
上国の都市を対象とした場合、これらの都市に共通する都市問題も多いと考えられる。従
って、各国、各都市で異なる都市問題の項目、構成を整理し、各国、各都市に適用でき
る一般的な分類・体系化を行うことは、今後の技術協力を効果的にするために有意義で
あると考えられる。
　そこで、都市問題の分類・体系化を図るために、本章においては、国際援助機関等の
資料、文献を用いて情報の整理・分析を行う。また、国際援助機関等の視点から都市問
題の分類・体系化を行う理由は、次の3点である。
①開発途上国の都市問題にっいて最も豊富な情報を有しており、正確な分類・体系
　化が可能となる。
②各機関が対象とする都市問題項目の分類・体系化を行うことにより、技術協力の
　担い手である実施する側から見た都市問題の項目が明らかになる。
③第3章、第4章において行う援助の受け手であるカウンターパートによる都市問題
　の構造化、政策・事業の優先度評価の結果と比較することにより、都市問題に関
　する両者の特性、差異の確認が可能となる。
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2．2．2開発途上国における都市問題を分類・体系化するための機関の選定
　本章では、開発途上国の都市問題を分類・体系化するために、その研究対象として、
開発途上国の都市問題に関する4っの機関を選定した。本4っの機関は、①開発途上
国の幅広い分野に取り組んでいる総合的な国際援助機関、②都市問題対策を専門とす
る国際援助機関、③日本の技術協力を行う事業実施機関、④都市問題の研究を行う学
会から、それぞれ一っを選定するものとした。
　表2。2．1に、本研究の対象として選定した4っの機関名、選定した理由、および研究を
進めるにあたり着目すべき点について示す。
表2．2．1本研究の対象として選定した各機関と選定理由
No 機関名 選定理由 着目点
1 世界銀行 世界銀行（世銀）は、開発途上国へ商業
行ベースよりも有利な条件で開発資金
融資する国際機関（MDBs）である。
の他にも、アジアなどの対象地域に特化
た開発金融機関は、他に4機関存在す
が、世界を対象とする世界銀行は2003
現在184ヶ国が加盟と加盟国が最も多
。さらに世界銀行は、融資事業だけでは
く、技術協力の支援も幅広く行っており、
界銀行を国際援助機関の代表として選
した。
世界銀行が対象とする援助、
資対象とする分野は、都市
備事業のみならず、農業や
健・衛生など非常に広範であ
。これら多様な援助、融資事
を進めるに際に、都市問題を
のように位置付けているのか
着目する。
TheWorldBankGrou
2 国連人間居住計画 国際連合（国連）は、「主要機関」である総
、安全保障理事会、経済社会理事会、
託統治理事会、事務局等、多数の委員
、機関、基金などから成る組織である。
のうちUN－HABITATは、「まちづくり」の
点から都市・住宅環境問題の改善に取
組んでいる国連の専門機関である。よっ
、都市問題対策を専門とする国際援助
都市・住宅に関する国際専門
関が都市問題をどのように
置付けているのかについて
目する。
United　　Nations　　Hulnan
Settlements　　　Pro　ram
機関の代表としてUN－HABITATを選定し
た。
3 国際協力機構 国際協力機構（JICA）は、日本における技
協力、無償資金協力事業など国際協力
実施機関であり、日本の国際協力／援
都市分野への国際協力を推進
るに際して、技術協力の実施
関が都市問題をどのように
置付げているのかについて
目する。
Ja　all　　　　　　　hlternationa1
Cooeration　　　　Aenc
幽 助実施機関の代表として選定した。
4 日本都市計画学会 開発途上国における都市計画の研究を数 日本の研究者が開発途上国の
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The　　　Cit　　　Plannin多く行っている日本都市計画学会を学協　　　　　　　　　　　　　　皿 都市問題を研究対象として、ど
ように位置付けているのかに
いて着目する。
InstituteofJa　an　CPIJ会の代表として選定した。
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2．2．3世界銀行が対象とする開発途上国の都市問題
1．世界銀行が開発途上国の都市問題を意識するに至った時代的な背景
　国際開発機関である世界銀行は、発足当初の目的であった加盟国に対する第二次
世界大戦後の「経済復興支援」から、戦後は「南北問題」解消のための支援へと業務目
的を移行させている。業務内容としては、インフラストラクチャー整備を中心とするプロジェ
クト借款業務から経済構造調整を目的とした構造調整融資、環境問題や旧計画経済諸
国における市場経済への移行支援など、世界情勢や社会環境の変化にともない、業務
内容も変化してはいるが、一貫として開発援助の分野で主導的な役割を果たしている1）。
　世界銀行は設立当初から開発途上国の都市開発および都市問題の解消・緩和に向
けた支援も積極的に行っている。また、世界銀行は開発途上国における都市人口の急
激な増加、それにともなう貧困層の増加、環境悪化等の側面から開発途上国の都市問
題に対しても非常に高い関心を有しており、次の2．で整理するように都市問題を「世界銀
行が取り組むべき重要な開発課題」の一っとして位置付けている。
2．世界銀行が対象とする開発途上国における都市問題の位置付け
　世界銀行は、表2．2．2（1）に示すようにr世界銀行が取り組むべき重要な開発課題
（Topics　in　Development）」と題して融資事業における支援重点開発課題36項目を取り
上げている。このうち、保健医療、教育、経済・金融など主に国家的取り組みが必要な課
題を除くと、都市問題と関係の深い課題は16項目となる（配色部分）。
　世界銀行が対象とする課題は、開発（環境保全を含むバランスの取れた概念）の視点
から問題の発生要因別に分けられており、その中では貧困解消や格差是正に向けた融
資事業の取り組み方が示されている。
　ちなみに、都市問題に関係があるとして本研究で取り上げた表2．2．2の16項目は、幅
広い都市問題を包括した範囲を形成している。ここでは、課題（Topics）を開発
（Development）のために何かしらの施策（アクション）を講じる必要がある項目、問題点で
あると定義している。
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表2．2．2世界銀行の「Top量csinDeve童opment（開発課題）」一覧表
No Top藍cs（開発課題） No Topics（開発課題）
1 Agriculture＆R．uralDevelopment（農業と
村開発）
19 KnowledgeSharing（経験の共有）
2 AIDS（エィズ） 20 Law＆Justice（法制度）
3 Anti－Cormption（汚職対策） 21 Macroeconomics＆Grows（マクロ経済と成長
理）
4 AvianFlu（鳥インフルエンザ） 22 Millennium　Development　Goals（将来予測）
5 Children＆Youth（青少年と子供）23 Mining（鉱物資源）
6 Debt　Relief：　Heavily　indebted　Poor
ountries（重債務国の救済）
24 Participation（社会参加）
7 Education＆Training（教育と研修）25 Policies（政治）
8 Energy（エネルギー） 26 Poverty（貧困）
9 Environment（環境） 27 PrivateSectorDevelopment（民間部門）
10 EvaluationMonitoring（事業評価）28 Govemance＆P腿b豆ic　Sector（公共部門）
11 FaithsandDevelopment（信頼と開発）29 SocialDevdopme皿t（社会開発）
12 FinancialSector（金融部門） 30 SocialProtection＆Labor（社会保障）
13 Gender（ジェンダー） 31 SustainableDevelopment（持続的開発）
14 Globalization（国際化） 32 Trade（貿易）
15 Global　Monitoring（地球規模の環境管
）
33 Transgort（交通）
16 Heakh，Nutrition＆Population（保健、栄
、人口）
34 UrbanDevdopme塾t（都市開発）
17 Informatio皿＆Com皿unica重io皿
e面nology（情報・通信技術）
35 Water　Resources　Management（水資源管
）
18 Infmstructure（都市基盤施設）36 Water　S叩p量y＆Sa皿藍tatio皿（上下水道）
　大分類の「開発課題（Topics　in　Development）」のうち、都市問題を扱うものとしては、
「34，都市開発」が相当するが、これだけでは、都市問題の詳しい内容特定が困難である。
また、「33都市交通」などでも、さらに詳細な小分類「Featured　Topics（主要課題）」に分
けて整理する必要がある。そこで、本研究では、「Topics　in　Development」のノ』・分類であ
る「FeaturedTopics」の存在に着目し、横断的な精査を行1った。
　都市問題に最も関係の深い課題である「34．都市開発」に含まれる「Featured　Topics」
は、次の8項目に分けられている。
（1）「都市開発』におけるFeatured　Topics（主要課題）
①CityDevelopmelltStrategies（都市の成長管理と開発計画の策定）
②DisasterManagemen重（都市防災）
③HousingandLand（住宅と土地利用計画）
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④LocalEconomicDevelopment（地域経済開発）
⑤MunicipalFinance（都市財政）
⑥UrbanServicestothePoor（貧困層への都市サービスの提供）
⑦UrbanPoverty（都市の貧困対策）
⑧UrbanWasteManagement（都市のゴミ処理）
　さらに上記（1）に加えて、都市に限定するCity、Urban、Civicの用語を用いた他の「開
発課題」に含まれている（2）に示す3項目を抽出し、本研究では、これら全11項目を世
界銀行が対象とする都市問題の項目として位置付けた。
（2）その他の都市に関わるFea加red　Topics（主要課題）
①CivicEngagement（市民参加）
②Urban　Transport（都市交通）
③Urban　Wa｛er　Supply　and　Sanitation（上下水道）
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2．2．4UN－HABITATが対象とする開発途上国の都市問題
1．UN－HABITATが開発途上国の都市問題を意識するに至った時代的な背景
　都市・住宅開発支援の専門的な国際機関である国連人間居住計画（UNCHS、通称
UN－HABITAT）は、1976年の発足当時から世界を対象に居住環境問題を専門に各種
活動を行っている。UN－HABITATの目的は、①都市化と居住に関係する問題の存在に
ついて注意を喚起すること、②住居と人間居住問題との取り組みに努力している国々を
支援することの2っに大別される2）。
　UN－HABITATが主体となり1996年トルコ国イスタンブールで開催された第2回国連
人間居住会議（HABITAT－2）においては、イスタンブール宣言として「目標、原則、公約
および世界行動計画（ハビタット・アジェンダ）」が採択された。同アジェンダにおいて、急
激な人口増加にともなう開発途上国の都市問題は、今日人類が直面する最も重要な課
題の一っである3）と指摘している。
2．UN－HABITATが対象とする開発途上国における都市問題の位置付け
　ハビタット・アジェンダでは、開発途上国の居住問題は危機的な度合いに達しており、
このような状況の悪化に対して、人間居住分野における質の向上のために特に以下12
項目にっいて積極的な取り組み策を講じる必要がある4）と位置付けている。
（1）人間居住分野における質の向上のために積極的な取り組み策を講じる必要
のある項目
①非持続的な消費や生産
②都市部への過度の人口集中
③ホームレスの問題
④貧困と失業の増加
⑤社会的疎外
⑥家族の不安定性
⑦資源の欠乏
⑧基礎的なインフラやサービスの欠如
⑨適切な計画の欠落
⑩治安悪化
⑪環境悪化
⑫災害問題
上項目のうち、①は⑦は、相互に原因と結果がもたらす関係が成立しており、内容的に
は重複していること勘案し、①を除くものとした。よって、本研究においては、残る②から⑫
までの11項目をUN－HABITATが対象とする開発途上国における都市問題の概要として
取り扱うことにする。
　なお、UN－HABITATは開発途上国の都市問題に関して「Basicfactsofurbanization」
を1999年に発刊している（2）。当冊子は上記の項目とは別構成ではあるが、都市が抱える
問題に対し、具体的な数値や統計資料を用いて詳細な記述がなされており、本内容もま
たUN－HABITATが認識とする都市問題の一部補完資料として活用できる。当冊子の序
説部（lntroduction）において開発途上国の都市問題を次のとおりに概説、定義してい
る。
「開発途上国の都市では、住居、道路や鉄道、学校、病院等の設置やサービスが行き
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届いていないなどの様々な問題に直面している。同時に、交通システムの複雑化、不安
定な消費動向、衛生状態の悪化、環境汚染とゴミ問題などの都市型の問題が発生して
いる。開発途上国は、これら諸問題に対処するために限られた力しか持ち合わせていな
い。このため、都市部では急激な貧困層の増加が報告されている。」5）
　「さらに、悲惨な居住環境や曖昧な土地の所有権などの問題に加え、都市犯罪、ホー
ムレスなどの問題も生み出している。管理の行き届かない都市は、環境に与える負荷も大
きい。急激な都市化、大都市における人口の集中、広範囲に亘る都市の不規則な発展、
または巨大都市の増加が、人間の生活環境に大きな影響を与えている。」6）
　当冊子で「開発途上国の都市化に関わる基本的なデータ」と題して、個別に詳述され
ている都市問題の要旨は次のとおりである。
（2）UN－HABITATによる開発途上国の都市化に関わる基本的なデータ
1）都市化による貧困と女性問題（UrbanizationandFeminizationofpoverty）
　近年の急激な都市化と国際経済の不況の影響から開発途上国では都市の貧困化が
進んでいる。なお、「国際連合及び世界銀行が設定する“絶対的貧困レベル”とは、1．0
＄／目レベルの生活状況である。」7）。UN－HABITATが「1996年人間居住に関する世界レ
ポート」において、開発途上国の都市問題としてまず取り上げているのは貧困である。
　同レポートにおける「金銭的な貧困」に関するデータによると「1985年以降の絶対的貧
困レベルはほとんど変化が見られないが、貧困生活を送る人々の絶対数は増加しており、
現在、開発途上国の4人に1人が貧しい生活を送っている」と指摘している。特に「女性
が過去10年間で急増しており、世界の貧困層の70％は女性である」8）ことに着目してい
る。
2）居住施設の不備（TheChallengeofAdequateHouse）
UN－HABITATは、都市貧困者の生活状況をより正確に表現するには、“金銭的な貧
困”より“住まいの貧困”こそ、むしろ適切であると定義している。この「“住まいの貧困”とは、
安全な水と衛生対策、家庭ゴミの回収といった、基本的な生活の都市基盤施設を備えた
安全で健全な住居を有しない個人や家庭である」9）と定義している。
　また、適切な居住施設の状態を次のように述べている。「適切な居住施設とは、屋根が
あるだけでは不十分であり、適切なプライバシーや空間、住居へ通ずる道路、安全、保有
権、構造上の安定と耐久性、適切な照明・暖房・換気、水道・公衆衛生やゴミ処理施設
等の都市基盤施設の完備、医療、職場や日常生活に必要な施設の利用、これら全ての
要素が適正価格で入手できなければならない。1990年のデータでは、開発途上国の
3／4の住居は1部屋住居である。また、都市部では25％の住居が長期間の居住が出来ず、
1／3が建築基準違反である」10）と指摘している。
　このように都市部においては、低所得者層の住宅供給不足が原因で、スラムや無断居
住地が広がっている。「途上国は年に5％の割合で巨大化しているが（場所によってはより
早い率で）、一部のスラムや無断居住地はその2倍の割合で増加している。開発途上国、
特にアフリカ諸国の都市に住む大多数の人々がスラムや無断居住地域に住んでいる」11）
と指摘している。
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3）ホームレスの発生（Homeless）
世界ではr1億人から10億人の人々がホームレス」12）であると言われており（この数は国
によるホームレスの定義によって異なる）、r1億人のホームレスは、屋根などが無い場所
で生活しており、10億人を超えるホームレスは、生活をするのに不適切で、不衛生な環境
の中で生活しているjB）と指摘している。
4）都市における暴力の発生（UrbanViolence）
　世界人口統計によると、差別によって隔離された場所が急増している。これらの場所は
社会的な不安と都市犯罪の温床と化している。r都市犯罪は、過去20年で毎年3～5％
の割合で増加している。アジアや米国など地域犯罪全体が減少している地域もあり、この
原因は主に開発途上国における都市人口の急増によるもの」14）だと指摘している。
5）環境の破壊（E皿vironmentalDeterioratio皿）
　都市化による環境悪化としては、大気や水の汚染、騒音公害、ゴミ（汚染物質、危険な
廃棄物を含む）問題等である。また、多くの都市が自然災害に晒されており、洪水・地滑
りといった自然災害の多くが人工的な開発によって更に悪化している。特に都市の縁側
部に居住する貧困層は、環境破壊の矢面に立たされている。
　都市の大気汚染は、r産業における作業工程や暖房・発電、自動車・バイク等のため
に石油・石炭など化石燃料を燃焼させることによって生じている。経済成長に伴い、化石
燃料の消費量は増加している。都市管理が不十分な地域では、大気汚染同様に水質汚
染や土壌汚染を引き起こす廃棄物処理が適切に行われていない。都市部に居住する1
億4，000万人の人々は、WHO（世界保健機構）が定める基準値を超える二酸化硫黄な
どの汚染に晒されている」15）と見積っており、大都市の多くは生態系を支えることが出来
ないほど肥大化していると警告している。
6）基本的インフラヘのアクセスの不備（AccesstoServiceandBasiclnfrastructure）
　開発途上国の多くの人々は、給水や公共衛生といった基本的なサービスを受けらず、
貧困層の人々（特に家事に従事する女性）にとって安全な水を入手することは大きな問題
となっている。rl990年には、開発途上国の都市人口の30％は安全な飲料水を入手出
来ておらず、現在も25％の人々は衛生的ではない」状態で生活をしている。
　開発途上国の多くの都市では、r交供交通機関（バス、電車等）が貧困層や自家用車
を持たない人々のために存在しているが、維持管理が徹底しておらず、汚く、従業員のサ
ービスも悪い。また、技術的に時代遅れであり、利用が危険な場合もある」16）と指摘する。
7）児童の問題（Cbmre丑in　the　U「banWo「ld）
　開発途上国における都市部の子供の多くは、スラムや無断居住区域に生活しており、
衛生的な住居が無く、安全な水・衛生・ゴミ処理等の基本的な施設が不足している。
　「貧困地区における子供の死亡率は、他の地区と比較し4倍も高く、事故に会う確率も
高い。都市化による社会変化は、特に厳しい境遇の子供の数を増加させており、この中
にはストリートチルドレン、虐待、差別、不法就労、紛争の犠牲になる子供もいる。アフリカ
統一機構（OAU）によると、アフリカ人口の25％に及ぶ8，000万人の子供が厳しい状況下
で生活していた」17）と指摘している。
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2．2．5国際協力機構（JICA）が対象とする開発途上国の都市問題
1．国際協力機構（JICA）が開発途上国の都市問題を意識するに至った時代的
な背景
　日本の援助実施機関である独立法人国際協力機構（JICA）は、都市問題をどのような
文脈で理解し、それはどのような社会背景の下に問題認識がなされてきたのであろうか。
　JICAでは、効果的な国際協力に資するため、国別の援助実施計画である「国別援助
計画」、および協力分野別の「分野別援助計画」の2っの計画を策定している。このうち、
分野別援助計画は、特定の援助課題にっいてJICAが今後行うべき国際協力事業の方
向性を示すものであり、1995年から整備が進められている。
　そこで、まずは、JICAが行う国際協力事業の方向性を理解するために、JICAが行った
分野別援助計画、及びその他関連調査研究事業である①環境関連援助研究、②基礎
研究、③援助手法調査研究の4研究事業の研究項目整理を行い、JICAが取り組もうと
してきた分野別協力事業に関わる課題の変化を整理した。
　JICAが策定した分野別の援助計画33件の表題は表2．2．3（3）のとおりである（1994年
度～2003年度）。また、市場経済、金融、保健医療、教育など主に国家的取り組みが必
要な施策分野を除き、都市問題と直接、間接的な関係が生じると判断される援助計画に
っいては配色で示した。
表2．2．3JICAの分野別援助計画等一覧表
No策定年 表題 分野
1 1994年環境関連援助研究報告書r砂漠化対策援助研究報告書」 環境分野
2 1995年r参加型開発と良い統治」分野別援助研究会報告書 政策支援分野
3 1995年環境関連援助研究報告書r生物多様性保全援助研究報告書」 環境分野
4 1996年「先進各国援助機関、国際機関の人口・エイズ対策協力の現状
関する調査研究報告書」
保健・医療分野
5 1996年r市場経済化支援に関する基礎研究報告書」 政策支援分野
6 1996年環境関連援助研究報告書r都市環境援助計画報告書」 環境分野
7 1996年環境関連援助研究報告書r環境協力拡充基礎調査報告書」 環境分野
8 1997年r研究協力事業に関する総合的事例研究報告書」 教育・研究分野
9 1998年r法制度整備支援に関する基礎研究報告書」 政策支援分野
10 1998年「肉民参加型協力推進基礎調査」 政策支援分野
11 2000年r人造り協力事業経験体系化研究高等教育分野報告書1 教育・研究分野
12 2000年「人造り協力事業経験体系化研究一母子保健分野報告書」 保健・医療分野
13 1999年「工学教育プログラム認定制度に関する基礎調査研究報告書」 教育・研究分野
14 2000年援助手法調査研究「沖縄の地域保健医療における開発経験と
上国への適用」報告書
保健・医療分野
15 2QOO年『高度情報通信システムのODA事業への適用情報技術革新と技産業分野
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術協カー知識ベースを基盤とした技術協力への展開に向けて一」
16 2001年事業戦略調査研究r金融に関する政策支援型協力基礎研究」
報告書
政策支援分野
17 2001年「資源開発協カヘの課題と戦略に関する研究会報告書」 産業分野
18 2001年『地方行政と地方分権」報告書 政策支援分野
19 2001年貧困削減戦略研究r貧困削減に関する基礎研究」報告書 政策支援分野
20 2001年事業戦略調査研究「平和構築一人間の安全保障の確保に向け
一」の報告書
政策支援分野
21 2001年参加型評価基礎研究報告書r国際協力と参加型評価」 政策支援分野
22 2001年事業戦略調査研究r第二次環境分野別援助研究会」の報告書 環境分野
23 2002年「民主化支援のあり方（基礎研究）報告書」民主的な国づくりへ
支援に向けて一ガバナンス強化を中心に一
政策支援分野
24 2002年調査研究「効果的な復興・開発支援のための援助の枠組みの
討一今後の平和構築支援に向けて一」
政策支援分野
25 2002年rソーシャル・キャピタルの形成と評価』研究会報告書」 産業分野
26 2002年「水分野援助研究会」報告書一途上国の水問題への対応」 食料分野
27 2003年調査研究r途上国における財政管理と援助」報告書 政策支援分野
28 2003年調査研究「防災と開発」報告書 政策支援分野
29 2003年調査研究「母子保健改善のための微量栄養素欠乏に関する援
研究」報告書
保健・医療分
30 2003年調査研究「JICAとNGOとの連携のあり方」報告書 政策支援分野
31 2003年調査研究rソーシャル・セーフティ・ネットに関する基礎調査」報告書 政策支援分野
32 2003年調査研究「地域おこしの経験を世界ヘー途上国に適用可能な
域活動一」
政策支援分野
33 2003年調査研究「日本の教育経験途上国の教育開発を考える」 教育・研究分野
　表2．2。3に示す33件の分野別協力事業の課題をJICAが使用している事業分野であ
る①保健・医療分野、②食料分野、③環境分野、④産業分野、⑤教育・研究分野、⑥政
策支援分野の6つの分野に従い類別を行った18）。厳密には、他分野と重複する項目も
あるが、内容がより適当と判断される何れかの分野に分類するものとした。
　図2、2．1は1994年から2003年に至るこれら分野別援助計画策定の推移である。
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■保健・医療分野國食料分野□環境分野□産業分野國教育・研究分野■政策支援分野
　　　　　　　　　図2，2．l　JICA分野別援助計画策定の推移
図2，2．1に示すJICAが取り組んできた分野別協力事業の課題の推移を整理すると以下
の点が指摘できる。
①分野別援助計画は、1994年の策定開始から1996年までは環境分野の研究が主流
　　であった。これは、1992年ブラジルのリオデジャネイロで開催された地球環境サミット、
　　1996年の第2回国連人間居住会議（HABITAr－2）の開催が大きな要因のτつとな
　　っていると考えられる。
②2000年以降においては、政策支援分野への研究の比重が高くなっている。
③1994年から2003年の10年の期間を見ると、JICA分野別協力事業の課題の変遷
　　は、環境分野から政策支援分野と移行してきている。
このうち、表2．2．3の研究テーマから都市問題が取り上げられている12研究（配色で示
した研究）に限定して、その変遷を整理・分析すると同様に以下の点が指摘できる。
①「都市環境」など1990年代後半は環鏡整備の視点から都市問題を位置付けている
　　（3件中2件）。
②2000年以降は「地方行政」、「地域おこし」、あるいは「ソーシャル・キャピタル（社会
　　資本）」など政策支援分野、および産業分野の視点から都市問題を位置付けてい
　　る。
2．国際協力機構（JICA）が対象とする開発途上国における都市問題の位置付
け
　日本の援助実施機関であるJICAも世界銀行同様に都市問題についての厳密な定義
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付けはしていない。しかし、JICA作成のパンフレットでは、「地球規模の課題とJICA」19）と
題して、JICAが積極的に取り組む「開発途上国の抱える課題」を、表2．2．4に示す22項
目を掲示している。
　　　　　　　　　　　表2．2．4地球規模の課題と」互CA
平和構築 水資源 民間セクター開発 評価
環境（自然環境） ガバナンス 農業開発／農村開発 南南協力
障害者支援 運輸交通 水産資源管理 市民参加
人ロ・エイズ／感染症 情報通信技術（IT） 都市開発・地域開発 日本語教育
教育 エネルギー・鉱業 公害対策 一
ジエンダーWID 経済政策 援助アプローチ／戦略 一
（順序不同）
　表2．2．4だけでは、都市に限定した問題を抽出することは困難であるが、世界銀行や
UN－HABITATの事例を参考に社会・経済・文化など他分野に跨って理解すべき一般的
な項目を排除し、次に示す設定基準を設定した。
①水資源、公害対策など地域の特性が大きく影響するもの。農村と比較し、都市に
　限定して固有の問題が存在するもの。
②平和構築、教育など国家的な取り組みでないもの。
③ジェンダーWIDなど援助政策に関わるものではないもの。
④農業開発・農村開発など明らかに農村に限定されたものではないもの。
　このうち、人口・エイズ／感染症は、平和構築や教育など同様に国家的な取り組みに
よるものとも考えられるが、実際に行われているプロジェクトは都市部におけるし尿など衛
生施設対策など都市部を対象とする取り組みが多く見られることから、都市問題の一つと
して取り扱った。一方、障害者支援は、都市部に限定した取り組みというよりは全国的な
取り組みの中で職業学校の設立や教育が行われている状況から、これは対象から除外し
た。1もちろん都市におけるバリアーフリーの視点は重要であるが、これは交通問題の一っ
として取り扱われている。
　このように、実際に行われている技術協力の事例を参考として、さらにJICA専門家の
経験者からの意見を得て項目の検証を繰り返した。
　専門家経験者からは、当該課題は、教育や水産資源管理など国家的な取り組み、政
策と都市問題との関係が不明確である点が指摘された。また、都市問題の発生要因は、
これら様々な課題が複合して発生するものであり、厳密に都市問題を区分することは困
難である点が強調されたが、一方では、都市問題を正しく対象とするため、その分類・体
系化は不可欠である点にっいては理解を得た。
　このように、①取り上げる都市問題は、あくまでも都市という区問に限定して説明が可
能なものとすること、②都市問題の原因は、ある一っの要因から引き起こされるような単純
な図式で表現することは不可能であり、様々な要因が複雑に関係し合って発生している
ことを念頭に都市問題を認識する必要がある点が指摘された。
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　これらの指摘事項も踏まえ、上述した4っの設定基準に準拠し、都市空間における直
裁的な課題、および国家的、一般的な課題との峻別による検証を経て、都市区問に限
定される以下の12項目を都市問題として抽出した。本研究では、これをJICAの対象と
する都市問題として位置付けた。
①環境（自然環境）；Environment
②人口・エイズ／感染症；Population，HIVIAIDS
③水資源；Waterresources
④ガバナンス；Govemance
⑤運輸交通lTransportation／Traffic
⑥情報通信技術（IT）；lnformationTechnology
⑦エネルギー・鉱業lEnergy／Mining
⑧経済政策；Economicpolicies
⑨民間セクター開発；Privatesectordevelopmentl
⑩都市／地域開発IUrban／RegionalPlanningl
⑪公害対策；PollutionControI
⑫市民参加IPublicparticipation；
44
2．2．6日本都市計画学会が対象とする開発途上国における都市問題
1．都市計画学会が開発途上国の都市問題研究を意識するに至った時代的な
背景
　日本都市計画学会（以下都市計画学会）では、1988年から2003年に至る16年間
にわたり13項目、229本に及ぶ開発途上国における都市問題の研究論文が発表さ
れおり、我が国において最も当該分野の研究事例が豊富な学会である。本研究で
は同学会を学協会の代表機関として選定した。
　まず、都市計画学会は、開発途上国の都市問題をどのように意識し始めたのか。都市
計画学会の発刊する機関誌「都市計画」において、開発途上国の都市に関連して初め
て「特集」が行われたのは、1976年、90号「特集：東南アジア」である。内容は、東南アジ
ア出身の研究者による研究論文4本、およびその翻訳文により構成されており、経済発
展が本格化する以前の東南アジア諸国における都市事情を紹介した編成となっている
20）。
その後、80年代の半ばに入り、r世界都市・東京など日本の都市はいかにあるべきか」と
いう関心から、大都市政策、規制緩和、民間活力の活用策が注目を浴びる一方、開発
途上国に対しても国際協力や民問企業間の取引活動の活発化により、都市計画制度、
伝統的空問構成の研究にっいて多くの関心が払われるようになった21）。これは、r韓国、
台湾、中国など東アジアにおける学術活動の協力体制が整備されてきた」ことも要因の
一つである22）。
　「都市計画」155号「特集：国際化のなかの都市計画」（1988年）は、このような都市計
画の国際環境の変化を踏まえ、80年代の都市計画学分野における国際化現象を以下
の3点に要約し、この状況を「日本の都市計画を巡り多角的な関係が形成されつつある
23）」段階にあると表現している。
①欧米からの、または日本からの都市計画情報が飛び交う状況。
②開発途上国に対して日本の蓄積された都市計画を発信し、協力・寄与するという状況。
③東アジアヘの注目。
　80年代以降の都市問題研究分野における国際化の要因を整理すると以下の4点が
指摘できる24）。
①インターネットなどIT技術の導入による情報の多様化、高速化、大量化が図られ、
　従来は困難であった欧米、あるいはその他の地域における情報の収集、および情報
　の発信が容易になった。
②当時は正にバブル経済の勃興期を迎えんとする経済の急成長時代にあたり、都市
　整備事業としては、東京赤坂のアークヒルズ、ディズニーランド、神戸のポートアイラ
　ンドの開発が世界からの注目を浴びており、これら目本の都市計画／都市整備事業
　の海外への発信が期待され始めた。
③南北間格差是正のため国際協力の必要性が高まり、日本のODA予算の増大に伴
　い、都市計画分野の技術協力案件が増加してきた。
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④韓国、台湾、シンガポールのMCS（New　Industry　Countries）と呼ばれる新進工業
　国の台頭や中国臨海部における急激な経済成長により、東アジア、およびフィリピン、
　タイ、マレーシアなど開発途上国に対する関心が高まった。
　80年代以前の目本の都市計画研究は、欧米の都市計画に関わる理論、最新の都市
整備事情に対して、一方的に吸収し、それを学ぶという姿勢の強い、いわゆる「制度輸入
の都市計画研究」であった25）。
　目本の経済力の進展に伴い、生活水準が欧米並みに向上してきた80年代以降は、
都市計画研究を海外に向けて発信しようとする動きが活発化してきた。このような国際化
の流れを背景として、都市計画研究は、従来の単なる海外における都市計画制度や事
業の事例紹介、比較研究に留まらず、開発途上国に関する都市計画制度の技術移転
手法あり方についても新たなる研究対象として学会で取り上げられるようになった。このよ
うに、都市問題への技術移転手法が研究対象となったのは、20年程前の直近のことに過
ぎない。
2．日本都市計画学会が対象とする開発途上国における都市問題の位置付け
　都市計画学会は、会員を有する社団法人、あるいは目本の都市計画研究を代表する
立場で、必ずしも日本における開発途上国の都市問題に対する定義を提示している訳
ではない。そこで本項では、学会論文集や学会発刊誌などを舞台に、研究者が開発途
上国についてどのような議論を展開してきたのか整理し、都市計画研究の一連の動向、
そして学会で対象とする都市問題の位置付けを試みる。
　対象期問は、開発途上国の都市問題にっいて本格的に研究が進められるようになっ
た80年代以降、2003年に至るまでの約20年間。文献レビューで対象とする研究は、①
学会誌の特集、および②「都市計画論文集」の発表学術論文と「学会誌」の一般研究論
文とする。
（1）「都市計画』学会誌の特集に見る都市問題の位置付け
　前項で述べたとおり、80年から今目に至る約20年間にわたり、何度か学会誌である
「都市計画」誌において海外を対象とした特集が組まれている（同誌は隔月発行）。「都
市景観」や「都市の環境問題」等の各種特集が編集された際に、事例紹介の形式で海
外や開発途上国における特集項目の事例を取り扱った論文も散見できるが、学会誌に
おける海外／国際特集と題した形態で都市問題研究を取り上げたものに限定すると次の
3回となる。
①No．123号、1983年「国際交流と都市計画」
②No．155号、1988年「国際化のなかの日本都市計画」
③No．163号、1990年「留学生と日本都市計画」
1）No．123号、1983年「国際交流と都市計画」
　本特集の主旨は、（1）70年代め海外都市計画の動向、特徴をレビューする、（2）日本
で行われた、都市計画関連の国際会議の議論を紹介し、国際交流の内容の一端を紹介
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する、となっている26）。開発途上国に関する視点としては、「開発途上国の都市・地域
計画の動向と課題を明らかにする」、「開発途上国からの留学生による座談会を行い、途
上国の実態、我が国の都市計画の期待などを討論する」の2っの着眼点を盛り込んだ内
容となっている。ただし、全体構成としては欧米の都市計画に注目した論文が多く（5件
中3本、このうち他の1本は世界の都市を対象にした比較都市研究のあり方について論
じている）、欧米重視となっている。
2）No．155号、1988年r国際化のなかの日本都市計画』
　本特集の主旨は、1）に記述したとおり都市計画研究における国際化の進展に伴い、
日本・欧米・開発途上国問の都市計画情報の交信、①日本都市計画の位置、②国際協
力の現状と課題、③留学生教育の現状と課題の3点から描き、r諸外国との結びつきを
強める目本都市計画の多様な現状を示すもの」としている27）。
　このうち、②国際協力の現状と課題を取り扱った論文としては、長嶺28）の「途上国都市
計画の基本的課題と目本都市計画」、松本29）の「インドネシアにおける居住分野の研究
協力」、西山30）の「区画整理技術移転の成果と課題」、大田31）の「都市交通分野におけ
る国際協力」、有路等32）の「造園分野における国際協力」の5編、分野も都市計画、住
宅、区画整理、都市交通、造園と幅広く、かっ包括的なものとなっている。
3）No．163号、1990年r留学生と日本都市計画』
　本特集はNo．155号を受けて、特に留学生教育の重要性に着目して編集された。構成
は、①比較都市計画論の立場から日本都市計画を相対化する視座を提示し、留学生に
とってあるべき目本都市計画教育の方向を模索する、②目本都市計画と他国の都市計
画を比較し、日本都市計画の特徴を明らかにする、③89年度同学会学術論文発表会の
ワークショップ「留学生から見た日本の都市計画」の成果を踏まえ、理解するためにはい
かにすべきかの検討である33〉。
　国際協力に関わる論文としては、渡辺34）の「留学生問題と比較都市計画：新しいパラ
ダイムを求めて」、西山35）の「日本を機軸に世界都市計画の構図を描く。第一理論と第
二理論にっいて」、諄36）のr都市計画技術移転について考える」、西村37）のrアジア諸国
との比較でみた日本の都市計画」の4編であり、内容的にはNo，155号で考察されたテー
マを踏まえ、比較都市計画の視点で都市計画の技術移転の可能性にっいて検証した論
文が多い。
　これら3回の特集に掲載された論文は、土地区画整理、都市交通、造園、あるいは技
術移転方策など個別の分野毎に、それぞれの国際協力のあり方について述べている論
文が多い。このうち、都市問題を都市計画制度の観点から分析している長嶺は、開発途
上国における都市計画制度に関わる基本的課題とその背景を次のように分析しており、
開発途上国へ都市計画制度が導入された背景と弊害（下記の①、②、③、④）、および
その課題（⑤、⑥）にっいて詳述している。要約は以下のとおりである（4）。
①開発途上国は第二次大戦終了直後から1950年代にかけて独立を達成したものが多
　い。
②急激な都市化と、その必然的結果として都市人間居住環境の急速な悪化に対処す
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　る行政官や都市計画専門家の全ては、公準A（当該地域全体の機能効率、特に経
　済的競争力の向上を図る土地利用と基盤施設整備）、公準B（当該地域住民の生
　活上の福祉水準向上を目指した住民の人間居住条件の整備）均衡型の理念と実
　態を備えた西欧諸国で教育を受けたか、自国内で教育を受けてもその教師は西欧
　において教育された人々であった。
③都市計画関連の諸制度に関してかなり早い時期から自国内の現実に即応した資源
　配分を行う慣習を確立した日本と比較してみれば、第三世界諸国は政治的独立を
　獲得した後も長期問にわたって西欧の学問的・理念的依存体質が尾を引き、都市
　整備のための資源に関する不適切な配分と浪費がもたらされてきた。
④道路や上下水道の敷設などを義務付ける開発諸規制は、西欧の直輸入であるため
　に低所得者向けの宅地では逆に実現不能となって必要な宅地開発事業の推進を
　妨害するか、あるいは規制を無視した劣悪なもぐり事業の横行をもたらしてきている。
⑤開発途上国の都市計画は、独立以降長期間続けられた資源の浪費と不適切配分
　という過去の誤りへの反省の上に、劣悪なまま放置されている都市貧困層（都市人
　口の20～40％を占める）の人問居住条件改善のための現実的・効果的な挑戦を開
　始しなければならない。
⑥第三世界では都市発展が首都などに極端に集中し（Primacy現象）、数多くの都市
　問題が生じている。これらを解消・緩和するためには大都市サイドの効果的諸施策と
　並行して、地方中小都市の活性化が不可欠な政策課題である。
（2）学会論文集と学会誌掲載論文に見る都市問題の位置付け
学会誌「都市計画」では、年1回、r研究の現状と展望」と題して欄において都市計画
研究の最近の傾向、内容、および研究に関わる今後の展望にっいてとりまとめを行って
いる。このうち「海外」については、2年に1回、隔年の割合で91年以降、整理がされてい
る。論評は海外分野の研究者が担当しており、「海外」に関わる当時の研究概要、および
「海外」の研究について研究者がどのような関心、認識を持って研究に取り組んでいたの
か判断できる。表2．2，5に、学会誌における「研究の現状と展望」欄より、開発途上国の都
市問題、および都市研究についてどのような見解、評価がなされていたのかを示す。
表2．2．5日本都市計画学会における「海外』研究の現状と展望
　　発刊年　　　対象期間　　　論評者
　（発刊号）　　（論文数）　　　（所属）
1、1991年　　1988－1990　　西山康雄
　　　　　　　（30）　　（名古屋工大）
2　1993年　　1991－1992　和泉潤
　　　　　　　（22）　　　　（朝日大）
開発途上国の都市問題研究についての見解、意義、
展望
　第三世界に対する日本独自の都市計画論的寄与
、とは何か、それは西欧の場合とどのように異なるの
iか、を意識しながら、個別事実の積み上げを理論とし
てまとめあげる必要性がある38）。
　国際防災の10年（IDNDR）、1992年6月にブラジル
で開催された国際環境会議など開発途上国での持続
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぎ　いくつかの理由からこれまでの他分野に比べて遅れて／
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　窪　いたけれども、今後は明らかに拡大するであろう40）。…髭…（中略）…都市計画の国際協力を国家の枠の中擁
鵬鷺瓢蕪鵬燃蕪薦
i形成している独自のシステム（しばしばインフォーマル）1　に注目して都市同士を直接結ぶ方法を考えていくと、
i相互的な地域交流の可能性が開ける41）。
帆
毛　＾．
　海外都市計画制度・手法・事例、市街化実態等に
関する調査については、いくつか注目すべき研究成果
iが見られたものの、方法論としては確立していないとい
う印象が強い42〉。…（中略）…
　今後は、海外都市計画研究の目的、方法に関する
議論が十分になされることが必要であると考えられる。
とりわけ、都市計画の対象とする共通の目的・世界課
驚雛蒲1鹸驚論総雛篭！
あうグローバル化の時代における計画のあり方、異な
1る文化的基盤のもとでそれぞれの文化圏が有する固
有の計画的方法論とは何か、といったグローバルな視襲
点から都市計画を見直すための研究が・今までに確騒
立されてきた、都市計画の普遍性と特殊性を研究する・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　きレという視点が、都市計画史に加えて重要になってくる1
のではないだろうか43）。　　　　　　　　　　　　　　li
　開発途上国（主としてアジァ）を対象とした研究を大1：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　馨
別すると以下の4つになる。（1）市場経済・民活のもと／
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　島での都市・住宅政策、（2）伝統的空間保存調査、（3）都1
市論および開発手法、（4）都市環境。…（中略）…
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　髭　1）「海外研究」の難しいところは、都市計画的現象ii
が社会の文化一政治・経済などの関数として機能する
点にあると思われる。これをr比較」というアプローチで1
麺るならば・そこには厳密な方法論力｛いる・　1
　2）前回同様、アジア地域を中心とした研究が圧倒1
繋
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がする44）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿舞
6…20田年 1999－2000
　（26）
　西岡誠治
（（財）日本建
設情報総合　
センター）
7i2003年2001－2003　　福島茂
　（35）　　　（名城大）
　斎「勇菌蓉を振夢羨刃マ毒碁論支あ慧義符1顎ま或下講
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　藍の3点であることが明らかになった。　　　　　　駐
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　き　第1は、日本に都市計画を学び、帰国後も研究をii
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　農継続使用とする留学生に発表の場を提供すること。第／
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　藝2は、海外の都市計画技術・文化に関する研究成果を！
我が国の都市計画の発展に役立てるとし’うこと・最後1
に我が国が有する固有の都市計画技術・文化を世界ill
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　琶に向けて発信することであろう45〉。　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　蒙
　「途上国問題対応型」研究の意義は、現代の途上1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　議
国都市問題への貢献である。留学生教育や都市分野馨
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　蟄における国際協力の知見を蓄積していくところに具体建
的な研究意義が存在する。…（中略）…　　　　　　　／
都市分野への政府開発援助樋要性を増していli
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　護る。国際協力の場面でも現地の社会経済や制度的背1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　き景と計画課題を認識しておくことは重要である⑥。　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　配1
　このうち、福島は開発途上国を対象とする「海外研究」（これを福島は「途上国問題対
応型研究」と題している）の特徴にっいて以下のように述べている（5）。
①各国固有の都市社会経済を背景とする都市問題の現状分析や、政策経験分析が
　多い。
②対象地域としてはアジアに特化している。
③主に欧米諸国を対象にしたr制度型輸入」海外研究とは異なり、日本の都市計画研
　究と切り離されている。
④研究分野的には、居住政策・コミュニティーべ一スの生活環境改善、国土・地域開発
　などの研究が多く、その他にも都市再開発、交通計画、歴史環境保全などの研究も
　見られる。
⑤単なる政策紹介や現状分析も見られるが、固有の政策環境における貴重な政策的
　知見を提示する論文も少なくない。
福島も述べているように、開発途上国に対する都市問題の研究は、非常に「断片性」で
あり、「国内での研究蓄積も限られて」おり、まだ一つの研究分野としては確立していない。
従って、まずは、研究対象である開発途上国の都市問題全般にわたって包括的な整理
を行うことにより、研究を行う意義、目的を明らかにする必要があり、そのためにも都市問
題を分類・体系化することが求められる。
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（3）日本都市計画学会が対象とする開発途上国における都市問題の位置付け
（総括）
　これまで、日本都市計画学会の開発途上国における都市問題に対する位置付けを明
らかにするため、学会誌特集の内容や学会論文集と学会誌の掲載論文の傾向にっいて
整理してきた。そこで（3）では、1980年から2001年までの期間にわたり、日本都市計画
学会が開発途上国を対象とした研究課題の概要把握のため、1）目本都市計画学会の
学会誌特集（3回、論文21本）、2）学会論文集と学会誌の掲載論文（論文200本）の総
計221本を、論文タイトル、キーワードを参考に、当学会の分類コード（旧体系）に従い表
2，2．6に示す13分野に分類した（重複を除く）。これにより、実際にどの分類に関する論文
が発表されているのか、実態を把握する。
表2．2．6　都市計画学会における開発途上国の都市問題研究論文（1988年～2003年）
No 項目 △一　　と 置誌の 調
き口 割ムNo．123目No、155号No．163口83－9091－9293トー9495＿9697＿9899」一｛勘 01－03
1国土・地域計画、都市計画、建築制度、公共用地得御度　　市計画史 2 5 3 4 5 5 3 1 3 7 38 17弘
2住宅、居住環境、公営住宅、宅地整備、建築 0 1 1 7 3 8 3 3 5 4 35 15％
3都市開発、区画整理、市街地整備手法、民活、4’ ｝生化再開発♂　開発 1 2 0 5 3 8 1 2 0 5 27 12％
4都市交通、公共交通、歩行者専用道路自動車通 0 1 0 3 2 1 0 0 2 2 11 5％
5造園、公園、グリーンベルト、遊　場、リゾート開ウ才一ターフロント開発 0 1 0 1 1 1 0 3 4 0 11 5％
6留学生教育、技術移転、都市計画教育 0 1 3 0 0 2 2 0 0 1 9 4％
7土地利用、空間計画、都市構造、都市景観、不 0 0 0 5 5 11 9 7 7 9 53 23％
8都市施設（上下水道、ゴミ処理施設、教育施設）、サイクル運動 0 0 0 1 0 2 1 0 1 1 6 3粍
9まちづくり、住民参加、コミュニティ抵当事業、貧対　　スクオッター対策NGO 0 0 0 1 3 8 1 2 0 3 18 8％
10
地方計画、地方分権、立地選定モデル、地方分 0 0 0 2 0 0 1 0 2 1 6 3％
11
歴史的建造物、歴史的環境保全、街並み保全、
境開発環境影響評価 0 0 0 2 1 1 1 2 2 1 10 4％
12
リゾート開発、ウ才一ターフロント開発、観光 0 0 0 1 0 0 0 0 1 2 4 2％
13都市防災 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0％
計 3 11 7 32 24 47 22 20 27 36 229 100％
このうち、分野が重複した研究数 2 2 2 o 0 1 1 8
　表2．2．6を見ると、土地利用、都市計画、建築、都市開発に関わる研究が主体となって
おり、全体の67％を占めている。一方他の項目は、5％以下であり、都市防災は期問内に
論文が1本あるのみである。期間的には93～94年が47本と最も多く、95年以降を見る
と2年毎に20～35程度の本数となっている。
　いずれにせよ該当する13項目に関して何らかの研究は行われていることから、本研究
においては、この表に示す全13項目を、目本都市計画学会が対象とする開発途上国に
おける都市問題として位置付ける。
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2．3国際援助機関等が対象とする都市問題の分類・体系化
　本項では、前節2．2で選定を行った国際援助機関等が対象とする開発途上国にお
ける都市問題について分類・体系化を行う。
2．3．1国際援助機関等が対象とする都市問題の分類・体系化を行う手順
　都市問題を分類・体系化する手順は、図2．3．1に示すとおりである。これにより、国際援
助機関等が対象とする都市問題の項目を分類・体系化し、各機関の都市間題に関する
認識の差異、特性について明らかにする。
用語の統一
項目の整理
項目の分類
分類・体系化の対象となる項目の選定
各機関の都市問題の項目の比較・分析
各機関が対象とする都市問題の
　差異・特性の明確化
問題要因、整備課題による設定基準の設置
カテゴリー毎に
類・体系化
開発途上国における都市問題の一覧と
　　　　概念図作成
図2．3．1国際援助機関等が対象とする都市問題を分類・体系化する手順
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2．3．2国際援助機関等が対象とする都市問題の整理・統合と分類・体系化
1．　国際援助機関等が対象とする都市問題項目の整理・統合
　前節2．2において整理を行った国際援助機関等が対象とする都市問題の項目は表
2．3．1のとおりである。
表2．3．1国際援助機関等が対象とする都市問題の項目一覧
機関名 都市問題の項目
世界銀行 ①都市の成長管理と開発計画の策定、②都市防災、③住宅と土地利用計
（11項目） 画、④地域経済開発、⑤都市財政、⑥貧困層への都市サービスの提供、⑦都
市の貧困対策、⑧都市のゴミ処理、⑨市民参加、⑩都市交通、⑪上下水道
UN－HABITAT①都市部への過度の人ロ集中、②ホームレスの問題、③貧困と失業の増加、
（11項目） ④社会的疎外、⑤家族の不安定性、⑥資源の欠乏、⑦基礎的なインフラやサ
一ビスの欠如、⑧適切な計画の欠落、⑨治安悪化、⑩環境悪化、⑪災害問題
JICA ①環境（自然環境）、②人ロ・エイズ／感染症、③水資源、④ガバナンス、⑤運輸
（12項目） 交通、⑥情報通信技術（IT）、⑦エネルギー・鉱業、⑧経済政策、⑨民間セクタ
一開発、⑪都市開発、⑪公害対策、⑫市民参加
日本都市計画学会 ①都市計画、②住宅、③都市開発、④都市交通、⑤造園・公園、⑥技術移
（13項目） 転、⑦土地利用、⑧都市施設、⑨住民参加、⑩地方分権、⑪歴史的環境保
全、⑫リゾート開発、⑬都市防災
　表2．3．1を見ると、各機関とも11～13項目とほぼ同程度の規模数である。しかし、これら
4機関は、それぞれの援助事業（プロジェクト）、研究方針が異なっていることから、都市問
題に関するそれぞれの取り組み方、さらには都市問題の項目の表現、呼称に相違が見ら
れる。そこで、項目の比較、分類作業の便を図るため、先ずは、各機関の問題項目を相
互間で比較の上、用語を整理・統合した。
　都市問題に関する用語の整理・統合方法は、次のとおりである。
①各機関の問題項目のうち、内容の近い項目表現を統一、整理した。
②必要に応じて項目の分割化、用語表現の変更、代用を行い、項目の統合を図っ
　た。
③統合によって生まれた新項目は、可能な限り簡素な用語で表現した。また、旧項目
　は統合された新項目の構成要素として位置付けた。
④統合にあたり、全ての旧項目は棄却することなく、いずれかの新項目の要素として含
　めるものとした。
　各機関が対象とする都市問題の項目にっいて、類似用語を注意深く統合し、項目の
漏れがないように整理し直したものが表2，3，2である。項目の表現変更措置にともない、
表2，3，2に示す各機関等の項目名、および項目数は、表2．3．1に示したものとは異なって
いる。なお、表内において「※」はそれぞれの機関で取り上げている都市問題の項目を示
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している。
表2．3．2国際援助機関等が対象とする都市問題の項目一覧表
No 世界銀行 　UN－AB「「AT JICA
都市計画
学会
1 開発政策 都市の成長管理、都市財政、都市経済、リサイクル運動 ※ ※ ※
2 環境保全 歴史的建造物、歴史的環境保全、街並み保全、環境影響評価、公害対策 ※ ※ ※
3 管理組織 グッド・ガバナンス（良い統治）、組織能力の向上、技術移転、都市計画教育 ※ ※
4 居住施設 住宅・建築、建築制度、居住環境、公営住宅、宅地整備、 ※ ※ ※
5 公園・緑地 造園、公園、グリーンベルト、遊び場、リゾート開発、ウオーターフロント開発、観光施設 ※
6 社会問題 社会的疎外、家族の不安定性、治安悪化 ※
7 住民参加 住民参加、コミュニティ開発、民間セクター開発、民活、NGO ※ ※ ※
8 人口、健康 人ロ・エィズ／感染症 ※
9 地方分権 地方計画、地方分散政策 ※ ※ ※
10 都市基盤施設 都市施設（上下水道、ゴミ処理施設、教育施設）、情報通信技術（IT〉、電力、熱・エネルー供給施設 ※ ※ ※ ※
11 都市計画事業、都市
画制限
土地区画整理、市街地整備手法、中心市街地活性化、再開発、災害復興開発、用途規
、建築規制 ※ ※ ※
12 都市交通 公共交通、街路、自動車交通、運輸交通、物流、歩道 ※ ※ ※
13 都市の貧困 貧困層への都市サービスの提供、スクオッター対策、ホームレスの問題、失業対策 ※ ※ ※ ※
14 都市防災 防災施設、災害対策 ※ ※ ※
15 法制度 都市計画法、公共用地取得制度 ※ ※
16 M／P、都市計画 国土・地域計画、M／P、都市計画、土地利用、空間計画、都市構造、都市景観 ※ ※ ※
（アイ　エ　1
2．　国際援助機関等が対象とする都市問題項目の比較・分析
　表2．3．2で統合・整理した国際援助機関等が対象とする都市問題16項目を比較・分析し、
次の事項が明らかになった。
（1）国際援助機関等が対象とする都市問題16項目の内訳
　国際援助機関等が対象とする都市問題16項目の内訳は次のとおりである。
　①4機関で共通する項目は、「都市基盤施設」、「都市の貧困」の2項目。
　②3機関が対象とする都市問題は、8項目。
　③2機関の対象とする都市問題は、3項目。
　④1機関のみが対象とする都市問題は、3項目。
（2）国際援助機関等が対象とする都市間題項目の特徴
　各機関が対象とする問題の差異を把握するために、図2，3．2「国際機関等が対象とす
る都市問題の構成」を作成した。
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人ロ
健康
　発政策
都市事業・制限
都市交通　　　基盤施設
　民参加　　　都市の貧困
管理組織
環境保全
居住施設
地方分権
都市防災
都市計画
法制度
社会問題
公園・緑地
UN－HABIT
図2．3．2国際援助機関等が対象とする都市問題の構成
　これは、国際援助機関等が対象とする都市問題について、4つの機関でどのように異な
るか、または同じであるか図化したものである。これにより、4っの機関の違いを容易に判
読できる。多くの機関が対象とする都市問題は必然的に図2．3．2の中心部に配置され、
周辺に位置している都市問題はその機関特有の都市問題と理解できる。つまり、問題の
位置関係とその偏りから各機関が対象とする都市問題の分散を把握することができる。
　4つの機関が都市問題の対象として位置付けているものは、「都市基盤施設」と「都市
の貧困」の2項目ある。続いて3つの機関が共通で対象とする都市問題としては、9項目
ある。そこで、これら4っの機関が共通して対象とする2項目と3っの機関が共通して対
象とする9項目を合計した11の都市問題が、国際機関等が対象とする代表的な都市問
題であると考えられる。
　これを各機関別に見ると、世界銀行は、10項目中4項目がハードな施設整備に関する
問題であり、国際融資機関の立場から主に施設整備を通じて都市問題の改善を図ろうと
する姿勢が確認できる。
　UN－HABITATは、社会的疎外、家族や治安などの社会問題も都市問題に含めており、
都市政策、施策運用に関わる課題が9項目中4項目となっているなど、都市計画技術も
合わせると比較的ソフト面の課題を主な都市問題の対象としており、国連の都市・住宅の
専門機関として政策・施策的アプローチにより都市問題に対処しようとする傾向が確認で
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きる。
　JICAは、人口、エイズ・感染症など人口・健康部門も都市問題に含めており、
UN－HABITAT同様に都市の管理組織など都市政策、施策運用、および都市開発手法
など都市計画技術に関わるソフト面の課題を主な都市問題の対象としている（9項目中6
項目）。JICAは我が国の援助実施機関の立場から事業の大きな柱として開発途上国の
組織・人材育成を掲げており、この方針は都市問題の分野でも確認できる。
　目本都市計画学会は、今回比較した機関内では16項目中14項目と最も多くの都市
問題項目を網羅している。都市計画を研究する立場から幅広い都市問題を研究対象と
しており、その構成も、ハード面、ノフト面のどちらかに偏向した特徴はなく、双方のバラン
スが取れたものとなっている。
　このように4つの機関は、世界銀行がハード面、UN－HABIT、JICAがソフト面、そして
日本都市計画学会は両者を均等に、それぞれ機関の役割・事業内容などの特徴を反映
して都市問題を技術協力や研究の対象としていることが明らかになった。
3．国際機援助関等が対象とする都市問題の分類・体系化
前段2．で選定した16項目の都市問題を体系化するため、問題を発生要因と整備すべ
き課題（整備課題）毎に3っカテゴリーに分類した。整備課題の設定基準は次のとおりで
ある。
①都市問題の発生要因が、都市計画技術が不備、あるいは未整備であることにより生
　じており、将来、計画の策定、改定に向けた「ソフト的対策」が必要とされている問題
　を、「都市計画制度の課題」とした。
②都市問題の発生要因が、都市施設の不足、あるいは未整備であることにより生じて
　おり、将来、容量を拡充するための施設整備として「ハード的対策」が必要とされて
　いる問題を、r都市施設整備の課題」とした。
③都市問題の発生要因が計画技術や施設運用面の不手際から生じており、今後は
　既存計画や施設の利用に関わる戦略、施策、政策立案など「マネージメント的対
　策」が必要性とされている問題を、r都市政策・施策運用の課題」とした。
　上の基準に準拠して検証を繰り返し、都市問題の分類・体系化を行った。これらの検
証を経て作成した国際機関等が対象とする都市問題は表2．3．3のとおりである。
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　表2．3．3発生要因、整備課題より分類・体系化した国際援助機関等が対象とする都市
問題
1
No
　　　　蜀　　　　　5z，■’、F5
　　　法制度 都市計画法、公共用地取得制度
2 都市計画 国土・地域計画、M／P、都市計画、土地利用、空間計画、都市構造、都市景観
都市計画事業、都市
画制限
髭’■　58　1㍗『乃｝z
市基盤施設
　土地区画整理、市街地整備手法、中心市街地活性化、再開発、災害復興開発、用途規
制、建築規制
「’ F’
都市施設（上下水道、ゴミ処理施設、教育施設）、情報通信技術（IT）、電力、熱・エネル
ギー供給施設
5 都市交通 公共交通、街路、自動車交通、運輸交通、物流、歩道
6 都市防災 防災施設、災害対策
7 公園・緑地 造園、公園、グリーンベルト、遊び場、リゾート開発、ウオーターフロント開発、観光施設
居住施設
F”　　　　　夏　’都市管理組織
住宅・建築、建築制度、居住環境、公営住宅、宅地整備、不動産
脇ξz，ρ’，『’
ッド・ガバナンス（良い統治）、組織能力の向上、技術移転、都市計画教育
10 都市開発政策 都市の成長管理、都市財政、都市経済、リサイクル運動、過密化対策
11 地方分権 地方計画、地方分散政策
12 都市の貧困 貧困層への都市サービスの提供、スクオッター対策、ホームレスの問題、失業対策
13 住民参加 住民参加、コミュニティ開発、民間セクター開発、民活、NGO
14 社会問題 社会的疎外、家族の不安定性、治安悪化
15 人ロ・健康 人口・エイズ／感染症
16 環境保全 歴史的建造物、歴史的環境保全、街並み保全、環境影響評価、公害対策
表2．3．3の作成にあたっては、以下の観点から分類・体系化を行った。
　まず、都市問題のソフト的対策である「都市計画制度の課題」については、①都市の規
制と開発行うための法・制度、②M／P、土地利用、空間計画などの都市計画、③土地区
画整理や市街地整備手法などの都市計画事業と都市計画制限の3っに分類できる。な
お、都市管理組織、都市開発政策については、政策や管理運用の側面が強いことから、
都市政策・施設運用の課題に含めている。
　次に、都市問題のハード的対策である「都市施設整備の課題」は、施設整備に関する
①都市基盤施設、②都市交通、③都市防災、そして④公園・緑地が該当するものとした。
当然のことながら、これらの項目にもソフト的対策で述べたような、それぞれの中長期にわ
たる整備方針や整備計画が存在するが、これらの方針や計画はあくまでも個別施設の建
設、あるいは事業実施を行うための根拠や妥当性を評価、判断するために作成するもの
である。M／Pが整備すべき方針や望ましい土地利用のあり方を包括的に示しているのに
対して、施設計画は、事業採算性を判断するフィージビリティ調査（F／S）や、基本設計調
査（B／D）、詳細設計調査（D／D）が主となっている。そこで、これらの施設計画にっいては、
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その上位計画であるMIPとは区分し、あくまでも「都市施設整備の課題」として類別した。
なお、⑤居住施設は、学校や病院といった公共建築物と異なり、通常都市施設としては
含まないが、スラム対策は、開発途上国の都市問題を取り扱う上で欠かせない観点であ
り、居住環境整備や公営住宅など公共的な側面が強いことも勘案し、都市施設整備の
課題として含めた。
　最後に「都市政策・施設運用の課題」には、政策、組織・管理、施設運用を要因とする
ものが含まれており、これらは①都市管理組織、②都市開発政策、③地方分権に該当す
る。さらに、④都市の貧困、⑤住民参加、⑥社会問題、⑦人口・健康は社会的要因が強
い問題項目であるが、これらに対応する都市政策は、一般的にソフト的技術というより、む
しろマネージメント的技術であると考えられ、当課題に含めている。なお、環境保全につい
ては、各機関の実施方策や施策を見る限り、その内容は総合的、政策的な取り組みが主
体となっていることから⑧都市政策、施設運用の課題に含めるものとした。
　図2。3．3は整備課題より分類・体系化した国際機関等が対象とする都市問題の関係を
示した概念図である。
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◇都市計画事業・
都市計画制限
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◇都市基盤施設
◇都市交通
◇都市防災
◇公園・緑地
◇居住施設
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図2．3．3整備課題より分類・体系化した国際援助機関等が対象とする都市問題の概念図
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2．4本章のまとめ
　本章は、①都市問題に対する技術協力を行っている国際援助機関の調査・資料、そ
れに関する研究を行っている学会の研究、文献のレビューを通じて、各機関が対象とす
る都市問題の範囲、項目、位置付け、特性、差異を明らかにし、②都市問題の項目を発
生要因と整備課題に応じて分類・体系化し、③国際援助機関等から見た開発途上国に
おける都市問題の全体構成を明らかすることを目的としている。
　このため、開発途上国における都市問題を対象として、世界銀行、UN－HABITAT、
JICA、目本都市計画学会の文献、資料レビューを行い、各機関が対象とする開発途上
国における都市問題の分析を行った。これにより、次のことが明らかかになった。
1）世界銀行は、設立当初から開発途上国の都市開発および都市問題の解消・緩和
　に向けた支援を積極的に行っており、都市問題を「世界銀行が取り組むぺき重要な
　開発課題」の一つとして位置付けている。このうち、世界銀行が支援すべき課題とし
　て掲げている36の開発課題とその小分類から同銀行が支援対象とする都市の間題
　項目にっいて整理を行い、r都市財政」など11の項目を同銀行が支援対象としてい
　る都市問題に選定した。問題項目の構成としては、全体の4項目がハードな施設整
　備に関する問題項目であり、世界銀行は国際融資機関の立場から主に施設整備を
　通じて都市問題の改善を図っていることが確認できた。
2）UN－HABITATは、都市・住宅開発支援の専門的な国際機関として、都市化対策や
　住居と人問居住問題の支援を行っており、急激な人口増加にともなう開発途上国の
　都市問題は、今目人類が直面する最も重要な課題の一つであると指摘している。特
　に、同機関は、人間居住分野における質の向上のために12項目にっいて積極的な
　取り組み策を講じる必要があると位置付けており、このうち、重複する項目を除く11項
　目をUN－HABITArが対象とする都市問題として選定した。UN－HABITATは、社会
　的疎外、家族や治安などの社会問題も都市問題に含めており、都市政策、施策運
　用に関わる項目が4っある。さらに、都市計画制度に関する問題項目も合わせると比
　較的ソフトな問題項目が主な支援対象となっており、UN－HABITATは、政策・施策的
　アプローチにより都市問題に対処しようとしている傾向が確認できた。
3）JICAは、効果的な国際協力に資するため、協力分野別の「分野別援助計画」等を
　策定している。これを整理すると、「都市環境」など90年代後半は環境整備の視点か
　ら都市問題を位置付けていたが、2000年以降はr地方行政」、r地域おこし」、あるい
　は「ソーシャル・キャピタル（社会資本）」など政策支援分野、および産業分野の視点
　から都市問題を位置付けしていることが確認できた。JICAは積極的に取り組む「開発
　途上国の抱える課題」として22項目を掲示している。このうち、実際に行われている
　技術協力の事例を参考に、都市部に限定される12項目を都市問題として抽出し、こ
　れをJICAの対象とする都市問題として選定した。JICAは、人口、エイズ・感染症など
　人口・健康部門も都市問題に含めており、UN－HABITAT同様に都市の管理組織な
　ど都市政策、施策運用、および都市開発手法など都市計画技術に関わるソフト面の
　課題を主な都市問題の対象としている（6項目）。JICAは我が国の援助実施機関の
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　立場から事業の大きな柱として開発途上国の組織・人材育成を掲げており、この方
　針は都市問題の分野でも確認できた。
4）日本都市計画学会は、1980年から2001年までの期問にわたり、総計221本の開発
　途上国を対象とした研究課論文を発表している。これを当学会の分類コード（旧体
　系）に従い分類すると13分野が該当することから、本研究ではこれら13項目を都市
　計画学会が研究対象とする都市問題として選定した。研究の内容は、土地利用、都
　市計画、建築、都市開発に関わる研究が主体となっている（全体の67％）。都市計画
　学会は、今回比較した機関内では16項目中14項目と最も多くの都市問題項目を
　網羅している。このように、都市計画学会は、都市計画を研究する立場から幅広い都
　市問題項目を研究対象としており、その構成も、ハード面、ノフト面のどちらかに偏向
　した特徴はなく、双方のバランスが取れたものとなっていることが確認できた。
5）このように、4機関は、世界銀行がハード面、UN－HABIT、JICAがソフト面、そして日
　本都市計画学会は両者を均等に、それぞれ機関の役割・事業内容などの特徴を反
　映して都市問題を技術協力や研究の対象としていることが明らかになった。4機関が
　都市問題の対象として位置付けているものは、「都市基盤施設」と「都市の貧困」の2
　項目である。さらに、3つの機関が共通で対象とする都市問題項目としては、9項目あ
　る。そこで、これら4つの機関が共通して対象とする2項目と3機関が共通して対象と
　する9項目を合計した11の都市問題が、国際機関等が対象とする代表的な都市問
　題であることが明らかになった。
6）4機関は、都市問題の表現、呼称に相違が見られた。そこで、項目の比較、分類作
　業の便を図るため、各機関の問題項目を相互間で比較し、用語を整理・統合するこ
　とにより、16項貝に分類した。さらに、本都市問題項目を発生要因と整備すべき課題
　毎に3っカテゴリーに体系化した。体系化に用いた基準は、①都市計画制度の不備
　により、都市計画策定など「ソフト的」整備対策が必要とされている問題を「都市計画
　制度の課題」、②都市施設の不足、あるいは未整備により、施設建設など「ハード的」
　整備対策が必要とされている問題を「都市施設整備の課題」、③都市計画制度や都
　市施設はあるが、その運用が非効率なため、政策、管理組織の充実など「マネージメ
　ント的対策」が必要とされている問題を、「都市政策・施策運用の課題」として設定し
　た。
7）このように、本検証により、各機関が対象とする開発途上国の都市問題（16項目）、
　および整備課題（3つのカテゴリー）の内容、範囲を明らかにし、国際援助機関等が
　支援／調査・研究の対象とする都市問題の全体構成を示した。
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（1）世界銀行：HP（htt　l／／www．worldbank、or／html／extdr／thematic，htm［）、2003
　　年12月を参考に作成。
（2）「Basicfacts　ofurbanization」、1999年、UN－HABITAT。なお、邦訳としては、
　　世界の都市化問題、2000年、ハビタット福岡市民の会・ハビタット福岡事務所
　　がある。
（3）JICA：HP（htt：／／wwwjica．o．’／activities／re　ort／field／index．html）、2003年
　　12月を参考に作成。
（4）長嶺晴夫（1988）、「途上国都市計画の基本的課題と日本の都市計画」、（社）
　　日本都市計画学会、r都市計画」第155号、pp，29－30を要約。
（5）福島茂（2003）、「研究の現状と展望一海外」、（社）日本都市計画学会、「都市
　　計画」第245号、p．98を要約。
参考文献
1）
2）
3）
4）
5）
6》
7）
8）
9）
10）
11｝
12）
13）
14）
15）
16）
17）
18）
19）
20）
21）
22）
23）
24）
25）
政府開発援助白書2004年版、2004年10月、外務省、p359
居住問題に取り組むハビタット、伯98年9月、国土庁長官官房参事官室編、
P．1
文献2）、P5
文献2）、P5
Basic　Facts　of　Urbanization、1999、UN－HABITAT、p，1
5）資料、P1
5）資料、P5
5）資料、P5
5）資料、P7
5）資料、P7
5）資料、P7
5）資料、P7
5）資料、P9
5）資料、P10
5）資料、P11
5）資料、P12
5）資料、P給
JICA：HP（httpl／／www．jica，go．’／actMties／gikyo／2．html）、2003年12月
「よりよい明日を、世界の人々と。」、独立行政法人国際協力機構、2003年、
P．8
（社）日本都市計画学会、r都市計画」第90号、1976年
「国際化のなかの日本都市計画」、（社）日本都市計画学会、「都市計画」第
155号（1988年）、P8
21）文献、P8
21）文献、P8
21）文献、P8
渡辺俊一（2003）、r日本都市計画における海外制度のr輸入」」、（社）日本都
61
　　市計画学会、r都市計画」第242号、pp5－8
26）　r国際交流と都市計画」、（社）日本都市計画学会、r都市計画」第123号
　　（1983年）、P8
27）　r国際化のなかの日本都市計画』、（社）日本都市計画学会、r都市計画」第
　　155号（1988年）、P8
28》長嶺晴夫（1988）、r途上国都市計画の基本的課題と日本の都市計画」、
　　（社）日本都市計画学会、「都市計画」第155号、p28
29》　松本光平（1988）、rインドネシアにおける居住分野の研究協力」、（社）日本都
　　市計画学会、r都市計画」第155号、p35
30）　西山康雄（1988）、r開発途上国に対する区画整理の技術移転の成果と課
　　題」、（社）日本都市計画学会、「都市計画」第155号、p39
31）　大田勝敏（1988）、r都市交通分野における国際協力」、（社）日本都市計画学
　　会、「都市計画」第155号、44
32）　有路信（1988）、r造園分野における国際協力」、（社）日本都市計画学会、
　　「都市計画」第155号、p48
33》　r留学生と日本都市計画」、（社）日本都市計画学会、r都市計画」第163号
　　（1990年）、P7
34｝　渡辺俊一（1990）、r留学生問題と比較都市計画」、（社）日本都市計画学会、
　　「都市計画」第163号、p8
35）西山康雄（1990）、r日本を基軸に世界都市計画の構図を描く」、（社）日本都
　　市計画学会、「都市計画」第絡3号、p15
36）　謳縦波（1990）、r都市計画技術移転について考える」、（社）日本都市計画学
　　会、「都市計画」第163号、p24
37）西村幸夫（1990）、rアジア諸国との比較でみた日本の都市計画」、（社）日本
　　都市計画学会、「都市計画」第163号、38
38）　西山康雄（1992）、r都市計画研究の現状と展望一海外研究および留学生に
　　よる研究」、（社）日本都市計画学会、r都市計画」第173号、P68
39》和泉潤（1994）、r都市計画研究の現状と展望一海外研究および留学生による
　　研究』、（社）日本都市計画学会、「都市計画』第185号、p82
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第3章開発途上国における都市問題の同定・構造化
3．1　はじめに
3．1．1本章の目的
　開発途上国における都市問題を解消・緩和するためには、対象とする都市で発生Lて
いる問題の実態を調査、分析し、その都市が抱える①問題の因果相関、問題相互問の
②影響の有無、③緊密さ、影響を与える度合い・程度（これを「関連度・影響度」と称す）
を的確に理解、把握する（これを「特定する」と称す）ことが必要不可欠である。
　本章は、技術協力の受け手側であるカウンターパートの視点から、開発途上国におけ
る都市問題を特定するために以下の3つを目的とする。
①ワークショップを開催し、カウンターパートから見た都市問題の分類・体系化を行い、
　国際援助機関等との差異を明らかにする。
②システム工学を用いた実験を行い、都市問題の因果相関、問題相互間の影響の有
　無、関連度・影響度の程度について明らかにする（これを「問題の同定・構造化」と
　称す。以降構造化）。
③②で行う実験の結果を踏まえ、都市問題の構造化手法について有効性を検証す
　る。
3．1．2本章の方法
　本章における構造化の方法は、次のとおりである。
　まず、開発途上国の都市問題に詳しいカウンターパート（目本で学ぶ留学生）を被験
者に設定し、①ワークショップを開催し、第2章で分類・体系化した国際援助機蘭等が対
象とする開発途上国における都市問題の構成について有効性を検証する。これにより、
カウンターパートから見た都市問題の分類・体系化を行う。
　さらに、②システム工学の構造化手法等を用いた実験を行い、開発途上国における都
市問題の因果相関、問題相互間の影響の有無、関連度・影響度の程度にっいて定量
的な検証を行う。そして、③本実験で得た構造化の結果（これを「モデル」（1）と称す）を比
較・分析し、開発途上国における都市問題の構造化手法について有効性を検証する。
3．1．3本章の手順
本章の手順は、次のとおりである。
3．2では、本研究において都市問題の構造化を図る意義、問題の構造化手法にっいて
分析する。
第一に、開発途上国における都市問題を構造化する意義を定める。（3，2．1）
第二に、開発途上国における都市問題を構造化する手法について分析する。
（3、2，2）
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3．3では、開発途上国における都市問題を対象として構造化を行うための実験を行う。
第一に、本実験を行う目的、方針、分析方法にっいて定める。（3．3．1）
第二に、本実験の内容、手順にっいて定める。（3．3．2）
第三に、カウンターパートから見た都市問題の分類・体系化を行う。
第四に、都市問題の因果相関を分析する。（3．3，3）
第五に、問題相互間の影響の有無を分析する。（3．3．4）
第六に、問題相互間の関連度・影響度の程度を分析する。（3．3，5）
第六に、実験で得た結果の総合評価を行う。（3．3．6）
3．4では、本章をまとめる。（3．4）
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第3章開発途上国における都市問題の同定・構造化
3，1はじめに
3．1．1本章の目的
3．1．2本章の方法
号△》∫
3．1．3本章の手順
つ
号
3．2　開発途上国における都市問題を構造化する意義と手法
塁』、
3．2．1開発途上国における都市問題を構造化する意義
二姻影　　　響
a22開発途上国における都市弊繍造化塑手塗、、
ξ、
号
3．3開発途上国における都市問題の構造化に関する実験
3．3．1本実験の目的、手法、方針（着眼点）、手順
く＞、、
3．3．2本実験の内容Or
3，3．3ワークショップの開催とカウンターパートから見た都市問題の
　　　　　　　　　　分類・体系化
号
3，3．4開発途上国における都市問題の因果相関分析
号
3．3．5開発途上国における都市問題相互間の影響の有無を明至塗にする分析
号
3．3．6開発途上国における都市問題相互間の関連度・影響度の程度に関する分析
号r
3．3．7開発途上国における都市問題の構造化まとめ
号
3．4本章のまとめ
図3．1．1本章の流れ
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3．2　開発途上国における都市問題を構造化する意義と手法
3．2．1開発途上国における都市問題を構造化する意義
　開発途上国の経済の進展、都市の拡大により、開発途上国の都市問題は、多様化、
複雑化していく傾向がある。これらの都市問題に対応するためには、都市問題の範囲、
項目、内容を正確に認識し、整備課題や目標設定を適切に行う必要がある。そのために
は、都市問題の発生要因や因果相関にっいて詳細に把握すること（特定）が必要不可
欠である。
　都市問題を特定するには、第2章で検証したように、まずは対象となる都市問題の分
類・体系化を図り、都市問題の内容、およびその構成について認識を深め、分類・体系
化した都市問題を用いて、各問題の背景にある重層的な因果相関を分析し、問題相互
間の影響の有無、関連性・影響の度合い、程度を明らかにすること、すなわち問題の構
造化を図る必要があると考えられる。
　このように、開発途上国の都市問題を特定するため、問題を構造化する意義は高いと
考えられるが、開発途上国の都市問題を対象として、構造化を試みた事例や、構造化手
法の適用性について検証された事例はない。
66
3．2．2開発途上国における都市問題を構造化する手法
　都市問題は、互いに干渉し合い、原因であると同時に他の問題により引き起こされた
結果でもある。また問題が複雑、多岐にわたるので、実態を把握するのは非常に困難で
ある（2）。本研究では、開発途上国における都市問題の幾つかをグループとして整理する
ことにより構造化し、問題相互間の位置関係を詳細に分析する。
　一般に、問題の構造化とは、ある問題に対して、構成因子、組み合わせ、相互間の関
連性を明らかにすることをいう。その結果、問題を改善するための、望ましいシステム、進
めるべき方向、具体的策を導くことが可能となる1）。
　複雑な社会問題などを分析する場合、部分的で細部にわたる分析を行うと、却って全
体像を見失う恐れがある。このため、まず、マクロ的なアプローチにより問題の全体構成を
捉え、その後問題の構成要素をサブ問題として分解し、さらにミクロ的な解析を加えてい
くことが考えられるが2）、このような分析方法の代表としてシステム工学がある。
　開発途上国の都市問題は、複雑で互いに関連性を持っている。このため、全体の構
成や問題相互問の因果相関、問題相互間の影響の有無、関連度・影響度の程度を求
めることが難しい。そこで、これら開発途上国の都市問題を対象として、システム工学を用
いて都市問題を構造化する。
1．システム工学による問題の構造化手法
　問題の構造化手法として、最も体系的に整備されているものは「システムエ学」による
解析方法である。問題を構造化するための手法の多くは、システム工学の理論を準用し
ている。
（1）システムエ学の内容
　システムエ学が分析の対象とするシステムとは、「ある目的を持って要素を組み合わせ
たもの」3）、あるいは「多数の構成要素が、有機的な秩序を保ち、同一目標に向かって行
動するもの」4）と定義されており、対象は極めて広範囲に及ぶ。苦瀬5）は、システムの一般
的特徴として、「①複数の要素を持ち、②要素相互間の機能が規定され、③全体としての
目標を持っところが特徴である」と述べている。
　システムエ学とは、「システムの開発、設計、運用などを合理的に行うための方法論」6）
であり、r会社やロボットなど、入力と出力がある物に対し、その効率や制御を研究・実行
する学問」7）とされている。派生分野としては、交通システムエ学、海洋システムエ学、情
報システム工学、機械システムエ学、経営システムエ学等がある（3）。
　システムエ学は、戦後、米国で原子カプラントや宇宙開発など大規模な技術システム
の開発を合理的に進める方法論として開発されてきた「専門技術を超えた複合技術」8）で
あり、宇宙ロケット、新交通システム、環境システムなどこれまでに存在しなかった全く新規
のシステムを創造する際に利用されるのみならず、従来からの既存の部品、構成要素を
適切に組み合わせることにより、新機能を持ったシステムを創造、改革していく点に特徴
がある9）。
（2）システムエ学の適用範囲
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　システムエ学で対象とする問題とは、すでに目的も明確でそれに対する解析方法が分
かっている問題（Well－Defined　Problem）である「調査・分析するべき問題」や、人問の根
本に関する大目標など経験や直感だけで処理してなんら不満のない「意思で決めるべき
問題」（例えば「政策目標の設定」や「結婚」など）ではなく、一見どこから着手してよいの
か不明瞭な複雑で大規模な問題（lll－defined　Problem）であるとされている。Ill－defined
Problemとは、いくつかの解が存在することは予想できるが、その選択に対して納得がい
かない場合の「選択するべき問題」、あるいは、問題の所在はつかめているが、まだ対策
の見っからない場合のr工夫すべき問題」のいずれであり、システムエ学は、選択を行っ
たり、知恵を絞ってその対策を講じたりする状況下において有効であるゆ。
　表3．2．1に問題に対する処置方法、およびシステム工学が適用可能な問題について示
す。
表3．2．1問題に対応した処置方法（4）
No 問題の分類 問題の項目
1 意思で決めるべき問題 前提条件、シナリオ、大目標、制約条件
・．2 選搬る琴綱ぎ 1憐無φ訪法禦予鵜問薄還、助麟　、
3 工夫するべき商題1 儲案編蕪サ蒲麟幾鱗解i釈
4 調査・分析するべき問題 データの収集、状況、自然環境、因果関係
網掛け部は、システム工学が適用可能な問題とその項目
（3）システムエ学の都市問題への適用可能性
　開発途上国に限らず、都市問題・整備課題は、多様かっ複雑化しており、都市計画の
策定に際しては、都市問題を総合的に捉え、計画目標を明確に設定し、その上で整備
目標を達成するために最適な計画を立案していこうとする傾向が近年定着している。
　このため、従来から都市計画に用いられてきた統計解析やOR（オペレーション・リサー
チ）等の分析手法に加えて問題設定や計画目標設定、問題解決手法としてシステム工
学の適用が検討されてきているm。主なシステムエ学による分析手法の分類と内容につ
いては、表3，2．2に示すとおりである。
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表3．2．2主なシステムエ学の技法とその内容（5）
技法・、 システム主学の技法の内容、r
構造化技法
問題発掘技法（KJ法、ブレーンストーミング、シナリオ法、アンケート等）
造決定技法（関連樹木図、【SM法、DEMATEL法、PRIORITY法等）
予測技法
定量的技法（時系列分析、多変量解析、連関分析等）
性的技法
①直感的技法：デルファイ法、クロスインパ外マトリックス等、
②探索的方法：外挿法、シナリオ法、関連樹木等、
③規範的方法IPERT、連関分析等
解析技法 統計的解析（多変量解析、時系列分析、管理図法等）
ステム分析（意思決定分析、費用対効果分析、FS等）
階層化技法 階層的意思決定法（AHP法）
モデリンゲ技法
数式モデル（土地利用モデル、交通需要モデル、経済モデル等）
式モデル
ュミュレーション系技法（ゲーム理論、待ち行列等）
シュミュレーション
方法（システムダイナミックス、ゲーミング、交通シュミュレーション等）
語（離散系システム用、連続システム用、専用システム用）
最適化技法
数理計画法（LP、NLP、DP、変分法、最大原理法等）
ュミュレーション系技法（ゲーム理論、待ち行列等）
ERT系技法（PERT、CPM、RAMPS等）
信頼性技法
信頼度管理（管理図法、実験計画法、OR等）
頼度設計（高信頼度設計、保全性設計等）
障解析（信頼度予測モデル、FTA等）
般管理（決定理論、PERT、フェイルセーフ等）
管理技法 PERT系技法（PERT、CPM、RAMPS等）
の他の技法（デルターチャート、PATTERN、PPBS等）
評価技法
マトリックス法（属性比較、レ1ノーパンスマトリックス等）
連樹木図法（デシシ“ヨンァナリシス、PATTERN法等）
ステム分析（意思決定分析、費用対効果分析、FS等）
セスメント（環境アセスメント、テクノロヅーアセスメント等）
　科学技術庁の行った研究では、多目的、公共性、不確実性、曖昧性、複雑性、大規
模性等の特徴を持っシステムを社会開発システム12）と呼んでおり、これに従えば、都市
計画自体もシステムとみなすことが可能である。また、システム工学の分析手法を都市計
画に対応させる試みとしては、苦瀬による研究がある13）。
　苦瀬は、まず①都市計画の整備段階に応じた手順（ステップ）を明らかにした上で、時
間的経過に沿って整理し、②システムエ学における段階（フェーズ）の変化を都市計画の
整備段階（ステップ）に照合させ、これにより得たマトリックスを用いて③各段階におけるシ
ステムエ学手法の適用可能性にっいての検証を行っている（表3．2，3）。これにより、都市
計画の一連の流れにおいて、都市整備の各段階（ステップ）ごとに対応すべき課題や、
効果的なシステム工学手法が明確になっている。
　本研究は、当研究の検証を踏まえっつ、このうち都市計画の初期段階である目的分
析時のステップに着眼し、開発途上国の都市問題を特定するために有効的な分析手法
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のあり方について更なる検証を進める。
表3．2．3フェーズ・ステップ別の代表的なシステムエ学分析手法（技法）（6）
　　　　ステツ
ェーズ 目的分析 機能分析 代表案分析 評価と決定
企画・構想段階
構造化技法
測技法
析技法
解析技法
測技法
デりンゲ
階層化技法
造化技法
測技法
評価技法
析技法
適化技法
基本計画段階
構造化技法
測技法
解析技法
測技法
ミュレーション
階層化技法
デリング
適化技法
評価技法
適化技法
デリンゲ
整備計画段階
構造化技法
測技法
解析技法
測技法
ミュレーション
階層化技法
ミュレーション
適化技法
評価技法
適化技法
デ1ルゲ
事業実施段階
構造化技法
測技法
解析技法
測技法
適化技法
階層化技法
頼性技法
理技法
最適化技法
理技法
価技法
（4）システム工学による問題構造化手法の内容
　複雑なモデルを分析によって明確にしようとする場合、システムエ学の構造化手法は
有効な手法である。人間や社会システムなど複雑なシステムを分析しようとする際、前提
条件として定量的な特性が明確に分かっていないと数学モデルを利用することは困難で
あるが、定性的な特質を数値変換して作成する構造モデルは、対象特性を示す数値幅
に多少の広がりはあるにせよ、複雑な問題の全体像としての輪郭と根幹部分について理
解するにはむしろ有効である。
　そして、その効用は対象とする問題の構造化をシステマティックに行うことにより、「問題
の構造理解」を促すのみならず、その他にも「問題本質の解明」、「問題への解決」、さら
には「解答案の創出」にも役立っている14〉。
　構造化手法による主な手法としては、ISM法、Demate1法、Priority法、または関連樹
木図法等があり、システムの物理的な構造を対応させて交通網、管路網、電力網、通信
回線網、トラス構造の設計などに汎用されている。その他には、システム・ダイナミックスや
OR、スケジューリング、組み合わせ問題、知識工学分野への適用15）も図られている。
　表3．2．4に主な構造化手法の特徴について示す。
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表3．2．4主な構造化手法の特徴
名称
ISM法
DEMATEL法
Priority法
関連樹木図法
特徴
構造グラフを用いて、個々の要素を「節点」で示し、「節点』同士の関係の
有無からを線であるr枝」を結び、全体の構成と要素間の因果相関を表
現する。
構造グラフを用いて問題の構造化モデルを作る。特徴としては、「総合影
響行列」を演算し、r節点」間のr関連度』とr影響度」の有無だけでなく、
関連の強さを表現する。
構造グラフを用いて得た節点行列から省略できる「枝」を省略して順位行
列を求めることから、r節点」同士のr強連結」を排除しやすく全体の構成
が比較的容易に得られる。
ブレーンストーミング等により、互いに関連する概念・構造・機能・過程等
を大・中・小または一次・二次・三次等の含意的な大きさや次元別に分類
し、階層性に応じて樹形図を描く（例：目標→使命→課題→任務）。
　グラフ理論を用いないで構造化を図る類似の手法としては、「図解化手法」、あるいは
「問題発掘技法」、「問題解決型技法」と呼ばれる創造工学的な分析手法がある（表
3．2．2）。創造工学とは、定量的な手段は用いないが、人間の思考過程を経験的に整理し、
アイデアが生まれやすい環境を探り、そのような状況を人為的に作り出すことによって、人
間の発想力を刺激しようとするものであり16）、主な分析手法としてはKJ法がある。
2．本実験でシステム工学を適用する理由
　本実験においては、開発途上国の都市問題を構造化する手法としてシステム工学を
適用する。その理由は次の2つである。
（1）優れた理論
　システム工学の構造化手法は、グラフ理論を適用して、定性的な特質を数値変換する
ことにより、複雑な問題の全体像としての輪郭と根幹部分を二次元的に表現し、対象の
構造化を図るものである。従って、明解な理論に基づく本手法は、本実験で対象とする
複雑な事象の構造を表現するには最も優れた手法であると考える。
（2）高い汎用性
　本研究は、開発途上国における都市問題に対する技術協力に資することを目的に行
うものであり、本研究で検討する都市問題の構造化手法は、同様の手順で行った場合に
同様の結果を得るような再現性を有し、より汎用性が高い技術であることが望まれる。シス
テムエ学は、グラフ理論など汎用性の高い数学モデルを適用して分析する手法であり、
技術協力を行うにあたり、カウンターパートに対しても馴染み易い技術であると考える。
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3．3開発途上国における都市問題の構造化に関する実験
3．3．1本実験の目的、手法、方針（着眼点）、手順
　本節3．3では、開発途上国における都市問題を構造化するため、システム工学の構造
化手法を用いた実験を行う。なお、本実験の実施方法については巻末に附録6として取
りまとめた。
1．本実験の目的
　本実験では、開発途上国の都市問題に詳しいカウンターパートを被験者として設定し、
システム工学の構造化手法を用いた実験を行い、都市問題の構造化を図る。本実験の
目的は次の3つである。
　第1の目的は、まずは都市問題の構造化に必要となる都市問題の分類・体系化をカウ
ンターパートの視点から行うことである。都市問題の分類・体系化については、第2章に
おいて国際援助機関等の視点から行っているが、これをカウンターパートの視点から比
較・検証し、両者間の差異を明らかにする。
　第2の目的は、開発途上国における①都市問題の因果相関、問題相互間の②影響
の有無、③関連度・深刻度の程度の3っを明らかにし、カウンターパートの視点から都市
問題を構造化することである。
　第3の目的は、本実験の結果を踏まえ、開発途上国における都市問題の有効な構造
化手法について検証を行うことである。
2．本実験の手法
　都市問題の構造化を有効に行うためには、まずは①被験者の問題認識を深め、これ
により、②有意なサンプルを得る必要がある。本研究では、被験者の問題認識を深める
手法として、ワークショップなどに用いられるブレーン・ストーミング法を適用する。
　そして、開発途上国における都市問題を構造化する手法としては、システム工学の図
解化手法（KJ法）、および構造化手法（ISM法、Dematel法）を適用する。
　本実験における各手法の適用理由は次のとおりであり、各手法の詳細な内容と実施
方法は、本研究の「附録」部にとりまとめた。
（1）被験者の問題認識を深める手法（ブレーン・ストーミング法）
　本研究で適用する間題認識を深める方法は、①カウンターパートに馴染みやすく、理
解が容易なだけでなく、②汎用性が高い必要がある。
　被験者の問題認識を深める方法としては、ワークショップ形式による問題の討論や、意
見交換を図る方法が多用される。これは、複数の被験者を集め、対象とする問題の解説
（プレゼンテーション）、被験者自らの報告、被験者同士による意見交換、討論などを通じ
て、問題の理解を深める方法である。このような、討論を活性化させ、新しい意見（アイデ
ア）を生み出すために適用される手法がブレーン・ストーミング法である。
　本実験では、被験者の正しい問題理解を得るために、ブレーン・ストーミング法を用い
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たワークショップを開催する。その理由は、①簡便な方法であり、都市問題の理解を深め
るために十分な効果が期待できる、②被験者にも手順が理解されている、③汎用的で馴
染みのある方法である、と判断したことによる。
　ブレーン・ストーミング法に類する手法としては、主に国際協力の分野で使用されてい
るPCM（ProjectCycleManagement）手法などがある。同手法は、ワークショップに独自の
書式や規定を定めて意見の集約化を図り、その課題と対応策を示すものである。これは、
ブレーン・ストーミング法より精緻で、より多くの情報を入手することが可能である。しかし、
同手法は、主として新規プロジェクトを立案するために作成された手法であり、本実験で
必要とされる都市問題の理解を深めるのであれば、ブレーン・ストーミング法の適用で十
分可能であることから他の手法は採用しなかった。
　なお、本ワークショップにおいては、第2章において分類・体系化した国際援助機関等
から見た都市問題を、カウンターパートの視点から比較・検証する。これにより、両者間の
差異を明らかにし、本実験で用いるカウンターパートの視点を反映させた都市問題の分
類・体系化を行う。
（2）都市問題の因果相関を分析する手法（図解化手法：KJ法）
　ブレーン・ストーミング法は、議論の活性化、アイデアの発案化を促す手法であるが、こ
れらの議論を整理、集約する手段を有していない。そこで、まず被験者の意見を整理、集
約し、これにより都市問題の因果相関を明らかにする必要がある。
　被験者の意見を整理、集約し、都市問題の因果相関を明らかにする手法は、①被験
者の問題理解が正確に整理、集約され、②カウンターパートにとって馴染みやすく、③汎
用性のある手法が望ましい。
　本実験では、図解化手法のKJ法を適用する。KJ法は、問題が発生した社会的経緯、
被験者の問題意識を整理、集約し、これを図解化することにより、被験者の考える問題間
の複雑な因果相関を明らかにする手法である。
　KJ法を適用する理由は、①ブレーン・ストーミング法の各意見を一枚のカードに記載し、
それらを順次グループ化させるなど、アプローチ自体が明快であり、意見を集約、整理す
る手法として合理的である、②単に記述形式で意見を整理、集約するのではなく、意見
のグループ化を図りながら問題間の因果相関を明らかにし、これにより議論の全体構成を
可視化させる（KJ法では、これを図解化すると称する）ことから、実験により得た図解化の
理解が被験者より得やすい、③KJ法で被験者の問題認識を図解化することにより、構造
化の実験で必要となる都市問題項目の設定が可能となる、④海外でも広く普及しており、
汎用性が高く、被験者にも馴染みやすい手法と判断したことによる。
（3）都市問題相互間の影響の有無を分析する手法（構造化手法：ISM法）
　KJ法はいくつかの類似の特性を持った事項をグループ化させることにより、重層的な
因果相関を明らかにしていく手法であるが、グループ同士の関係が緻密な部分は明確に
相互間の影響の有無が判別しにくい。
　そこで、本実験では、システム工学の構造化手法であるISM法を用いて問題相互間の
影響の有無を定量的に明らかにする。ISM法は、質問表調査（一対比較調査）で得たデ
ータを基に、問題問の影響の有無から問題の構造化を図る手法であり、構造化の代表
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的手法の一っである。
　他の類似手法としては、表3．2．4で示したPriority法がある。同法は、一部の手順を除
けば、ISM法と理論的には同じであるが、ほとんど普及していないこともあり、ISM法を選
定した。
（4）都市問題の関連度・影響度の程度を分析する手法（構造化手法：Dematel
法）
　ISM法は、問題相互問の影響の有無について明らかにする手法であるが、問題相互
間の関連度と影響度が定量的に把握できない。
　そこで、本実験では、システム工学の構造化手法であるDemate1法を用いて、問題相
互間の関連度と影響度の強度を定量的に明らかにする。Dematel法は、ISM法と同様に、
質問表調査で得たデータを基に解析を行ない、問題間の関連度と影響度の強度（関係
の強弱）を座標で表し、これを有向線で結びっけることにより問題の構造化を図る手法で
ある。
3．本実験の方針（着眼点）
本実験に際しては、次の2っに着眼して行う。
（1）カウンターパートの視点による都市問題の構造化
　カウンターパートは、開発途上国の都市問題を取り巻く社会の背景、環境に関する情
報を十分に持ち合わせている。このため、構造化手法を用いて、これらの情報、問題意
識の共有化を図ることにより、都市問題の的確な発生要因や因果相関が明らかになると
考えた。
　本実験では、開発途上国の都市問題に詳しいに都市工学を専門とするカウンターパ
ートに着眼し、これを被験者として構造化を行う。なお、構造化にあたっては、カウンター
パートを対象にワークショップを開催し、本研究の第2章において分類・体系化した国際
援助機関等が対象とする都市問題の検証を行い、カウンターパートの視点から都市問題
を分類・体系化する。
（2）複数の構造化手法を組み合わせた実験の実施
　本実験では、①都市問題の因果相関を分析するKJ法、②問題相互間の因果相関の
有無を分析するISM法、③問題の関連度・影響度の程度を分析するDematel法を組み
合わせて分析を行う。
　各手法とも、個別に開発、整備された手法であり、分析の目的、手順、分析結果の評
価方法などに相違点が見られる。本実験では、同一の被験者、サンプルを用いてモデル
を作成し、相互比較を行い各手法とモデルの特性を明らかにする。これにより、各構造化
分析手法の適用性と制約にっいて検証が可能となる。
　なお、Dematel法は、問題間の関連度と影響度を定量化するのみならず問題相互間
の影響の有無も判別可能であるが、座標から有向線の結びつけをする場合、これを主観
的に行わざるを得ないという制約を有している。そこで本実験では、ISM法のモデルで得
た影響の有無を表す有向線を適用することにより、有向線の結びっけを理論的に行える
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ものとした。
4．本実験の手順
本実験の手順は、図3．3．1に示すとおりである。
実験の手順
開始
↓
実験の手法
都市における閤題項目の抽出
　ワークショップの開催
（被験者の問題意識を深める）
構
造
化
モ
デ
1レ
の
有
効
性
評
価
鴬麟鱒欝継　罐・1謬
構造化の決定
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ド1相当）　　　　　l　　　　　　　　Iロ　　　　　　　　ロ：②ブレーン・ストーミI
Iング法　　　lI　　　　　　　　薩層　　　　　　　　匪ヨ　　　　　　　　ロ屋③KJ法　　　　　1
雛　　　　　　　　1匿　　　　　　　　1　　　　　　　　ロ1④ISM法　　I　　　　　　　　II　　　　　　　　置I　　　　　　　　II　　　　　　　　ドし1⑤Dematel法　　　：
I　　　　　　　　I』－一－閣旧一閣■巳－－－
終了
　　　　　　　図3・3．1都市間題の構造化に関する実験の手順と方法
（1）都市問題の項目抽出
　被験者に開発途上国の都市問題を深く認識してもらうため、都市に発生している問題
項目の抽出し、必要に応じた類似項目に統合・整理し、ワークショップ用の資料を作成す
る。なお、本事項は、第2章において検証を行った表2，3．3「発生要因、整備課題より分
類・体系化した国際援助機関等が対象とする都市問題」の事例を用いる。
（2）都市問題の分類・体系化
　（1）の資料をもとに、被験者の問題認識を深めるため、ワークショップ（設定されたテー
マを基に行う少人数による討論会、一般的にインフォーマル）を開催し、国際援助機関等
が対象とする開発途上国における都市問題の構成について有効性を検証する。これによ
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り、カウンターパートから見た都市問題の分類・体系化を行う。
（3）都市問題の因果相関の分析
　ワークショップで得た都市問題の分類・体系化を踏まえ、問題認識の意見を集約・整
理し、KJ法を用いて図解化を行い、都市問題の因果相関を分析する。
（4）問題相互間の影響の有無の分析
　質問表調査（一対比較調査）で得たデータを基に、ISM法を適用して問題相互間の影
響の有無を分析する。
（5）問題相互間の関連度・影響度の程度の分析
　質問表調査（一対比較調査）で得たデータを基に、Dematel法を適用して問題相互間
の関連度・影響度の程度を分析する。
（6）各分析結果（モデル）の総合評価
本実験により得た都市問題の構造化に関する各分析結果（モデル）を総合的に評価し、
都市問題の構造化について総括する。
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3．3．2本実験の内容
1．実験の被験者
　本実験で作成する構造モデルの精度を高めること、および分析で用いる手法の適用
性について検証するため、被験者（ワークショップ参加者）を次の選定基準により選定す
るものとした。
（1）専門性
　被験者は、実験の意義・目的、実施手順、分析方法にっいての理解力を有し、開発
途上国における都市問題の実情に詳しく、都市工学、都市交通工学など都市開発に関
連する専門性を有するものであることが望ましい。
（2）地域性
　本実験は、開発途上国に共通する都市問題の把握を目的とすることから、①特定の国
に限定することなく、幅広い国の情報にっいて持ち合わせた者で構成し、さらには、②第
5章において述べる都市計画分野の技術専門家（援助の実施者側を想定）との問題意
識の差異について検証することを念頭に、援助の受益者であるカウンターパート側、開発
途上国の出身者とした。
　これらの選定基準から、本実験においては、東京大学大学院工学系研究科都市工学
専攻国際都市計画・地域計画研究室（大西・城所・マーコトゥリオ研究室）在籍の留学生
（8名）、および東京海洋大学海洋工学部流通情報工学科地域計画研究室（高橋・兵藤
研究室）在籍の留学生（2名）を対象として実験を行った。被験者の国籍は次の8力国で
ある（中国1、フィリピン1、ベトナム3、インドネシア1、バングラディッシュ1、ネパール1、
アルバニア1、ブラジル1）。
　本実験で当グループを選定した理由は、①大西・城所・マーコトゥリオ研究室は開発途
上国をはじめとして世界11力国から20名に及ぶ留学生が在籍しており、本実験の参加
協力が得やすいこと、②本実験の検証を行うに当たり、被験者に対して設問回答依頼や
面談により内容の確認を度々行う必要性があったため、地理的条件を考慮したことによ
る。
2．実験場所
　構造化分析で必要となるデータの収集は、大西研究室がある東大・本郷キャンパスに
おいて行った。
3．実験日時
　都市問題に対する認識を深め、データの収集を目的として次の日時にワークショップを
開催した。被験者に対する分析結果の確認作業は必要に応じて適宜行った。
　2004年5月27目15：00～17：40
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3．3．3ワークショップの開催とカウンターパートから見た都市問題の分類・体系化
1．ワークショップの開催
　本実験では、被験者の問題認識を深めるため、ワークショップを開催し、開発途上国
の都市問題に関する討論を行った。
　ワークショップを実施、運営する手法としては、一般に幅広く使用されているブレーン・
ストーミング法を適用した（附録1参照）。
　ブレーン・ストーミング法は、4っの基本的ルール（①他人のアイデアを批判しない、②
アイデア発想は自由奔放に行う、③より多くの意見を出す、④他人のアイデアの相乗りを
歓迎する）を除けば、会議の参加人数、進行・運営方法、最終的な意見の収敏・整理方
法にっいては具体的な規定がない。
　そこで本実験では、次に示す規定を設定した。
（1）　構成メンバー
①ファシリテーター1司会者1名（筆者が担当）
②セクレタリー1書記1名
③ブレーン・ストーマー：会議参加者（被験者）10名
（2）ブレーン・ストーミング法の適用方法
1）討論する方法の説明
　自己紹介、参加者紹介、スタッフ紹介、ワークショップ開催の趣旨、スケジュール、実施
に際しての留意点、およびブレーン・ストーミング法の基本的ルールについて説明した。
2）討論する議題（テーマ）の説明
　第2章において作成した表2．3．3「発生要因、整備課題より分類・体系化した国際援助
機関等が対象とする都市問題」、および「図2．3．2国際援助機関等が対象とする都市問
題の構成」を用いて国際機関の都市問題への対応状況や近年取り組んでいる施策、お
よび関連する研究内容にっいて司会者がプレゼンテーションを行った。
3）討論の開始
　開発途上国の都市問題の実態にっいて参加者各自のプレゼンテーションを行い、①
国際援助機関等から見た都市問題の分類・体系化に対する意見、②参加者の国におけ
る都市問題の発生要因、および問題相互問の関連性について各自の見解を述べてもら
う。これにより、各参加者の情報を共有した後、討論を開始Lた。
4）討論の記録
　プレゼンテーション終了後、それに対する質疑応答を挟み、ブレーン・ストーミング法を
用いた自由な討論を開始する。提案された意見、議論の内容はセクレタリーがノートに記
録した。
5）討論の総括
　最後に司会者が議論となった論点、提案された課題にっいて総括した。
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（3）討論の内容
ワークショップで出された意見、討論内容の要旨は次のとおりである。（順序不動）
1）国際援助機関等が対象とする都市問題とその技術協力
・本研究において示された国際機関が対象としている都市問題の構成は、よく理解で
　きる。また、実際に行われている技術協力の内容もこれに準拠している。（バングラデ
　イシュ）
・地域によっては（例えば紛争地区など）、国際機関やJICAの支援は未だ十分ではな
　い。（アルバニア）
・開発財源の不足を補うために導入されている国際機関（アジア開発銀行）のプロジェ
　クトが成果をあげていない。（インドネシア）
2）深刻となっている主な都市問題
・大都市にはゾーンニング（用途区域制度）が導入されているが、厳密に適用されてお
　らず、不適切な土地利用が問題になっている。（ベトナム）
・都市開発、都市基盤施設が適切に管理されておらず、その原因は専門分野の人材、
　技術の不足である。（ベトナム、ネパール、インドネシア、ブラジル）
・道路容量、駐車場が不足しており、急増する車輌（主に自家用車）に対処できていな
　い。特に上海では交通管理が必要である。（中国、フィリピン）
・貧困者層にとって住宅施設の確保は重要であり、大きな都市問題となっている。（ア
　ルバニア、バングラディシュ）
・地域の復興、経済の発展にともない、都市においては徐々に貧富の格差が広がりっ
　つある。（アルバニア、ブラジル）
・住宅の問題が深刻になっており、国や自治体による取得補助制度の未整備から貧
　困層は、必要な申請書類が準備できないなどの理由により、支援が受けられにくい。
　（アルバニア、ブラジル）
・都市における貧困層の増大、スラム化が大きな問題となっている。（ベトナム、ネパー
　ル、バングラディシュ、ブラジル）
・住宅政策が十分に行われていない。（ネパール）
・政府、自治体からの開発方針が不明確である。（ネパール）
・政治優先、中央集権的な弊害、および都市開発に対する公共的な関与、支援が不
　十分である。（ネパール、バングラディシュ）
・都市問題は相互問で複雑に関連し合っている。（インドネシア）
・都市内交通網の整備が喫緊の課題である。（バングラディシュ、ブラジル）
・市街地が無秩序に拡大している。（バングラディシュ）
・都市整備事業を行うための法制度が整備されておらず、M／Pで計画された案件の実
　施が担保されていない。（バングラディシュ）
・計画官庁の権限が弱く、自治体に対する事業化の支援ができない。（バングラディシ
　ュ）
・都市犯罪が増加しており、社会秩序・規範の安定化が求められている。（ブラジル）
・都市における社会問題の対応が重要である。（ブラジル）
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・都市機能の過度の集中と人口増加が著しい。（フイリピン）
2．　カウンターパートから見た都市問題の分類・体系化
ワークショップにおいて、国際援助機関等から見た都市問題の分類・体系化の構成に
ついて検証を行った。L（3）5）で上述したとおり、同体系の構成は、カウンターパートにも
十分に理解され、概ね受け入れられた。その後の討議も踏まえ、都市問題の構成として
は次の事項が指摘される。
（1）開発財源の重要性
　カウンターパートからは、「開発財源」の重要性が強調された。例えば、国際協力が導
入される主な原因は開発財源の不足を補うためであるという指摘（インドネシア）や、宅地
整備や公共住宅の不備などによりスラムが発生している要因は、開発財源が不十分であ
ることから、住宅政策が効果的に進められていないためである（アルバニア他）との指摘が
なされた。
　国際援助機関等から見た都市問題の分類・体系化では、開発財源は都市財政として
取り扱われており、これでは民間セクターへの支援や民間資金による事業費調達（住宅
整備も含めて）の視点が欠落している。本ワークショップでも指摘されたように、開発途上
国の都市問題を考えるうえで、開発財源の確保は欠かせない視点であると考えられること
から、従来の項目である「都市開発政策」にr開発財源」を加えて「都市開発政策・財源」
と改称する。
（2）環境保全の取り扱い　　　　　　　　　　●
　環境保全の重要性は、ワークショップにおいて、直接的な表現で言及されなかったが、
都市機能を向上させるための重要な概念として理解されていた。しかしその対象は、市内
の広範な地域に対する環境保全、保護というよりは、スラムや住宅と関連してものとして理
解されており、特に居住施設と一体となった周辺環境という比較的に限定された空間や
身近に存在するものとして事例が紹介されている。
　環境は非常に広義な概念であり、第2章で検証したように国際援助機関等はこれをグ
ローバル・イシュー（国際化問題）の一っとして位置付けており、内容も環境影響評価や
公害対策など広範な事項が対象に含まれている。このように両者間には、同項目の範囲、
規模、重点の置き方に多少の差異がある可能性が確認される。
（3）公園・緑地の取り扱い
　公園・緑地は開発途上国にとってまだ深刻な都市問題として取り扱われていないことも
あり、ワークショップにおいては、都市基盤施設、あるいは居住施設に含まれる事項として
理解されていた。このように、本項目を都市問題の項目の一つ取り扱うには不適当と判断
されることから、これを都市基盤施設に含まれる事項として取り扱う。
（4）都市防災の取り扱い
　都市防災も公園・緑地と同様に、ワークショップにおいては、他の項目との比較により、
深刻な都市問題としては検討されなかった。実際に、都市防災は都市の重要な目的とし
て理解されているが、手段としては都市基盤施設の一っとして整備されている。従って本
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項目も都市基盤施設に含まれる事項として取り扱う。
（5）カウンターパートから見た都市問題の分類・体系化
　このように、国際援助機関等から見た都市問題の分類・体系化をカウンターパートの視
点から見直し、1項目の改称（「都市開発政策」→「都市開発政策・財源」）、2項目の削
減（「公園・緑地」、「都市防災」）を行い、カウンターパートから見た都市問題の分類・体
系化を表3，3．1に示す14項目に定めた。なお、本研究は、あくまでもカウンターパートの
視点から開発途上国における都市問題の構造を研究するものであることから、これをもっ
て本研究で対象とする都市問題の分類・体系化として取り扱う。
表3．3．1発生要因、整備課題より分類・体系化したカウンターパートから見た都市問題
1
No
　　　　髭’　　　　　5z、”，蓉
　　　法制度 都市計画法、公共用地取得制度
2 都市計画 国土・地域計画、M／P、都市計画、土地利用、空間計画、都市構造、都市景観
都市計画事業・制限
勃　　～、　’り協瀦
市基盤施設
　土地区画整理、市街地整備手法、中心市街地活性化、再開発、災害復興開発、用途規
制、建築規制
置’ 3’
都市施設（上下水道、ゴミ処理施設、教育施設）、情報通信技術（IT）、電力、熱・エネル
ギー供給施設、都市防災施設、公園・緑地
5 都市交通 公共交通、街路、自動車交通、運輸交通、物流、歩道
居住施設
話’　　に　　～
市管理組織
住宅・建築、建築制度、居住環境、公営住宅、宅地整備、不動産
脇’z，一’、‘’
ッド・ガバナンス（良い統治）、組織能力の向上、技術移転、都市計画教育
8 都市開発政策・財源 都市の成長管理、都市経済、リサイクル運動、過密化対策、開発財源、都市財政
9 地方分権 地方計画、地方分散政策
10 都市の貧困 貧困層への都市サービスの提供、スク才ッター対策、ホームレスの問題、失業対策
11 住民参加 住民参加、コミュニティ開発、民間セクター開発、民活、NGO
12 社会問題 社会的疎外、家族の不安定性、治安悪化
13 人ロ・健康 人ロ・エイズ／感染症
14 環境保全 歴史的建造物、歴史的環境保全、街並み保全、環境影響評価、公害対策
3．ワークショップの開催とカウンターパートから見た都市問題の分類・体系化の
　　まとめ
　本実験では、ワークショップを開催し、ブレーン・ストーミング法を適用して開発途上国
の都市問題に関する検討を行うとともに、カウンターパートから見た都市問題の分類・体
系化を図った。これによりワークショップとカウンターパートから見た都市問題の分類・体系
化についてまとめる。
（1）カウンターパートから見た都市問題の分類・体系化
　国際援助機関等から見た都市問題の分類・体系化16項目をカウンターパートの視点
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から見直し行い、これを14項目に整理した。
　これにより、カウンターパートから見て①「開発財源」は都市問題における大きな関心事
となっていること、②「公園・緑地」、「都市防災」は開発途上国においては相対的にまだ
深刻な問題となっていないことが明らかになった。
　また、「環境保全」は、国際援助機関等はグローバル・イッシューの一環として広範な取
り組対象として位置付けられる一方、カウンターパートは居住環境など比較的身近な対
象としてこれを捉えており、両者間には、同項目の範囲、規模、重点の置き方に多少の差
異がある可能性が確認された。
（2）被験者の問題認識を深める手法の適用性
　本実験では、被験者の問題認識を深めるため、ブレーン・ストーミング法を用いてワー
クショップを開催した。同法は、簡便な手法であり、参加者も実施方法が分かりやすい手
法であるが、その反面、低調な議論に終始したり、論点が脱線し収拾が付かなくなるなど、
参加者の能力が発揮されず十分な分析結果が得られないことが懸念される。
　このため、適用に際しては、慎重な調査計画の策定と用意周到な準備作業が不可欠
であり、本実験で試行したように、何度かリハーサルを繰り返し、スライドやパワーポイント
などの視覚による資料・媒体を併用することが効果的であり、討論の効率化が図られると
考えられる。
　本実験により、同法は、ステークホルダー・ミーティング（プロジェクトに関係する組織、
機関、住民団体の会議）などにおいて、住民や当事者の問題認識を分類・整理する、プ
ロジェクトの計画策定、導入時の初期段階の有効な情報入手手段であることが確認され
た。従って、被験者の問題認識を深めるための手法として同法の適用性は高いと判断さ
れる。
　しかし、同法は分析手法としてそのまま適用するには十分な分析手段（ツール）を有し
ていない。このため、あくまでも情報、データ入手の手法として適用し、さらに高度な分析
にあたっては、本実験で行ったようにKJ法やISM法など他の分析手法と組み合わせて検
証を行うことが必要である。
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3．3．4開発途上国における都市問題の因果相関分析
1．KJ法を適用した都市問題の因果相関分析（図解化）
　本実験ではワークショップで得た被験者の意見を整理・集約し、次の手順によりKJ法
の図解化分析を行い、都市問題の因果相関について検証する（附録2参照）。
（1）KJ法の適用方法と図解化の経緯
本実験では、完成モデルの精度を高めるため、従来のKJ法一ラウンドの4つのステッ
プに加え、新たにフィードッバックによる検証のスッテプを加えて分析を行う。適用方法と
実験による図解化の経緯は、次のとおりである。
1）第1ステップ（記録）段階
　ワークショップで得た討論内容を、紙片に書き写した。紙片に書き写す際は、漏れがな
いように、討論における重要なテーマ、キーワードを1つずつ紙片に書き写した。従って繰
り返し討論されたテーマに基づく紙片は、同一の内容のものが存在する。
　紙片の総数は42枚であり、内容は下記のとおりである。なお、紙片の番号は順序不同
である。
1－Landuseine雌ciency．非効率な土地利用
2－Lackofhousinginfrastructure．居住基盤、宅地の不足
3－Trafficmanagementisneeded．交通管理
4－Reducenumberofcars．車輌の削減
5－Mismanagementofurbandevelopmen重．不適切な都市開発の管理
6－Mismanagementofinfrastructure．不適切な都市基盤施設の整備、管理
7－Lackofroads　andparking　spaces。道路、駐車場の不足
8－Lackoftrafficmanagement．都市交通管理の不足
9－Toomuchnumberofcars。車輌の急激な増加
10－Lackofgrantassistance．国際機関による開発支援の不足
ll－Housingproblems．居住問題
12－Somecamotaccessthehousingprogram．居住関連の助成支援の不備
13－Mainprobleminpoverty．貧困問題
14－Lackofhousinginfrastructure．居住基盤、宅地の不足
15－Noclearpolicyfromthegovemment．不明確な都市政策
16－Noproperhousingscheme．居住関連の助成支援の不備
17－Mismanagementofurbandevelopment．不適切な都市開発の管理
18－No　clearpolicyfromthe　govemment．不明確な都市政策
19－Politicaldominance，政治優先
20－Lackofparticipationfromthepublic．都市開発の公的関与、支援の不足
21．Lackofsocialsystem．社会制度の不備
22－Mismanagementofurbandevelopment．不適切な都市開発の管理
23－Limitedtechnicalcapacityofhumanresources．人材、技術の不足
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24－Grantsfailedto　implement．ODAプロジェクトの失敗
25－Poverty．貧困問題
26－Noefficienttransportationnetwork．非効率な都市交通網
27－Thesizeofthecityistoobig．無秩序な市街地区域の拡大
28－No　urban　govemance　at　all．不明確な都市行政
29－No　implementation　oflaw．MIPを実現するための法的裏付けの欠如
30－Planningauthorityhasnoauthorityorlocalgovemment．計画官庁の権限不足
31－Lackofhousinginfrastructure．居住基盤、宅地の不足
32－Toomuchpowerofthecentralgovemment。中央集権化の弊害
33－Economicinequalit∫経済格差の発生
34－Poverty貧困問題
35－Transportation．都市交通
36－Lackoftransportationinfrastructure．都市交通施設の不足
37－Socialorder．社会秩序・規範
38－Overconcentrationofpopulation．人口の過密化
39．Trafficcongestions．深刻な交通渋滞
40－Safetysystem．社会安全システム
41－Housing居住施設
2）第2ステップ（グループ編成）段階
　カードをテーブルに広げ、第1回目のグループ編成を行った。この時点でカードは「A」
～「H」までの8っの小グループと11枚の個別紙片に編成した（K』J法では紙片をグルー
プにすることをrグループ編成」すると称する）。
　この編成を順次4回繰り返し、最終的に5っのグループに編成した。
①第1回目
　第1回目のグループ編成を行った。統合により、「A」～「H」までの8っのグループと11
枚の個別カードに編成した。第1回目の編成は、全く同じ表現（例えば2と14）、あるいは
極めて内容が近い紙片を一つに編成した。これは、2回目以降、順次グループ編成を行
うための準備段階であり、そのための構成要素（最小の単位）を設定するレベルである。
・rA」グループ（2、11、12、14、16、31、41）
・rBjグループ（3、4、8、9）
・rC」グループ（7、26、35、36、39）
・rD」グループ（21、37）
・「Ejグループ（10、24）
・「F」グループ（13、25、34）
・「G」グループ（5、17、22〉
・「H」グループ（15、18、28、30）
・個別カード（1、6、19、20、23、27、29、32、33、38、40）
まず、「A」グループでは、「住宅、居住施設」の問題を一っのグループに編成した。紙
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片は合計7枚と枚数が多く、スラム対策など住宅の問題は、開発途上国における深刻な
都市問題であることが想定される。
　rB」グループは、「車輌の急増とその原因である交通管理・政策」の問題である。「C」
グループは、「B」グループと内容が近いが、これは車輌の増加や政策ではなく、「道路、
駐車場の不足」、施設の不足に起因するものである。このように、現段階では、類似の問
題であっても安易に統合することなく、まずは発生要因に応じて編成を行った。
　rD」グループはr社会問題、秩序・規範」の問題である。rE」グループは「ODAの資金
不足」の問題であり、都市基盤整備のためにODAを通じた資金協力が被験者により期
待されていることが理解できる。「F」グループは、「貧困問題」である。この問題は、ワーク
ショップにおいても、都市問題の根源的な原因であるとことが繰り返し指摘されていた。
　「G」グループは、「都市計画制度」の不備である。これは、適切な都市開発が進めら
れていない要因となっている。それと関連して、「H」グループは、「都市政策、組織」の問
題となっている。
　以上の8つがグループ化したものである。紙片1．の「土地利用」などの問題は、現段
階では他の紙片と統合していない。このように、42枚の紙片は、第1回目の分類で19
の構成要素レベルにまとめられた。
2，11，12，14，16，31，41 3，4，8，9
「A：住宅、居住施設」
7，26，35，36，39
rB：車輌の急増と交通管理」　rC：道路、駐車場の不足」
10，24
21，37
13，25，34
rE：ODAの資金不足」　　rF：貧困問題」
rD：社会問題、秩序・規範」 5，17，22 15，18，28，30
「G：都市計画制度」 「H：都市政策、組織」
1，6，19，20，23，27，29，32，33，38，40
　　　　　　　　　　図3．3．2KJ法、第1回目のグループ編成
②第2回目
　続いて、2回目のグループ編成を行った。rあ」～rえ」までの4っのグループを新設し、
計7つのグループと8枚の個別紙片に編成した。なお、このグループのレベルは、内容が
同じ構成要素を集めた小グループのレベルである。
・rあ」グループ（rB」グループ、rC」グループ）
・「い」グループ（「D」グループ、40）
・「う」グループ（「F」グループ、33）
・rえ」グループ（rH」グループ、29）
・rA」グループ
・rE」グループ
・rG」グループ
・個別カード（1、6、19、20、23、27、32、38）
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　第2回目のグループ編成では、第1回目で編成した19の構成要素を用いて、類似
の束、紙片を統合し、更なるグループ編成を図った。
　ここでは、まず、rあ」グループとして、rB」グループのr車輌の急増と交通管理・政策」、
rCjグループの「道路や駐車場施設」の構成要素を統合した。これにより同グループは、
「交通政策と施設」の問題として小グループ化された。
　同様に、rい」グループは、rD」グループの「社会間題、秩序・規範」に個別紙片40の
r社会安全システム」を加えた。rう」グループは、rF」グループのr貧困」に個別カード33
のr経済格差の発生」を加えた。これにより、上層階級と下層階級の経済格差が深刻と
なっている開発途上国の実態が、このグループに反映されたと考える。
　rえ」グループには、rH」グループr都市政策、組織」の問題に個別紙片29のrMIPを
実現するための法的裏付けの欠如」を加え、これを「都市管理」とした。これにより、都市
M／Pなどで優先度が高い事業も、法的な裏付けに乏しいため事業化が遅れている開発
途上国の実態と、「都市管理」が結び付けられ、相互の関係、原因が明確になった。
　以上の4っが統合によりグループ編成したものである。第1段階でグループ編成した
rA」、rE」、rC」は統合することなくそのまま残り、個別紙片も8枚残っている。このように、
都市問題の四の構成要素レベルを、第2回目のグループ編成で15の小グループのレ
ベルにまとめた。
3，4，7，8，9
，26，35，36，39
21，37，40
rい二社会問題、秩序・規範」
13，25，33，34
「う1貧困問題」
「あ：交通政策・施設」
2，11，12，14，16，31，41 10，24
15，18，28，29ヲ30
rE：ODAの資金不足」
「え：都市管理」 rA：住宅、居住施設」
5，1722 1，6，19，20，23，27，32，38
　　　　　「G：都市計画制度」
　　　　　　　　　　　図3．3．3KJ法、第2回目のグループ編成
③第3回目
　3回目のグループ化の作業を行った。統合により、rw」～rz」までの4つの中グループ
を新設し、計7つのグループと2枚の個別紙片にグループ編成した。
・「w」グループ（19、20、32）
・「x」グループ（「あ」グループ、「A」グループ、6）
・「y」グループ（「え」グループ、ギG」グループ）
・「z」グループ（27、38）
・rE」グループ
●「い」グループ（21、37、40）
・rう」グループ（13、25、34、33）
・個別カード（1、23）
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　第3回目のグループ編成では、第2回目で編成した15の小グループを用いて、類似
の束、紙片を統合し、更なるグループ編成を図った。編成方法はこれまで同様であるが、
このグループのレベルは、類似した内容を集めた小グループの分類より上位に位置する
中グループのレベルである。
　ここでは、まず、「wjグループとして、新たに個別紙片の3枚をグループ編成した。こ
れらは、「政治優先」、「都市開発の公的関与、支援の不足」、「中央集権化の弊害」の、
いずれも政治的な問題である。各問題は必ずしも類似した内容ではないが、中間レベル
の段階になって初めてグループ編成した。
　rx」グループは、rあ」グループr交通政策と施設」と、rA」グループr住宅施設」、そし
て個別紙片6の「不適切な都市基盤施設の整備、管理」が加わって1つのグループ編
成をした。なお、開発途上国では、スラムなど大きな住宅問題を抱えていることから、貧
困居住者への宅地、居住施設提供を道路などの都市基盤施設と結びっけて整備を図
ることが多く、両者の関係は比較的近いものとして捉えていることが、ワークショップにお
いても確認されている。
　「yjグループは、「え」グループ「都市管理」と「G」グループ「都市計画」を結びつけ、
「都市計画・管理」としてグループ編成した。これにより、都市開発に関する問題は、計
画と管理の2っの要素で構成されていることが明確になった。
　「z」グループは、個別紙片の27のr無秩序な市街地区域の拡大」と同38のr人口の
過密化」という、非常にマクロな開発途上国の都市問題をグループ編成した。
　以上の4っが統合により新たにグループ編成したものである。第2段階でグループ編
成した「E」は統合することなくそのまま残り、個別紙片は2枚だけになった。このように、
都市問題の15の小グループのレベルは、第3回目の分類で9つの中グループのレベ
ルにまとめられた。
19，20，32
rw：都市行政」 5，15，17，18，22，
　28，29，30
「y：都市計画・管理」
2，3，4，6，7，8，9，11
12，14，16，26，
31，35，36，39，41
rx：都市基盤施設」
27，38
10，24
「z：都市の拡大と人口の過密」
rE：ODAの資金不足」 21，37，40
13，25，33，34
「い：社会問題、秩序・規範」 　　　　　　　　1，23「う：貧困問題」
図3．3．4KJ法、第3回目のグループ編成
④第4回目
　第4回目のグループ編成を行った。統合により、「1」～rV」までの3っの大グループを
新設し、計5っの大グループに編成した。
・rI」グループ（rw」グループ、23）
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・rII」グループ（rい」グループ、rう」グループ）
・rIII」グループ（rx」グループ、rz」グループ、1）
・rIV」グループ（「y」グループ）
・rV」グループ（「E」グループ）
　第4回目の分類では、第3回目で分類した9つの中グループを用いて、類似の束、
紙片を統合し、最終のグループ化を図った。これは、都市問題の全体構成を決定する
上グループのレベルである。
　まず、rI」グループは、「w」グループr都市行政」と個別紙片の23のr人材、技術の不
足」を結び付け、r人材育成」としてグループ化した。r人材、技術者の不足」は大きな課
題でもあり、同紙片は、他と統合せずに最後まで残っていた。しかし、被験者とも議論を
重ね、都市行政の問題の多くは、人材不足、技術者の不足による影響が大きいことから、
両者を合わせることが妥当だと判断した。
　r皿グループは、「い」グループ「社会問題」と「う」グループ「貧困」を統合した。両者は
密接に関係しており、この組み合わせには被験者からも異論はなかったが、これも大き
な課題であり、他のグループも統合してしまう概念である。従って、図解化に際しては、
他グループとの位置付け、相互関係について十分考慮する必要がある。
　rIII」グループは、「X」グループ「都市基盤施設」、「Z」グループ「都市の拡大と人口の
過密」、個別紙片1の「非効率な土地利用」の3っを統合して「都市基盤」として位置付
けた。
　rIv」グループは、「yjグループ「都市計画・管理」とした。
　rV」グループは、「E」グループ「ODAの資金」とした。「III」や「IV」と統合すべきだとい
う意見もあったが、ODAによる資金協力という特殊な課題でもあり、独立して配置するこ
とが適当だと判断した。
19，20，23，32 13，21，25，33，34，
　　37，40
r　I：人材育成」
5，15，17，18，22，
　28，29，30
「且：社会問題・貧困」
10，24
「V：ODAの資金」
1，2，3，4，6，7，8，9，11，12，
14，16，26，27，31，35，36，3
　　　8，39，41
rIV：都市計画・管理」
「皿：都市基盤」
図3．3．5KJ法、第4回目のグループ編成
3）第3ステップ（図解化）段階
　グループ編成された紙片群を模造紙に広げ、ワークショップや被験者とのグループ編
成時における討論の内容を踏まえ、グループ化した5つの紙片群の位置関係を決定し、
枠取り、矢印、補足説明を書き加えて図解化を行った。図解化の過程は次のとおりであ
る。
88
①r都市基盤』の内部構成の決定
　「III」グループである「都市基盤」は多くの中グループ、小グループを包括しているため、
まず、内部の構成を定めた。内部の柱として、「都市基盤施設」と「土地利用」を2つ配置
させ、その中に「都市交通」と「住宅」を入れた。そして、これらを形成する「背景」としては、
「市街地の拡大」と「急激な人口増加」としてあることが、上層との位置関係により区別でき
るように配置した。
②「都市計画・管理』の内部構成の決定
　「IV」グループである「都市計画・管理」は、「都市政策・組織」を機能させるために必要
な長期計画であるr都市開発の管理」を上層に配置した。
③「都市基盤』の位置の決定
　「都市基盤」は、他の項目との従属関係にあることが指摘されており、これを全体構成
の底辺部に配置した。
　これに直接影響を与えるのは、①整備に関する計画を策定する「都市計画・管理」、②
資金を提供する「V」グループの「ODAの資金」であるとして、2つの項目を上位に配置し
た。
④「人材育成』の位置の決定
　「都市計画・管理」に影響を与えるものとしては、「1」グループの「人材育成」であるとし
て、これを上層部に配置した。このように4っの項目の位置関係を定め、影響を与える方
向に矢印で結びっけた。
④「社会問題』の位置の決定
　最後に、「社会問題」が都市問題全体を包括するものであるとして、これを全体の上層
部に配置し、枠取りし、図解化の案を完成させた。
4）第4ステップ（文章・叙述化）段階
　図解を基に開発途上国の都市間題について解説した。これについては、r2．本実験に
おける図解化手法（KJ法）の分析結果」において詳述する。
5）第5ステップ（フィードッバック）段階
　実験担当者が図解した後、ブレーン・ストーミング参加者へ提示、説明を再度行い、参
加者の指摘箇所にっいてモデルの修正を加えた。
　修正したのは、次の2つである。
①「社会問題、秩序・規範」には、社会保障、年金・保険制度の事項も加味されるべき
　であるというコメントを得た。これらの制度が充実していない開発途上国にとっては重
　要な視点であると考えられる。
②rODAの資金」は、結局は、開発財源の問題である。ワークショップでは事例として
　ODAの用途に言及したが、これは政府予算、開発財源として差し替えるべきだという
　コメントを得た。図解化した構成から判断し、論旨はODAに限定した内容ではなく、コ
　メントの指摘事項は適切であると判断し、これを「開発財源」と置き換えた。
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2。本実験における図解化手法（KJ法）の分析結果
　本実験によって得た結果は次のとおりである。
（1）KJ法により図解化された開発途上国の都市問題
　KJ法により図解化された開発途上国の都市問題のモデルは、図3．3．6に示すとおりで
ある。
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（2）KJ法による都市問題の因果相関の説明（文章化）
　図3．3．6に示すとおり図解化された都市問題は、①貧困（Mainproblems　inpoverty）、
②社会安全（Safety　system）、③社会制度の不備（Lack　of　social　system）、④経済格差
（Economic　inequality）など貧困や社会制度の未整備に起因する社会問題（SociaI
Problems）により、包括的に影響を受けているものとして位置付けられており、これが都市
問題における最も根本的な問題であるとしている。つまり、都市問題とは、社会問題を根
源とする開発途上国が直面している大きな問題の中の一つとして捉えられており、特に貧
困と経済格差の存在が特徴となっている。
　そして社会問題の影響範囲下において、①人材、技術不足による都市管理組織の脆
弱性（Capac韮ty／1nstitutional　Building）、②都市計画制度・管理面の不備（Urb＆n
Plaming＆Management）、③開発財源（Development　Funds（Budgets））、そして④都市
基盤施設や住宅など施設の不足（Physical　Infrastructure））の要因を引き起こし、密接な
影響を及ぼしている関係が読み取れる。
　「人材、技術不足による都市管理組織の脆弱性」は、人材不足に起因しており、このた
め中央政府への一極集中や地方部の人材不足という事態を引き起こしている。そして、
この負の影響を受けて、「都市計画制度・管理面の不備」という問題が発生している。
　都市計画制度の不備としては、計画部局（機関）に十分な権限が付与されておらず、
法的な裏付けもないことから、計画が実現化されないという行政側の問題点がワークショ
ップにおいて指摘された。例えば、開発途上国の多くは、欧米の組織と同じく、都市計画
など計画を担当する部局と道路など事業の実施機関がそれぞれ別組織となっている場
合が多く、計画した事業を推進、支援するため権限が委譲されていないことから、計画の
事業化が十分に図られない。このような行政側の問題に加えて、不適切な都市開発の管
理や政府の管理能力不足などに起因して、都市計画制度・管理面の不備が起きている
ことが本モデルには示された。
　この影響を受けて、開発財源が不足し、社会基盤や住宅など施設の不足の要因を招
いている。さらに、人口の急増や無秩序な都市規模の拡大（膨張）により都市機能が低
下し、都市交通施設を主とする都市基盤施設の不足、交通渋滞、不適切な土地利用が
虫食い的に発生している。住宅は都市基盤施設ではないが、貧困層に対するスラム対策
が深刻な開発途上国においては、大きな都市問題の一つになっており、本モデルにおい
ても住居戸数の不足や補助制度の不備が示された。
　本モデルにより、社会的問題である都市問題を解消・緩和するためには、まずは、人材
育成を図りながら都市の計画制度・管理技術に対する支援が最も効果的であるということ
が指摘される。さらに、その結果とLて従属的な位置関係にある開発財源や都市基盤施
設の2っの問題の改善が図られていく循環の形態が、本モデルにおける因果相関から確
認できる。
　KJ法は項目、要素、本実験の場合では都市問題の要因を空間配置し、重層的な問
題間の構造や因果相関を2次元的に可視化させる手法である。このように、ブレーン・スト
ーミング法のみでは整理、把握できなかった討論の構造、都市問題間の関係が同法を用
いることにより明らかになり、カウンターパートの認識する都市間題の骨格（Outline，
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Framework）が示された。
3．都市問題の因果相関分析のまとめ
　本実験により、図3．3．6に示す開発途上国の都市問題の図解化モデルを得た。これを
分かりやすく簡略化したのが図3．3．7である。この事例を検証し、因果相関分析をまとめ
る。
社会問題
都市計 駅理面細鵡唇鵠霧器籠
旦
都市基盤施設や
住宅など施設の不足 一 開発財源
図3．3．7KJ法を適用して図解化した開発途上国の都市問題（簡略版）
（1）図解化モデルに見る開発途上国における都市問題の特性
　本実験により、カウンターパートが認識する都市問題の因果相関分析を行った。これに
より、①「社会問題（SocialProblems）」、②「人材育成（Capacity／1nstitutional　Building）」、
③「都市計画・管理（Urban　Planning＆Management）」、④「開発財源（Development
Funds（Budgets）」、⑤r都市基盤施設（Physical　Infrastructure）」の5つの項目から構成
された開発途上国における都市問題の図解化モデルを得た。
　これを、表2．3．3「国際援功機関等が対象とする都市問題の構成」と比較すると、両者の
構成から共通点と相違点が指摘できる。
　共通点としては、問題構成の類似性である。国際機関等が対象とする都市問題は、①
都市計画制度の課題、②都市施設整備の課題、③都市政策・施設運用の課題の3っに
分類される。これを、被験者が認識する都市問題と対照すると、①都市計画制度に関す
るソフト的対策としては「都市計画・管理」、②都市施設整備に関するハード的対策として
は「都市基盤施設」、③これらをマネージメントする技術に該当するものとしては「開発財
源」の3っに対照できる。また、図2，3．3で示した国際機関等が対象とする都市問題の概
念図の構成は、図解化モデルの中央に位置した三角形と類似した形状となっている。
　相違点としては、国際機関等が対象とする都市問題の概念図では表現されていなか
った「人材育成」の問題が図解化モデルで表現されたことである。前述したとおり、「人材
育成」は、図解化モデルの中央に位置する三角形の原因と位置付けられる。
　このように、因果相関分析により、カウンターパートから見た都市問題の項目、原因、社
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会的背景の構成、問題相互間の位置関係が把握され、これにより都市問題の因果相関
が明らかになった。
（2）都市基盤施設の重要性
　図解化モデルにおいて最も重層的で複雑な形状を示しているのがr都市基盤施設」で
ある。この部分を詳細に示したのが図3．3．8である。
背景
人ロの過密化
　　無秩序な
市街地区域の拡大
都市基盤施設
　不適切な都市基盤施設
　　　の整備、管理
交通管理
交通管理の必要性、
土地利用
住居
非効率な土地利用
1居住基盤、宅地の不足1
　　…居佳関蓮∂5”…
　．．．助威．粛援の蒸備．．．
i車両の急激な増加i
i道路・駐車場の不足i
i非効率な都市交通網i
図3。3．8KJ法を適用して図解化した開発途上国の都市基盤施設の構成
　都市基盤施設の構成は、都市交通を中心としたr都市基盤施設」に加えて居住施設
を含めたr土地利用」の2つからなっている。まず、都市交通を中心とする都市基盤施設
は、①車両が急増している傾向、②道路・駐車場の施設不足により交通容量が不足して
いる実態、③とそれを十分に計画・管理できず、非効率な交通網の実態の3っが表現さ
れている。そして、これらの原因はその上位計画であるMIPなど都市基盤施設計画の不
備や管理が徹底していない状況が把握できる。
　もう一方の「土地利用」は、①居住基盤・宅地の不足と、②助成金など居住施設に対
する公的な支援策の不備により居住施設の整備が進んでいない実態とそれを取り巻くニヒ
地利用が非効率である実態が表現された。そして、r都市基盤施設」とrニヒ地利用」が機
能していない背景としては、人口の急激な過密化や無秩序な市街地区域の拡大によるこ
とが大きな要因となっている全体的な構成が示されている。
　今回実験で用いた紙片の数は41枚中25枚がr都市基盤施設」に関係したものであり、
グループ編成の第1ステップで編成した8グループのうち、5グループがr都市基盤施設」
に関連するものである。このように、開発途上国では、r都市基盤施設」、特にr居住施
設」が深刻な都市問題となっている実態が、実験に用いた紙片、グループ編成の数量に
より確認できる。
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（3）人材育成を通じた技術協力の必要性
　前述したように、r人材育成」は都市問題の主原因とも位置付けられる項目であり、図
解化モデルの三角形を形成する都市問題に影響を与えている事項である。従って、開発
途上国の都市問題に対応するには、技術協力を通じて「人材の育成」を図ることが必要
であり、その有効性は図解化モデルにおける影響を与える方向、すなわち矢印が示す方
向から確認できる。このように、因果相関分析により、都市間題の全体的構成の認識が
深まるとともに、技術協力で対応すべき項目とその影響の与え方が確認できる。
4．因果相関分析手法の適用性
　本実験では、KJ法を用いて、ワークショップで得た情報を基に、カウンターパートが認
識する都市問題の因果相関分析を行った。
　KJ法は、現在、国内の都市計画、まちづくりの場において問題構造の把握、課題検
討のため実務的に適用されている。同法は、前述したとおり、高い効果を発揮するために
は同法に習熟したインストラクターの能力が必要であるが、KJ法一ラウンドと呼ばれる基
本パターンを準用した本実験の手順である5ステップを適切に運用することにより、問題
構造の輪郭、骨格を把握する効果が得られることが確認された。
　KJ法は、ブレーン・ストーミング法などで抽出された問題や課題について、図解化し、
被験者が認識する因果相関を分析するのに有効な手法である。しかし、KJ法は、図
3．3．8で示した「都市基盤施設」のように問題間の関係が緊密、あるいは相互に影響を及
ぼしあっている場合、複雑な包含関係として表現され、明確な問題相互問の影響の有無
や、関連度・影響度の程度が表現できない。
　このようにKJ法は、あくまでも定性的な分析手法であることに留意する必要があり、問
題相互問の影響の有無や、関連度・影響度の程度を定量的に検証するためには、KJ法
による因果相関分析のみならず、ISM法やDematel法など本実験で適用するような他の
構造化手法と組み合わせて分析を行うことが望ましい。
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3．3．5開発途上国における都市問題相互間の影響の有無を明らかにする分析
1．ISM法を適用した都市問題相互間の影響の有無を明らかにする分析
　本実験では、一対比較調査で得たデータを基に、次の手順によりISM法を適用した
構造化分析を行い、開発途上国の都市問題の因果相関の有無について明らかにする
（附録3参照）。
（1）質問項目の設定
　ISM法で比較対象とする都市問題の項目を設定した。項目は、①カウンターパートか
ら見た都市問題の分類・体系化、および②都市問題の因果相関分析で対象となった都
市問題の項目の中から抽出を行った。
　項目の一対比較の組み合わせ数は、項目数の自乗に比例するため、多過ぎると時間
と労力を要するばかりでなく、順位付けを判断する際に被験者の混乱が生じ易い。そこで、
特にワークショップにおいて中心的な都市問題として取り上げられた次8つの項目を絞り
込んだ。すなわち、
①都市計画制度の課題（2項目）
　・都市計画（UrbanPlanning）
　・土地利用（LandUse）
②都市施設整備の課題（2項目）
　・都市基盤施設（lnfrastruc重ure）
　・居住施設（Housing）
③都市政策・施策運用の課題（4項目）
　・都市管理（UrbanManagement）
　・開発財源（DevelopmentFunds／BOT）
　・住民参加（PublicInvolvement）
　・環境保全（EnvironmentConservation）
　各項目は、各課題に偏りが生じないように配慮し、他の関連項目の内容も包含可能な
ものを選定した。例えば都市交通は、都市基盤施設に含めることが可能である。
　このうち、土地利用は、分類・体系化の構成においては都市計画に含まれているが、
因果相関分析にあたり、居住施設や都市基盤施設と関連が深い重要な項目として取り
上げられていたことから、独立した項目として扱うものとした。
　また、環鏡保全は、都市整備を図るうえで目標となる重要な項目であるが、都市問題
の因果相関分析においては明確にその位置付けが示されていなかった。そこで、都市問
題における位置付けと他の問題項目との影響の有無を明らかにするため、あえて本項目
に付け加えるものとした。
　質問の評価基準は、以下の4っに設定した。記入用紙は表3．3．2に示すとおりである。
1）評価基準
To　cIarify　the　relationship　among　urban　problems　in　developing　countries，mark　the
fo”owing　blank　boxes．Ciassification　of　marklng　is　shown　as　below．
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O＝Both　items　are　affected　byeach　other；（両者間の要素が影響を及ぼし合っている）
×＝Both　items　do　notaffecteach　other；（両者間の要素には何も影響がない）
＞：HorizontalitemdominatestheverticaIitem；（列の要素項目が、行の要素項目へ影
　響を与える。ただし、逆は不可）
＜：Horizontal　item　isdominated　bythevertical　item；（列の要素項目は、行の要素項
　目から影響を受ける。ただし、逆は不可）
2）記入用紙の説明文
’f　yoμfb’ηk　uηder－dev「e’oρmeηf　ofわor’zoηfa”femプ“Deve’oρmeηf　Fuηds／807’y7affecfs
ηθgafハ！ely、／erfloa’1fθm2‘‘’イo〃s1η9’～r’、e，∫ノacκof　go、！erη’ηeη’疋）σ（ゴ9θf’mρedes　　わoαs1η9
deレeloρmeη0，　yoμ’ηayノαsf　’ηark“＞”，o酌erwlse　　‘‘＜”．
表3．3．21SM法を行うための一対比較調査表
VerticaHtems
12345678
1　Deve匿opment　Funds’BOT一2Housing 一
3　1nfrastructure 一
4　Land　Use 爾
5　Environment　Consen’ation一
6　Public　Involvement 一
7　Urban　Management 一
8　Urban　Planning 一
（2）一対比較調査の実施
　ワークショップによる討論参加者を被験者として表3．3．2の質問項目を用いて一対比較
調査を行った。実施方法は、ワークショップによる討論終了後、被験者へ記入用紙配布
し、記入方法を説明した後、その場で記入を依頼し、用紙を回収した。これにより、回収さ
れた回答用紙（試料）は10枚である。
（3）データの集計、構造化モデルの作成
　回収したデータを基にして構造化を行う。
（4）構造化モデルの検討
　完成した構造化モデルの有効性にっいて、被験者による確証作業を行った。
2．都市問題相互間の影響の有無に関する分析結果
本実験によって得た結果は以下のとおりであった。
（1）関係行列の作成
　回答用紙の一対比較調査の結果の集計し、各項目に集計数の多い記号を入れた。
表3．3．3にその結果を示す。
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表，3．3．3一対比較調査の結果
123 4 5 6 7 8
1　Develo　ment　Funds／PFI
一 〈 〈 〈 く 〈 〈 〈2　Housin O 一 ○ × ＞ ＜ く ×31nfrastructure 〈 ○ 一 × 〉 〈 ＜ ×4Land　Use ＞ ＞ ○ ｝ ＞ × 〈 〈
5　NaturaI　Conservation＞ ＜ × 〈 『 × 〈 〈
6　Public　involvement× O ＞ × × 一 ＞ ＞7　Urban　Mana　ementく 〉 O × ＞ 〈 一 〈8UrbanPlanning〉 ＞ ＞ ＞ 〉 〈 ＞ 一
　ISMの入力数値は、アルゴリズムによる演算処理を可能とするために、ブール演算と呼
ばれる1・0の2値のみを用いて評価を行う必要がある。そこで次に示す基準値を用いて
記号を数値変換し、表3．3．4に示す関係行列を作成した。
　O・＞二1　相互間に影響がある、または他の項目へ影響を与える。
　〈・×＝0　他の項目の影響を受ける、または相互間の影響がない。
表3．3．4関係行列
41　DeveIo　ment　Funds／PF亘
一 0 0 0 0 0 0 02　Housin 1 一 10 1 0 0 03［n狽rastructure 0 1 一 0 1 0 0 04Land　Use 1 1 1 一 1 0 0 05NaturalC。nse四ati。n10 0 0 一 0 0 06　Public　lnvolvement0 1 10 0 一 1 17　Urban　Mana　ement0 1 10 10 『 08UrbanPlannlng1 1 1 1 10 1 一
（2）可到達行列の作成
　（1）で作成した関係行列は、要素間の直接的関係も問接的関係も区別されずに含ま
れており・これを要素間の直接関係のみを表す可到達行列に変換する必要がある。
　そこで・関係行列に単位行列∫を加えたもの（D＋∫）をMとし、これを（、．1）回以上ベキ
計算を行って結果が変わらなくなるまで（擢）演算を繰り返した。
　そして・表335に示す可到達行列を求めた。
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M＝（D＋1）＝
M2＝ X
M3＝
×
M3＝M2
表3．3．5可到達行列
1 234 56 78
1　Development　Funds／PFI10 0 0 00 00
2　Housin 1 1 10 10 00
3　1nfrastructure 1 1 10 10 00
4　Land　Use 1 1 1 1 10 00
5　　NaturaIConservation10 0 0 10 00
6　Pub”c　Involvement1 1 1 1 1 1 11
7　Urban　Mana　ement1 1 10 10 10
8　Urban　Planning 1 1 11 10 1 1
　このように、バイナリ行列の自乗をブール代数演算に従って可到達行列を求めることに
より、有向グラフの特性が表現され、直接、間接に関らず節点問の影響であるパスの有無
が判明した。
（3）骨格行列の作成
　次に、可到達行列を幾っかのグループ群に分割し、行列を階層化させていく必要があ
る。
　作成方法としては、（2）で求めた可到達行列より、行の要素が全て1である6番目の
「Public　Involvement」を行列の最上階層の入り口に置いた。そして、行の要素が1っだ
け1である「DevelopmentFunds／PFI」を最下部である出口に定めた。
　次は、循環集合（互いにサイクルを成している要素集合）を有する行列群を同一レベル
と見なし、行列の分割、圧縮による並び替えを行った。これにより、行の要素が7っ1であ
る8番目のrUrbanPlanning」、および行の要素が5つ1である7番目のrUrban
Management」を上位の階層で循環集合を形成できることが判明した。これを繰り返すこと
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により節点グループを構成させ、計5っの節点グループ、階層を得た。
　最後は、対角ブロックに隣接したブロック以外の部分の1を全て0へ置き換えることによ
り、最も少ない関係要素から成る行列を作成し、表3．3．6に示す骨格行列を得た。
表3．3．6骨格行列
6　　7　　8　　4　　2　　3　　5　　1
6Public　Involvement1
7Urban　Mana　ement 108Urban　Planning 1 1
4Land　Use 12Housin 113Infヒastructure 1 1
5NaturaI　Conservation 1 11Development　Funds／PFI 0 1
（4）ISM法による構造化モデルの作成
　（2）の骨格行列で得た5っのグループを有向線（節点）で結びっけることにより、5つの
階層からなる構造化モデルを作成した。構造化モデルとは、項目（グループ）相互問の因
果相関の有無や関連度・影響度の程度を図表などに示し、これをモデル（補注（6）参照）と
して表現したものである。
　ここでは全ての項目に影響を与える、問題の最も根幹的な項目が最上層に配置され、
それに従属して他の項目へ影響を与える項目が順次下部の階層に配置される。これによ
り、全ての項目から影響を受けるだけの項目は最下層に配置されることになる。
　本構造モデルでは、rPublic　Involvement」が全ての問題項目へ影響を与える最上部
の階層に配置された。さらに整理・分類のため、各グループを階層ごとに内容から名称を
付けた。まず、最上階層のrPublic　Involvement」は、都市問題全体に影響を与える基本
的な項目であり、また下層部の問題を改善するための必要条件として具備しておかねば
ならない要件でもあることから、その重要性に鑑み、これをr前提条件」と位置付けた。
　これに続く2層部のrUrban　Planning」とrUrbanManagementjは、いずれも都市計画に
関わるものであり、これをr計画・管理の問題」とした。
　3階層の「LandUse」は土地利用による「空間利用の問題」、4階層の「Housing」と
「Infrastmcture」は、都市基盤を整備するr施設整備の問題」とした。そして、最下層であ
る第5階層のrNaturalConservation」とrDevelopmentFunds／PFI」は、両者とも施設整備
を継続して行くための、自然・社会環境の整備、および建設・運営資金に関する問題で
あることから、これをr持続可能性の問題」とした。
　なお、最下層のrDevelopment　Funds／PFI」は、公共施設である「Infrastmcture」に関す
る開発財源であり、1つ上にあるrHousing」の影響は受けないことから、論理的に節点は
1つだけ受けるものとした。
　このようにして、ISM法により構造化された開発途上国の都市問題のモデルは、図
3．3．9に示すとおりである。
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Public　Involvement
第1階層
前提条件
Urban　ManagementUrban　Planning
i　第2階層　i
l計画・管理の問題1
Land　Use …　　第3階層i空間利用の問題i
Housing InfraStrUCtUre i　第4階層　ll施設整備の問題i
Natural　ConservationDevd pment　Funds／PFI
第5階層
持続可能
性の問題
図3．3．9　1SM法により構造化された開発途上国の都市問題
（5）ISM法による構造化モデルの分析
　図3．3、9は、因果相関分析で示した都市問題の全体的な構成を5っの階層に分類し、
これを構造化させたものであり、カウンターパートが認識する開発途上国における都市問
題相互間の影響の有無を表現したものである。
　因果相関分析では、都市問題の全体的な構成を示し、問題項目問がどのような関係
にあり、その因果相関はどのようであるかを表現した。しかし、同分析方法では、問題間の
関係が緊密、あるいは相互に影響を及ぼしあっている場合、これが複雑な包含関係とし
て表現され、問題相互問の影響の有無や、関連度・影響度の程度が明確に表われなか
った。
　これに対してISM法による構造化手法では、均質な傾向を持っ問題項目を定量的に
グループ化し、影響を与える順序にグループを階層的に配置させることにより、都市問題
の影響を及ぼす方向性、傾向を示したものである。つまり、本モデルでは、都市問題の最
も基本的な要因となるもの、主とLて広範な概念的なものが上層部に配置され、この影響
を受けることによって、派生するグループや項目がその下部に位置付けられる構造として
整理される。これにより、因果相関分析では一部不明確であった問題相互間の影響の有
無が単純化されて示される。
　本モデルにおいては、「Public　Involvemellt」の問題項目、概念が最上位の階層として
位置付けられた。この概念は、都市問題を解消・緩和するためには、住民参加による取り
組みが、都市計画、まちづくりを進めるために不可欠であるというカウンターパートの意識
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が反映されたものである。つまり、市民の意見が都市計画の策定や事業実施に十分反映
されていない実態、住民参加による取り組みが不十分な現状こそが、開発途上国の都市
整備を進めるうえで最大の障害であり、これがカウンターパートに共通した認識であると理
解できる。そのためには、官・民を問わず、都市開発・計画に携わる人材育成が住民参加
を推進するための重要な要件となる。
　住民参加、およびそれを可能とする人材育成が、都市問題を解消・緩和するための前
提条件とすれば、組織作りを含めた都市管理、および都市整備事業の上位計画である
M／Pや都市計画に関する問題は、第1階層に順ずる重要な問題として第2階層として位
置付けられる。
　都市整備の事業は単発で行うのではなく、M／Pでその位置付け、役割、実施時期など
を総合的に定め、他の事業との連携を図り、有機的に実施していくことが効果である。こ
のように、都市経営を健全に進めるための都市管理と都市整備事業の実施を計画的に
進めるための都市計画が重要となっている実態がこれにより確認できる。
　これら上位計画を実現化するためは、都市における適切な土地利用計画の策定が不
可欠である。地区の利用状況と将来の計画に応じて土地の用途を定め、これにより都市
基盤施設を有効的に配置することが重要である。従って、第2階層の都市計画を実現す
るための立地、配置計画として土地・空間利用計画の問題が第3階層として位置付けら
れる。
　続いて、用途計画等に応じた都市基盤施設や住宅の建設・整備に関する問題が第4
階層として位置付けられた．施設整備の問題は都市機能を決定付ける重要な問題であ
るが、これを解消・緩和するためには、その前段階として整理すべき問題に配慮する必要
があることが理解できる。
　そして、環境保全や開発財源の問題は最下層部の第5階層に据え置かれた。本問題
は、都市が持続可能性を向上するために健全な制御機能を形成するものであり、開発途
上国の都市問題を解消・緩和するための重要な問題である。しかし、一対比較調査など
要素間の優劣を基にして作成されたモデルにおいては、相対的に緊急性の低い項目は，
先送り事項となってしまう。
　このように、本モデルにおいては、いくっかある開発途上国における都市問題のうち、
他の都市問題へ最も影響を与えるものとして、住民参加（人材育成）が選定され、これが
最上階層に位置付けされた。これにより、開発途上国の都市問題を根本的に解消・緩和
するためには、まずは住民参加や人材育成の観点が都市整備には欠かさないという、被
験者の意識が確認できる。
　KJ法で都市問題を図解化することにより、①人材、技術不足による都市管理組織の
脆弱性、②都市計画制度・管理面の不備、③財源不足、そして④都市基盤施設や住宅
など施設の不足の要因を引き起こし、相互に影響しあっている関係が示された。これを
ISM法のモデルと比較すると、人材育成が最も重要な問題、喫緊の課題となっている点
や、階層構造に示される位置関係はほぼKJ法のモデルと同じであることが改めて確認で
きる。これにより、両手法は被験者の意識を正しく表現していることが確かめられるとともに、
同じ被験者を対象にすることにより、極めて類似した図解化、階層構造が得られることも
確認できる。
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3．　開発途上国における都市問題相互間の影響の有無を明らかにする分析の
まとめ
　本実験により、図3．3．9に示す開発途上国の都市問題相互間の影響に関する構造化
モデルを得た。この事例を検証し、実験結果をまとめる。
（1）構造化モデルに見る都市問題相互間の影響の有無
　本実験では、被験者が認識する都市問題の因果相関の有無を明らかにするため、
ISM法を用いて構造化分析を行った。これにより、①「前提条件」、②「計画・管理の問
題」、③「空問利用の問題」、④r施設整備の問題」、⑤「持続可能性の問題」の5っの階
層から構成された開発途上国における都市問題の構造化モデルを得た。
　表2．3．3の国際機関等が対象とする都市問題、図3．3．6の因果相関分析のモデルでは、
いずれも①都市計画制度、②都市基盤施設、③都市政策、施設運用を中心とした3っ
の課題、問題に分類・体系化、構成されている。
　同様に本実験の構造化モデルも、これらの課題、問題に相当する「計画・管理の問
題」、「施設整備の問題」、「持続可能性の問題」の3つ階層の問題を有しており、本3つ
の問題は、開発途上国における代表的な都市問題であることが確認できる。
（2）空間利用の問題の位置付け
　本実験の構造化モデルでは、「空問利用の問題」が、都市問題の中間部に位置付け
られた。ここれにより、同問題は、「計画・管理の問題」と「施設整備の問題」を結びつけて
いる問題であることが構造的に明確になった。
　「土地利用」、「居住施設」、「都市基盤施設」の3っの関係は、因果相関分析のモデ
ルでは1つのグループに編成されたが、本実験では、「空間利用の問題」が「居住施設」
と「都市基盤施設」を規定する構造となっている。これにより、都市問題における「空間利
用の問題」の位置付け、および「施設整備の問題」に与える影響の存在が明確になった。
　実際にr土地利用」は、合理的な判断だけでなく、社会の風習、歴史、地形、自然・環
境によって培われたその国、地域特有の価値観に大きく左右される。従って、先進国より
得た都市計画に関する制度・技術を適用して有効な利用を図ろうとしても、特有の価値
観の影響を受け、整備が遅延する場合が多い。
　そこで、「土地利用」の問題を解消・緩和する場合は、本実験の構造化モデルに見るよ
うな「計画・管理の問題」、「施設整備問題」との位置関係、因果相関を念頭に、国、地域
に固有の特殊性、地理的条件について十分に認識する必要のあることが本構造から確
認できる。
（3）都市問題相互間の影響の有無を明らかにするためのISM法の適用性
　本実験に用いたISM法は、階層的に問題を構造化し、これにより問題相互間の影響
の有無を明らかにするための有効な分析手法であることが、本実験で確認された。ただし、
ISM法を用いて精度が高い分析を行うためには、一対比較の対象となる問題の設定を適
切に行うことが重要である。
　実際に、問題の定義、設問の設定次第で構造化されるモデルの精度が決定されること
を勘案すると、本分析を行うためには、事前に対象とする問題の十分な情報整理、およ
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び分類が不可欠である。
　このため、ISM法の適用に際しては、質問用紙によるデータ収集に先立ち、本実験で
行ったようなブレーン・ストーミング法による検討やKJ法による問題の図解化により、被験
者（参加者）の問題理解を深めておくことが、同法を有効に行うための前提条件となる。
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3．3．6開発途上国における都市問題相互間の関連度・影響度の程度に関する
分析
1．都市問題相互間の関連度・影響度の程度の分析方法
　Dematel法はISM法と同じく、構造モデル化手法の一つである。本実験の目的は、
Dematel法を用いて、問題相互問の関連度・影響度の程度を定量的に把握することにあ
る（附録4参照）。
　なお、本実験の流れは基本的にISM法の適用方法と同様である。
2．都市問題相互間の関連度・影響度の程度の分析結果
本実験によって得た結果は以下のとおりであった。
（1）関係行列の作成
　ISM法でも用いた前掲の表3，3．3に示す一対比較調査の結果を元に、下記に示す基
準値を用いて記号を数値変換し、表3．3．7に示す関係行列を作成した。
O＝5
〉＝3
＜＝1
×＝0
相互間に影響がある。
他の項目へ影響を与える。
他の項目の影響を受ける。
相互問の影響がない。
表3．3．7関係行列
1 2 4 7
1　Development　Funds／PFI1 1 1 1 1 1 1
2　Housing 5 5 1 3 1 1 壌
3　1nfヒastructure 1 5 5 3 1 1 1
4　Land　Use 3 3 5 3 5 1 1
5　NaturaI　Conservation3 1 1 1 1 1 1
6　Public　Involvement0 5 3 1 5 3 3
7　Urban　Management1 3 5 3 3 1 1
8Urban　Planning 3 3 3 3 3 1 3
（2）正規直接影響行列
　1）で得た関係行列を用いて、演算により表3．3．8に示す正規直接影響行列（X）を求め
た。演算方法としては、1）で求めた関係行列（D）より各行の要素の総和（d）を導出し、各
要素を求められた値の最大値によって除す。
　　　　　　　　　　　　　　　　1　　で
　　　　　　　　　　　　　　　　1　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　1　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　1　　1D＝　　　　　　　　　　　　　　　　1　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　3　　3
　　　　　　　　　　　　　　　0　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　3　　0　　　ワ　　　08”””””””””薩”匿々　一■◎　　　　　　　　　　　　　　　らづ　　　　　　　　　　　　　　　一
　711
⊂P最大値
ll
J9
（総和）
105
X = D/d = 
O 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05 
0.24 O 0.24 0.05 0.14 0.05 0.05 0.05 
0.05 0.24 O 0.24 0.14 0.05 0.05 0.05 
0.14 0.14 0.24 O 0.14 0.24 0.05 0.05 
0.14 0.05 0.05 0.05 O 0.05 0.05 0.05 
O 0.24 0.14 0.05 0.24 O 0.14 0.14 
0.05 0.14 0.24 0.14 0.14 0.05 O 0.05 
0.14 0.14 0.14 0.14 0.14 0.05 0.14 O 
~i~ 3.3.8 IE~~~~I~t~=~"~~'(~T~l] 
(3) ~~1~~~""~~'(~T~ljO)fl~~!~d:~~74b 
1) 2)~~~~~~ ~.~~ 3.3.9 }C;f~t'~f,^*･¥A."~;."~~~.~~ff~[J~if~~Lt･･._. (~;~~)~~~i~~ ~FLfILTT~iJ 
( I ) ~*~lli~~~T~r~L~~"*;."~~'f~~T~[j~~~1~F. i~i:ff~[J~~~~)~. ~~t･･._ IL~1n~~U~Lt~"*.*'.･~~~T~lJ~)2~~: 
(X') ~~;~~)C~+1~*" ~~~~~~iCJ;-C4'~f~~ ~~U~. 
X = 2 
0.04 0.05 0.05 003 0.05 002 0.02 0.02 
0.05 0.11 0.05 009 0.08 0.05 0.05 0.04 
0.12 0.07 0.15 004 O1 008 0.05 0.04 
0.07 0.14 0.1 O1 0.13 004 0.07 0.07 
0.03 0.05 0.05 0.04 0.05 0.03 0.03 0.02 
0.13 0.09 0.13 0.1 0.1 0.05 0.05 0.04 
0.09 0.1 0.09 0.08 0.1 006 0.05 0.04 
0.09 0.1 0.12 008 0.1 007 0.04 0.05 
(1-X) = 
1 -0,05 HD 05 ~).05 -0.05 ~.05 -0.05 ~.05 
~)24 1 HD24 ~),05 -0.14 ~].05 -0.05 ~l05 
~){)5 -0.24 1 -0,24 -0.14 ~).05 -0.05 ~).05 
H:)14 -0.14 ~)24 1 -0.14 ~}.24 -0.05 ~).05 
~).14 -0.05 ~),05 ~),05 1 ~.05 -0.05 ~).05 
o -0.24 ~),14 ~.05 -0.24 1 -0.14 ~).14 
HD.05 -0.14 ~).24 HD.14 -0.14 ~).05 1 ~.05 
HD.14 -0.14 ~).14 ~.14 -0.14 ~l05 -0,14 1 
1 (1-X)- = 
1.17 024 0.26 02 024 0.17 0.17 015 
0.52 1.36 0.58 034 0.48 0.26 024 023 
0.42 O.61 1.45 0.52 0.54 0.31 027 025 
053 0.62 0.71 1.37 062 0.49 031 029 
032 0.26 0.28 0.22 122 018 0.18 0.17 
042 0.66 062 041 0.67 126 038 035 
04 o.54 065 046 0.53 0.3 122 024 
0.51 0.56 0.59 0.47 0.55 0.31 036 1 21 
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X2（1－X）一1　ニ
0，15　0．22　0．23　0．18　0，22　0、15
0，51　　0．36　　0．57　　0．33　　0．47　　0．25
0．42　　0，61　　0．45　　0．51　　0．53　　　0．3
0．53　　0，62　　0．71　　0、37　　0．62　　0．49
0．3　　0．24　　0．26　　　0．2　　　0，2　　0．16
0．42　　0．66　　0．62　　0，41　　0．67　　0．26
0．4　　0．54　　0．64　　0，45　　0．53　　0、29
0．5　　0，55　　0．59　　0．46　　0．55　　0．31
0．14　0，13
0．24　0，22
0．26　0．24
0，31　　0．29
0．1 　0．14
0．38　　0．35
0．21　　0、24
0，36　　0，21
表3．3．9総合影響行列
表3．3．8の総合影響行列を座標化し、図3．3，8にその散布状態を示すグラフを作成し
た。
　　　　　　　2
　　　　　　1．5
　　　　　　　1
　　　　　遡　0、5　　　　　騨　　　　　融　　0　　　　　＞　　　　　蝉一・5
　　　　　達　　　　　ム　ー1
　　　　　　－1．5
　　　　　　－2
　　　　　　－2．5
　　　　　　　　　　　　　　　D＋R（X軸）／関連度
　　　　　　　　　　　図3．3．10総合影響の散布図
（4）Dematel法による構造化モデル
Dematel法は、図3．3．10総合影響行列の散布図から、項目間の関係を論理的に判断
して近接する点を矢印で連結することで、モデルの構造化を行うものである。
　本実験では、より高い精度で接点の連結を可能とするため、都市問題相互間の影響
の有無を明らかにする分析より得たISM法の構造化モデルの有向線を適用し、各項目の
節点を連結した。
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　これにより、図3．3．llのとおり、開発途上国における都市問題の5っの階層、および項
目相互間の因果相関の関連度・影響度の程度を示した構造化モデルを作成した。
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図3．3．ll　Dematel法により構造化された開発途上国の都市問題
（5）Dematel法構造モデルによる開発途上国の都市問題の解釈
　Demate1法は、定量的に上位階層から下位方向に項目（階層）問に与える影響の程
度、および左側から右方向に項目問の結びっき、親密さ、近似性である関連度の程度を
示す。
　これにより、D－R値により最上位に位置する項目群がどのような影響を下層部の問題に
与えているのか、D＋R値により各項目は相互間にどのような近似性を有しているのかとい
った、各項目の2次元的な位置関係が明確になり、被験者自身も十分に意識していなか
った問題認識の全体構造がモデルとして可視化されることになる。
　本構造化モデルは、開発途上国の都市問題を、5っ階層構造に分類した。基本的な
構成はISM法に準拠したこともあり同一であるが、最上位の問題項目が入れ替わり、
「Urban　Planning（都市計画）」が位置付けられた。「都市計画」の策定がまだ未整備であ
り、それに関する技術の不備が、開発途上国における都市闇題へ大きな影響を与えてい
るという被験者の潜在的な意識がこれには示されていると考えられる。
　続いて第2階層は、組織作りを含めた「都市管理」、および「住民参加」の問題である。
さらに、各種計画を実現するための「土地利用」の用途と施設配置の施策である土地・空
問利用計画が第3階層、都市基盤施設や住宅の建設・整備に関するハード面の間題が
！08
第4階層、そして、隔離した状態で環境保全や開発財源の問題が位置しており、この2
つの項目を第5階層と設定した。
　本構造化モデルは、全項目のD＋R値が約4以上と全体的に見て関連度が強く、項目
間相互のっながりが深い傾向にあることが確認された。また、第3階層までの上層群と下
層群の距離が開いており、上層群が下層群に対して強い影響力を与えている構造となっ
ている。
　関連度が近似している項目は、相互間の関連性が深いことを表している。本モデルで
は、第1階層と第2階層の①都市計画、②都市管理、③住民参加の3つ、および第3
階層と第4階層の①土地利用、②居住施設、③都市基盤施設の3っの問題群は近似性
が高い。従って、これらの問題を解消・緩和するには、それぞれ単独ではなく、一体的に
取り組む必要のあることが確認できる。
　本構造モデルを関連度の程度から見た場合、その順位は、①都市基盤施設、②土地
利用、③居住施設、④住民参加、⑤環境保全、⑥都市計画、⑦都市管理、⑧開発財源
となる。これは、程度が強いほど開発途上国の都市問題として関連が深く、代表的な都
市問題であることを意味している。これにより、第1・2階層の都市問題群は、第3・4階層
群の都市問題に影響を与えているが、開発途上国の都市問題としては、むしろ第3・4階
層群の都市問題が代表的、特徴的な問題として被験者に認識されていることが確認でき
る。
　なお、本実験においては、同一のデータを用いてDematel法とISM法の実験を行った
が、両者のモデルは前述したとおり、第1階層と第2階層が入れ替わっている。これは、
両者間の数値差が僅少であるため、数値変換の処理によって差が生じたことに起因して
おり、両手法の演算処理の考え方の違いにより発生したものである。このような場合は、両
者の構造化モデルやKJ法の図解化モデルを比較し、改めて被験者に対して両者間の
関係について確認を図ることにより、その関係が明確になるものと考えられる。
3．開発途上国における都市問題相互間の関連度・影響度の程度の分析に関
する実験のまとめ
　本実験により、図3，3．llに示す開発途上国の都市問題の相互間の関連度・影響度の
程度に関する構造化モデルを得た。この事例を検証し、実験結果をまとめる。
（1）本構造化モデルに見る都市問題相互間の関連度・影響度の程度
　本実験では、被験者が認識する都市問題相互間の関連度・影響度の程度を明らかに
するため、Dematel法を用いて構造化分析を行った。
　都市問題相互問の影響度としては、①「計画策定技術の問題」、②「管理・組織体制
の問題」、③「空問利用の問題」、④「施設整備の問題」、⑤「持続可能性の問題」の順に
高い影響度を得て、これに応じて都市問題を階層化した。これにより、第3階層までの上
層群と下層群の距離が開くなど、上層群が下層群に対して強い影響力を与えている構
造となっていることが定量的に明らかになった。
　同じく関連度としては、全体的に強く、項目問相互のっながりが深い傾向にあることが
数値で確認された。本モデルでは、第1階層と第2階層の①都市計画、②都市管理、③
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住民参加の3つ、および第3階層と第4階層の①土地利用、②居住施設、③都市基盤
施設の3つの問題群は近似性が高く、これらの問題を解消・緩和するには、それぞれ単
独ではなく、一体的に取り組む必要のあることが確認できた。
　また、第1・2階層の都市問題群は、第3・4階層群の都市問題に影響を与えているが、
開発途上国の都市問題としては、むしろ第3・4階層群の都市問題が代表的、特徴的な
問題として被験者に認識されているという、ISM法の分析のみでは明確でなかった関連
度・影響度の程度が明らかになった。
（2）r都市基盤施設』の重要性
　本実験の構造化モデルにより、第3、4階層、特に「都市基盤施設」の問題について強
い関連度が示された。r都市基盤施設」は、影響度の面では、上位3つの階層の従属的
な位置関係にあるが、関連度の面では強い位置に配置される。これにより、r都市基盤施
設」の不足・不備は開発途上国における代表的、特徴的な都市問題として位置付けられ、
その対応が重要であることが理解できる。
　また、同問題は、上位階層の影響、要因を受けて発生するものであるが、同階層、およ
び1つ上の階層の問題である「土地利用」、「居住施設」、「都市基盤施設」は、相互に関
連性が密であり、これらの都市問題に対応しようとすれば、この3つの都市問題を総合的
に取り組む必要があることも本モデルより明らかになった。
　このように、Dematel法の構造化モデルにより、ISM法の構造化モデルでは判明しなか
った各問題問の関連度が明らかになり、都市問題を解消・緩和する際に包括的に取り組
むべき近似性を有する都市問題の群（範囲）を確認することが可能となった。
（3）都市問題相互間の関連度・影響度の程度を分析するためのDematel法の
適用性
　本実験に用いたDemate1法は、階層的に問題を構造化し、因果相関の強度を定量化
するために有効な分析方法であることが、本実験において確認された。
　ただし、Dematel法を用いて精度が高い分析を行うためには、ISM法と同様に、一対比，
較で対象となる問題項目の設定を適切に行うことが、まず重要である。
　また、Dematel法は総合影響行列の散布図から節点を連結するには、項目間の関係
を論理的に判断し、任意に近接する点を矢印で結ぶ必要があるという技術的な制約を有
している。そこでDematel法を用いて、より高い精度で節点の連結を可能とするためは、
本実験で行ったようにISM法の構造化モデルによって得た有向線を適用するなどして、こ
の制約条件を補完することが不可欠である。
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3．3．7開発途上国における都市問題の構造化まとめ
　本項では、本節の総括として、本実験で得た①KJ法、②ISM法、③Demate1法による3
つのモデル、および各分析手法について比較・検証して、総合評価を行う。これにより、
開発途上国における都市問題の構造化の方策について検証する。
1．本実験で得られたモデル、各分析手法の総合評価
（1）本実験で得られたモデルの総合評価
　本実験で得られた各モデルによる問題構造の内容と分析方法の適用性、制約条件は、
表3．3．10で示すとおりである。
表3．3．10各モデルの問題構造の内容と分析方法の適用性、制約条件
名称、 悶題構造の内容 分祈の方法 手法め璋用性（特徴） 手法の制約｛欠点）憂
KJ法 　市における　困3どの土写・　～昼　・題
体の構成を規定している。・問題要素群は4っに分類される。・人材不足、脆弱な組織、管理部門の不備が都
問題の根幹である。・都市基盤、住宅など施設計画は他項目の制約
大きく受けている。
　｛　成
、項目間の関係
有無を判断しな
ら空間の配置を
定していく。
　匹市問題の因果相関分析手圭　し・
有効である。・討論の内容、問題当事者の意識が
視化できる・分析に参加することで問題に対す
理解が深まる。・モデルに対する参加者の合意が得
すい
　量的な分析ツール　　して
ない。・同法を熟知したインストラク
ーが必要である。
【SM法 ・問題は5つの階層に構造化される。・住民参加・人材育成が問題解決の前提条件とし
位置付けられる。・計画管理の問題、空間利用、施設整備の問題
後続する。・持続可能性に関する問題は最下層部に位置す
。
・一 比較の試料
基づき、グラフ理
を用いて項目間
関係の有無を構
化する。
・都市問題相互間の影響の有無を分
する手法として有効である。・モデル作成過程を通じて問題に対
る理解を深まる。・モデルが階層的にシンプルに表現
れる。
・問題項目間の関連度・影響度
程度が判明できない。・問題項目間の関連性が強いと
連結を生じ易く、構造分析が
来ない。・設問の設定方法が難しい。
Dematel法・問題は5つの階層構造に分類される。・計画策定技術の改善が問題構造の最上位に位
付けられる。・管理組織体制、空間利用計画の問題が後続す
。・持続可能性に関する問題は最下層部を形成し
いる。
・一 比較の試料
基づき、項目相
間の関連度・影
度の程度を定量
し、座標を論理
に連結して全体
造を作り上げ
。
・問題相互間の関連度・影響度の程
を分析する手法として有効であ
。モデル作成を通して問題に対する理
を深まる。・モデルが精緻である。
・総合影響行列を作成する演算
理が煩雑である。・節点を結ぶための有向線は任
に連結しないければならず、
論的な判断が困難である。・設問の設定方法、入力値の設
条件が難しい・モデルの解釈が難しい。
　KJ法は、問題の全体構成を概観しっっ、項目間の関係を結びながらモデル構造を決
定していく手法である。ここでは、あくまでも全体的な視点から項目間の関係、循環的な
流れが判断され、一般に水平的な広がり（Hor玉zontal）を持ったモデルとなる。
　一方、ISM法によるモデルは、項目問同士の一対比較により優劣を決定し、項目を階
層化することにより構造化を行うものであり、垂直的な流れ（Virtual）を有するモデルとなる。
また、Dematel法はISM法のモデルと基本的には同じ構造となるが、x軸、y軸上に影響
度と関連度の強度が表現されることから縦、横の空間に広がり（または偏在）を持った配
置となる。
　ISM法とDematel法のモデルを比較した場合、項目相互間の影響度・関連度の程度
を定量的に分析したDematel法のモデルは、ISM法モデルより精緻である。一方、ISM
法モデルは、都市問題の複雑な構成をシンプルな骨格図にして表現したものであり、対
象とする問題構造の階層が明確であり、理解しやすい。
　今回の被験者は、日本の大学院において都市工学を学ぶ開発途上国の留学生であ
る。被験者は、住民参加による都市計画やまちづくりなどに関心を持っている学生が多く、
全体として、住民参加とそれを実現する人材育成、組織制度の不備が都市問題全体に
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大きな影響を与えている構造となった。
（2）本実験の各分析手法の総合評価
　KJ法は、あくまでも定性的な分析手法を用いて構造を図解化する手法であるが、被験
者による具体的な討論内容を基礎データとしていることから、完成したモデルは、結果的
に定量的な分析手法を用いた構造モデルと比較しても遜色ない精度を有している。しか
も、モデルの解釈は討論における事例紹介を踏まえて行われることから、3っの分析手法
の中では最も容易にできる。
　一方、ISM法、Dematel法の構造化手法は、被験者の無意識な概念を数値化し、論
理的に構造化していくため、完成したモデルに対する信頼性、説得力はKJ法より高くな
るが、あくまでも一対比較による関係をグラフとして表現して骨格を構造化するものであり、
モデルの解釈に際しては、都市問題に関する実際の事例を適用させて事象の補足的な
説明をする必要がある。また一対比較を行うための設問の設定が難しい。
　このように、本実験で適用したKJ法、ISM法、Dematel法の3つの手法は、それぞれ
の特徴、制約条件を有Lていることが本実験により明らかになった。
2．開発途上国における都市問題の構造化手法の有効性
　本実験では、図3．3．iに示す手順と分析方法を用いて、開発途上国の都市問題につ
いて構造化を行った。これにより、次の3っの事項が明らかになった。
1）分析手法の適用性
　本実験により、同の一被験者に対して3っの分析手法を適用した場合、分析により得
られる各モデルは類似した構造となることが確認された。これにより、本実験で用いた各分
析手法は、開発途上国における都市問題を構造する手法として有効であることが明らか
になった。
2）分析手法の選定方法
　構造化を行うためには、被験者が都市問題について十分な認識や情報を持っている
ことが必須条件である。このため、被験者が既に都市問題に関する十分な認識や情報を
持っている場合は、ISM法、Dematel法を用いて構造化することが効率的である。しかし、
被験者の問題認識が不十分な場合は、ワークショップ等を開催し、意見を交換し合い、
KJ法により問題構造を決定していく方式を選定することが望ましい。
　構造化手法のうち、ISM法とDematel法はモデルの精度自体は差が生じておらず、何
れの手法を利用することも可能である。従って、①問題構造の因果相関の有無のみを確
認するのであれば、ISM法の構造化モデルが明瞭で理解しやすく、平易で明解な手順で
処理できることから、演算が煩雑なDematel法と比較して優れている。しかし、②項目問の
影響度や関連の度合い、例えば項目間同士の関連度の強弱を確認したい場合は
Dematel法を選定する必要がある。
　1）で上述したとおり、本実験で用いた分析手法を適用すれば、分析により得られる各
モデルは、類似した結果が得られることが明らかになった。従って、開発途上国の都市問
題を構造化するためには、本実験で行ったように、3っの分析手法を組み合わなくとも、
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何れか一つの分析手法を適用することにより都市問題を構造化することは可能である。
　しかし、本実験では、3つの分析手法を組み合わせることにより、ワークショップの議論
に加えて、各分析手法の制約条件を補完し、より精度の高い分析を行うことを可能とし
た。
　分析手法の選定あたっては、①被験者の都市問題に対する認識の程度、②構造化を
図る際に要する時間、費用、③分析によって期待される精度を勘案し、この3っの要素か
ら分析手法とその適用方法（他手法の併用など）を決定する必要がある。
3）構造化に関する今後の検討課題
　構造化モデルを作成するにあたり、情報提供者（本研究における被験者）の属性は大
きな影響を与える。今後の検討課題としては、他の属性を持つ被験者への実験などにょ
り、情報提供者の属性の差がモデルに及ぼす影響について検証をする必要がある。
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3．4本章のまとめ
　本章においては、開発途上国における都市問題を特定するために、①ワークショップを
開催し、カウンターパートから見た都市問題の分類・体系化を行い、②システム工学を用
いた実験により都市問題を構造化し、③都市問題の構造化手法について有効性を検証
した。これにより、次のことが明らかになった。
1）本実験では、ワークショップを開催し、ブレーン・ストーミング法を適用して開発途上国
　の都市問題に関する検討を行うとともに、カウンターパートから見た都市問題の分類・
　体系化を図った。これにより、国際援助機関等から見た都市問題の分類・体系化16
　項目を14項目に整理した。
2）これにより、カウンターパートから見て①r開発財源」は都市問題における大きな関心事
　となっていること、②r公園・緑地」、r都市防災」は開発途上国においては相対的に
　深刻な問題となっていない実態が明らかになった。また、「環境保全」は、国際援助機
　関等は国際問題の一環として広範な取り組の対象として位置付ける一方、カウンター
　パートは居住環境など比較的身近な対象としてこれを捉えており、両者間には、同項
　目の範囲、規模、重点の置き方に多少の差異がある可能性が確認された。
3）都市問題の因果相関を明らかにするため、KJ法を用いた分析を行った。これにより、
　①「社会問題」、②r人材育成」、③r都市計画・管理」、④r開発財源」、⑤「都市基盤
　施設」の5つの項目より構成された図解化モデルを得た。本図解モデルは、人材育
　成を図りながら都市の計画制度、管理技術を整備する必要のある開発途上国におけ
　る都市の社会構造と、その影響を受ける立場にある開発財源や都市基盤施設の関
　係が示された。これにより、都市問題の内容、その原因と社会的背景の構成、位置関
　係からなる因果相関が明らかになった。
4）都市問題相互間の影響の有無を明らかにするため、ISM法を用いた構造化分析を
　行った。本モデルにおいては、「住民参加」の問題項目、概念が最上位の階層として
　位置付けられた。この概念は、都市問題を解消・緩和するためには、住民参加による
　取り組みが、都市計画、まちづくりを進めるために不可欠であるというカウンターパート
　の意識が反映されたものである。これにより、市民の意見が都市計画の策定や事業
　実施に十分反映されていない実態、住民参加による取り組みが不十分な現状こそが、
　開発途上国の都市整備を進めるうえで最大の障害であり、これがカウンターパートに
　共通した認識であると理解できる。そのためには、官・民を問わず、都市開発・計画に
　携わる人材育成が住民参加を推進するための重要な要件となることが明らかになっ
　た。
5）都市問題相互問の関連度・影響度の程度を明らかにするため、Dematel法を用いた
　構造化分析を行った。本構造化モデルでは、①都市計画、②都市管理、③住民参
　加の3つ、および①土地利用、②居住施設、③都市基盤施設の3つの問題群の近
　似性が高く、これらの問題を解消・緩和するには、単独ではなく、一体的に取り組む
　必要のあることが明らかになった。このように、問題相互間の関連度を明らかにするこ
　とにより、包括的に取り組むべき都市問題の範囲が明確となった。
6）本実験で適用したKJ法、ISM法、Dematel法の3つの手法は、それぞれ適用性、制
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約条件を有している。そこで、本実験では、3っの分析手法を組み合わせることにより、
各分析手法の制約条件を補完し、より精度の高い分析を行うことを可能とした。従っ
て、構造化分析の手法の選定あたっては、①被験者の都市問題に対する認識の程
度、②構造化を図る際に要する時間、費用、③分析によって期待される精度を勘案
し、この3つの要素から分析手法とその適用方法（他手法の併用など）を決定する必
要がある。
！15
［第3章補注および参考文献］
補注
（1）モデルの用語は、①模範・手本・標準、②模型、③ある事象について、諸要素と
　　それら相互の関係を定式化して表したもの、④小説・戯曲などの題材となった
　　実在の人や事件、⑤機械・自動車の型式、⑥「ファッションモデル」の略など多
　　義であるが、ここでは③の意味で用いる。（「広辞苑・第5版」、1998年、岩波書
　　店、p2648を参照）
（2）都市や社会の循環的な機能について誇張的に述べた古くから伝わる表現とし
　　ては、「（大）風が吹けば桶屋が儲かる」がある。この一連の流れについては諸説
　　存在するが、一般的には次のように言われている。「風が吹く→土埃が発生す
　　る→目を悪くする人が増える→盲人が増える→生活費の稼ぐため芸事を職業と
　　する人が増える→三味線が売れる→猫が減る→鼠が増える→鼠が桶をかじる
　　→桶屋が儲かる。」（出典；r新編・故事ことわざ辞典」（1992）、創拓社、p253）
（3）2006年現在、システムエ学の学部、または学科を有する大学としては茨城大
　　学、日本工業大学、電気通信大学、静岡大学、和歌山大学、岡山大学があ
　　る。
（4）寺野寿郎（1985）「システム工学入門」共立出版、p15を参考に補足を加えた。
（5）システム技法の分類と整理は、竹村伸一（1981）「システム技法ハンドブック」日
　　本理工出版会、および文献5）を参考に行なった。なお、本表における解析技法
　　とは、都市計画に用いる数理的な技法全般ではなく、あくまでも統計的解析と
　　システム分析手法について限定したものである。
（6）文献5）を参考として一部新しい手法／技法の追加を行なった。
参考文献・資料
1）　寺野寿郎（1985）「システム工学入門」共立出版、p54
2）　1）文献、p55
31　｛）文献、p7
4》　佐々木正文（1978）r基礎システム工学」共立出版
5）　苦瀬博仁（1989）「システム工学を利用した都市計画の手順と技法に関する基
　　礎的研究」都市計画論文集第24号
6）　フリー百科事典『ウィキペディア（Wikipedia）』htt：／／La，wiki　edia．or／wiki／
　　（2006年6月10日）
7）　6）文献、（2006年6月10日）
8）　1）文献、p7
9）　1）文献、P1－
10》1）文献、p14
11）6）文献、（2006年6月10日）
12）科学技術庁（1977年）「社会システムとシステムエ学に関する研究報告書」
13）5）文献
14）1）文献、p101
15）1）文献、p31
16》．1）文献、p56
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第4章開発途上国の都市問題に対する政策、整備事業の
優先度評価
4．1　はじめに
4．1．1本章の目的
　都市問題に効率的に対応するためには、複数の政策、整備事業に緊急度や有効性
に応じた優先度を付け、客観的評価により選ばれた代替案（代替案とは、目的を達成す
るために有効と考えられる複数の案である。以下「代替案」と称す。）を計画的に実施する
必要がある（1）。
　そこで、本章では、①システム工学の階層化分析法（AHP法）を用いて開発途上国の
専門家による代替案の優先度評価を行い、開発途上国における都市問題に関する代替
案の優先度を明らかにし、これにより②代替案の優先度評価の有効性について検証する
ことを目的とする。
4．1．2本章の方法
　本章における代替案の優先度評価は次の2段階で行うこととする。
　①第3章において分類・体系化したカウンターパートから見た都市問題を対象として、2
つの異なる母集団からなる被験者グループを取り上げて、これに対する代替案を評価す
るための実験を行い、②その結果を比較・分析し、代替案の優先度評価の有効性にっい
て検証する。
4．1．3本章の手順
本章の手順は次のとおりである。
L4．2では、階層化分析法（AHP法）を用いた実験を行い、開発途上国の都市問題に
　対する代替案の優先度評価を行う。これにより、同手法の有効性を検証する。
第一に、本実験を行う意義について述べる。（4，2．1）
第二に、本実験を行う目的、分析方法について定める。（4．2．2）
第三に、階層化分析法（AHP法）を用いて優先度評価を行う。（4．2．3）
第四に、開発途上国の都市問題に対する代替案の優先度評価手法の有効性にっい
て検証する。（4，2．4）
2．4．3では、本章をまとめる。
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4．2開発途上国における都市問題に対する代替案の優先度評価に関する実験
4．2．1開発途上国における都市問題に対する代替案の優先度評価を行う意義
　開発途上国の都市問題は、各国の貧富の差、教育・所得・社会的制度などと深い関
連性を持ち、厳しい財源事情からこれらの問題に対応するための十分な資金を確保する
ことが困難である1）。
　都市間題に対応して技術協力を実施するためには、個々の都市問題を解決する有効
な政策、事業を抽出し、代替案の優先度を決定していくことが必要となる。しかし、都市
問題は発生要因が異なる上、その規模、影響範囲、対象者なども異なっており、都市問
題相互の深刻度や緊急性を評価するのは容易ではない。
　我が国は、開発途上国へ資金および技術協力を積極的に進めてきたが、今後さらに
都市問題に対しても解決、改善へ向けた有効的な取り組みを行うことが期待されている。
従って、我が国の技術協力がこのような複雑な要素が絡む都市問題の解決に役立った
めには、開発途上国の社会の緊急度に応じた優先度を付け、限られた資金の有効利用
が図られなければならない。
　このように、都市整備の目的、目標に照らして、客観的と見なしうる評価基準を設定す
ることにより、代替案の優先度が定量的に評価できるのであれば、予算の確保・運用を容
易化させるのみならず、都市の計画的な整備を効率的に実施することにもつながると考え
られる。
4．2．2優先度評価の実験を行う目的、および分析方法
　本節4．2では、本研究の第3章で分類・体系化したカウンターパートから見た開発途上
国における都市問題を対象として、有効な代替案を評価するため、以下に述べる手順で
実験を行う。なお、本実験の実施方法については巻末に附録6として取りまとめた。
1．本実験の目的
　技術協力が実施する先進国側の認識や意図にのみ依存して形成されるのではなく、
開発途上国側の二一ズに応えたものなければならない。この点、開発途上国側のカウン
ターパートは、都市問題に対して最も有効で適切な代替案を選定する意識、情報を有す
るとものと考えることができる。
　当然のことながら、各都市には固有の問題や課題があり、最も有効で適切と考えられる
代替案も、国ごとに異なると考えられる。しかし、経済レベルや社会の整備状況が比較的
類似している開発途上国を対象に、これらに共通する課題や問題に対する代替案をあら
かじめ整理・把握しておくことは、関連する情報が質・量ともに乏しい状況下において新た
な技術協力を開始するためには有意義であると考えられる。
　本実験の第1の目的は、代替案の優先度評価を行うことにより、開発途上国の専門家
が都市問題をどのように理解しているかを明らかにすることである。そこで、開発途上国に
おける都市問題に対処する代替案の優先度評価方策の有効性を検証することを狙いと
して実験を行うことにした。本実験においては、開発途上国の都市問題に詳しいメンバー
からなるカウンターパートを被験者として代替案の優先度評価を行う。これにより、本研究
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の第2章で分類・体系化した国際機関等と開発途上国が認識する都市問題の差異につ
いて検証することが可能となる。
　また、第2の目的は、当実験の結果を踏まえ、開発途上国の都市問題に対する代替
案の優先度評価手法の有効性にっいて検証を行うことである。
2．本実験に用いる分析方法
　本研究で検討する代替案の優先度を評価する手法（1）は、我が国だけでなく開発途上
国にとっても理解し易い客観的な手法である必要がある。
　複数の選択肢から優先度、順位を決定していく方法としては、第3章で述べたシステム
工学による幾つかの手法がある。このうち、上位目標、代替案、評価基準を階層的に組
み込み、幾つかある選択肢の順位付け決定を可能とする手法としては、階層化手法（階
層化分析法）と呼ばれる評価・分析法があり、その代表的な例が、AHP法（Analytic
HierarchyProcess）である。
　本実験においては、開発途上国の都市問題に対する政策、整備事業の優先度評価
手法として、システム工学の一手法である階層分析法（AHP法）を適用して分析を行う。
本実験でAHP法を適用する理由は次の2点である。
（1）優れた理論
　代表的な階層分析法であるAHP法は、ペア比較マトリックスを用いて階層全体の重み
付けを行ない、これにより被験の問題意識にっいて優先度を付けていくものであり、明快
な理論に基づく優先度評価手法として最も優れた手法であると考えた。
（2）高い汎用性
　本研究において検討する事業の優先度評価手法は、同様の手順で行うことにより同
様の結果が得られる再現性を有し、さらには技術移転の効率性や普及活動の容易性か
ら判断して、汎用性（多方面に広く用いること）が高い技術であることが望ましい。AHP法
は、事業を評価する手法として、汎用性の高い数学的アプローチを採用しており、優れた
理論性と併せて技術移転先であるカウンターパートに対しても馴染み易い技術手法であ
ると考えた。
3．本実験の方針（着目点）
本実験に際しては、次の4っの点に着目して行う。
（1）技術協力の受け手側の視点の確認
　技術協力の受け手側であるカウンターパートを被験者に設定して実験を行った。これ
により、第2章で分類・体系化を図った国際援助機関等が対象とする都市問題とカウンタ
ーパートが認識する都市問題の差異にっいて検証することが可能となる。
（2）参加型方式による階層構造の決定
　通常AHP法は、実験を行う側が階層構造を予め用意し、その構造を基に被験者が代
替案の優先度評価を行う。この方法は、被験者の母集団が比較的均一なグループ、例
えば、同じ国の、同じ学校や職場のグループで構成され、設問する内容に既に関心があ
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るか、よく認識している場合においては有効だと考えられる。しかし、今回行うように被験
者の属性が多様、かつ設問内容の理解度に差があると想定される場合は、従来型の分
析方法では評価結果が被験者の意識を十分に反映しない恐れもある。
　よって本実験においては、被験者によるワークショップを開催し、そこで都市問題に関
する議論を行い、都市問題とその代替案にっいて理解を深めるとともに、階層構造を作
成する段階から実験に参加してもらうようにした。これにより、被験者の共通理解を深め、
より正確な優先度の評価が図られるものと考えられる。
（3）複数被験者グループの設定による分析結果の差異の比較
　本実験は、同一の分析方法を複数の被験者グループに対して適用する。これにより、
被験者グループの属性の違いから都市問題に対する代替案の優先度の差異を明らかに
する。
（4）構造化モデルとの対象
　第3章においては、システム工学の構造化手法を用いて開発途上国の都市問題を構
造化した。代替案を設定するためには、4．2．2で後述するように①都市の整備目標（総合
評価）、②評価基準を設定する必要があり、これら構造化モデルをそのまま代替案として
適用することはできない。しかし、代替案を適切に設定するためには、都市問題の構造に
ついて十分に理解していることが望ましく、そのためには本構造化モデルが参考になる。
　このように、本構造モデルを参考に代替案の評価を行うことにより、評価の結果と構造
モデルの対照が可能となり、より多くの優先度評価に関する知見が得られると考えられ
る。
4．開発途上国における都市問題に対する優先度評価の実験方法
（1）本実験の手順
　本実験の手順は次のとおりであり、その流れを図4、2，茎に示す。
①既存データを収集する。（第2章に相当）
②開発途上国における都市問題の分類・体系化を行う。（第2、3章に相当）
③後述する（2）の設定基準により選定した2っの被験者グループを対象として、ワーク
　ショップ方式による協議、検証を行い、都市問題に対する代替案の階層化を行う。
④被験者グループを対象として、一対比較調査を行いデータを収集し、AHP法を用い
　たデータ分析により代替案の優先度評価を行う。
⑤総合評価の比較検証により代替案の特性を分析する。
⑥実験で得た結果を踏まえ、代替案のあり方、および本手順の有効性について検証を
　行う。
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図4．2．1本実験の手順
（2）被験者の設定基準
　本実験では、被験者を次の選定基準により選定した。
　①都市問題の直接的な影響を受けている開発途上国の市民であり、かつ、②対象とな
る都市間題の内容を専門的に理解できる研究者、実務者。
　このように、事業実施による受益者、かっ、対象となる都市問題にっいて熟知している
技術協力の受け手であるカウンターパートを被験者として設定することにより、開発途上
国の二一ズに適した都市問題に対する代替案を選定することができると考える。
（3）被験者グループの選定
　（2）で上述した設定基準に準拠し、本実験においては、特定の国に限定することなく、
目本で都市問題に関する研究を行っている国・地域の異なる留学生、若手研究者グル
ープ、および日本に都市計画技術の研修のために来目した実務者（行政、プランナー）、
研究者である次に示す2っの被験者グループを選定し、一定のサンプル数を抽出した。
　2つの異なる母集団から構成されるグループを被験者に選定した理由は、両グループ
を比較することにより、研究者の立場と実務的な立場の優先度の差異を明らかにするた
めである。
　本実験で十分な結果を得るには、2つのグループを選定することにより達成されると考
え、実験を行う際の経済的な制約と地理的な利便性を考慮し、次に示す2つのグループ
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を対象にした。
1）海外からの留学生グループ
　東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻国際都市計画・地域計画研究室（大
西・城所・マーコトゥリオ研究室）在籍の留学生（4名）、および東京海洋大学海洋工学部
流通情報工学科地域計画研究室（高橋・兵藤研究室）在籍の留学生（2名）の総計6名。
国籍は5力国である（フィリピン1、ベトナム2、バングラディッシュ1、テユニジア1、ブラジ
ル1）。
　本研究の第3章と同様に、本実験で当グループを選定した理由は、①大西・城所・マ
ーコトゥリオ研究室は開発途上国をはじめとして世界11力国から20名に及ぶ留学生が在
籍しており、本実験の参加協力が得やすいこと、②構造化モデルの実験と同じ被験者を
選定することにより、構造化モデルと代替案の優先度評価の結果が対照できること、また
両手法を連動して実施することにより、相乗効果の評価が可能となること、③本実験の検
証を行うにあたり、被験者へ面談により内容の確認を度々行う必要性があり、地理的条件
を考慮したことによる。
2）研修員グループ
国際協力機構（JICA）・長期研修「都市整備」コースの研修員生計9名。国籍は各国1
名ずつの9力国である（フィリピン、PNG、パキスタン、トルコ、エジプト、ハンガリー、セント・
ビンセント、ペルー、パラグアイ）。
　本実験で当グループを選定した理由は、①年に1度開催される本研修は、都市計画
制度を対象とする長期研修であり、（2）で述べた設定基準に該当する最も適切なグルー
プであること、②1）の場合と同様に、地理的条件を考慮したことによる。
（4）実験場所
　データの収集は、①留学生グループを対象とする場合は東京大学・駒場キャンパスの
大西研究室、②研修員グループを対象とする場合は研修場所であるJICA東京国際セ
ンターにおいて行った。
（5）実験日時
　基礎データの収集を目的として次の日時にデータの収集を行った。
①留学生グループ、2004年6月4日14：30～16：30
②研修員グループ、2004年6月9日16：00～18100
（6）実験の分析手法
　本実験は階層分析法であるAHP法を用いた分析を行う。AHP法の技術的な概要に
ついては巻末の付録5に詳述した。
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4．2．3階層分析（AHP法）を用いた代替案の優先度評価
1．階層分析（AHP法）による適用方法
　本実験ではAHP法を適用し、次に述べる手順により開発途上国における都市間題に
対する代替案の優先度評価を行った（2）。
（1）階層構造の決定
　AHP法は、代替案の優先順位を付けるために、分析対象とする問題の要素を、「①総
合目的、②評価基準、③代替案」の3っの関係で捉えて、階層構造を予め編成・体系化
する必要がある。
　AHP法で解析を行うにあたり、階層構造の決定は、優先度評価の有効性を大きく左右
するものであり、重要な過程であると考えられるが、同法の階層構造を決定するための方
法、手順は十分な検討がされていない。通常は、要素間の一対比較調査を行う前に、解
析実施者が所与の要件として予め階層構造を設定する場合が多い。これは、分析対象
とする事象を熟知した実施者が被験者を適切に誘導して行う場合は効率的な手法であ
るが、被験者が理解する階層構造が正確に表現されているのか多少の疑義が生じる。
　本実験では、被験者が共有する意識を階層構造に正しく反映させることを目的に、被
験者の参加を得てワークショップ（3）を開催し、次に述べる手順により階層構造の設定を行
った。
1）総合目的の設定
　AHP法では、総合目的は達成すべき目標として被験者に共通して認識される必要が
ある。このため本実験においては、留学生グループの被験者を対象にワークショップを開
催し、課題検討方式であるブレーン・ストーミング法を用いて意見の集約を行った。これに
より、参加者の都市問題への理解を深め、意見を集約して都市の総合目的を次のとおり
設定した。
　“＠α1加∫∫vε，g襯n漉碗vθSα‘1吻o∫ion五漉肩6∫∫vi‘ア”（質・量共に満足できる生活、
活動条件の整備）
　都市における市民生活、およびそれを維持するため工業、商業、流通など種々の活動
において、質が高く、かつ量的にも充当された満足度を得るものとした。
　都市の成立要件として総合目的を設定することは、整備方策を定めるための手段であ
る個別政策、施策の採用や、事業の導入を決定するために必要不可欠なものであるにも
関わらず、都市の持つ目標にっいて明確に説明した文献、研究は非常に少ない。
　そのうち、苦瀬2）は、都市の持つ目標にっいて古代から近年に至る変遷も踏まえた分
析を行っている。そこでは、昭和43年に制定された同法第一章第二条に示された「健康
で文化的な都市生活及び機能的な都市活動の確保」、および「適正な制限のもとに土地
の合理的な利用を図る」とした都市計画法の基本理念に依拠し、都市の目標を図4，2．2
に示す6っの指標により定めている。
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図4．2．2都市計画の目標
　ここでは、都市計画の目標にっいて、「健康で文化的な都市生活のために安全性や
保健性、快適性を担保しっっ、機能的な都市活動を確保するために利便性や生産性の
向上を目指している。さらに環境問題の深刻化は、これまでの目標に加えて、この豊かさ
をいかにすれば継続的に享受できるかといった持続性を考えるようになった。」と定義して
いる3）。そして、「これらの都市計画に関する6っの指標はお互いに関連しあっており、あ
る場合は同時に複数の目標を達成できたり、ある場合はトレードオフの関係になったりす
る。例えば道路整備は利便性を向上させるが、自動車利用が増大すれば騒音や大気汚
染などの問題が生じることもある。このような相互関係を考慮しながら、都市計画を通じて
6つの指標を達成することが、都市計画の重要な目標である4〉。」としている。
　そこで本実験では、当仮説の視点を参考に、被験者（留学生グループのみ）に対して
我が国の都市計画法の紹介等も交えて日本の都市計画の制度、現状についての説明
（プレゼンテーション）を行い、ワークショップ方式の意見交換により、各国の都市計画の
制度、現状にっいて発表してもらい、要点を整理して本実験で取り扱う開発途上国にお
ける都市の目標を上述したように定義したものである（4）。なお、被験者の意見からは、都
市の持つ総合目標には、目本と開発途上国問の相違は確認されなかった。
2）評価基準の設定
　評価基準とは、総合目標を達成するための手段である代替案を選定・評価する要因
である。本実験では、1）に引き続き、ワークショップ方式の意見交換を行い、各国の都市
における重点的な整備の方針、実績にっいてまず発表してもらった。これは、実際に各国
で行われている都市の政策、整備事業を通じて評価基準が明らかになると考えたためで
ある。
　これにより、都市総合目的を達成するため、実際に市民が期待している政策、整備事
業について意見の整理、調整を行い、図4．2．2に示された6っの指標を参考として、最終
的に次に示す3っの評価基準を設定した。
①‘∬θα々hアα17460nプb71の」ε1塘”（健康・快適性）
②‘‘S㍑s1αinαゐ1θ4εvεloplnεn1”（持続性）
③“吻α1曜加n碓副v6”（生産性、利便性）
　第1の項目は、図4．2．2に見る保健性と快適性に相当する部分であり、人間が生活を
する上で基本的な条件であり、概念としては安全性も包括するものである。そして第2項
目は持続性、第3項目は利便性や生産性を表現しており、結果的には図4．2．2と同様の
評価基準を得た。このように、開発途上国においても都市の施策、事業導入に関する評
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価基準については相違のないことが確認できた。
3）代替案の設定
　本実験では、本研究、第3章の表3，3．1r発生要因、整備課題より分類・体系化した
カウンターパートから見た都市悶題」、および第2章の図2．3．2r国際援助機関等が対象
とする都市問題の構成」を例示し、補足説明を加えた上で、1）、2）に引き続き、ワークシヨ
ップ方式の意見交換を行い、それに対応する手段として被験者が考える代替案について
具体的に発表してもらった。
　すでに、都市総合目的を達成するための評価基準を設定していたことから、明解な回
答が得られるようになり、緊急性の高いと考えられる代替案を複数提出してもらった。さら
に、類似するものを整理・統合し、最終的に6つの代替案を設定した。
①“σoo4θovε7n侃6εαn4S178n91h加cα！Mμnioψα11躰C卯αわi1砂”（都市政策）
②　‘‘MOrd塀’6’6n6y　U〆加n　P1αn1πngα耐加ρ70Vε1nεn‘U7肋n躍αnα96〃2εn∫”（都市
　　計画・管理）
③“碓6∫ivεU3ε6ゾDεvε10P襯εn1F襯43のOT”（開発財源）
④“の97α4εU7加nゐψ・αS∫7μ伽7ε”（インフラストラクチャー（都市基盤）
⑤　・・pめ∫，c，p7∫vσ‘εCo〃α加7α加ガ’（官民協働）
⑥“Env∫701”εn1p1・o∫ε61∫on”（環境保全）
　これをカウンターパートから見た都市問題の分類・体系である第3章の表3．3．1と対照
したものが、表42。1である。これによると、上6つの代替案は同一ではないが、そこに含ま
れる全14項目の都市問題との対照が可能である。全体的には都市政策、都市計画・管
理などソフト的な代替案が主体となっており（5っ）、全ての都市施設整備はインフラストラ
クチャーとして一っにまとめられた。
表4．2。1実験で設定した代替案と対照するカウンターパートから見た都市問題
No 代替案の設定項目 対照するカウンターパートから見た都市問題
1
σoo4Covθπnαncθαn4S‘7θng‘h
〇CαlMμn1吻α1珈智Cαρα捌i砂
都市政策）
7．都市管理組織、8．都市開発政策、9．地方分権
2
Morε　1強c∫εn6ツ　　Uめαn
lαnnlngαn41〃ψ70vθ17¢ε1π
都市計画・管理）
1．法制度、2．都市計画、3、都市計画事業・制限、10，都市開発政
（都市の成長管理）、稔，都市の貧困（失業対策）、12、社会問
、13，人口・健康
3
聯6∫ivε砿ε4PθVθ1卿耀n‘
μn4s昭OT
開発財源）
8．都市開発財源、1α都市開発政策（都市財政）
4吻9槻ゴθ翫伽1み舜αs翻αμ肥
都市基盤施設）
4都市基盤施設、5．都市交通、6居住施設、10．都市の貧困（貧
層への都市サービスの提供）
5Pめ11ひPπvα言θCo〃αわ01切∫on
官民協働）
11．住民参加
6Envかoηη矧πProオθφon
環境保全）
14．環境保全、6．居住施設（居住環境）
ワークショップにおいて選定された6つの代替案は、都市整備を有効に進めるための
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重要な視点、手段である。本実験で対象とする都市問題に対する政策、整備事業の優
先度評価といった比較的大きなテーマの場合は、単に代替案同士の優劣を比較するだ
けではなく、どのような分野（代替案）に力点を置きながら将来的に都市整備を進めるべ
きかといった戦略的な方向性や、他代替案との連携などの視点も念頭に総合的に優先
度を評価することが求められる。
　従って、本実験における代替案とは、r都市を整備するための基本的な要件」、「都市
基盤の骨格を形成するうえで必要な項目」として位置付けられるものである。ワークショッ
プの議論を通じ、被験者はこのような代替案の位置付けにっいても確認を行っている。
4）階層構造の決定
　これまでに行った①総合目標、②評価基準、③代替案の項目を3っの階層として組み
合わせ、図4．2．3に示すような階層構造を作成した。
　図4．2，3の階層構造は、開発途上国における都市を対象として、都市問題に対応する
ため、「質・量共に満足できる生活、活動条件を整備・確保すること」を総合目標に据え、
「健康・快適性」など3っの評価基準から、表4．2。1に示す「都市政策」など6つの代替案
の優先度順位を付与するために作成したものである。
　開発途上国特有の都市問題にっいては様々な議論がなされたが、図4．2．3の階層構
造を見る限り、それらの特徴は判明しない。
Lθv8’1，（7041 Qua”fa£’ve，qαaηf舶伽esa乞’S飴cf’0η〃’b／ac桝fy
0伽α’v85
Healthyand Sustainable Vital　urban
comfortabIeiife deveIopment activity
．4漉’・π罐v召3
GoodGovernanceMore Efficiency E什ectiveuse　of
and　StrengthlocaI urbanplanninga d devebpment
municipalitゾs lmprovementurban fdnds／BOτ
capabi蹴y management
Upgradeurban Pub”c・private Environment
infrastructure co”aboration protectbn
図4．2．3開発途上国における都市問題に対する代替案の階層構造
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（2）事業優先度評価のためのデータ収集と事業優先度の決定
　次に（1）で得た階層構造に重み付けを行うためのデータを被験者から収集した。本実
験で用いたデータの収集方法は、一対比較調査（ペア比較調査）により行った。
　一対比較調査とは、ある集合体における要素の特性や傾向を把握するため、該当する
集合体から2つの要素項目を抽出し、一定の基準、尺度をもとに相互間の優劣や、精度
等を比較する調査である。設定した全ての評価要素に対して比較が必要であるが、回答
の対角要素の評価値には逆数を用いることも可能であり、これにより評価結果の整合性
を高めるとともに、被験者の回答負担を軽減できる5）。
　なお、本実験では1っの総合目的、3っの評価基準、6っの代替案を設けて一実験当
たり48回の一対比較を行っている。その際、誤記入の回避、回答回収率の高上のため、
実験担当者（ファシリティター）が質問項目に逐次補足説明を加えながら記入のフォロー
をしており、一対比較の質問例と記入説明文は図4．2．4のとおりである。
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図4．2．4一対比較調査表の記入例
（3）データの解析、事業代替案の優先度の評価
　回答の集計を行い、各被験者グループの一対比較マトリックスを作成した。作成に当
たっては、各一対比較の回答より最頻度の評価点をグループの代表値として選択した。
最頻度の評価点が複数存在する場合は、3っであれば中間の評価点、2っの場合の場
合は、整合性から判断して論理的に適切と判断されるいずれかの評価点を選択した。
　なお、本実験においてはワークショップ形式による当該項目の議論を行った後、被験
者へQuestionnaire（質問用紙）を配布し、図4、2．3の階層構造を参考に、1～9の数値を
用いて項目相互の優先度（選好度）を比較してもらい、回答の集計から各被験者グルー
プの一対比較マトリックス表を作成し、事業代替案の優先度を決定した。
　一対比較調査は、設定した全ての項目（評価要素）に対して比較が必要であるが、回
答の対角要素の評価値には逆数を用いて、評価結果の整合性を高め、集計により各被
験者グループの一対比較マトリックス（表4．2．2）を作成した。これにより回収したデータを
解析し、本実験による事業代替案の優先度を決定した。なお、本手順は他のAHP法も
同様であり、集計に際しては、整合度指数（C、1）を用いて首尾一貫性の度合いを評価し
ている。
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（4）優先度評価結果の検討
　完成した優先度評価の有効性にっいて、被験者による確証作業を行った。
2．　階層分析（AHP法）による分析結果
本実験によって得たAHP法の実験結果は以下のとおりであった。
（1）留学生グループによる代替案の優先度評価
1）評価基準の重み付け
　図4，2。3の階層構造、および図4．2，4の質問用紙を用いて行った一対比較調査から、
総合目的（これをレベル1とする）と評価基準（レベル2）の一対比較マトリックスである表
4．2．2を作成した。この表を見て1行3列の数値3は、総合目的を達成するための評価基
準としてHealthy／Comfortable（健康・快適性）はVital／Effective（生産性、利便性）より
「少し重要」（Moderately　Important）であり、数値の少ない方が重要とされる。なお、各
項目の重み付け（重視度）は表の右欄に示した。
　これによると、「健康・快適性」と「持続性」は同じ値、r生産性、利便性」はこれら2っの
評価基準に比較して値は1／3で重要度が少し低いと評価される。実際にワークショップに
おいては、開発途上国における大きな都市問題として、貧困、社会システムの欠如、社
会保障、経済格差などのr社会間題」が存在しており、これが諸問題の根源となっている
という多くの指摘があった。評価基準には、これらの観点が反映され、社会問題を解決す
るため、まずは生活の安定化を図る要素である両基準の選好度が高くなったもの考えら
れる。
表4．2．2総合目的に関する評価基準の一対比較マトリックス
Healthy／
omfatabIeSustainable
Vital／
〒ective
重み付1ナ
重視度）
Healthy／Comfatable1 1 3 0．4286
Sustainable 1 1 3 0．4286
VitaI／Ef「ective 1／3 1／3 1 0．1429
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　口max　3．000　C，1．＝0．QOOO
2）代替案の重み付け
　1）と同様の手順により、各評価基準（レベル2）と代替案（レベル3）の一対比較を行い、
表4．2．3～表4、2．5を作成した。
　このうち、表4，2．3「健康・快適性」の一対比較マトリックスは、「官民協働」など4項目
が重要であり、「かなり差をおいて」（Very　strongly，Extremely）「都市政策」と「開発財
源」が続くと評価された。これにより、住民参加による都市計画への取り組みによる環境へ
の配慮がなされた都市基盤が都市における健康と快適な生活確保に資するものとして被
験者に理解されていると確認できる。
　表4，2．4「持続性」の一対比較マトリックスは、「官民協働」など3項目が最も重要であり、
次に「都市基盤」、「開発財源」が続いている。
　「持続性」は、近年、世銀などの国際機関で幅広く使用されている概念であり、被験者
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にとっても理解し易かったのか、本実験において項目問の差が最も明確に現れた。これ
により、持続性を保つためにも「官民協働」により環境保全に配慮しっつ都市計画を実現
化していくべきであるとする被験者の志向性が明らかになった。
　表4．2，5「生産性、利便性」の一対比較マトリックスは、「都市政策」と「官民協働」の2項
目が最も重要であり、続いて「環境保全」などの3項目が並び、最後に「都市計画・管
理」が続くと評価された。「生産性、利便性」は効果・効率性の観点から生活の
Accessibility（利便性。交通手段やある地点、施設への到達容易度。）向上や経済の活
性化、生産性を図ろうとする評価基準である。ここでは他の評価基準分析では高い評価
を得ていた「都市計画・管理」の評価は低く、都市整備は計画策定や法による規制・誘導
策ではなく、地方政府や民間活力を主体とする政策により進められるべきであるという志
向性が確認できた。ただし、これは我が国で行われているような規制緩和の議論ではなく、
中央政府からの権限委譲による要素が強いことがワークショップにおける議論で指摘され
ている。
表4．2．3評価基準（HealthyandComfortaUe）に関する代替案の一対比較マトリックス
Good
overnance
Urban　PIanning＆
anagement
Development
unds 【nfrastrucurePP　CoIIaboration
Environment
rotection
重み付け
重視度）
Good
overnance 1 1／5 3 1／3 1／5 1／5 0．0586
Urban　Piannlng＆
anagement 5 1 7 1 1 1 0．2316
Development
unds 1／3 1／7 1 1／3 1／7 1／7 0．0344
Infrastrucure 3 1 3 1 1／3 1 0．1604
PubIic－P　rivate
o［laboratbn 5 遷 7 3 1 1 0．2833
Envlronment
rotection 5 1 7 1 望 1 0．2316
ロmax　6，219　C．1．；0．0439
表4・2・4評価基準（Sustainability）に関する代替案の一対比較マトリックス
Good
overnance
Urban　Planning＆
anagement
Development
unds 【nfrastrucurePP　CoIIaboration
Envlronment
rotection
重みイ寸け
重視度）
Good
overnance 1 1／5 3 5 1／3 1／5 0．1040
Urban　Planning＆
anagement 5 1 7 5 婆 1 G．2932
DeveIopment
unds 3 1／7 1 1 1／3 1／7 0．0443
Infrastrucure 5 1／5 1 1 1／3 1／5 0．0473
PubliG－Private
oilaboration 3 1 3 3 1 1 0．2180
Environment
rotection 5 1 7 5 1 1 0．2932
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omax　6．381C．1．＝0，0762
表4．2．5評価基準（Vita且／Effective）に関する代替案の一対比較マトリックス
Good
overnance
Urban　Planning＆
anagement
Development
unds InfrastrucurePP　GoIlaboration
Env『ronment
rotection
重みイ寸1ナ
重視度）
Good
overnance 1 5 3 3 1 3 0．3132
Urban　Plannlng＆
anagement 1／5 1 1／3 1／3 1／5 1／3 0．0463
Devebpment
unds 1／3 3 1 1 1／3 1 0．1143
ln汁astrucure 重／3 3 1 1 1／3 1／3 0．0958
Public－Phvate
oIIaboration 1 5 3 3 1 1 0．2577
Environment
rotectlon 1／3 3 1 3 1 1 0．1727
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロmax　6．227　C．1．＝0．0455
3）　階層全体の重み付け
最後に、本実験で得たレベル2、およびレベル3に対して要素間の重み付け（表4，2．3
～表4．2，5）を演算し、階層構造全体に関する重み付けを行った。これにより、総合目的
である“＠α」∫磁1v己g襯n漉α加θ5α≠i蜘61∫on五雄房o∫1v妙”を達成するための6っの代
替案の優先度にっいて定量的な評価を行った。その結果は表4．2，6のとおりである。
表4．2．6目的を達成するための代替案の総合評価（留学生グループ）
、li晦’磯塔：…．lic：Ol嶺’献abl廷：
i：＄磁繭蔭：：…1…1織1……11：i舞無無i擾先ll順位1
奪繭iiG・・一・一・甲・，・甲・一※：※：※：※：　OVernanG：e※
0．0586 0．1040 0．3132 0．1144 、4
り醸晦直麟堕嘩蝉：…1、
0．2316 0．2932 0．0463 0．23153
E瀞嚇： 0．0344 0．0443 0．1143 0．0501 、6、
嚥：醸鹸i 0．1604 0．0473 0．0958 0．1027 、5』
0．2833 0．2180 0．2577 0．2517 11
嚇⑳鱗1…・Pゆt畿tiφh：：、
0．2316 0．2932 0．重727 0．2496 琴
4）留学生グループによる代替案の優先度評価の特徴
　本実験では、3っの評価基準のうち、最も重要な基準として位置付けられたのは「健
康・快適性」、および「持続性」の2っであり、「生産性、利便性」は両者から比較すると低
い評価となった。代替案としては、r健康・快適性」を確保する手段として最も高い評価を
受け、かっ他基準でも安定して高評価となった「官民協働」が総合評価の最高値を得た。
次点としては、僅少さで「環境保全」、「都市計画・管理」と続き、やや間隔を置いて「都市
政策」、「都市基盤」、最後は「開発財源」の順となった。
　「官民協働」の視点とは、市民の参画によって、多くの意見を計画策定や事業実施に
結び付けようとするものである。ワークショップにおいても、都市問題を解消・緩和するには、
都市計画の手続きや情報が市民に共有、提供されるような体制の整備と制度の確立が
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求められるといった指摘があった。カウンターパートにとって、「官民協働」は極めて重要な
視点であり、かつ優先度の高い代替案であることが確認できる。Public　Involvement（住
民参加）の視点は、近年我が国の都市計画やまちづくりにおいて欠かせない視点である
が、開発途上国に技術協力を行う際にも十分に配慮すべき視点である。
　留学生による事業評価の内容は、比較的長期的な取り組みが必要とされる事業に対
する優先度が高かった。これにっいて、留学生へ調査結果へのコメントを得たところ、事
業の緊急性もさることながら、効果の発現に時間を要する中長期的、継続的な都市整備
事業への時間的な配慮がなされた結果が優先度評価に反映されていることが確認され
た。
　本評価結果の特徴としては、現在都市工学を専攻する留学生によって作成されたこと
に起因すると考えられるが、開発途上国に限定することなく、高く設定された目標を達成
するため、都市整備の普遍的な方向性が示されている。
（2）研修員グループによる代替案の優先度評価
1）評価基準の重み付け
　留学生グループが行った分析評価と同様の手法により、研修員グループを対象に開
発途上国の都市問題に関する代替案の優先度評価の実験を行った（5）。
　本実験においては、前項（1）と同様に、図4．2．5の階層構造を用いて、総合目的（レベ
ル1）と評価基準（レベル2）の一対比較を行い、表4．2．7を作成した。
表4．2．7総合目的に関する評価基準の一対比較マトリックス
Healthy／
OmfatabIeSustainable
Vital／
ffective
重みイ寸け
重視度）
Healthy／Comfatable1 1／7 1／3 0．0879
SustainabIe 7 1 3 0．6694
VitaI／Effective 3 1／3 1 0．2426
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロmax　3，007　C．1．＝0．0035
2）代替案の重み付け
　図4．2，5の階層構造を用いて、各評価基準（レベル2）と代替案（レベル3）の一対比較
を行い、表4．2．8～表4．2，10を作成した。
表4．2．8評価基準（Heakhya皿dComb飢able）に関する代替案の一対比較マトリックス
　　Good
overnance
Urban　Planning＆
Management
DeveIopment
　Funds lnfセastrucurePP　CoIlaboration
Environment
rotection
重み付【ナ
重視度）
Good
overnance 1 1／7 1／7 重／3 1／7 1／3 0．0337
Urban　PIanning＆
anagement 7 1 1／5 1 1 1 0．1295
Development
unds 7 5 1 5 3 7 0．4854
Inf》ast田cure 3 1 1／5 1 1 1 0．1080
Public－Private
ollaboration 7 1 1／3 1 1 1 0．1398
Environment
rotection 3 1 1／7 1 1 1 0．1036
口max　　6．288　C．1．；0．0577
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表4．2．9評価基準（Sustainability）に関する代替案の一対比較マトリックス
Good
overnance
Urban　Planning＆
anagernent
Development
unds ln什astrucurePP　Collabora廿on
Environment
rotec廿on
重み付け
重視度）
Good
overnance 1 1／7 1／5 1 1 1／7 0．0562
Urban　Pianning＆
anagement 7 1 3 7 5 3 0．4473
Development
unds 5 1／3 1 1 1 1 0．1427
【nfヒastrucure 1 1／7 1 1 1 1 0．0949
Public－Private
oIIaboration ｛ 1／5 1 1 1 1 0．0988
Environment
rotection 7 1／3 1 1 1 1 0．1600
ロmax　6。496　C．1．＝0．0992
表4．2．10評価基準（Vital／Effective）に関する代替案の一対比較マトリックス
Good
overnance
Urban　Pianning＆
anagement
DeveIopment
unds ！nfセastrucurePP　Co”aboration
Environment
rotec唖on
重み付け
重視度）
Good
overnance 1 1／7 1／7 1／7 1／5 1／7 0．02フ5
Urban　Planning＆
anagement 7 1 1 1 1／3 1 0．1608
DeveIopment
unds 7 1 1 3 3 1 0．2875
【nf乎ast田cure 7 1 1／3 1 1 1 0．1510
Public－Private
o賑aboration 5 3 1／3 1 1 1 0．i　g24
Environment
rotection 7 1 1 1 1 1 0．1808
口max　6．445　C．L＝0．0890
3）階層全体の重み付け
　本実験で得た階層構造全体の重み付けより、総合目的である‘‘g磁li鰯ivε，
g襯n‘’∫碗vεSα1i頭o〃on五施房6∫ivめノ”を達成するための6つの代替案の優先度を定
量的に評価した。その結果は表4．2．11のとおりである。
表4．2．11目的を達成するための代替案の総合評価（JICA研修員：都市整備）
、…潔瓢……… 獅繭繭毒1、1認誌1…ii雛評醗 ：ii雛iil
き識薦… 0．0337 0．0562 0．0275 0．0472 61
iロ晦嚇嘘1 0．1295 0．4473 0．1608 0．3499 1il論欝
0．4854 0．1427 0．2875 0．2080 2
．1麟緬毒晦ili 0．1080 0．0949 0．1510 0．1097 5
：雛1辮i…… 0．1398 0．0988 0．1924 0．1251 4
il懸離： 0．1036 0．1600 0．1808 0．1601 3
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4）研修員グループによる代替案の優先度評価の特徴
　開発途上国における都市問題の背景、および評価基準は留学生グループの場合と同
様であるが、3つの評価基準のうち、最も重要なものとして評価されたのは、大差でr持続
性」となり、r生産性、利便性」、r健康・快適性」と続いた。代替案の総合評価では、r持
続性」を確保する手段として高評価を得た「都市計画・管理」が、これも他を引き離して最
重要施策に選定された（2位との差は0．14）。次点は「開発財源」、そしてr環境整備」、
r官民協働」、r都市基盤」となり、最後に間隔を置いて「都市経営」の順となった。
　これにっいて、研修員へ調査結果のコメントを得たところ、①被験者は都市行政の現
場を担当するメンバーであり、事業の優先度には、具体的、かっ担当分野における喫緊
の問題に関連した代替案への関心が高かったこと、②時間的な視点として、短期的、緊
急的な視点からが代替案の評価がなされたことが確認され、これらの意識が事業の優先
度評価に反映されたことが裏付けられたと考えられる。
　このように、研修員による代替案の優先度評価は、開発途上国における都市の重要事
業として、質の高い生活、活動を維持・継続するために「都市計画・管理」が優先的に整
備されるべきであるという基本的な姿勢が示され、都市計画で策定された各種事業を実
現するためには、「開発財源」が重要であり、「官民協働」により、これら「開発財源」を適
切に運用し、r環境整備」と、「都市基盤」を集中的に進めることにより、最終的な課題で
ある安定的なr都市経営」に取り組もうとする手順が示され、論理的に明快な構成となっ
た。
　このように、開発途上国の都市問題を解消・緩和するには、①都市計画に関する法・
制度をまず整備し、②財源の確保を図り、③法・制度と財源に基づいて各種事業を推進
し、④都市経営を鋭意進めようとする実務的な都市の整備手法が表現された。
4．2．4開発途上国における都市問題に対する代替案の優先度評価に関する実
験のまとめ
　本実験により、表4．2．6および表4．2。11の代替案の優先度評価に関する2つの評価
基準を得た。この2つの評価基準を比較・分析し、実験結果と課題をまとめる。
1．各事業優先度評価の特性
　本実験で得た表4．2．6、および表4．2．llに示す2つの評価基準を比較したものが図
4，2．5である。
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1位
位3位4位5位』6位
　　　　　　　　　　　　　　　　　　■学生の順位 研修員の順位
官民協働 都市計画
環境保全 開発財源
都市計画 環境保全
都市政策 官民協働
都市基盤 都市基盤
開発財源 都市政策
図4．2．5留学生と研修員の優先度順位の違い
　留学生は、第3章において都市問題の構造化の実験に参加している。構造化の分析
においては、開発途上国の都市問題の最も基本的な問題として第1階層（前提条件）に
「住民参加」が位置付けられた（図3．3．9を参照）。それを踏まえて行った本実験では、問
題解決のために「官民協働」の項目が最も緊急を要する施策として高い優先度が与えら
れた。このように、留学生の評価結果は、第3章の構造化モデルで示された都市問題の
構造と極めて類似した構成となった。
　今回の被験者である留学生は、国土・地域計画、発展途上国における都市の計画論、
都市開発・まちづくりの推進方策、あるいは環境共生都市の実現方策に関する研究等を
専攻している。さらに、「官民協働」や「民間活用型」都市計画に関する先端的な取り組
みについての事例や、中長期的な取り組みの動向について研修を受けたり、研究を行っ
たりしている点が、選好基準に反映されたと考えられる。
　このように、留学生の優先度評価には、都市工学を体系的に学ぶ立場から、先端的、
中長期的な都市整備の視点が反映されたものとなっている。また、留学生の優先度評価
は、構造化モデルにおける因果相関の流れと同じく、都市問題を上層の階層から下層の
階層へ向けて整備を進めていくべきだという、理念・構想重視の「トップ・ダウン」型のアプ
ローチとなっている。
　一方、都市行政の担当者を主体とする研修員の優先度評価では、「都市計画」、「開
発財源」と、こちらは都市の計画・管理手法、および財源に関する施策に高い優先度が
付けられた。留学生と対照的な優先度評価が示され、短期的、緊急的に効果を上がる実
務優先的な要素が高く評価されている点が特徴的である。このように、研修員の優先度
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評価は、実際に現場で事業を推進する立場から闇題を解消・緩和しようとする事業重視
のrボトム・アップ」型のアプローチとなっている。
　2っの優先度評価の共通点としては、いずれも「都市計画」が上位で評価されている点
であり、開発途上国の都市においては都市計画の策定、整備が一様に重要視されてい
る実態が把握できる。このように、階層構造の作成時には明確でなかった開発途上国の
特性が両優先度評価には示された。
　2っの事業優先度評価の比較により、各事業優先度評価の特性は次のようにまとめら
れる。
1）本実験では、2っの異なる優先度評価を得た。これは、AHP法による項目間の相互
　比較による優劣の決定に際して、①被験者の属性（関心事や専門性）、②目標とす
　べき将来時点、③長期的に継続して実施するか、短期的に集中して実施するかの違
　いが、それぞれの結果に反映されたものだと考えられる。
2）留学生の優先度評価は、理念・構想重視の「トップ・ダウン」型のアプローチである。
　これは、中長期的な都市整備の視点から代替案の評価がなされており、5－10年程度
　の期間にわたり継続的に代替案を進めていく場合において有効な視点である。
3）研修員の優先度評価は、実際に現場で事業を推進する立場から問題を解消・緩和
　しようとする「ボットム・アップ」型のアプローチである。これは、短期的、緊急的な視点
　から代替案の評価がなされており、5年程度の短期間に集中的して事業を進めていく
　場合において有効な視点である。
4）このように都市M／Pなど中・長期的な視点から都市間題に対する代替案を考える場
　合は、留学生の「トップ・ダウン」型のアプローチを採用し、事業実施の場合など短期
　的、緊急的な視点で代替案を立案する場合は、研修員のrボットム・アップ」型のアプ
　ローチが採用できる。従って、本実験で得た優先度評価を使用する場合は、①時間
　的な視点、②必要とされるアプローチに照らし合わせて適用することが有効である。
2．環境整備に対する高い意識
　両優先度評価とも環境対策にはそれぞれ2位、3位という高い優先度が与えられた。こ
れは、環境問題に対する意識の高まりが、開発途上国の都市整備に従事している実務
担当者や留学生にも大きな影響を及ぼしている現状が確認される。
3。構造化モデルとの整合性
　上Lで検証したとおり、第3章において行った構造化モデルの分析とAHP法の分析を
連動して行うことにより、被験者の都市問題に対する理解度が深まり、一定の整合性が図
られることが本実験において確認された。
4．優先度評価の有効性
　本実験で用いた評価手法により、カウンターパートの考える優先度が反映された優先
度評価が可能であることが確認された。これにより、本実験で用いたAHP法を適用した優
先度評価手法は、開発途上国の都市問題に関する政策、整備事業の優先度を評価す
る手法として有効であることが明らかになった。
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5．多様なグループ層を対象とした被験者特性に関する検証の必要性
　本章では、比較的専門性が高い大学院生、実務担当者、研究者を対象に実験を行
った。今後の課題としては、都市計画、まちづくりに関連する多様な関係者の意思を優先
度評価に反映させることを目的として、多様なグループ層を対象に被験者特性が事業優
先度評価へ与える影響とその度合いについて検証を進める必要がある。
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4．3本章のまとめ
　本章においては、①システム工学の階層化分析法（AHP法）を用いて開発途上国の
留学生、研修員を対象に代替案の優先度評価を行い、開発途上国における都市問題
に対する代替案の優先度を明らかにし、これにより②代替案の優先度評価の有効性に
ついて検証することを目的として検証を行った。これにより、次のことが明らかになった。
1）留学生グループでは、「官民協働」が最も優先度が高い代替案となった。留学生の
　優先度評価は、比較的長期的な取り組みが必要とされる代替案に対する優先度が
　高く、都市の整備に際して効果の発現に時間を要する中長期的、継続的な代替案
　への配慮がなされた結果が優先度評価に反映されたことが確認された。本評価は、
　開発途上国に限定することなく、高く設定された目標を達成するため、都市整備の普
　遍的な方向性が示されていた。特にr官民協働」の視点は、市民の参画によって、多
　くの意見を計画策定や事業実施に結び付けようとするものである。近年、我が国の都
　市計画やまちづくりにおいても欠かせないPJ．（住民参加）の視点は、開発途上国に
　技術協力を行う際も十分に配慮すべき視点であることが明らかになった。
2）研修員グループでは、「持続性」を確保する手段として高い評価を得た「都市計画・
　管理」が最も優先度が高い代替案になった。研修員の優先度評価は、短期的、緊急
　的な代替案の優先度が高く、開発途上国の都市問題を解消・緩和するには、①都市
　計画に関する法・制度をまず整備し、②財源の確保を図り、③法・制度と財源に基づ
　いて各種事業を推進し、④都市経営を鋭意進めようとする実務的な都市の整備手法
　が示された。
3）留学生の優先度評価は、理念・構想重視の「トップ・ダウン」型のアプローチを採用
　し、都市整備を中長期的な視点から捉え代替案の評価を行っている。これは5－10年
　程度の期問にわたり継続的に代替案を進めていく場合において特に有効である。ま
　た、研修員の優先度評価は、実際に現場で事業を推進する立場から問題を解消・緩
　和しようとする事業重視の「ボトム・アップ」型のアプローチであり、短期的、緊急的な
　視点から代替案の評価を行っている。これは5年以内の短期間に集中的して事業を
　進めていく場合において特に有効である。このように、両者の代替案の優先度評価に
　対する認識と、その差異を明らかにした。
4）代替案の優先度評価の有効性にっいては、①本実験で用いた評価手法により、カ
　ウンターパートの考える優先度が反映された優先度評価ができることが確認された。
　②本実験の優先度評価手法は、開発途上国の都市問題に関する政策、整備事業
　の優先度を評価する手法として有効であることが明らかになった。③第3章において
　行った構造化モデルの分析とAHP法の分析を連動して行うことにより、被験者の都
　市問題に対する理解度が深まり、一定の整合性が図られることが本実験によって明ら
　かになった。
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［第4章補注および参考文献］
補注
（1）一般に事業評価とは、「国、自治体等の行政機関や民間企業で行なう事業を
　　対象に、事業の目的や成果・効果を出来るだけ数値化して分かり易くするとと
　　もに、事業を実施する機関としての果たすべき役割を踏まえた必要性や上位の
　　施策、政策、方策に対する事業の位置付け、あるいは事業環境の変化や事業
　　の特性などについて、総合的な視点から事業を整理・点検する取組み」と定義
　　される（出典1大阪市ホームページ2005、「事業評価」、大阪市計画調整局企
　　画調整部事業評価課事業評価、htt　l／／www．cit．osaka，一／’i　o／to．htm）。
　　本研究においては、これら事業評価のうち、事業開始前の時期に実施される事
　　業（プロジェクト）、代替案の優先度評価に着眼して考察を行う。また、「事業」
　　の定義は、分野として包括的な概念から個別プロジェクト’レベルに至るまで広
　　範に及ぶが、本研究ではより初動的段階である前者を念頭に分析を行う。
（2）本実験におけるAHP法の適用は、木下栄蔵（2000）「入門AHP決断と合意形
　　成のテクニック」、㈱日本技連を参考した。
（3）ワークショップ（Workshop）とは、作業場や工房を意味する語である。今では、
　　1920年ごろにアメリカで生まれた体験型の講座のこともさす。体験型の講座の
　　意味では、問題解決やトレーニングの手法として、企業研修や住民参加型まち
　　づくりによく用いられている。ファシリテーターと呼ばれる役割の人が、参加者が
　　自発的に作業をする環境を整え、参加者全員が体験する。ヨガや瞑想、陶芸
　　教室、映画制作のプロセスの体験セミナーといった体験学習、身体で体験する
　　機会といったものにもこの呼称は使われることがある。（フリー百科事典『ウィキ
　　ペデイア（Wikipedia）』htt　l／／一a，wiki　edia、or／wiki／（2006年6月10日））
（4）本実験は幅広く開発途上国の国を対象として実施したため、今回の実験結果
　　では地域特性は判別されない。
（5）本実験では、設問に対する被験者の理解を深めるため、特定のテーマを対象と
　　して設問の設定時から参加してもらう議論、質疑応答方式を採用した（ワークシ
　　ョップ）。ただし、被験者グループの事業優先度評価事例の比較を可能とするた
　　め、設問設定は最初の被験者グループである留学生のみを対象とし、研修員
　　は留学生の協力を得て作成した階層構造を適用した。なお、研修員には、留
　　学生の階層構造を作成した経緯と議論の内容を説明し、この階層構造が適切
　　であるという判断を得た。
参考文献
1）徳永達己、高橋洋二、簗瀬範彦（2002）、r東南アジアにおける都市計画制度の
　課題と我が国の技術移転に関する一考察」、「都市計画論文集」第37号、p397
2）苦瀬博仁（2003）「交通計画の新たな方向」、（杉山雅洋監修、「明日の都市交
　通政策」、㈱成文堂）、p131
31文献2）、p131
41文献2）、p132
5）寺野寿郎（1985）「システムエ学入門」、P106
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第5章　開発途上国における都市計画制度の実態と整備課題
5．1　はじめに
5．1．1本章の目的
　本章では、開発途上国における都市問題を解消・緩和する手段として、都市計画制
度に着目し、その実態と整備課題の分析を行う。
　本章の目的は、①開発途上国における都市計画制度の実態を比較・分析し、②都市
計画制度の整備課題を明らかにし、それから必要とされる技術協力の内容を提案するこ
とである。
5．1．2本章の方法
　本章の方法は、開発途上国のうち、とりわけ日本の技術協力の実績数が多いフィリピ
ン、タイ、マレーシア、インドネシアの東南アジア4力国を対象として、JICA技術協力専門
家（以降、専門家）の存在に着目し、①専門家が作成した定期報告書の分析、②現在派
遣中の都市計画専門家に対するアンケート調査、③専門家、および専門家経験者のヒア
リング調査、④学識・行政・専門家経験者から構成するワーキング・グループによる分析を
行う。
　これにより、①各国の主要都市における都市計画制度の実態、整備に関する重点や
意識の差異にっいて検証を行い、②都市計画制度の整備課題から見て必要とされる技
術協力の内容を提案する。
5．1．3本章の手順
本章の手順は、次のとおりである。
1）5．2では開発途上国における都市計画制度の実態について分析を行う。
　第一に、都市計画制度の実態を分析する際の着目点について定める（5，2．1）
　第二に、専門家の定期報告書について分析する。（5．2，2）
　第三に、専門家へのアンケート調査にっいて分析を行う。（5．2．3）
　第四に、専門家経験者へのヒアリング調査にっいて分析を行う。（5，2．4）
　第五に、有識者による委員会における検討項目を分析する。（5．2。5）
2）5．3では、5．2で得た調査結果を踏まえた開発途上国における都市計画制度の実態、
　および整備課題にっいて分析する。
　第一に、開発途上国における都市計画制度の整備状況について分析する。（5．3．1）
　第二に、開発途上国における都市計画制度の問題点について分析する。（5．3．2）
　第三に、開発途上国における都市計画制度の改善方策について分析する。（5．3，3）
3）5．4では、開発途上国における都市計画制度の整備課題から見て必要とされる技術
　協力の内容を提案する。
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4）5．5では、本章をまとめる。
第5章　開発途上国における都市計画制度の実態と整備課題
5，1はじめに
5．1．1本章の目的
　薮｝☆
．1．2本章の方法
　』号
、、5・1鉢章の題　　　　　　、、、ξ，．
号
5．2開発途上国における都市計画制度の実態分析の方針と分析方法
，，繋・．　　　　　　　　　　5．2．1実態分析を行う対象国と方針
　　　　　　　　　　　　　　　　母、
　　　　　5．2．2開発途上国における都市計画制度の実態分析の方法
号
5．3開発途上国における都市計画制度の整備状況、問題点、整備課題
5、3．1開発途上国における都市計画制度の整備状況
　　　　　　　　号、
．3．2開発途上国における都市計画制度の問題点
　　　　　　　　号、
、3、3開発途上国における都市計画制度の整備課題
号
5．4都市計画制度の整備課題から必要とされる技術協力の提案内容
号
5．5本章のまとめ
図5．1．1本章の流れ
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5．2開発途上国における都市計画制度の実態分析の方針と分析方法
5．2．1実態分析を行う対象国と方針
1．実態分析を行う対象国
　本章では、開発途上国のうち、フィリピン、タイ、マレーシア、インドネシアの東南アジア
4力国を対象として、各国の都市計画制度について実態の分析を行う。
　東南アジア4力国を分析の対象とする理由は、①我が国の都市計画制度に関する技
術協力は、これら4力国を中心に行われていること、②近年、4力国は、急激な都市化が
進行中であり、都市計画制度の整備に関する需要が高いと思われること、③4力国は、各
国とも経済の発展段階、都市問題、都市計画制度などが異なっており、効率的な技術協
力を進めるうえで、それぞれの差異を明確に理解することが求められるためである。
2．都市計画制度の実態分析を行う着目点
本章では、次の2っの点に着目して都市計画制度の実態分析を行う。
（1）都市問題、都市計画制度の差異
　開発途上国の都市計画制度に対する技術協力を行うためには、対象となる国の都市
計画制度の整備課題を明らかにすることが不可欠である。
　第2章、第3章においては、開発途上国における都市問題を一括して分類・体系化し、
共通する都市問題の特性を明らかにすることにより、都市問題の構造化を可能とした。さ
らに、このような都市問題に対して技術協力を行うためには、開発途上国に共通する都
市問題の特性に関わる認識に加え、それぞれの都市問題や都市計画制度の差異につ
いて認識することが、対象とする都市の特性や都市計画制度の整備課題を明らかにする
うえで欠かせない視点であると考えられる。
　従って、本章では、各国の都市問題、都市計画制度の差異について着目して研究を
行う。
（2）技術協力専門家の知見
　我が国は、国際協力機構（JICA）を通じて開発途上国へ技術協力専門家（以下専門
家という）を派遣し、都市計画に関する法制度、都市計画、都市計画事業・制限の技術
移転を通じた人材育成、あるいは個別事業の立案など幅広い方面にわたって技術協力
を行っている。そこで本章では、この専門家の存在に着目してこれまでに行われてきた専
門家派遣事業の知見を整理し、これにより得た情報を基に各国の首都における都市計
画制度の整備状況にっいて差異を明らかにする。
　専門家は、配属機関である都市計画部局（中央官庁や自治体）において最も都市計
画制度の実態を知りうる立場にあるとともに、第3者として比較的客観的な視点から整備
状況を評価することが可能である。第3章、第4章においては、カウンターパートの視点か
ら都市問題の構造化や政策・整備事業の優先度評価を行っているが、本章では専門家
の知見を整理することにより、都市問題や都市計画制度に関する両者問の差異につい
て確認することも意図した。
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5．2．2開発途上国における都市計画制度の実態分析の方法
本章では、次の4つの方法を用いて都市計画制度の実態分析を行った。
1．専門家定期報告書の調査
　JICAの都市関連調査報告書、および過去10年にわたって専門家によって作成され
た定期報告書約50冊を用いて分析を行った。
　定期報告書は専門家の協力活動や当該国の事情など、専門家が概ね2年の派遣期
間中に得た貴重な情報が掲載されている。例えば、由利1）は、配属機関の受け入れ体制、
協力活動及び業務実績等をとりまとめ、インドネシアにおける都市開発の現況や組織体
制に関わる報告を行っている。また、戸澤2）は、フィリピンにおける都市計画制度の整理、
およびマニラ首都圏の市街地データベースの内容にっいて詳細に報告している。
2．活動中の専門家へのアンケート調査
　4力国の専門家に以下のようなアンケート調査を実施し、記述式の回答を得た。質問
票の発送および回収はe－mailで行った。
　本アンケートにおいては、都市計画制度を構成する①法制度、②都市計画、③都市
計画事業・制限の3項目に加えて、開発途上国において現在最も深刻化な問題の一つ
であり、都市計画制度を考えるうえで重要な要素である都市交通計画についても情報の
確認を取っている。
（1）目的
　①派遣国における都市計画制度の整備状況把握
　②派遣国における都市計画制度の二一ズ把握
　③現行専門家派遣制度の課題整理
（2）対象者
　調査当事、派遣中の全ての都市計画分野専門家、および各国の専門家経験者（2代
前まで）を対象とした。構成は、フィリピン3名（MMDA、経験者2名）、タイ3名（DTCP、
BMA、経験者）、インドネシア2名（DGRD、NLA）、の計8名である。なお、調査当時は、
マレーシアでは専門家が活動していなかった（その後派遣再開）。
（3）質問内容
　質問内容は以下のとおりである。
①技術協力のカウンターパート（主に途上国政府）が認識する都市計画制度の課題
　　と問題点
②専門家から見た都市計画制度の課題と問題点
③我が国に対して技術協力の枠組みの中で支援を必要としている協力内容
④専門家支援業務に対する要望、その他
（4）調査時期
　平成12年（2000年）2月3目～2，月27目
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（5）回答状況
回答8名（全員回答）
3．専門家経験者へのヒアリング調査
　より詳細な情報を得るため、専門家経験者4名（タイ1名、マレーシア2名、インドネシ
ア1名）に対しては、国内でヒアリング調査を実施した。設問内容はアンケート結果にっい
てその背景確認、補足等である。
4．有識者によるワーキング・グループの設置
　都市計画制度の相互比較、および整備課題の整理を可能な限り客観的に行うため、
都市計画分野の技術協力に見識のある学識・行政（国土交通省、外務省、JICA等）・専
門家経験者から構成された13名のワーキング・グループを設置した。なお、本研究は、同
ワーキング・グループによる開発途上国における都市計画制度の実態調査を踏まえ、筆
者が新たに各国制度の比較分析や技術協力との関連性など更なる分析を加えたもので
ある。
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5．3開発途上国における都市計画制度の整備状況、問題点、整備課題
　専門家定期報告書の分析、アンケート、ヒアリング、委員会形式による有識者の相互
比較により、東南アジア4力国における都市計画制度に関する①整備状況、②問題点、
③整備課題について検証した
5．3．1　開発途上国における都市計画制度の整備状況
1．　開発途上国における都市計画制度の整備状況の一覧
　まずは、都市の基礎的な情報を把握するため、東南アジア4力国の主要都市（全て首
都）を対象として、①面積、②人口、③人口密度、④一人あたりGNPからなる数値データ
を整理した。
　次に、都市計画制度が成立している背景を理解するため、①都市行政の仕組み、②
都市計画の構成、③税制（都市計画財源）の内容を整理した。
　そして、都市計画制度の整備状況について把握するため、①法制度（都市計画法）、
②都市計画（M／P、土地利用計画、特定地区詳細計画）、③都市計画事業・制限（市街
地整備事業、土地区画整理事業、用途規制、建築規制）の3項目、および関連する項
目として交通計画を整理し、表5．3，1を作成した。各項目に掲げた法、条例、計画、組織、
事業などは2003年3月時のものを挙げている。
　各国法制度の体系、適用範囲、規制力などの整備状況は日本との比較によって行っ
た。比較は定性的な評価に依存せざるを得なかったが、可能な限り客観的な結果を得る
ため、専門家によるアンケート結果の相互交換、専門家および委員会との情報交換、日
本の制度との比較などを繰り返し行った。その結果、都市計画制度の各項目を次の基準
により3つのグループに類別することとした。
①「0」1制度が法律・省令等により該当項目について計画を策定することが義務付
　　　　けられており、日本と比較し、制度運用上も同等レベルの精度で機能して
　　　　いると判断される場合。
②「△」：制度としての存在は認められるが、日 本と比較し、制度運用上、同等レベ
　　　　ルの精度で機能を果たしていないと判断される場合。
③「×」：制度として存在しない場合で、策定または導入を国会や省内で検討中を
　　　　含む。
　制度が存在Lない「×」と、それ以外の区分は容易であるが、「0」と「△」の区分につい
ては、明確にするのに困難なケースもありうる。そこで、各グループの類別方法としては、
日本の制度を評価基準として整備水準の比較検証を行うこととした。具体的には、①文
献の確認、②専門家の判断結果を基に筆者が3っのグループに類別作業を行った（1〉。
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表5．3．1東南アジア4力国及ぴ我が国における都市計画制度の整備状況一覧
日本 フィリピン タイ マレーシア インドネシア
対象都市一首都 東京 マニラ首都圏 バンコク（BMA〉 クアラルンプール ジャカルタ（D卜q）
面積（㎞2） 区616k㎡：都2，187km2
　　　　（2000） 636k㎡ 1、565k㎡ 243k㎡ 661k㎡
人口（万人） 区792万人1都1，174万人　　　　　（2000） 945万人（1995） 616万人（1990） 134万人（1995） 910万人（1994）
人ロ密度（人／㎞2） 区12，848人／km2：都5，368　　　人／km2（2000）14，858人／k㎡（で995） 3、598人／k㎡（1990）5，514人／k㎡（1995）1，138人／k㎡（1994）
一人あたりGNP（米ド粉 71、7GO＄（1995〉 2，650＄（1999） 6、678＄（、988） 3，143＄（1998） 1，407＄（1999）
都市行政の仕組み
（対象都市）
特別区（23）
京都は特別区と市郡島
（26市、4町、8村）で構成
市（8）、町（9）
17市長の首長により構成
れる首都圏首長会議とマ
ラ首都圏開発庁を設置）
バンコク都庁（BMA〉
ンコク議会（各区の選出）
議会（36）
マレイシアは13州と3連邦
轄区からる。全国の地方
治体数特別市（8）、市
28〉、町（109）
地域（5）
（36）
区（265）
都市計画の構成
国土利用計画法
都圏整備計画
地利用基本計画
市計画
StructurePlan
Town＆PIanningAct（1975）
eneraIPlan
peci恥Plan（未策定）
都市・地方計画法（1976）
空間計画法（1990）
国家、州、県．市が本法に
づいて、空間計画を策定
る）
　　税制
都市計画財源）
固定資産税、特別土地保
税、都市計画税
道路整備特別会計）
固定資産税
地方税（住宅賃貸収入税、
方維持税）
府補助金（一般、特定）
都市計画を実施するため
特定の財源なし、基本的
一般会計から支出
土地建物税、地方交付金
法制度
都市計画法 ○ 都市計画法 X 未策定 ○ Town＆PlannlngAct1975） ○
都市・地方計画法
1976）、クアラルンプール
は連邦計画法
1982）
○ 空間計画法（1990）
都市計画
マスタープラン O都による「整備、開発たは保全の方針」、
マスタープラン
○
「心の優しい世界的大
市に向けて』フレー
ワークプラン（1996
2016〉
O
GeneセalPlan、
omprehe幅vePIan
道路網計画、土地利
計画、公園緑地計
の3つで構成）
○
StmcturePlan（地域
整備目標、詳細計
の骨格、關発規制
ためのガイドプラン
〉（1984）
○ RUTRK（都市総合計）
土地利用計画 O土地利用基本計画 △ マスタープランを適用 △ ComprehenslvePlan土地利用計画） OStructurePIan及びocaI　Plan △ 土地基本法（1960）
特定地区詳紹計画 ○ 地区計画 △
サブディビジョン・コン
ムニアム令（1982）
民間企業の開発奨励
事業の緩和措置）
△ サブディビジョン規制許可事務は簡略） ○
LocalPIan（土地利用
関する詳細計画、実
プログラム）
○
RDTRK（詳細地区計
）カンプン改良事業（低
得者を対象）
市街地整備事業 0開発許可制度民闘関発の規制・誘
手段）
△
都市開発・住宅法
1992）
住宅供給に関する各
規定等）
×
Speci恥Planにょる開
特別法の制定が可
（ただし適用例なし）
o 発許可制度民間開発の規制・誘
手段）
△
開発認可
明確な制度化はなさ
ていない）
土地区画整理事業 ○ 土地区画整理法 × 未導入 X 国会で法案審議中 X 未導入 ○ 土地区画整理法
用途規制
ゾーンニンゲ） ○
用途地域指定
用途地域別に利用が
定）
△
ゾーニング条例
1981）
実態は、現況土地利
を追随するもの。改
が遅れている）
△
内務省令、地方条例
対象エリアを限定し
物の高さ、規模等の
団規制も含む〉
○ LDcalPlan及び開発可制度 △
都市計画条例（1948）
市計画規制（1949）
建築規制
建蔽率・容積率） ○
建築基準法
建築確認制度） △
建築基準法、および構
基準 △
BuildingGontrol
ct（1979）、内務省令o
建築基準法、建蔽率・
積率はLocaIPlan
規定
△
1BM（建築条例）
伝統的居住区内の規
が弱い）
交通計画 ○
高速道路、一般国道
国土交通省。
線道路は各自治体
○
マニラ首都圏総合都
交通体系に係わる
P（JIGA調査、1999
）
△ GomprehensiveP［an道路網計画） O総合都市交通MP △ IPJK（都市道路整備助）
（2003年3月現在）
2．　各都市の都市計画制度の整備状況
　以下各都市の都市計画制度の整備状況について詳述する。整備状況を判断するた
め、表5．3．1に示す各項目について評価を行った。評価点としては、「0」を1、r△」を0．5、
r×」を0として加点し、その結果を9角形のレーダー型グラフを用いて表現した。なお、
各都市の解説にっいては、評価点から見た整備状況に加えて専門家からの回答を補足
として付け加えた。
（1）東京
　本研究において他の都市と比較する材料として目本の首都である東京を選定した。図
5．3．1に見る類別結果により整備状況を示すと1全て9項目が評価点1となることから、グ
ラフの形状は正9角形となる。
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都市計画法
交通計画
土地区画整理事業
0．5
マスタープラン
特定地区詳細計画
市街地開発事業 土地利用計画
　　　　　　　　　　　　　　　　建築規宥　　　　　途規制
　　　　　　　　　　図5．3．1東京の都市計画制度の整備状況
（2）マニラ首都圏
マニラは、他国と比較しても未整備な項目が多く、また唯一都市計画法を有していない，
このため、個々の都市計画規制や事業実施制度を総合的に位置付けた法体系にはなっ
ておらず、個別事業は、全て単体事業として位置付けられるのみであり、他の法制度との
連携が有機的に図られていない。また、施設の整備計画が法的に担保されないなどの弊
害が生じているばかりでなく、市街地開発事業を推進していくための手法が整備されてい
ない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　都市計画法
　　　　　　　　　　　　　　交通計画　　　　　　　　　マスタープラン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0
　　　　　　　　　　土地区画整理事業　　　　　　　　　　　　　特定地区詳細計画
市街地開発事業 土地利用計画
　　　　　　　　　　　　　　　　建築規制　　　　　　途規制
　　　　　　　　　　図5．3．2マニラ首都圏の都市計画制度の整備状況
（3）　ノ『【ンコク
バンコクは都市計画法を有しており、バンコクのマスタープランも整備されている。地区
計画の制度や土地利用計画も策定されており、今後はより適切な運用を図っていくことが
課題である。特に、市街地開発事業（サブディビジョンと呼ばれる）の制度が十分整備さ
れておらず、適切な開発誘導政策がなされていない。実際に開発の主導はマニラ同様に
民間開発業者が主体となって進められている。
都市計画法
交通計画
　　／
土地区画整理事業　　　／
　　　　　　～　　　　　　＼
　市街地開発事業1
建築規痢
，5
マスタープラン
＼
　特定地区詳細計画
　／
　ノ　土地利用計画
＼
　途規制
図5．3．3バンコクの都市計画制度の整備状況
（4）クアラルンプール
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　非常に均整のとれた都市計画制度を有しており、他の都市制度と比較しても優れてお
り、評価できる。また、土地区画整理事業を用いることなく、市街地開発を進めてきたこ
とは、当局の行政手腕なり、都市経営能力は高いことに起因することが推察されるが、今
後、貧困地区や密集市街地の面的開発を一定規模で行う際には、その整備手法、財源
確保が整備課題となろう。なお、現在、土地区画整理事業の導入に向けてモデル事業を
検討中である。
都市計画法
交通計画
土地区画整理事業
市街地開発事業
建築規卸
マスタープラン
特定地区詳細計画
土地利用計画
途規制
図5．3．4クアラルンプールの都市計画制度の整備状況
（5）ジャカルタ
クアラルンプールに準じて、都市計画制度としては整備されている。特に土地区画整理
事業に関しては、これまでに多くの実績を有している。今後の課題としては、開発の許認
可制度の充実である。規制も高所得者向けが主体であり、特にカンポンと呼ばれる伝統
的居住区域への影響、規制が弱いこともあり、市街地におけるスラム地区対策も必要で
ある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　都市計画法
交通計画
土地区画整理事業
市街地開発事業
建築規卸
マスタープラン
特定地区詳細計画
土地利用計画
途規制
図5．3．5ジャカルタの都市計画制度の整備状況
3．　各国都市計画制度の整備状況の比較
　2．において評価した各都市の都市計画制度の整備状況を比較すると図5．3．6のとおり
となる。本分析結果によると、都市計画法やマスタープラン作成などに関わる基本的な制
度は整備されており（4力国中3力国）、都市計画手法としては、ヨーロッパ諸国に見られ
るようなマスタープランにより事業実施の優先度を明らかにして都市施設の整備を図ろうと
するマスタープラン先行型の都市整備を進めている。
　しかし一方では、財源不足の影響もあり、市街地開発事業が十分に機能しておらず
（用途規制は4力国中1力国）、土地利用規制と併せて適切な開発誘導政策を図ってい
くことが今後の課題として指摘できる。
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市
計
画
法
マ　特土ス　定地タ　地利1画区用プ　詳計ラ　細画ン　計
用　建途　築規規制　制
市　土交街　地通地　区計開業画画発　整事　理業　事
凹ジャカルタ
■クアラルンプール
ロバンコク
国マニラ首都圏
ロ東京
図5．3．6　各都市の都市計画制度の整備状況
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5．3．2開発途上国における都市計画制度の問題点
　東南アジアにおける都市計画制度の整備状況を踏まえて、その問題点について分析
を行った。このうち、他の項目と比較して特に整備状況が悪い①市街地開発事業と②土
地利用規制、および都市計画制度を運用する能力として都市政策・施策運用の課題で
ある①都市管理組織と②都市開発財源に着目して分析を加えた。
　都市計画事業・制限の問題を表5，3。2、都市政策・施策運用の問題点を表5．3．3に示
す。
表5．3．2都市計画事業・制限の問題点
都
市
計
画
事
業
ロ
制
限
の
問
題
点
市
街
地
開
発
事
業
制
土
地
利
用
規
急速に進む民間開発
による市街地の膨張に
インフラ整備が追いっ
かず、結果として広域
交通のボトルネックの
発生、スラム化、下水
排水処理システムの不
備による環境悪化、都
市景観の悪化などが
生じている。
ゾーニング条例が制度
上存在するが、実体は
現況土地利用を追随
するものにすぎない。
都市計画の不在によ
り、都市交通施設の整
備方針が計画として担
保されず、土地利用を
誘導するカを有してな
い。このため、事業化
に際する合意形成や
事業調整が困難。
Specific　Planにより開発
誘導策を盛り込んだ詳細
地区計画を策定すること
ができるが、現在まで策定
された事例がない。
民間企業の閣発行為の
奨励と事業の緩和措置の
ため、サブディビジョン・コ
ンドミニアム法が条例で規
制されているが、日本のよ
うに一般的な規制になって
いない。
容積率・建蔽率について
は、建築規制法に基づく
内務省令により、一定の
高さ，若しくは床面積を超
える高層建築物、大規模
建築物について規制が成
されている。しかし、全ての
建物が規制対象となって
いるのではなく、規制内容
も極めて緩い。
公共は、開発許可に際
し、公共施設や低価格
住宅の建設》高水準の
計画基準の遵守を義務
づけ新市街地の整備を
進めてきた。
民間開発に頼りつつも、
公共は比較的明確な政
策方針のもとに、都市の
整備と交通開発を継続
的に推進している点で
は、都市の近代化に成
功しているといえる。
土地利用コントロールは
ローカルプランに基づき、
各自治体が開発許可と
して行うことになるが、本
来規定すべきローカルプ
ランが現在策定中である
ので、その上位計画であ
るストラクチャープランに
基づいてなされる。
開発認可は必ずしも明
確な制度化がなされて
おらず、あくまでも関連
機関・官吏による一連
の許可手続きの一環と
してとして捉えられてい
るに過ぎない。
全市域に亘って詳細地
区計画が策定されてお
り、計画図、建築条例
に準拠し、大規模な宅
地開発を規制している
が、現実にはカンポン
（伝統的居住区）内での
インフォーマル住宅開
発が極めて多い。従っ
て、コントロールを受け
る開発は高所得層向け
に限られている。
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表5．3．3　都市政策・施策運用の問題点
マニラ首都圏　　　　バンコク（BMA）　　　クアラルンプール　　　ジャカルタ（DKI）
都市管理組織
実情に合わなくなった
去の土地利用計画
改訂が遅れ、低層住
地域の一角に高層
ルが建設されるな
、自治体の開発に対
計画部局（DTCP等）と事
実施機関（DOH等）が
かれており、相互間の
比較的小さな人ロ規模
都市化圧力のもとで、
地管理と官民パートナ
シップという独自の戦
的な手法によって都
の近代化に成功した。
の背景として、継続的
地方分権化の流れを受
て、都市整備の主体
中央政府から地方自
体に移行しつつある。
かし、人材不足から自
連絡や調整力が欠如して
いる。特に計画側の力が
い。
画策定段階における各　　　　　　　　　一
データの不備（地図情
治体の都市行政全般
する指導が適切に行な に関わる遂行能力が低
われていない。 な行政対応が行われて 匹中央省庁の縦割り行
・連携不足が自治体
混乱を招いている。
報、社会統計資料）が有 いることが挙げられる。一
効な計画策定の妨げにな
っている。
都市開発財源
都市計画の体系的制
がぼとんど不備な状
であり、更にそれらを
度化・実効していくた
都市開発財源が確保され 市は、都市開発に要す
開発財源を有していな
。従って、事業は国か
税の徴収制度が確立し
おらず、地方自治体
予算不足が事業実
ていないため、官が都市
開発に乗り出すことができ
い．公共より民間の経
力が強く、民間資金等
財源とする高速道路に
し税収を財源とする幹
らの交付税と補助金に に際して最大の問題
めの資金力の不足が よって実施される。なお、 となっている。
問題になっている。そ
ため、自治体レベル
土地利用計画を自
体自ら反対している
ころもある。
大規模建築に際し、駐
場の整備費用負担制
もあるが、目的税では
く、用途は人件費補填
で使用されている。
、補　幹　道路　の公
的施設整備が遅れてい
塗
1．都市計画事業・制限の問題
　都市計画事業・制限が体系的に整備されていない。また、マニラの「土地利用規制」の
事例に見るように、ゾーニング条例、開発許可等の制度があっても、実現を図るべき将来
都市像としての基本計画策定と関連法制度の運用が機能していない。例えば、法的規
制が不十分なまま民問開発による市街化が大規模かっ無秩序に進行するなど、劣悪な
市街地が形成されており、適切な開発誘導や規制が行える法制度の充実が求められて
いる。
2．都市政策・施策運用の問題点
　対象とする全ての国において都市計画、土地利用計画は自治体により所管されている
が（表5．3．3）、予算不足、人材不足から地方自治体の都市計画に関わる事業遂行能力
は十分ではない。ジャカルタの「都市管理組織」の事例で見るように、流動性がないため、
中央官庁から自治体へ人材が移動せず、また、施設整備に関わる都市開発は各国とも
大きな障害となっている。
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5．3．3開発途上国における都市計画制度の整備課題
　上項2，で抽出された都市計画制度の問題点を改善するために、アンケート結果を基に
次のとおり、今後、専門家が積極的に取り組むべき整備課題の抽出を行った。
1．都市計画事業・制限の整備課題
（1）体系的な都市計画制度の整備支援
　研究対象とした4力国には、日本の国土総合開発計画、大都市圏計画に対応するよう
な地域計画などの上位計画が確立されていない（表5．3．1）。4ヶ国の首都圏への人口集
中や市街地の拡大を考えると、全国的視野に立脚した都市計画の上位計画に対する必
要性は高い．また、都市計画に対する上位計画に留まらず、下位計画、施設整備計画、
事業計画を有機的にリンクさせることで、都市計画事業・制限の担保を図ると共に、合理
的かっ体系的な制度を構築することが必要である。
（2）市街地整備の制度導入支援
　マニラの「市街地開発事業」の事例に見るように、近年の東南アジア諸国では、民間が
都市開発の担い手として大きな役割を果たしている。行政は、マスタープランの整備、土
地利用規制、インフラ整備等を担うとともに、民間のポテンシャルを誘導していくためのイ
ンセンティブの付与など、法制度を整備していくことが必要である．
　また、民間開発に対しては、開発ガイドライン（例えば、我が国の開発指導要綱、土地
区画整理計画標準）を明確に示す手法が有効と考えられる。例えば、ジャカルタの「土地
利用規制」の事例に見るように、大規模開発の場合には比較的スムーズに事業を進める
ことが可能であるが、人口密集地域、あるいはスラム地域をどう改善していくかが課題とな
っている。これらの地域では、民間主体の開発行為のみで事態を改善を期待することは
困難であり、行政側の能動的な関与が期待される。
　なお、第4章におけるカウンターパートから見た政策・事業の優先度評価では、留学生
は「官民協働」、研修員は「開発財源」が最も優先度が高い代替案として選定されている。
土地区画整理事業は、官民協働による代表的な都市整備事業であり、これにより都市開
発に必要な開発財源を確保しようとする手法である。このように、同事業は開発途上国側
からも高い二一ズのあることが確認できる。
2．都市計画制度の運用能力の整備課題
（1）都市行政組織の機能強化支援
　東南アジア4力国では、都市計画を策定する機関と、プロジェクトを行う機関が別組織
であり（表6．4．1参照）、バンコクの「都市行政能力」の事例でみられるように、両機関の連
携が十分ではない。計画の事業化を促進するためには、技術協力についても計画策定
支援に留まらず、個別事業の実施、管理までを視野に入れ、総合的、一体的にパッケー
ジとして協力していくことが望ましい。これも、バンコクの場合に見られるように、各国の行
政機関による情報収集が不足している上、デrタを有機的、体系的と活用する体制にな
っていない。今後は、コンピュータ、GISなどを利用した情報活用マニュアル等の整備が
必要であり、これらの点に関する技術協力の優先度が高い。
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（2）人材養成の支援
　都市計画を立案・実施できる行政能力の向上のために、人材育成および都市情報の
体系的整備が課題である。現在行われている研修の一層の充実が必要なだけではなく、
専門家によるOJT（オン・ザ・ジョブ・トレーニング）が重要である。
（3）都市整備財源制度の支援
　各国では、公共が利用可能な都市整備財源は極めて限定されている。そこで、都市
整備を推進するには民間の活力を発揮させ、開発利益の一部を吸収しつっ、新たな整
備に投資するような戦略を構築していくことが必要である。
　また、インフラ整備においては、地方では徴税率が低く、受益者負担が十分に機能し
ていないことが、財源確保を難Lくしている。そのためには、課税対象の正確な把握や管
理、徴税等の体制整備、または特定財源の設立などにより、施行強化・支援が必要であ
る。
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5．4都市計画制度の整備課題から必要とされる技術協力の提案内容
　報告書、アンケート等の結果を踏まえ、前項5．3，3の都市計画制度の整備課題に対応
するためには、表5．4．1に示された提案内容に重点を置き技術協力を進めていくことが必
要であると考えられる。
表5．4．1専門家から見た都市計画制度の整備課題から必要とされる技術協力の提案内容
提案者 整備課題から必要とされる技術協力の提案内容 対応課題
フィリピン専門家他2名 事業の資金調達手法の技術協力 ①②
インドネシア専門家他1都市整備手法（土地区画整理）の技術協力 ①②
元フィリピン専門家 G【Sシステム等情報管理の技術協力 ①②
タイ専門家他1名 自治体職員の研修体制の確立 ②
対応課題（①都市計画事業・制限の課題、②運用能力の整備）
　アンケート対象者のうち3名が、①事業資金の調達手法に関する技術協力が今後重
要であると考えている。また、2名は市街地整備に資する法制度の整備のためには、②土
地区画整理など都市整備手法の技術協力が有効であるという指摘を行っている。更に、
③都市計画に必要な情報管理技術や、④自治体職員に対する技術研修組織・体制の
重要性が明らかになった。
　特に、第4章におけるカウンターパートから見た政策・事業の優先度評価においては、
「官民協働」、「開発財源」の2っがが優先度の高い代替案として選定されており、両者の
条件を兼ね備えた土地区画整理事業は、開発途上国側からも二一ズの高い技術協力で
あることが、これにより確認できる。
　なお、今回の研究を通じ、専門家は東南アジアにおける都市計画制度に関する貴重
な情報源であることが明らかとなった。今後は、これまでに派遣された専門家の知識と経
験を、他の専門家が共有化できるような我が国側の人材育成システムが不可欠であると
考える。
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5．5本章のまとめ
　本章においては、①開発途上国における都市計画制度の実態を比較・分析し、②都
市計画制度の整備課題を明らかにし、それから必要とされる技術協力の内容を提案する
ことを目的に検証を行なった。これにより、次のことが明らかになった。
1）東南アジア4力国の主要都市（全て首都）を、①都市行政の組織、および都市計画
　制度である②法律（税制）及び財源、③都市計画と上位計画との関連性、④マスター
　プラン、⑤土地利用計画と都市計画制限、⑥都市計画事業、そして⑦交通計画の視
　点から分析することとし、全体で11項目からなる整備状況の一覧表を作成した。
2）各国法制度の体系、適用範囲、規制力などの比較は定性的な評価に依存せざるを
　得なかったが、可能な限り客観的な結果を得るため、専門家によるアンケート結果の
　相互交換、専門家および委員会との情報交換、日本の制度との比較などを繰り返し、
　東南アジア4力国、および我が国における都市計画制度の整備状況の比較・分析を
　行った。
3）このうち、マニラ首都圏は、他国と比較しても未整備な項目が多く、また唯一都市計
　画法を有していない。このため、個々の都市計画規制や事業実施制度を総合的に位
　置付けた法体系にはなっておらず、個別事業は、全て単体事業として位置付けられ
　るのみであり、他の法制度との連携が有機的に図られていない。また、施設の整備計
　画が法的に担保されないなどの弊害が生じているばかりでなく、市街地開発事業を推
　進していくための手法が整備されていない実態が明らかになった。
4）バンコクは都市計画法を有しており、バンコクのマスタープランも整備されている。地
　区計画の制度や土地利用計画も策定されており、今後はより適切な運用を図ってい
　くことが課題である。特に、市街地開発事業の制度が十分整備されておらず、適切な
　開発誘導政策がなされていない。実際に開発の主導はマニラ同様に民間開発業者
　が主体となって進められている実態が明らかになった。
5）クアラルンプールは、非常に均整のとれた都市計画制度を有しており、他の都市制
　度と比較しても優れており、評価できる。また、土地区画整理事業を用いることなく、
　市街地開発を進めてきたことは、当局の行政手腕なり、都市経営能力は高いことに起
　因することが推察されるが、今後、貧困地区や密集市街地の面的開発を一定規模で
　行う際には、その整備手法、財源確保が整備課題となる実態が明らかになった。
6〉　ジャカルタは、クアラルンプールに準じて、都市計画制度としては整備されている。
　特に土地区画整理事業に関しては、これまでに多くの実績を有している。今後の課
　題としては、開発の許認可制度の充実である。規制も高所得者向けが主体であり、特
　にカンポンと呼ばれる伝統的居住区域への影響、規制が弱いこともあり、市街地にお
　けるスラム地区対策も必要な実態が明らかになった。
7）比較分析の結果、①都市計画法やマスタープラン作成などに関わる基本的な制度
　は整備されており（4力国中3力国）、都市計画手法としては、ヨーロッパ諸国に見られ
　るようなマスタープランにより事業実施の優先度を明らかにして都市施設の整備を図
　るマスタープラン先行型の都市整備を進めている。②一方では、財源不足の影響もあ
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　り、市街地開発事業が十分に機能しておらず（用途規制は4力国中1力国）、土地利
　用規制と併せて適切な開発誘導政策を図っていくことが今後の課題として明らかにな
　った。このように、各国制度の整備状況と抱えている問題点の差異が、目本、および
　他東南アジア国の都市計画制度と比較することにより明確となった。
8）本研究において抽出された課題を踏まえ、専門家から見た都市計画制度に関する
　技術協力の課題を整理し、重点を置いて対応すべき技術協力の内容を整理した。こ
　れにより、都市計画制度の課題に対応するためには、①事業の資金調達手法、②都
　市整備手法（士地区画整理）、③GISシステム等情報管理、および④自治体職員の
　研修体制の確立に関する4つの技術協力が必要であることを提案した。
9）カウンターパートから見た政策・事業の優先度評価においては、「官民協働」、「開発
　財源」の2つが優先度の高い代替案として選定されており、両者の条件を兼ね備えた
　土地区画整理事業は、特に開発途上国側からも二一ズの高い技術協力であることが
　明らかになった。
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［第5章補注および参考文献］
補注
（1）文献、および専門家へのアンケート調査結果を基に「O」、「△』の区分を行ったが、その
　　一例としてタイにおける土地利用規制に関する評価を示す。
　建築規制法に基づく内務省令若しくは地方条例によりそれぞれのエリアを限って規制
がなされている。これら省令、条例については用途規制ばかりではなく、建物の高さや規
模などの形態規制も同時に行っている場合もある。また、例外対象の事例も多く、日本の
ように一般的な規制とはなっていない。このような点を鑑み、本項目については「△」が妥
当であると判断した。
②建築基準法（容積率・建蔽率）
　本項目については、本論文表一3の「バンコク」の「土地利用規制」の欄に示したとおりで
ある。「用途規制」同様に、本項目についても、全ての建物が規制対象となっていない点
と、規制内容も極めて緩いものである点を勘案し、「△」が妥当であると判断した。
参考文献
1）　インドネシア国内務省地域開発局、都市整備専門家、由利久生（1993）、「総合報告書」
2）　フィリピン国マニラ首都圏庁、市街地整備専門家、戸澤潮（1994）、「総合報告書」
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第6章　開発途上国における都市計画制度に関する
技術協力の実態と実施方策
6．1はじめに
6．1．1本章の目的
　第5章では、開発途上国の都市問題を解消・緩和するための手段として都市計画制度
に着目し、その実態にっいて検証した。
　本章の目的は、都市計画制度に関する技術協力に着目し、①我が国および国際援助機
関が行う技術協力の実態を明らかにし、②そのうちタイで行われた我が国の土地区画整理
に関する技術協力を事例として時系列分析を行う。これにより、③技術協力がタイの土地区
画整理に関する制度の整備段階に応じて行われたことを実証し、④都市計画制度に関する
技術協力を有効に実施するための示唆を得ることである。
6．1．2本章の方法
　本章の方法は、①我が国の技術協力の実施機関である国際協力機構（JICA）、および
世界銀行、UN－HABITの2つの国際援助機関を対象として、各機関の都市計画制度に関
する技術協力の目的、活動内容、組織体制、分野別・地域別の実績について分析をする。
そして、JICAの代表的な4っの技術協力事業である研修員受け入れ、専門家派遣、開発
調査、技術協カプロジェクトの事業内容、構成、規模、実施プロセスを分析し、その実態に
っいて検証を行う。
　さらに、②タイで実施された土地区画整理に関する我が国の技術協力の事例を用いて、
既存文献、データ、資料のレビュー、および関係者のインタビューを踏まえた時系列分析を
行い、社会の二一ズの変化と技術協力の対応状況を分析する。これにより、技術協力がタイ
の土地区画整理に関する制度の整備段階に応じて行われたことを実証する。
6．1．3本章の手順
本章の手順は、次のとおりである。
1）　6，2では、国際援助機関等の行う開発途上国における都市計画制度に関する技術協
　　力の実態を明らかにするため、その内容、事業、事業の実施プロセスについて分析を
　　行う。
第一に、開発途上国における都市計画制度に関する技術協力の内容について分析
する。（6．2．1）
第二に、開発途上国における都市問題に関する技術協力の事業にっいて分析する。
（6，2．2）
第三に、第5章で検証を行った都市計画制度の整備課題から必要とされる技術協力
の内容に適合した事業にっいて分析する。（6．2．3）
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第四に、開発途上国における都市計画制度に関する技術協力事業の実施プロセスに
ついて分析する。（6．2．4）
2）　6、3では、都市計画制度に関する技術協力を有効に実施するための示唆を得るため、
　　タイの土地区画整理に関する技術協力を事例として時系列分析を行う。
第一に、本節6．3の分析を行うための設定項目を定める。（6．3．1）
第二に、タイの都市の整備状況を分析する。（6．3．2）
第三に、タイの都市問題の発生要因を分析する。（6，3，3）
第四に、タイの土地区画整理に関する技術協力の実態について分析する。（6．3．4）
第五に、社会の二一ズの変化と技術協力の対応状況を分析する。（6．3．5）
4．6．3では、本章をまとめる。（6．4）
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第6章開発途上国における都市計画制度に関する技術協力の実態と実施方策
6，1はじめに
ぎ繋
6．1．1本章の目的
6」・2本章の方塗
◇
6・1・3本章の型贋
号
6．2我が国および国際援助機関が実施している都市計画制度に
　　　　　　　　関する技術協力の実態
6・2・1開糞途上国における都市計璽制度に関する技術協力
舷
62、2、開糞途去国における都市計璽型度1三関三至藝術協力の事業
く｝欝
6．2．3都市計画制度の整備課題から必要とされる技術協力の提案内容に
　　　　　　　　　　　適合した事業
・く＞
6，2，4開発途上国における都市計画制度に関する技術協力事業の
　　　　　　　　　　実塵プ・セス
号
6、3土地区画整理に着目したタイにおける都市計画制度に関する
　　　　　　　　技術協力の実施方策
6，3，1本節の分析の目的、対象とする技術協力、分哲の車法
号
6．32タゴにおける都市の整璽状況
ラ
6・3・3タイにおける都市問題の発生要因
◎、、
6・3・4タイの土地区画整理些関する技術協力の実態
妓
6．3．5土地区画整理に関する制度の整備段階と技術協力
号
6．4本章のまとめ
図6．1．1本章の流れ
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6．2我が国および国際援助機関が実施している都市計画制度に関する技術
　　協力の実態
　本節6．2は、我が国および国際援助機関が開発途上国に対して実施している都市計画
制度に関する技術協力の実態を明らかにする。
　このため、我が国の技術協力の実施機関である国際協力機構（JICA）および世界銀行、
UN－HABITの2つの国際援助機関を対象として、各機関の都市計画制度に関する技術協
力の①組織体制、②技術協力の目的・活動内容・担当部署、③分野別・地域別実績、およ
びJICAを対象に4つの事業（①研修員受け入れ、②専門家、③開発調査、④技術協カプ
ロジェクト）の①事業内容、②構成、③規模、④実施プロセスを分析する。
6．2．1開発途上国における都市計画制度に関する技術協力
1．開発途上国における都市計画制度に関する技術協力の世界的な取り組
　みの経緯
　今日、開発途上国の都市化は急速に進行しているが（1）、これまでは「先進国＝都市、途
上国＝農村」1）といった所謂ステレオタイプの切り口により両者の社会事業は大別されてきた。
また、開発途上国に対する技術協力は、まずは農業や農村開発に関する支援が重視され
てきた経緯もあり、開発途上国における都市計画制度に関する技術協力や、その対象とな
る都市問題が重要課題として認識されだしたのは比較的最近のことである。
　まず、1972年、ストックホルムで開催されたr人間環境会議」において、今日の地球環境
問題が国際的に初めて討議された。当会議においては環境に関わる数多くの議論がなされ、
その中で「人間居住（Human　Settlements）」に関わるセッションも設けられた。これが国際的
に途上国の都市問題を包括的に取り上げた初めての機会である。これを受け、1976年にカ
ナダ国のバンクバーにおいて「国民人問居住会議」が開催され、「居住問題」に焦点を当て
都市や住宅に関わる討議がなされた。そして、1978年にはこれら一連の会議成果を踏まえ、
ケニア国のナイロビに国連組織である国連人間居住センター（UN－HABIAT）が開設され七
いる2）。
　人問居住会議は第1回の会議から20年後にあたる1996年に第2回会合が、トルコのイ
スタンブールにおいて開催された。この会議では、飲料水の不足、交通渋滞、医療サービス
の不足、農村の荒廃、スラム化、貧困、不衛生、ホームレス、暴力・犯罪等、都市悪化にと
もなう諸問題の解決・防止を主なテーマとして議論がなされ、居住環境改善のため国内外で
のパートナーシップの構築を求める「イスタンブール宣言」、および人間居住に関する目標
や行動計画を定めた「ハビタット・アジェンダ」を採択した3）。また、世界銀行も重要課題の一
つとして掲げるなど開発途上国の都市問題を重要視しようとする動きが本格的に始まった。
このように、現在では開発途上国の都市問題は、固有の一都市、一地域に限定される問題
ではなく、むしろ地球規模で取り組むべき課題として理解されている4）。
2．我が国および国際援助機関が行う開発途上国における都市計画制度に
　関する技術協力
161
（1）JICAが行う都市計画制度に関する技術協力
1）JICAの組織体制
　我が国において主に開発途上国の都市計画制度に関する技術協力を行っている機関
は、独立行政法人国際協力機構（JICA）である。JICAは1954年のコロンボ・プラン加盟（2）
を契機として研修員の受け入れ事業や専門家派遣を行うため1955年に設立されたアジァ
協会、および海外の移住事業を担当していた海外移住協会から発展した組織である。
　2003年10月には独立行政法人への移行化に伴い組織を再編し、開発課題（開発の対
象として取り上げる項目）へのアプローチを強化するために事業別体制から課題別の実施
体制に移行し、従来の地域部と連携を図りながら事業を推進している5）。なお、現在JICA
が開発課題として設定している項目は次の20件である6）。
①人間の安全保障
②平和構築
③貧困削減
④自然環境保全
⑤保健医療
⑥社会保障
⑦情報通信技術
⑧経済政策
⑨農業開発・農村開発
⑩都市開発・地域開発
⑪ガバナンス
⑫ジェンダー主流化・WID
⑬環境管理
⑭教育，
⑮水資源・災害対策
⑯運輸交通
⑰エネルギー・鉱業
⑱民問セクター開発
⑲水産
⑳南・南協力
2）J豆CAの目的、活動内容、担当部署
　JICAは我が国のODA（政府開発援助）のうち、技術協力、および無償資金協力の調査、
実施促進に関する業務を担当しており、もって開発途上国の自助努力を支援することを目
的としている7）。
　JICAにおいて都市問題を対応する部署は社会開発部であり、各種の事業を通じて都市
問題に関しても積極的に取り組んでいる。この活動内容については、次項6、2．2「開発途
上国における都市計画制度に関する技術協力の事業」において分析する。
　なお、図6．2．1は、JICAが取り組む重要な課題の一っである貧困削減に関する取り組み
方策を示したものである。本図に示されるようにJICAでは、インフラ、経済活動、居住環境
等の都市問題も貧困と密接にっながっている8）ものとして捉えており、都市計画（制度）に関
する技術協力はその有効な手段として位置付けている。
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　　　　　　　　　品種改覆　　　　　　農業技へ↓〆食品加一
　　栄養改善　　　　　　　　　　　　・，　、　　　　　　　　敦材開発　　　　＼　1憩』　／灘》・鞍　　遮揖欝
都市．画／’ 　＼上水＿
　　　　而場経済｛ヒ支！1＼職業帥1練
　　　　　　　　　中小企業振興
　　　　　　　　　　　　　　　←は愚職癬力で夏盤で含ゐことの例
図6．2．1貧困問題に関するJICAの取り組み方策
　また、JICAの開発課題のうち、都市計画制度と最も関係が深い都市開発・地域開発に
ついては、「課題の概要」とそれに関する取り組みを次のように整理している9）。
①開発課題の内容（3）
　「開発途上国では人口増加、都市化に進展の度合いが大きく、都市化の進展は経済発
展や効率的な都市運営などの面で正の効果をもつものの、一方では急激な都市化により、
都市の住環境の悪化、交通混雑、治安の悪化、スクオッター・スラムの発生などの様々な問
題を引き起こしている。また、都市の周辺地域や地方部でも地域経済の衰退、インフラ整備
の遅れ、公共サービスの欠如など様々な問題を抱えている。」
　「それらの問題は様々な事象が複雑かっ相互に影響しあっており、また、地域二一ズが多
様化・複雑化するなかで、個々の問題解決型の開発協力では対応しきれないものも多く存
在している。そこで、それらの都市・地域問題に対し、都市・地域といったある特定のエリアを
面的に捉え、中長期的な視点で複合的アプローチにより、都市・地域の開発問題に対応し
ていく必要がある。」
②JICAの都市・地域開発の取り組み
　「JICAの都市・地域開発の取り組みとしてはM／P調査や地域総合開発計画調査や個別
の技術協力などを行っている。MIP調査は、国全体または特定地域での総合開発計画や、
セクター（分野）別の長期開発計画を策定するための調査で、その策定によって、複数のプ
ロジェクトが互いに整合性をもち、各プロジェクトの優先順位が明らかになり、計画が効率的
に行うことができる。（中略）」
　「それぞれの調査の過程で相手国行政関係者の計画立案能力の向上も図れる一方、都
市・地域開発に関する様々な問題を解消するための、都市・地域開発に関する技術向上を
目指した技術協力や研修などを行っている。」
　このようにJICAでは、都市問題の解消・緩和手段として都市計画を策定し、各種事業を
効率・効果的に行うためには、M／P等の都市の基本的な計画の策定とそのための人材能力
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の向上が不可欠であると認識していることが確認できる。
3）JICAの分野別、地域別実績
　JICAの技術協力の分野別実績にっいては人数ベース、金額ベースによる幾っかのデー
タ整理がなされているが、参考として技術協力のうち、開発調査における分野別の割合を図
6．2．2に示すlo）。このうち、都市計画制度と関連する分野としては公益事業、建設、運輸、お
よびその他が対象とされる。
2003年度
　　その他
　　23．5％
鉱工業／
20．2％
公益事業
8．9％　　　　建設
　　　15．0％
農林水産業
20．7％
運輸
11，ア％
げ牛数ベース1
図6．2．2開発調査における分野別割合
　我が国の技術協力は、JICA以外にも財務省など13の省庁（外務省を含む）が技術協力
を行っている（4）。JICAはその中で最も多い51．7％に及ぶ技術協力の事業予算を有しており
（2004年度）、目本政府全体から見た技術協力の地域・事業別実績は表6．2．1のとおりであ
るII）。
これについても、都市計画制度について厳密に限定できないが、全体的にはアジアが
38．71％と最も高く、中南米、アフリカと続いている。
表6．2．1日本政府全体の技術協力の地域・事業別実績
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 』維秘1乏出純額ベース1
形　盤 総額 観修員璽入 専門窟娠遣 鋼査団濡疫 憾力隊滋遣 留学生髪入
地　壇 予円 ％卑 人　　％ 人　　％ 人　　％ 人 ％ 人　　％
ア　ン　ア　地域 127，‘潮＆612曳38，71 跳7‘甘I I灘婁、1 5，z欄　1711．詔I　　 4．53呂　154451 1．541｝131－％1囲タアo　l曾3511
中　嬢　地　域 1氏51・1，r㈱1：5，0211．153　12851460 1ら．16 鰭9　111月71書09 ISr・1911，“37 1α蜘
2アフリカ地域 23，1名3，隻縦｝ 171）21 2，‘；92 i5－2S！l 囲1電玉 L23專　1”811 9” ll9、591511 ゆ18ヤ
跡瀕緬7“ 唱 731 5，9、1且　ln，67） 7f硬｝qn，和 967　111「印II1，312127，33：ml呂　ll獣1
3　大洋州地域 窪帥〕．61娼 q．ア2 L1艮、5 12．8711 2豊2113．21261　13且31172 19、79： Il7 ‘川II年　欧州1東欧を含ひ 4胡既3卸 q．1P 7z7　亘．畜31 川i　iL蕊179　12、亜5】12 〔2－951 灘i　lα5511
分賄不能 P 123．幌4．・193137』圭且1 り．913 119，45’甑，　lI．垢 167　12‘瞳P 1｝ （1〕』1翼li 　　隠74 11；381i
合　　計 32隻し75眠S8】樋α覇）／ 5‘），95811（XLoo）7，46烈lqo．〔即邸諺51瞭脚1 4β且9〔1楓〔尻，） 1伍91ゆq‘noOj
注：　 lい　シ∫睡類イ・能とは、　各地ま殴に童たカ1るi鱗食・月）「，1取」盤等、行敵縫費、1増発1序電費警地上蹟分・類が’f・μrI彪なも・■〕
　lJI四捻配人力関f系1．、合計が・致しないこヒがある
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（2）世界銀行が行う都市計画制度に関する技術・経済協力
1）世界銀行の組織体制
　世界銀行とは、実際には①国際復興開発銀行（IBRD）、②国際金融公社（IFC）、③国
際開発協会（IDA）、④多数国間投資保証機関（MIGA）、⑤国際投資紛争解決センター
（ICSID）の5つの機関により構成されており、これを総称して世界銀行グループと呼んでい
る。このうち、開発途上国における都市計画制度に関する技術協力を行う組織はIBRDであ
る12）。
2）世界銀行の技術・経済協力の目的、活動内容、担当部署
　世界銀行は、主として開発途上国の貧困緩和に向けた事業支援を目的に、①融資国に
おける持続的成長、人々の生活水準の向上に資するプロジェクト、②構造調整プログラムの
実施に関して、貸出による支援、および専門家やコンサルタントの派遣によって技術協力を
行っている。主要機関であるIBRDは1944年、IDAは1960年に設立されており、本部は
米国ワシントンDCにある13）。
　開発途上国を対象として融資事業を所管しているIBRDの都市開発部門は、
Infrastructure　Vice　Presidency（INFVP）局傘下にある6つあるDepartment（部）の一っ
Transport＆Urbanが所管している。なお、INFVPのDept．（部）は次の構成となっている14）。
①Transport＆UrbanDept．（交通・都市部門）
②Energy＆WaterDept．（電力・水資源部門）
③InfrastructureEconomic＆FinanceDept．（インフラ経済・経営部門）
④ConsultativeGrouPtoAssistthePoor（CGAP）Globa1Program．（貧困対策）
⑤Oi1，Gas，Mining＆ChemicalDept，（燃料・鉱工業部門）
⑥Globallnformation＆CommunicationTechnologyDept．（情報・通信部門）
3）世界銀行の技術・経済協力の分野別、地域別の実績
　近年、世界銀行は、社会開発等の貧困削減に向けた取り組みにカを入れている。特に、
基礎保健や教育を通じた「人への投資」や、貧困削減の重要な要素である開発途上国の
「ガバナンス（行政能力）向上」の支援等を行っている。また、開発途上国の主体性に配慮
すべきという要望を受け、開発途上国自身が策定する「貧困削減戦略ぺ一パー（PRSP）」に
沿った形で支援を行うこととし、より効果的かっ効率的な支援の実施という観点から、「包括
的援助フレームワーク（CDF）」を導入して他援助国／機関との協調を進めている15）。
　世界銀行は設立当初から開発途上国の都市問題、あるいは都市開発についてもインフ
ラ整備支援という形で積極的な協力を行っている。
　世界銀行などの開発金融は、通常、民間融資が十分に利用出来ない事業に融資される
（つまり民間の融資事業としては採算性が低い事業）。世界銀行の分野別融資の割合は図
6。2，3に示すとおりである。これによると世界銀行の全融資における都市開発の割合は8％と
なっており、分野別にはll分野中6番目の規模となる。また、都市開発案件同様にインフラ
整備事業を主体とする5番目の農村開発（RuralDevelopment）と合算すると18％になり、民
問融資部門（22％）に次いで2番目の規模にランクされる。
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図6．2．3　世界銀行の分野別融資額の割合16）
実際、内容的には他分野と重複し、分野を跨る事業も存在していると思われることから、都
市開発分野は世銀の融資対象事業において重視されている分野の一っであることが理解
できる。また都市開発案件に関する地域別割合は図6．2．4のとおりとなる。これによると東ア
ジア・太平洋地域が31％と最も多く、中南米（21％）、南アジア（17％）、アフリカ（15％）が続
く。アジアで約半分の47％の割合を占めている。
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図6．2．4　世界銀行の都市開発分野における地域別融資の割合17）
（3）UN－HABITATが行う都市計画制度に関する技術協力
1）UN－HABITATの組織体制
　国連人間居住計画（以下UN－HABITAT）は、1976年バンクバーで開催された第1回国
連人間居住会議における人間居住宣言を受けて、1978年にケニア国ナイロビに設立された。
その後、第56回国連総会（2001年12月）の場で同センターの地位、機能の強化が決議さ
れた。2002年1月より「国連人間居住委員会」とその事務局である「国連人問居住センタ
ー」は、「国連人間居住計画」に改組され、現在に至っている。このようにUN－HABITATは
都市計画制度を含む都市化および人間居住に関する問題に取り組む国連の機関である
18）。
2）UN－HABITATの目的、活動内容、担当部署
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　UN－HABITATの使命は、政策提言、能力開発、国際・地域・国家・地方といったレベル
でのパートナーシップ構築を通して、社会的、環境的に持続可能なまちや都市づくりを促進
することである19）。UN．HABITATの目的は大きく2つに分けられる。第1はr都市化と居住
に関係する問題の存在にっいて注意を喚起すること」。第2はr住宅と人間居住問題との取
り組みに努力している国々を支援すること」である20）。
　UN－HABITATは、大別して①地球的規模での包括的な調査・広報活動、および②各国
の住宅および居住問題解決に向けた支援活動の二つを大きな役割としている。なお、
UN－HABITATは、「人間居住」を「住居」ではなく、コミュニティでの生活における人々の社
会的、経済的、政治的な相互活動を表現する用語として用いている。っまり、住宅とその周
辺のインフラストラクチャー、仕事の場、社会サービスとレクリエーション、そしてこれらの環境
を整備し、管理する機関等が、人々の生活にとって必要な基本的要素であると定義しており、
活動範囲は、幅広い分野が対象となっており21）、主に次の分野（プログラムエリア）に対して
支援活動（Programmes）を行っている。
①住宅および社会サービス
　・近隣地帯を管理する地域共同体の能力の開発
　・都市と地方の居住環境の改善と向上
　・適切な建設資材と建築の促進
　・人問居住における女性と青少年の役割拡大
②都市開発
　・急速な都市化問題への取り組み
　・都市管理技術の向上と実践
　・都市部の貧困減少促進
　・ニヒ地と融資へのアクセス改善
　UN－HABITATは、組織全体が都市問題に対して事業、支援を行う機関であるが、次の
部署によって構成されており、福岡をはじめ世界に9つの事務所がある22）。
①TheShelterandSustainableHumanSettlementsDevelopmentDivision（都市・住宅
　　　開発等プロジェクト実施部門）
②TheMonitoringandResearch（プロジェクトの進捗管理部門）
③The　Regional　and　Technical　Cooperation　Division（地方事務所べ一スのプロジェクト
　　実施部門）
3）UN－HABITATの事業実績
　UN－HABITATは2）に述べた目的を達成すべく、数多くのProgrammesを行っているp
2004年現在では56の国に対して95件の技術協力（TechnicalProgrammes）を行っており、
そのほとんどが開発途上国である。事業予算も近年増大しており、1988年の事業予算18．7
百万US＄に対し、2004年は161百万US＄にも及んでいる。このうち、国家再建事業には特
に多くの支出を行っており、主な対象国としては、アフリカのチャド、リビヤ、アジアではアフガ
ニスタン、中束のイラ久ヨーロッパのコソボ、セルビアとなっている23）。
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6．2．2開発途上国における都市計画制度に関する技術協力の事業
　本項6．2．2では、開発途上国における都市計画制度に関する技術協力の事業（方法、
手段、メニュー、アプローチ。慣習的に我が国の技術協力ではこれを「形態」と呼ぶことが多
いが、本研究ではより汎用的な用語であるr事業」を用いる）の特性について分析する。
　技術協力の事業にっいては各援助機関において独自性が見られる。そこで本研究では、
代表事例として我が国における技術協力の実施機関であるJICAを対象に事業の内容を整
理する。
1．我が国が行う国際協力の実施体制
　我が国の政府開発援助（ODA）は、大別して国際援助機関を対象とする多国間援助と二
国間援助から構成されている。このうち二国問援助にっいては、研修生の受け入れなど技
術協力に関わる業務をJICA、有償資金協力に関わる業務を国際開発銀行（JBIC）が担当
している。
2．JICAが行う開発途上国における都市計画制度に関する技術協力
　開発途上国において国造りを効果的・効率的に進めるためには、社会インフラ（教育、保
健、水供給、衛生）、農業部門など人々の生存に不可欠な基盤（BHN：Basic　Human
Needs）や運輸、通信、エネルギーなどの経済基盤の整備、更には、大気、水質、廃棄物、
森林など環境の保全が必要である。しかし、多くの開発途上国では、これら基盤整備を全て
自国の技術、資金源のみで行っていくことは困難なのが現状である。
　このうち、開発途上国における都市計画制度に関連する技術協力は、①土地利用計画
等の市街地整備計画への支援である都市計画分野、および②道路・橋梁、鉄道・軌道交
通、河川・上下水道等など個別の都市基盤整備の2っに大別できる。
　JICAの都市計画分野に関する技術協力の全体的な構成、体系としては、図6、2．5に示
すとおりであり24）、その事業は、①研修生受け入れ、②専門家派遣、③開発調査、④技術
プロジェクト（旧プロジェクト方式技術協力）、⑤機材供与の5つとなっている．
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図6．2．5　JICAが行う都市計画分野に関する技術協力の構成
　本研究は、このうち、技術協力で必要とされる機材をカウンターパートヘ供与する形式で
ある機材供与を除く、①研修員受け入れ、②専門家派遣、③開発調査、④技術プロジェクト
（旧プロジェクト方式技術協力）の4っを本研究で対象とする技術協力の事業とする。
3．JICAが行う開発途上国における都市計画制度に関する技術協力
各技術協力の①事業内容、②構成、③規模は次のとおりである。
（1）研修員受け入れ
1）事業内容
　研修員受け入れとは、開発途上国・地域の中核的な行政官、技術者、研究員などに、そ
れぞれの国で必要とされている知識や技術を伝えるものである。
　1954年に事業開始以降、行政・公共事業、農林水産、教育、保健医療、鉱工業など開
発の基本的課題に関する研修に加えて、環境やHIVIAIDSなど地球規模的課題に関する
研修や、民主化支援、市場経済化等の新しい課題にも取り組んでいる。
　∫ICAでは、日本国内で開催する研修員受け入れの特徴、利点を次のとおりとしており25）、
研修を新しい技術の習得と交流活動に関する機会提供の場として位置付けている。
・研修員の母国で実現されていない新しい技術・考え方が、日本において実際に適用さ
　れた状態で見ることができる。
・日本の経験を世界に伝えることができる。
・同じ課題に取り組む他国の研修員とも意見交換を行う機会が得られ、考えを深めるこ．と
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ができる。
　研修員受け入れは、他の技術協力の事業と連携して補完的に実施されるケースが多い
が、JICAにおいては最も基本的なr人造り」事業の一つとして位置付けられている。主として
行政に携わる公務員が対象となっており、研修成果のみならず、目本が行う技術協力への
理解、さらには帰国後の技術普及活動に対しても効果も期待されている26）。
2）構成
　研修員受け入れ事業の構成は、図6．2．6に示すとおり27）であり、大別して日本で実施する
本邦（国内）研修、海外で行う在外研修の2種類がある。その内容は、グループ毎に共通の
カリュキュラムで行われる集団型研修、個々の研修要望に応じてそれぞれの研修カリュキュ
ラムを策定する個別型研修を行う技術研修、留学生事業等からなっている。
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図6．2．6　JICAが行う研修員受け入れの構成
3）規模
　2003年には、149力国、8，066人に対して日本で研修を行った。さらに国外で開催する研
修プログラムも開設しており、これには6，531人が参加している。なお、事業開始以来の研修
員の受け入れ総数は約27万5，000人に上っている28）。コース期間は2週間から1年、研
修の目的に応じて図6。2．6に示すような様々なコースが用意されている。
　研修員受け入れは、基本的には個人、場合によっては数人からなるグループを対象とし
た技術協力であり、対象者は限定的にならざるを得ない。JICAは研修員をr自国の発展を
担う人々」29）と位置付けており、今後は、個人、少数グループが受講した研修の成果をいか
に高次の段階である組織、社会の次元に高めるのかが課題となっている。
（2）技術協力専門家
1）事業内容
　技術協力専門家（専門家）とは、派遣される開発途上国において開発の中心となる行政
官や技術者に対して、その国の実情に即した政策提言や具体的な技術の普及を行うことで、
制度づくり、組織強化、人材育成に貢献するものであり、開発途上国における人造り協力の
重要な柱として役割を担っている。
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　専門家は、開発途上国の行政機関、研究所、あるいは大学等の教育機関へ派遣され、
配属された機関のスタッフであるカウンターパート（技術協力事業を行う際の相手側担当者）
を通じて技術協力を行うものであり、日本の技術や経験を相手国の社会制度や文化・風土
に適合するように移転、改良し、効果的に活用、普及することを目指す事業である。30）
　JICAでは、専門家の特徴を次のとおりに整理している。31）
・開発途上国の現場で協力活動が展開される。このため、相手国の実情に応じたきめの
　細かい協力が可能である。
・通常の技術指導から、相手国の制度、政策の助言に至るまで、多岐にわたる分野の
　専門家を派遣している。
・相手国政府の中枢で政策アドバイザーとして活躍することで、目本の「顔の見える」協
　力を効果的・効率的に実施できる。
・市場経済への移行、災害復興、ポスト・コンフリクトなど国際社会の変化によって生まれ
　た新たな援助二一ズや新規の援助対象国に対して、機動的かつ迅速に対応できる。
2）構成
　JICAでは、派遣の方法により、専門家を次の5っに分類している。32）
・開発途上国からの個々の要請に応じた派遣。
・専門家のグループ派遣と研修員受け入れ、機材供与など他の事業と組み合わせた研
　究協力および重要政策中枢支援。
・開発途上国の二一ズに即した適正技術の移転、および開発途上国の人材を専門家と
　して他の開発途上国へ派遣するもの（第三国専門家）。
・開発途上国にとって有意義と思われる協力を日本側から相手国側ヘオファーする形
　式のもの（開発パートナー事業）。
・技術協カプロジェクトに参加する派遣（詳しくは、後述する4）を参照）。
3）規模
　JICAでは派遣が1年以上を「長期専門家」として区分しており、毎年3，000名程度の専
門家を海外に派遣している。このうち、都市計画制度と関連する「計画・行政」、「公共・公益
事業」の分野は合計して3割程度となる33）。
（3）開発調査
1）事業内容
　開発調査は、JICAに雇用されたコンサルタントが開発途上国の国造りの基礎となる開発
プロジェクトの計画策定を行うために、プロジェクト実施の可能性と適正な事業内容について、
技術、費用、組織・運営、環境、経済・財務評価の面から検討を行い、報告書として当該国
政府へ提出する。この成果は途上国政府の政策判断の資料となり、これによりプロジェクト
実施に関する政策判断がなされるなど、国際機関や援助供与国が資金援助や技術協力を
検討する際の資料となる。
　開発調査で提言された計画は、多くの場合、日本の円借款や無償資金協力などの資金
協力、相手国の自己資金、国際機関からの資金協力によって実現化されている34）。
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2）構成
　主として開発計画の大要をまとめるマスタープラン調査（M／P）（5）、およびプロジェクトの妥
当性を評価するフィージビリティ調査（FIS）を行う事業であり、計画策定支援の過程で相手
国のカウンターパートに対して計画策定方法、調査・分析技術に関する支援、協力を行って
いる35）。
3）規模
　開発調査の規模は、内容により異なるが、1年～2年程度の期間を要し、参加するコンサ
ルタントのメンバーも一調査団当たり数名から10数名の規模となる。2003年度は2，791名の
調査団員を派遣しており、都市計画制度と関連する「計画・行政」、「公共・公益事業」の分
野は人数ベースで4割程度を占めている36）。
（4）技術協カプロジェクト（プロジェクト方式技術協力）
1）事業内容
　技術協カプロジェクトは、開発途上国の社会・経済開発に必要な人材の育成、技術の開
発、技術の普及を支援すると共に、開発に必要な制度を整備し、実施を担当とする組織の
能力強化を目的に行う事業である37）。
　同事業は、①社会開発協力、②保健医療協力、③農業開発協力、④森林・自然環境協
力、⑤鉱工業協力の5分野に分類され、このうち都市開発は、道路交通、港湾、海運、電
気通信、上下水道などインフラストラクチャーの建設、運営、保守に関連する分野の一環と
して社会開発の分野に含まれる38）。
　なお、同事業は、従来、プロジェクト方式技術協力と呼ばれていたが、JICAの制度変更
にともない、2003年から本名称を使用している。これにより、内容、構成、規模にも変化があ
ったが、実績数も未だ多くないことから、本研究では同一のものとして取り扱う。
2）構成
　事業目標を達成するために、①専門家派遣、②研修員受け入れ、③機材供与の3つを
組み合わせ、計画の立案から実施、評価までを一貫して行う技術協力事業である。原則とし
て途上国側が技術協力の場となる建物や土地、運営経費を用意し、日本側が専門家派遣、
研修員受け入れ及び機材供与を行う39）。
3）規模
同事業は、通常3～5名程度の専門家が、3～5年程度の期問にわたり技術協力を行うも
のであり、併せて相当規模の機材供与もなされる。
　なお、機材供与とは、無償で開発途上国に機材を供与することであるが、技術協力の場
合は、専門家派遣など人を通じた技術協力を円滑かつ効果的なものにするために行う事業
の総称である。技術協力の本旨は人間の交流にあるとの理解から、機材の供与は人との結
び付き（帰国研修員、専門家、協力隊員など）があることを原則として行われており、技術協
力においてはあくまでも補助的な手段として位置付けられている。対象となる機材は、専門
家が現地へ携行可能なパソコン、試験機材、精密機器などである。40〉
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6．2．3都市計画制度の整備課題から必要とされる技術協力の提案内容に適合し
た事業
　第5章では、専門家の報告書、アンケート等の結果を踏まえ、開発途上国における都市
計画制度の整備課題から必要とされる4っの技術協力の提案内容を表5．4．1に示した。
　それでは、これらの提案内容に対してどのような技術協力の事業が適しているのか。必要
とされる技術を普及、定着させる観点から、研修員、専門家、開発調査、技術協カプロジェ
クトの4つの技術協力の事業を対象として、その適用性を検討したものが表6．2．2である。
　適用性の評価項目は、事業の①主たる対象者、②規模、③実施期問、④提案内容の適
応可能性の4項目である。そして、各項目の評価を勘案し、技術協力の事業を以下の3っ
のグループに類別した。
①「0」：各評価項目から条件的に適していると判断される場合。「適している」とはこれ
　　　　までの事例において、実施することにより、効果が確認できる例があったか、あ
　　　　るいは、高い確度で発現することが想定できることをいう。
②「△」：各評価項目から適用が可能と判断される場合。上①と比較すると実績数はな
　　　　いか、極めて少ないが、制度運営的には適用可能なもの。この場合、効果は
　　　　上①と比較して少ないか、未知数である。
③「×」：各評価項目から見て不適当であり、事業の実施運用上も適用することが不可
　　　　能である場合。
　本評価については、まずは各事業の実績にっいて確認を行い、①実績による適用性、②
事業の実施運用の可能性について評価した。②については、可能な限り客観的な結果を
得るため、第5章の「開発途上国における都市計画制度の整備状況」の評価で行ったように、
専門家および委員会との情報交換により精査を繰り返すことにより、最終的にその適用性を
判断した。
表6．2．2提案内容に適した技術協力の事業
No 提案内容
技術協力の形態
研修員 専門家
開発調査
　技
1事業の資金調達手法の技術協力 O O △ △
2都市整備手法（土地区画整理）の技術協力 ○ ○ ○ ○
3GISシステム等情報管理の技術協力 ○ ○ △ △
4 自治体職員の研修体制の確立 O △ × ○
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技術協力の事業別の適用性にっいては次のとおりである。
1．研修員受け入れ
　官公庁の幹部、実務担当者を主たる対象者とするが、日本で開催される研修の場合は、
通常少人数であり、実施時期も数週間から2ヶ月前後程度と短期間であるため（コースによ
っては半年から1年程度の長期コースもある）、技術の普及面では、同事業のみでは技術の
定着が図れない恐れがある。
　ただし、受入国において研修を行う場合は、比較的長期間、かつ多人数を対象に行われ
ることもあり、この限りではない。基本的には表6．2．2の全ての提案内容に対して対応可能で
あるが、特に「4．自治体職員の研修体制の確立」については、受入国における研修として規
模の面から適当である。
2．専門家
　アドバイザー対象の所属長、および配属された部署の職員を主たる対象者として、10人
前後の職員に対して直接の技術協力を行うものであり、通常2年程度の期間、特定のテー
マを担当にしっっ計画的な技術協力が可能となることから、これら提案内容の事業としては、
柔軟性が高く、適応性が高い。
　しかしながら、「4．自治体職員の研修体制の確立」の提案内容は研修に際し多くの講師
陣を要するため、専門家1名のみの配置では十分な対応が困難である。
3．開発調査
　期間は1年間に限定され、技術移転があくまでもOJTを通じたものであるため、受入国側
がその制約性を十分に理解した上で行わないと、調査完了後のサポートが十分に行われな
い。技術の定着性を高めるためには、技術のフォローアップ体制の構築が不可欠である。提
案内容にっいては幅広く対応可能であるが、「2．都市整備手法（土地区画整理）の技術協
力」以外では実績がない。
4．技術協カプロジェクト
　同事業は、事業規模、実施期問が他の事業に比較すると大きく、多人数の職員を対象に
技術協力を行うことが可能であり、投入量に比例して事業効果も高い。
　ただし、表6．2．2の「L」にっいては、多くの講師陣を交えて取り組むべきテーマではなく、
むしろ専門家が事業実施に影響力のある高い地位のカウンターパートを通じて時問をかけ
て直接行うべきテーマであると考えられることから、当事業のスケール・メリットが発揮し難い
内容である。
　これら技術協力の4事業のうち、全ての提案内容に適した案件としては、1999年から
2005年にかけてJICAが協力を行ったタイ「都市開発技術向上計画（The　Project　on　the
DevelopmentoftheMethodofurbanDevelopmentlDMUD」技術協カプロジェクトを挙げる
ことができる。
　同案件は、同国の地方分権化の流れに対応すべく、地方担当職員の都市開発技術（土
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地区画整理等）向上を目的として行われたものであり、専門家を複数、チームとして派遣す
ると共に、日本、タイとも相当額の予算を措置し、研修などを通じて技術協力を行ったもので
ある。研修で使用するテキストは開発財源やGISなど都市開発技術に関する幅広い分野を
網羅している（言語はタイ語にて作成）。
　都市計画分野では初めての試みとなるDMUDの特徴を整理すると、従来の個別専門家
派遣と異なり、①複数の専門家（長期4名、短期6名程度／年）により、総合的できめの細か
い技術協力を行える、②相手国自治体職員を対象とした技術移転を大規模に行うことがで
きる、③市街地整備を中心とする都市計画の制度作り（市街地整備事業）と人材育成を併
せて行っていることが挙げられる41）。
　このようにDMUDへの技術協力としては、①計画技術者の養成、②パイロット事業の実施、
③土地区画整理に関連する法・規則、技術基準、技術マニュアルの作成が行われた。42）今
後は体系的な都市計画制度を整備する必要のある他の開発途上国に対しても、同様の技
術協力事業を適用することが有効であると考えられる。
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6．2．4開発途上国における都市計画制度に関する技術協力事業の実施プロセス
　技術協力が対象とする開発途上国の都市問題は複雑、多様であり、技術協力を行うに
は、その実態に応じて多様なアプローチがありうる。しかし、実施する側の予算的な制約から、
各技術協力の事業は、実施する期間、予算、人員などの投入量が予め定められている。こ
のため、与えられた制約条件下において技術協力の効果を高めるには、各事業の規模、導
入時期、実施期間などの実施方策を有効に実施することが求められる。
　本項6．2．4では、我が国の技術協力の実施機関であるJICAが行っている都市計画制度
に関する技術協力のうち、代表的な事例である①研修員受け入れ、②専門家派遣、③開発
調査、④技術協カプロジェクトの4っの事業を対象として、その実施プロセスに着目し、その
流れと特性を分析する。
　これにより、実施プロセスの流れから見た各事業の有効性と制約について明らかにする。
なお、実施プロセスとは、仕事を進める方法、手順、過程、経過43）であり、作業の工程であ
る。
1．研修員受け入れの実施プロセス
　図6、2．7は、研修員の能力向上を目的として策定された「年間計画の策定」から「フォロー
アップとアフターケア」に至る一連の長期研修の実施プロセスを示したものであり44）、この期
間は一年程度である。
　研修員が特定の技術の習得するためには、研修の期間がより長期問であることが望まし
いが、研修を実施する側の予算的制約などもあり、JICAで行っている集団研修は通常2ヶ
月程度の期間となっている。そこで、限定された期間内で効率よく研修を行うためには、研
修の二一ズに適合した①カリュキュラム、②シラバス、③テキストの充実、および研修内容の
相互理解が不可欠である。
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年間計画の策定
日本側から各国の援助窓ロ機関に対して
要望調査を行い、各国の研修員の受け入れ
計画を決定する。新しく設立された研修コース
については、相手国の二一ズや目標を明確に
するための調査団を派遣することがある。
募集と要請
概要、研修員の資格要件などを詳細に記し
た募集要項（GI：GeneralInformation）が対象
国に対して、随時送付される。対象国は日本
側の受け入れ計画やGIに従って研修員候補
者を決定し、要請書を日本政府に提出する。
研修の実施
日本側の受け入れ回答が得られると、研修
員の来日が決定する。来日した研修員は、目
本での生活、文化、社会など日本事情につい
てのオリエンテーションを受けた後、研修を受
けるのが一般的である。また、研修員が日本で
生活するにあたって、気候、文化、宗教等の違
いに配慮を行う。
研修の評価
研修が終了すると、研修員と日本側関係者
による評価会が開かれ、ここでの議論が今後
の改善に生かされる。また、HCAでは集団型
研修の分野別検討会を開催し、研修内容の
見直しや新規研修の開発を行っている。
フォローアップとアフターケア
HCAではフォローアップチームを派遣して、
帰国研修員が日本で習得した技術や知識の
活用の経過を調査したり、最新の技術情報を
提供するセミナーを開催している。また、帰国
研修員の同窓会では、帰国研修員同士の交
流の場とするだけでなく、セミナーを開催するな
ど、日本で学んだ技術や知識を現地に普及す
る場として活用している。
図6．2．7研修員受け入れのプロセス（6）
2．専門家の実施プロセス
　専門家は、派遣先である行政機関等のカウンターパートに対して技術的な指導、助言を
行う技術協力であるが、派遣される機関や対象となる課題に応じて活動の内容が異なる。カ
ウンターパートが開発プロジェクトを行う場合は、専門家はアドバイザーとしてプロジェクトに
参画し、技術基準を策定するのであれば、策定委員会のメンバーに加わるなど、その立場、
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役割によって技術協力の実施プロセスは一律ではない。っまり、専門家の行う技術協力の
活動自体には定型的なプロセスが存在しないといえる。
　図6．2．8は、都市計画制度の開発プロジェクトに専門家がアドバイザーとして参画した場
合を想定し、そのプロジェクトの各段階に期待される役割の関係を示したのである。本図に
見るように、専門家は、自分が関与する都市基盤整備事業や、技術基準策定などの業務の
プロセスに自分の活動を位置付け、組み込む必要がある。
プロジェクトのプロセス
　　　プロジェクトの発掘
○プロジェクトの二一ズ
○プロジェクトの発掘 佃
各プロセスの段階における専門家に期待さ
れる役割
・既存計画とその実施状況の把握、問題
点の把握・分析
・解消／緩和対応策の検討
・日本の援助案件としての可能性検討
・事業実現方策の検討
　　　プロジェクトの形成
O開発調査（M／P、F／S、基礎デー
　タ整備）
OM／P、F／Sのプロジェクト形成
OM／P、F／Sの技術的フオロー
〈コ
・派遣国側・日本との事業調整
・要請内容の検討、要請書（TOR）作成
・M／P、F／Sを実施する際の課題に関する
技術的支援
↓
　　プロジェクトの実施促進
O無償資金協力
Oプロジェクト方式技術協力
O有償資金協力（円借款）等
細 ・JICA、JBIC、民間資金等、経済協力推進のための支援
・自己資金による事業化の可能性（BOTや
PFl等）についての指導・助言
↓
　　　　　事後評価
○エパリュエーション事業 細 ・プロジェクト実施後の評価
図6．2．8開発プロジェクトのプロセスと各段階において専門家に期待される役割（7）
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　専門家はプロジェクトの代表者として主体的な立場で推進役を果たすのではないが、プロ
ジェクトを行う機関や組織に対して、助言、提言などを通じて支援を行う必要がある。特に、
資金手当てをどう確保するかというのが、厳しい財政事情を抱える開発途上国側の大きな
関心事でもある。従って、専門家は目本の援助システムの流れを途上国側へ説明することを
目的として、目本の資金援助についての融資あるいは貸与条件、事業実施の流れ、参考事
例等を適切に紹介、助言、あるいは両国間において調整することが期待されている45）。
　一方、課題としては、専門家一人に責任のある業務が集中し、過度の負担が掛かってし
まうこと、あるいはその反対にプロジェクトの主要な業務を任されないか、全く関与しないこと
であり、同事業自体は高い柔軟性を持って運用される反面、業務項目が明確に設定されて
おらず、状況に応じてあるいは個人の資質により技術協力の内容や精度にバラツキ（差）が
見られる（8）。
　専門家の派遣任期は通常1年～2年程度である。つまり開発プロジェクトの全実施期間と
専門家が活動可能な任期期問が異なることから、専門家は図6．2．8に示されたプロジェクト
の全てのプロセスに関係するのではなく、あくまでもその中の限定されたプロセスの関与に留
まる。従って、現地の関係者はもちろん、前任者や後任者への引継ぎなど綿密な調整を図り、
プロジエクトの運行が順調に進むように支援することがプロジェクトの成果を高めるためには
必要になる。
3．開発調査の実施プロセス
　開発調査は、特定の問題や課題に対して一定期間の調査を行い、その解消・緩和策とし
て事業化計画を立案し、事業化を推進する事業であり、これまでも都市計画制度、都市問
題に関して多くの実績がある。
　｝例として、ベトナムで行われた開発調査案件の事例を参考に、開発調査に関する実施
要請の段階から資金供与事業に至るまでのプロセスと、日本側の協力内容について図
6．2．9に示す。
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　＜時期＞
1993年9月
＜プロセス＞
開発調査の実施要請
べトナム政府はハノイ市都市交通計画MIPを
策定するため我が国の技術協力を得たいとし
て、開発調査の実施を要請する。
＜協力内容＞
＜］実施要言青の受領
1995年3月事前調査（SIW協議）
我が国政府の決定を受け、本格実施調査の
ための情報確認・収集、現地踏査や相手国関
係者との協議を行い、本格調査の範囲、内
容、方法など双方の担当事項等を定めた実
施細則（SIW：Scope　of　Work）を署名交換す
る。
＜コ事前調査団の派遣
1995年9月
～1996年12
月
開発調査（MIP、FIS〉
2015年を目標年次としたハノイ市の市内交通
網整備計画を策定する。
MIPl1，190kmの道路整備（1996～2015）、鉄
道17．4kmの整備（2001～2015）
FIS＝ソンラ地区新都心開発（592ha）（2000～
2005）
　　開発調査の実施
　　相手国カウンターパ
〈コートに関する技術移
　　転（OJT）
　　セミナー開催
↓
1999年3月有償資金協力（円借款事業）
rハノイ市都市交通網整備事業」
ハノイ市内の道路数ヵ所及び交差点数ヵ所の
整備・改良（供与額125．1億円）
＜1資金協力の実施
図6．2．9開発調査プロジェクトが実現化されるまでのプロセスの事例
　　　　市交通計画調査』）46）
（ベトナム国『ハノイ市都
　本事例に見るように、開発調査を要請してから、資金協力を得て（または自国予算により）、
事業化に至るまでは、通常5～7年、場合によっては10年以上の期間を有する。開発調査
は、1～2年程度の期間にわたって調査を行うものであるが、何もない状態からプロジェクトの
実現可能性を評価し、その企画、推進を図る開発調査はプロジェクトを実現化するために重
要な役割を果たしている。
　また、開発調査の実施プロセスに、専門家が参画し、事業推進役を果たすことも多い。一
般に専門家は一つの開発調査だけではなく、同時並行的に複数のプロジェクトに携わって
いるが、その全てのプロセスに関与するのではなく、プロセスの一部（各々の案件の進行状
況と専門家の派遣時期に応じた対応（長期専門家は通常2年問））を担当することになる。
よって、専門家は開発調査の各プロセスにおいて期待されている自らの役割を十分認識し
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ておく必要がある47）。
　開発調査の制約は、実施要請から事業の着工に至るまで長期間を要することである。図
6．2．10の事例では、開発調査の実施要請から実施に至るまでに9ヶ月、有償資金協力の実
施まではそれから2年3ヶ月費やしている。早期の事業化推進を計るためには、専門家など
他の技術協力事業や資金協力との連携を深めることが重要である。
4．技術協力プロジェクトの実施プロセス
　一般的な技術協カプロジェクトの実施プロセスは、図6．2，10に示すとおりであり、通常の
実施期間は、開始から終了まで3～5年程度である。
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図6．2．10技術協力プロジェクトの仕組み48）
　技術協カプロジェクトの特徴は、事業が名称どおり一っのプロジェクトの視点で実施され
る技術協力であるため、比較的明確に、プロジェクトの目標設定、事業規模（予算、人員配
置）の決定、評価・モニタリングなどの実施プロセスの管理が行いやすい点にある。
　このため、技術協カプロジェクトは、他の技術協力の事業では対応が困難な、社会の制
度作りといった非常に大きな規模、波及効果が高い案件にも運用できる。一方、課題として
は、それを可能とするカウンターパート側の資金、組織的な相応の関与、配慮が不可欠であ
り、そのための協調関係の維持や、専門家や開発調査など他の技術協力の事業をいかに
取り込んでいくかといった視点が、実施プロセスの有効性を高めるためには重要となる。
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6．3　土地区画整理に着目したタイにおける都市計画制度に関する技術協力の実
　　施方策
6．3．1本節の分析の目的、対象とする技術協力、分析の方法
1．本節の分析の目的
　本節6．3の目的は、タイで行われた我が国の土地区画整理に関する技術協力を事例とし
て時系列分析を行う。これにより、技術協力がタイの土地区画整理に関する制度の整備段
階に応じて行われたことを実証し、都市計画制度に関する技術協力を有効に実施するため
の示唆を得ることである。
2．本節の分析で対象とする技術協力
　本分析で対象とする技術協力の事例は、都市計画制度の技術協力のうち、より焦点を絞
り込んだものを選定して行う。本事例は、①開発途上国からの要望が高く、②長期間にわた
り継続して行われており、③分析に必要となる豊富なデータを有している事例が望ましい。
　そこで、本節6．3では、この3つの条件を適合する事例として、タイにおける土地区画整理
に関する技術協力に着目し、時系列分析を行う。本事例を用いる理由は次の3つである。
（1）都市計画制度に関する技術協力の案件として要望が高い
　第4章におけるカウンターパートから見た政策・事業の優先度評価においては、「官民協
働」、「開発財源」の2っが優先度の高い代替案として選定されている。このことから、両者の
条件を兼ね備えた土地区画整理事業は、特に開発途上国側からの二一ズが高い技術協
力であると考えられる。
　さらに、第5章における「専門家から見た都市計画制度の整備状態から必要とされる技
術協力の提案内容」においても、「都市整備手法（土地区画整理）」に関する要望が高い。
（2）長期間にわたり、継続的して支援を行われている技術協力である
　我が国は、土地利用に関する諸問題を解消・緩和するため、これまで、タイに対して20年
以上にわたり、継続して土地区画整理の技術協力を実施してきた。このような長期間にわた
る都市計画制度に関する技術協力の事例は、タイのみならず、他国における技術協力の事
例でも類がない。
（3）多様な技術協力事業が組み合わされて行われており、豊富なデータを有して
いる
　タイにおける土地区画整理の技術協力は、技術者育成、事業化推進、法案制定支援な
ど多様な技術協力の事業を組み合わせて実施してきた。このため、多様な技術協力の事業
を通じて豊富なデータの入手が可能である。
　なお、土地区画整理に関する技術協力のうち、特に関係が深い、次の5つ事業を本分析
で対象とする技術協力の事業に設定した。このうち、国際セミナーは、厳密には技術協力の
範囲に含まれないが、タイの土地区画制度を整備させるために大きな役割を果たしているこ
とから、本分析の対象に含める。
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①研修事業（都市整備コース、および土地区画整理実務コース）
②長期専門家派遣（都市計画、土地区画整理）
③開発調査（土地区画整理事業適用計画）
④プロジェクト方式技術協力（都市開発技術向上プロジェクト）
⑤セミナー開催（土地区画整理国際セミナー）
3．分析の方法
　6、3の分析方法は、既存文献、データ、資料のレビュー、および関係者のインタビューを通
じて、次のとおり時系列分析を行う。
　なお本分析は、1981年より2005年に至るまでの25年間、1／4世紀を対象期間として設
定した。実際に、バンコク市（BMA）に都市計画制度に関連する専門家の派遣が、1981年
より開始しており（担当は下水道計画）、この年を我が国の都市計画制度に関する技術協
力の嗜矢として設定した。
（1）6．3．2は、タイの都市整備状況を把握するため、タイの首都であるバンコクの①都市形
　　成の過程、②都市基本指標、③都市行政組織、④都市財政について分析する。
（2）6．3．3は、土地区画整理が必要となった都市の需要・緊急性を明らかにするため、土地
　　区画整理を実施するにあたり大きな影響を与える①都市計画、②土地利用計画、③都
　　市開発手法を対象として実態を分析する。これにより、タイの都市問題の発生要因を
　　把握する。なお、3つの都市問題は、例えば土地利用問題と居住問題など、他の問題
　　項目の要素を一部包含、連関しており、これにっいては含めて検証を行う。
（3）6，3．4は、土地区画整理の技術協力の実態を明らかにするため、①研修員受け入れ、
　　②専門家、③開発調査、④技術協カプロジェクト、⑤国際セミナーの実績を分析する。
（4）6．3、5は、都市計画制度に関する技術協力を有効に実施するための示唆を得るため、
　　土地区画整理の取り組み（事業化と法案化）状況を整理し、土地区画整理が要請され
　　た社会背景・需要、土地区画整理に関する複数の技術協力の実績と関連する事項に
　　ついて分析する。そして、土地区画整理に関する二一ズの変化、制度の整備状況と技
　　術協力の実績から、本技術協力がタイの土地区画整理に関する制度の整備段階に応
　　じて行われたことを実証する。
183
6．3．2タイにおける都市の整備状況
　6．3，2は、タイにおける都市の整備状況を把握するため、タイの首都であり、代表都市であ
るバンコクの①都市形成の過程、②都市の基本指標、③都市行政組織、④都市財政にっ
いて分析する。
1．バンコクの都市形成略史
　バンコク（現地では「天使の都」を意味するクルンテープと呼ばれる）は、ラタナコーシン王
朝を築き上げたラマ1世が1782年に王都アユタヤから遷都したことから始まる。当時のバン
コクは、アユタヤから70km程下流に位置するデルタ地域、水辺の小集落であった。湿地で
居住環境に適さないこの地へ遷都した最大の理由は、防衛上の必要性によるものであった
が、交通の大動脈であるチャオプラヤ川を通じた海外交易の発展に対する期待も大きかっ
た49）。ラマ1世は、城壁を築き王宮を造ると共に、運河を張り巡らせて交通・輸送網を整備
するなど、地域の性格としては基本的に東南アジアに見られる河川型交易国家に類似した
ものであった鋤。
　バンコクは運河の整備により商業の中心地として栄えた。しかし、海外貿易による取り扱い
輸出入商品が増大するに従って、舟運だけではきめ細かなサービスに対応できなくなり、道
路網の整備が積極的に推進され、併せて道路周辺の土地開発も進んだ。このように、道路
建設を契機にバンコクは船による実物経済から市場経済へと移行し、さらには近代化の流
れの中でこれまで未開発であった土地の商品化が進み、図6．3．1に示すように郊外（東側）
が市街地へと膨張し始め、現在へと至ることになる51）。1933年に制定されたテサバーン（市・
町）法に基づきバンコク市が設置された当時は41km2に過ぎなかったが、現在は1，569km2
にも及んでいる52）。
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図6．3．1バンコク市街地拡大の経緯53）
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2．バンコクの都市基本指標
現在のバンコク市街地図は図6．3．2に示すとおりである。
　　　　　1再』■　　　　　彫
　　　　　一
図6．3．2現在のバンコク市54㌃
　表6，3．1にバンコクの都市の基本指標を示す。現在、タイでは一極集中によって人口の集
積化が進展している。例えば、バンコク市の人口584万人（全国の9，3％、2003年末）に
対し、全国第2の都市ナコンラチャシマの人口は僅か30万人と規模的には1／10にも満たな
い（9）。さらに、バンコ首都圏（BMRIBangkokMetropolitanRegion）の人口は737万人であり、
全国都市人口の59％を占めている〔lo）。
　表6．3．1に示すように、全国規模で比較すると銀行数、工場数、商業登録従事者数は多
いが、バンコクの都市化は「産業化なき都市化」55）とも言われている。例えば、バンコクの産
業就業者構成をみると、3次産業に従事するものが全体の75％を占め、全国値2割に比べ
て著しく高く、サービス産業への特化、偏向が著しい〔川。また、道路網に関しては、バンコク
中心市街地の道路率は8．1％（東京B．6％、大阪16，2％、ニューヨーク23．2％、パリ20％）と
なっており（12）、都市基盤の整備は、未だ十分ではない。
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表6，3．1バンコクの都市基本指標（13）
項目 数量 単位 項目 数量 単位
人ロ数 5，570，743人 スラム数 1，246箇所
面積 1，568．74km2スラム内世帯数 293，929戸
人ロ密度 3，560人／km2スラム内人ロ 1，247，175人
家屋数 1，562，110戸 映画館数 86
学校数 1，456 校 百貨店数 71 店
学生数 991687人 生鮮市場数 165市場
教自 52，174 人 寺院数 433 寺
保健所／支所数 65／80所 銀行数（支店数） 1，016 店
院数 158 所 工場数 19，735工場
医院数 2，524 所 商業登録事業者数
斗　院 893 所 株式会社 15，110 社
助産　院数 21 所 有限会社 4，490 社
西洋医蹴局数 2，968 店 式公開会社 215 社
タイ　医思局 436 占
　タイでは住居のストック（建物戸数）に関する公式データが存在しておらず、住宅公社
（National　Housing　Authority：NHA）は航空写真を分析して住宅戸数を分析している。この
うち、バンコク首都圏（バンコク都と隣接するサムットプラカーン県他2県、およびパトンター二
一県他近郊4県の既成市街地）を対象として1990年に行った住宅開発形態別集計値は
表6．3．2、1988年次における全体構成比は図6．3、3に示すとおりである。
　なお、10年毎に行われている国勢調査（Population　and　Hous重ng　Census）によると居住で
見たバンコク首都圏の電化率100％（全国87．3％）、専用便所を持つ世帯の割合9割（全国
81．7％）と質的にも設備・衛生面での居住水準が向上している傾向が確認される。（14）
表6．3．2バンコク首都圏の開発形態別住宅戸数（1974、1984、1988年）（15）
開発形態 1974 1984 1988
増却数（84←88） 年増加率
8←88）
大規模開発 20，193 113，755270，800157，045 34．5％
ショップハウス 134，766247，552257，2669，714 1．0％
小規模／個別開発 262，345363，323479，955116，632 8．0％
スラム 139，326160，145170，63810，493 1．6％
公共住宅 28，533 74，708 85，000 10，292 3．4％
その他 N．A． 38，951 51，323 12，372 7．9％
合計 585，163998，4341，314，982316，548 9．4％
厨大規模開発
■ショップハウス
口小規模／個別開発
ロスラム
■公共住宅
囲その他
図6．3．3バンコク首都圏住宅別構成
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3．バンコクの都市行政組織
　政府行政機関として全国の都市行政を所管・監督しているのはタイ国内務省公共事業
都市計画局（Department　ofPublic　Works　and　Town＆CountryPlanning，Ministry　of
lnterior：DPT。2002年10月の省庁再編に伴い都市地方計画局（DPTC）を改組）である。
同局は広範に同国の都市行政事務を取り扱っており、これまではバンコクを除く地方都市の
都市計画の策定も所管業務であったが、1999年に制定された「地方分権法」により、現在
当業務は地方自治体の事務事項56）となっている。
　バンコクの都市行政を所管するのはバンコク首都圏庁（Bangkok　Metropolitan
Admillistration：BMA）である。バンコクは首都としての行政区域を拡大させてきたが、特別
法である1975年の「バンコク都行政組織法」の制定以降は図6．3．4に示す現在のような行
政区分に定められており57）、現在は50の区（DistrictOffice；Khet）で構成されている。
　バンコクは、タイにおける経済・文化・教育・情報の中心地であり、行政面でも中央集権体
制の要としてその存在は大きい。都知事は任期4年の公選制（県知事や郡長は官選、直接
選挙で自治体首長が選ばれるのはバンコクのみ）であり、関係諸法令およびバンコク都条例
（Kho　Banyat）に基づき都の政策を策定し、行政を執行する。部局（Department）は、次官
事務局（PermanentSecretaryDepartment）など14局で構成されている581。
　BMRと県（全国に70県）の相違点は、①行政区域内に県自治体、市、町、衛生区が無く、
全区域を直轄管理している、②特別法によって設置され、選挙によって選出された知事の
権限が大きいことであり、政府の出先機関も少なく、地方自治体の中では自治能力は高く、
治安維持、公共事業をはじめ行政事務の内容も幅広い鋤。
⑤
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図6．3．4バンコクの行政区と行政区分地図60）
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4．バンコクの都市財政
　バンコクの財政収入は表6．3。3に示すとおりである。バンコクの総生産額はタイ全体の
実に4割に及ぶ規模を担っているが61）、中央財政全体との割合と比較すると収入で2．5％、
支出で2．3％程度にすぎない62）。このようなrl割自治」に満たない財政規模のもとで、r不十
分な財政状況のために主要な開発事業を自前で実施できず、都市開発計画における地方
自治の原則が崩れてしまっている」63）状況にある。
　財政不足の解決策としては、中央政府との調整協力と分担率の明確化、会計・予算の合
理化、公共サービスの受益者負担、新規財源の確保、民営化の促進等の方策が示されて
いる64）。しかし、中央と地方の収入格差は、過去40年間変化していない。構造的な変革
が行われない限り、慢性的な財政不足の解消は困難65）であり、バンコクの開発財源の確保
は大きな課題となっている。
表6．3．3　第4次バンコク都開発計画期（1992年～96年）における財政収入66｝
（単位：100万バーツ）
項目内訳 1992 1993 1994 1995 1996（％）
財政収入（合計） 13，316 18，339 23，918 23，036 31，006（100。0）
経常収入（小計） 10，256 11，840 14，170 17，000 20，400（65，8）
1．租税 9，145 10，590 12，819 15，348 匪8，286（89．6）
2．都資産 715 770 822 1，020 1，443（　7．1）
3．手数料等 293 334 365 444 432（　2。1）
4．その他 104 145 164 188 239（　1，2）
特別収入（小計） 3，060 6，499 9，748 6，036 10，606（34．2）
1、政府補助金 1，948 3，157 4，929 5，270 10，606（100．0）
2．基金 1，112 3，342 4，819 766 一
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6．3．3タイにおける都市問題の発生要因
　6．3．3は、土地区画整理がタイの都市で必要となった社会的な需要、緊急性を明らかに
する。
　そのためには、都市計画制度に関連が深く、特に土地区画整理を実施するにあたり大き
な影響を与える①都市計画、②土地利用計画、③都市開発手法の実態と整備課題を分析
し、これにより、タイの都市問題の発生要因を把握する。なお、3っの項目は、例えば土地利
用と居住施設など、他の項目の要素を一部包含し、連関L合っていることから、これらにっ
いては取り込んで検証を行う。
1．都市計画の実態
　タイで最初の都市計画がバンコクにおいて制定されたのが1952年である。同国の、近代
的な都市計画制度の歴史は未だ浅いが、バンコクでこれまでに策定された「都市計画
（PhangMuang）」は表6．3．4のとおりである。
　これら「都市計画」とは、いわゆる都市整備マスタープランに相当し、都市の開発計画の
枠組みと都市整備の方向性を示し、土地利用計画を基本として、人口配分、交通体系、都
市施設の整備・配置などの諸計画を含んだ内容となっている67）。また、表6．3．4以外にも
MIT68）、EC69）、JICA（都市環境改善プログラム）70）など幾っかの外国機関によって都市計
画（案）が策定され、併せて都市計画研究も進められている（16）。
新規の都市計画は、経済社会の大きな変動を踏まえ、計画の実効性の確保や、計画実
施を担保するための各種法規制の整備等、これまでの計画の根本的な見直しと修正が迫ら
れている川。
表6．3．4バンコクの都市計画の概要（17｝
策定年 都市計画名 策定機閉 対象地域と想定人口 総要
1960r大バンコク計画1990年（Greater
angkok　Plan25331通称リッチフォールド
告）
米国の対外援助機関である
SOM（米国在外使節団）が援助
一環として米国のコンサルタン
会社に委託して策定。
対象地域は、当時のバンコク市、ト
ブリー市、ノンタブリー県および
ムットブラーカーン県の都市部を
めた460km2であり、90年の想定
口は450万人。
同計画の目的は、合理的で全体的な枠組みを提示
る総合的な計画を前提として、水道供給、保健、排
、学校等の実際的なプランを提示し、首都地域に
ける継続的なプランニングを制度化することにあっ
。
1971「修正大バンコク計画（Phang
akhonluang2533）」
上計画に基づき、内務省都市計
部が策定。
対象地域は、バンコク市、トンブ
ー市、サムットブラーカーン市を
心とする540km2。90年の想定人
は450万人。当時の人口は280
人。90年の人ロは650万人と想
。
60年以降の10年間の状況変化を踏まえ、首都にお
る諸間題は他の地方との関係が大きいこと認識し
上で作成された。そこで国レベル、地方レベル、首
レベルの3つのレベルの政策を連携させようとし
。
197フ「2000年首都計画（Phang　Nakhonluang
543〉』
内務省都市計画部が策定。 バンコク都全域をカバーする　　　21，569km　p r75年都市計画法』に　づく最初の都市計画法として
市計画委員会で承認された。
1992「バンコク都総合都市言十画（Phang　Muang
uam　Krungthep　Mahanakhon）192年計
」
内務省がバンコク都および首都
総合開発計画委員会を設置
、8年闊にわたり公聴会や種々
手続き、ブロセスを経て5年の
限付きで施行された。
2001年のバンコク人口を760万人と
定し、土地利用を確定させ、14
ブロックに分けた。さらに都市化
せる地域を83年の448km2から
001人には932km2と拡大させるこ
にした。
土地利用、交通・運輸を核にした「92年計画」の目的
、都心部の過密状態や交通問題を緩和させるため
他核心的都市発展、首都圏の工業部門の分散で
る。前提となる状況認識は、92年までの5ヵ年の地
急上昇、民間及び政府の事業実施の弊害、経済
大、公共交通システムの欠如、不十分な道路であ
、内務省と民間が協力し、望ましい開発と発展の必
性を認識しつつ、都市の拡大をコントロールするこ
になった。
2．土地利用計画の実態
　バンコクにおける経済活動の集中傾向は地方からの急速な人口流入を引き起こし、人口
は1970年から30年間で3倍近くに膨れ上がった72）。
　人口密度の過密化はバンコクの土地利用を大きく変容させることになる。それまでの浮き
家や木造の1戸立て建築など固定性、集約度の低いものから、棟割長屋（トゥクテーオ）の導
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入・普及を経て、都心部での大規模な土地開発が困難になると高層建築物の林立化傾向
に見られるようになり、土地利用の形態が集約化73）されている。
　バンコクにおける主な土地利用規制（関連する都市計画、建築規制を含む）の変化は表
6。3．5に示すとおりである。
表6．3．5バンコクにおける土地利用規制の変化（18）
策定無☆ 、規制名 概要緯
1849 市内の寺の火葬許可令 当時（ラマ4、5世王期）のバンコクは市街地は限定的で寺の密度が高く、規制に
り寺から出る火葬の煙がもたらす害を防ぐための規則。
1897 バンコク区衛生区緊急勅令 精米所や家畜飼育のための排出物処理を強制する規制。また、建築許可申請
に建築前面のデザインを示すように指示。
19世紀後半建築物の美化に係わる規 最も早く作られたバンコクの道路バムルムンァン通りの路幅を拡幅して道路を
線的にすると同時に、両側の建物の高さ、前面の様式を統一するなど建築物
美化を図った。なお、費用は政府が支出し、借家料を取り建設資金を回収す
方法が採用した。
1899 火災跡地の壁屋根材に木
…の使用を禁止する布告
火災発生や延焼防止のために建築資材の種類を規制したり、隣家との距離を
制する規則。
1933 火災跡地における建築規制 火災跡地での再建築に際して、安全性、公衆衛生、建築線の整除などについて
府が施主に命令可能なように定めた。
1936 2479年（仏暦）建築規制法建築物の安全確保、衛生環境保持、建築線の整除が主要目的。
1941 建築規制に関するバンコク
条例
建築手続き、建築物の構造規制、道路に対する高さ規制、空き地率（建蔽率の
概念）が盛り込まれた。
1954 特定建物建築禁止に関する
ンコク市条例（2）
バーンケーン区を特定して幾つかの道路沿いの工場や商業施設の建設に規制
設けた。
1959 建築禁止バンコク市条例2 屋敷街であるチェラロンコーン大学周辺とサートン通り周辺を特定し、住宅以外
建物の建築禁止区域を設定した。
1962 建築禁止バンコク市条例8 歴史的保存の必要な戦勝記念塔の北側とパヤータイ通りの東西ゾーンを特定
て住宅以外の建物の建築禁止区域を設定した。
1966 特定建物建築禁止に関する
ンコク市条例（9）
屋敷街であるアユタヤ通り両岸通りを特定してセットバック（14m幅）を規定し
。
1975 都市計画法 都市造りのための総合計画（General　Plan）と事業実施計画（Speci恥PIan）を策
するための手続きを規定し、それに基づいて作成される計画によって実際の
地利用を行なうものとした。
1986 建改築使用規制都条例（ラ
ャダーピセーク通りを特定
た規制）
新興住宅地や新規開発地である左通りに交通渋滞防止のために棟割長屋、商
施設、大規模建物などのセットバック（15m幅）を規定した。1戸建て住宅は対
外。
1981 建築規制緩和布告 チェラロンコーン大学周辺等住宅が禁止されていた4ゾーンで建物の建築が一
許可され、それらの建物の容積率が400％に規定された。
1992 内務省令116号（都市計画
準拠）
バンコクにおける初めての法的規制力をもった都市計画。ゾーンが設定され、
々の用途が規制された。ただし、低密度住宅地区では。ゾーン面積の10％ま
住宅以外の建物を建てれるなど、指定された用途以外の建築物も一定の範
で建築が許可される。
1992 内務省令33号（79年建築物
制法準拠）
（高層建築物（23m以上）、特別大規模建築物（床面積1万m2以上）について容
率を全国一律（1，000％）とした。
1994 内務省令181号（都市計画
準拠）
用途地域制の緩和策として、低密度住宅地域においても大型商業施設の建設
許可できることになった。
　バンコクは1855年の開港により諸外国との交易が活発化し、商業と交通網の発達にとも
なって都市が形成されることになった。また、19世紀後半のラマ5世王朝期には建築物の美
化に関する規制を初めて導入するなど、徐々に土地利用規制も進めていった。規制の内容
としては、建物種類、構造、高さ、セットバック、建蔽率、容積率に及んでおり、体系としては、
用途地域制（ゾーニング指定）、開発許認可制、個別建築物に関する規制などに見られる
直接的土地利用規制74）、および土地税制などの間接的規制により構成されている。
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　用途地域制は、指定用途以外の建築物も地区面積の10％以内であれば建設が可能で
ある。指定された各ゾーンが大きいため用途毎の土地面積が把握されておらず、十分な開
発コントロールは出来ていない75）。しかし、街の開発は自然と道路沿いから発生することから、
結果として住宅地区であっても道路周辺は商業施設が立ち並び、目本のように道路周辺を
商業地区に設定するような繊細なゾーニングを適用せずに用途の純化が行われるなど、用
途規制は自然主義的競争原理に任せている76）のが実態である。また、高層建築物（23m以
上）、特別大型建築物（総床面積1万m2以上）についても容積率を全国一律1，000％と設
定するなど、経済成長とともに容積率の緩和傾向が見られる77）。
　バンコクの都市化は、必ずしも先進国のような産業発展を基盤とする人口の都市への集
中という過程を経て形成されたものではない。中小工業向け1次産品の輸出と中心工業国
からの商品輸入のための商業・貿易拠点に伴い、人口が拡大し都市化が始まったものであ
る。このような都市化は、周辺資本主義国として世界システムの中に組み込まれた諸国家に
見られる現象であり、開発途上国の多くは本格的な産業化に先立ってスラムが形成される
事例が多い78）。
　バンコクのスラムについては図6．3．3以外にも幾っかのデータがあるが、BMAが別途に行
った調査では1996年時で1，246地区に120万人の人口を有するとされており、これによると
バンコク都のスラム人口は、都全人口の実に22．3％を占めており、全国の約半数のスラムが
バンコクヘ集中している79）。
　地価の上昇とともに現在も増え続けている見られるスラムの立ち退き問題と、スラムの居住
環境の改善も土地利用に関する大きな課題となっている。これについては、NHA、Urban
CommunityDevelopmentOffice（UCDO）、BMA、さらにはNGOなどの関係機関が協力し
て対処していくこと80）が期待されている。
　他方、高層建築の増加により土地利用の集積化が進展するのに従い、道路の許容量に
対して建物（活動人口等）の密度が向上し、深刻な交通渋滞を引き起こすなど、過密な土
地利用の集中がバンコクにおける様々な都市問題を引き起こしている81〉。
　また、中心市街地（CBD）においては地価の高騰や土地投機の影響から、虫食い型開発
や、低密度住宅地における高層建築物の混在など居住環境が著しく悪化している。一方、
郊外部においては住宅開発によるベットタウン化と大規模ショッピングセンター進出に代表さ
れる商業目的の開発が同時並行的に進行82）しており、交通渋滞区間の延伸や、用途混在
による居住環境の悪化など新たなる都市問題を誘発している。さらに、緩やかな適用規定の
土地利用規制、土地権を確定するための地籍図の未整備83）、土地利用の公平性や効率
性を誘導するに至らない低い税率の土地税制84）の問題が指摘されており、これらも土地利
用計画の大きな問・題となっている。
　私的土地所有権の行使を規制し、いかに適切な土地利用を誘導するか85）。これこそがバ
ンコクにおける都市問題を解消・緩和するための大きな課題である。バンコクにおいて用途
規制や容積率規制など土地利用規制の導入が遅れたのは、タイ人の土地利用規制に関す
る考え方、つまり自分の土地の利用・処分に対して国家が規制をかけることへの反対が強か
ったことが原因であった86）。
　そこで行政機関は、土地利用に関する一連の規制や税制などの取り組みを強化するとと
もに、広く市民に対しても施策への理解・参加を求め、官民連携によりバンコクの適切な土
191
地利用のあり方について積極的に検討していくことが求められている。
3．都市開発手法の実態
　バンコクにおけるCBD（中心市街地）は、シーロム通り、シープラヤ通り、スラウォン通り、サ
ートン通りの「4S地区」であり、近年の高層ビル化は著しいものがある。CBDのオフィス面積
は、1987年～93年に年平均16．1％の伸び率で増加、93年末には140万m2となり、バンコ
クのオフィス総床面積350万m2の約40％を占める87）など都市部の高密度、集積化が促進
された。一方では、都心の地価高騰の影響により、これまで放置されていたウォーターフロン
トや周縁地の再開発による副都心の開発化が進み、製造業も郊外へ分散化するなどCBD
への一極集中型から多極化へ向けたリストラクチャリングも進展している88）。
　これら多様化する都市開発需要を踏まえ、現在バンコクにおいて最も期待されている都
市開発手法は土地区画整理である。
　97年の金融危機により引き起こされた不動産不況により、ビル建設の中断空室率の上昇
が発生し、CBDにおいても空洞化89）、いわゆるインナーシティーの問題も徐々に発生してい
る。中心市街地活性化、再開発の手法としては、大型民間事業者の要求に応える形で容
積率や用途地域の緩和策が打ち出されているが、あくまでも自由主義的競争原理が優先
するものgo）であり、それ自体は有効な手法とはなっておらず、ニヒ地区画整理の導入に対する
期待が高まっている。
蓋92
6．3．4タイの土地区画整理に関する技術協力の実態
　6、3．4は、タイの土地区画整理に関する技術協力の実態を明らかにするため、代表的な
技術協力である①研修受け入れ、②専門家、③開発調査、④技術協カプロジェクト、⑤国
際セミナーの5つの事業の実績を分析する。
1．研修事業と土地区画整理
　JICAが実施する土地区画整理の集団研修は、「都市整備（土地区画整理）」と「都市開
発における土地区画整理事業実務研修コース」、の2っがある91）。タイからは、例年各コー
スとも1～2名程度の研修員が日本へ派遣されている。
（1）都市整備（土地区画整理）
　1983年より開始している。2ヶ月の期間にわたって行われ、2000年度までに44力国、194
名の研修員が受講している。研修では様々な都市間題を抱える開発途上国の研修員に目
本の都市整備の現状、制度及び開発手法の講義、事例紹介、現地視察を行う。また、各国
の現状と諸問題について意見交換を行い、相互に理解を深め、自国の実状に即した都市
整備の具体的方法について考える機会を与えることを目的としている。
　主な研修内容は次のとおりである。
一日本の都市行政、都市整備の現状と課題
一日本における都市整備の現状と課題
一土地区画整理の仕組みと特徴
一都市整備に関する実務研修（換地設計演習等）
一自国の土地区画整理の適用可能性の検討（制度面、実施体制面、事業資金面等）
一自国に関する新たな都市整備手法、あるいは既存手法の改善提案
（2）都市開発における土地区画整理事業実務H
　1998年より開始している。2ヶ月の期問にわたって行われ、2000年度までに21力国、38
名の研修員が受講している。都市計画制度・ニヒ地区画整理の理論等の講義から、実施事
例の現地視察、事業計画の作成・土地評価・換地設計の実務指導までの内容を学ぶ、実
践的な技術者養成を目的としている。主な研修内容は次のとおりである。
一日本の都市行政、都市整備の現状と課題
一土地区画整理の仕組みと特徴
一土地区画整理に関する実務研修
一現地視察等
　タイからは、（1）と（2）の両コースヘ計27名の研修員が派遣されている。参加国の中では
最も多くの研修員が派遣されており、本技術に関する需要が高いことが確認できる。また、
後述する技術協力プロジェクトである都市開発技術向上プロジェクト（DMUD）からは両コー
スに加え、個別研修へ年間4～6名前後、1999年から2005年にかけて総計31名（うち
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DMUDのカウンターパート21名を含む）の研修員を派遣している。92〉
　実際に、タイにおいて目本の土地区画整理が都市開発手法として注目された要因の一
つは、土地区画整理実務の研修による影響が大きい93）と指摘されており、タイにおける技術
の習得、普及に寄与したと考えられる。さらに、タイは、この他にもr土地区画整理実務コー
ス」「地方分権に対応した都市開発のための行政組織体制整備コース」と呼ばれる国の特
別枠を設けられており、土地区画整理に関する研修制度は他の開発途上国と比較して手
厚い支援が行われている。
2．専門家と土地区画整理
　土地区画整理に関連するJICAの長期派遣専門家（以下専門家）は、1981年から2005
年まで延べ19名の実績数を有している（プロジェクト方式技術協力（DMUD）への派遣数を
含む）。これは、同分野の他国の実績と比較しても、最多数となっている。94〉
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図6．3．5タイの土地区画整理に関連する専門家派遣（19）
　専門家は派遣国の制度や国情に対応した土地区画整理の技術移転を実務的に行い、
開発調査案件の発掘や、関連セミナーの開催支援など多岐にわたる活動を続けている。主
な活動内容は次のとおりである。95〉
一目本の土地区画整理手法の紹介日本の都市行政、都市整備の現状と課題の紹介
一途上国における土地区画整理の基本的方向の助言
一試行的ケース・スタディ（数地区）
一換地設計詳細に関する技術協カ
ー事業化検討調査（数地区におけるケース・スタディ）
一JICA開発調査の準備、調整
一JICA開発調査への助言、協カ
ー政府内の組織、制度準備の支援
一パイロット・プロジェクトの準備及び着手
一関連法規の改正等法制度の整備
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一土地区画整理プロジェクトの全国展開等
　このように、専門家は開発にともなう喫緊の課題への対応、プロジェクト推進への助言を行
う立場にあり、業務を前任から引き継いだ場合、対象事業への継続的なフォローが図られる
96）。また、政策立案などへの影響力も大きく、タイと日本とのパイプ役として双方を調整する
など技術協力において重要な役割を果たしている。
3．開発調査と土地区画整理
　土地区画整理のJICAの開発調査は、1991年～1992年にわたりバンコクを対象とした
r土地区画整理事業適用調査」が行われた。本案件は土地区画整理に関するJICAで初の
開発調査でもある。なお、表6．3．6に示すように1993年にはマレイシア、1998年からはインド
ネシアにおいても類似の調査が行われている。
表6．3。6　土地区画整理のJICA開発調査
年次 実施国 調査案件名
1992年2月 タイ国 タイ国土地区画整理事業適用調査～1993年3月バンコク
1993年10月 マレイシア国 マレイシア国土地区画整理事業適用調査～1995年3月クアラルンプール
1998年1月 インドネシア国 ジャカルタ首都圏地域都市・宅地開発手法構築調査～1999年12月ジャカルタ
2004年9月 タイ国
～2006年7月バンコク バンコク首都圏庁副都心プログラム実施調査
　開発調査は土地区画整理の体系的な技術移転を図るとともに、ケース・スタディを通じて、
具体的な事業イメージを伝える効果も大きい。タイにおいては、バンコク市内のホイ・クワング
地区（86ha）を対象に事業計画（案）を策定し、事業導入に向けて行政組織の整備や法制
度の準備、プロジェクトの説明会実施などの段階に進展するなど土地区画整理をタイに紹
介し、定着させる契機となった。97）
　2004年からバンコク副都心プログラム実施調査が行われている。これは、第2国際空港の
北西部ラカバン地区（2，000ha）の副都心計画を策定し、土地区画整理の実現性が高いパ
イロット地区のプレ・フィージビリティ調査（事業化予備調査）を行うものである。このように、タ
イの開発調査を通じた土地画整理の技術的な期待は依然高い。
4．プロジェクト方式技術協力と土地区画整理
　土地区画整理に関する技術協カプロジェクトとLては、内務省公共事業・都市計画局
（DPT）において、1998年より2005年の6ヵ年にわたり「都市開発技術向上プロジェクトl
DMUD」が行われた。
　DMUDは、タイの実状にあった都市整備手法の開発、都市開発に関する研修コースの
創設、実施等を通じた技術協力を目的として、JICAより長期専門家・短期専門家の派遣、
および必要機材の供与を行い、カウンターパートに対する研修等を総合的に行うものである
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98）。プロジェクトの内容にっいては次のとおりである。
（1）プロジェクトの名称
　都市開発技術向上プロジェクト
（The　Project　on　the　Development　ofthe　Method　of　Urban
Developmentl　DMUD）
（2）プロジェクトの実施機関
　タイ国内務省公共事業・都市計画局（DPT）
（3）日本側協力機関
　国際協力機構（JICA）、国土交通省都市地方整備局
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　写真6．3．1DPTの概観
（4）DMUDの背景
　バンコク首都圏では、民問による無秩序な都市開発が都市環境悪化、交通渋滞等様々
な都市問題を招いており、計画的な都市開発の実施が必要となっている。これらの都市問
題を解消・緩和するためには、都市計画の観点からの適切な計画の立案、指導並びに計
画を適切に事業化するような都市開発の技術が不可欠である。一方、地方の中小都市に
おいては、健全な都市の開発を目指す観点から、都市計画技術者の育成が急務になって
いる。
　このような背景から、都市問題の解決と良好な生活環境の改善のため、タイ国の社会経
済条件に適合した都市開発技術の開発と都市開発技術者（主に都市開発担当行政官）の
育成を目的としてDMUDが開始された。
（5）DMUDの目標
　DMUDは、「中央・地方レベルにおいて、適切な都市計画、都市開発が行われることによ
り、タイの都市問題が解決すること」をスーパーゴール（最終目標）とし、「タイの実状にあった
都市開発手法が構築されるとともに、その手法を活用する人材を育成するシステムが整備さ
れること」を目的に、以下4点の成果を達成するものとした。これにより、タイの社会経済条件
に適合する都市開発の技術を開発し、その技術の活用に携わる人材を育成するシステムを
整備する。
・タイの実状にあった都市開発手法の開発
・都市開発に関するマニュアルの整備（タイ語による）
・都市開発に関する講師の育成
・都市開発に関する研修コースの創設
（6）DMUDの活動内容
　DMUDへ派遣された専門家は、チーフアドバイザー（都市計画）、および土地区画整理
の事業計画、換地計画を担当するメンバーから構成されており、国土交通省、都市基盤整
備公団、東京都等から長期専門家が派遣された（総計10名）。また、短期専門家としては、
公益施設設計など、必要な都市計画分野の専門家が総計58名派遣され、その活動内容
は、次に示すとおりである。
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①現状における問題点・課題の調査分析とタイにおける制度、財政、法規、技術的な枠
　組みを調査分析し、タイの社会経済条件に適合したr都市開発」の手法を開発する。
②事業計画、換地計画、施工計画等、特に土地区画整理法を中心とする都市開発のた
　めに必要な技術マニュアル、および法手続、補償、土地登記等の事業実施管理のた
　めのマニュアルを作成・整備する。
③都市計画及び都市開発に係る技術者育成を目的とする研修コースのためのインストラ
　クターを養成する。
④現行の郡市計画コースの見直しを行い、「都市計画」、「都市開発」の新規コースにっ
　いてカリキュラムを開発する。また新規コースのためのインストラクター研修を行い、新規
　コースのモニタリング・評価を本格コースに反映させ、それを立上げる。
（7）DMUDの実績
　DMUDの事業投入量は表6．3．7に示す。
表6．3．7DMUDの事業投入量（20）
No　　　　　　　　　　　　　　　　投入量（［nput）
日本
長期専門家 10名チーフアドバイザー、業務調整、事業計画、市開発、土地区画整理、換地計画等
短期専門家 58名土地利用計画、公園・緑地、公益施設設計等
研修員受け入れ 31名集団研修16名、個別研修15名
機材供与 81，324手円PC、研修用機材他
現地業務費 51，344千円
タイ
C／P 52名
　業目理5名、区市計画10名、匡市開発15
、研修補助4名、事務6名、BMA10名、
HA2名
予算措置 約80，000千円人件費、施設費等
土地・建物 DPTビルの2フロア事ー務所、研修施設
　DMUDの事業投入量は、日本側が専門家（68名）など人材面、および機材供与や現地
業務費の支援に加えて研修生の受け入れ（31名）事業を行っている。これに対してタイ側も
カウンターパートlCIP（52名）、およびプロジェクトの拠点となる施設（DPTの6階を使用）の
確保や運営に関する予算措置を講じている。このように、プロジェクトに関する人員、予算・
経費とも相応規模による負担が行われており、両者問は互いに人員、施設、機材、経費を
分担、補完し、プロジェクトを実施・運営した。
　DMUDの事業実績を表6．3．8に示す。
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表6．3．8DMUDの事業実績（21）
No　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業実績（Output）
研修テキスト
1都市計画・テキスト（総合計画ワークショップハンドック他）
2004年12月現在
2巻
2都市開発・テキスト（土地区画整理手法による面開発） 7巻、ビデオ3本
3BMAに対する都市開発・テキスト等 　　　テキスト3、冊子2、ンフレツト1、ビデオCD1
4インストラクター用、都市計画・テキスト（基礎・中級） 6巻（基礎3、中級3）
5インストラクター用、都市開発・テキスト（基礎・中級） 5巻（基礎2、中級3）
研修カリュキュラム・シラバス
1都市計画・砺修カリュキュラム／シラバス　　　　　　　　2004年12月現在　　　　　　　　5日間コース
インストラクター研修
1インストラクター（基礎・中級コース）養成（9回） 2001年11月～3年11月 63人
2副インストラクター養成（3回） 2003年8月～9月 74人
3地方分権・インストラクター養成（2回） 2004年8月～10月 126人
4地方分権・副インストラクター養成（3回） 2004年11月～12月 209人
セミナー・ワークショップ
1地方自治体を対象とした都市計画・都市開発セミー／ワークショップ 1999年10月～04年12月 34回
2C／Pを対象とした都市計画・都市開発セミナー／ワーショップ 1999年10月～05年1月 42回
3国内セミナー（日本とタイの都市開発戦略等） 2002年～04年 3回
4国際セミナー（ASEAN地域区画整理セミナー） 2002年2月 1回
5民間セクターを対象にした土地区画整理官民連携促のためのセミナー 2003年5月～04年3月 5回
一般研修（都市計画）
1全国セミナープログラム”CityPlanningStrategyforocal　PeopIe”ックオフセミナー（バンコク） 2004年3月 300人
2全国セミナープログラム”CityPlannlngStrategyforocaI　People”地方10ケ所） 2004年3月～4月 10，040人
3一般研修（5県） 2004年9月～10月 331人
一般研修（都市開発）
1一般研修・区画整理の概要（8回） 2003年5月～04年12月 1，151人
2一般研修・DPT地方職員研修（10回） 2003年5月～05年1月 483人
3BMA向け独自研修（2回） 2004年4月 77人
4OJTによる実務演習（全国のプロジェクト地区） 2004年6月～11月 40回
パイロット区画整理事業
1パイロット区画整理事業（DPT）
2004年12月現在
10事業
2区画整理事業候補案件（DPT） 12案件
3パイロット区画整理事業（BMA） 2事業
4区画整理事業候補案件（BMA） 8案件
技術指針・基準、規則等
1区画整理に係わる技術基準、規則 2002年4月～04年2月 5巻
2換地設計に係わる技術指針（案） 2004年12月 1巻
3BMA向け土地区画整理指針（案） 2003年8月～05年1月 9巻
DMUDにおいては、まず、①都市計画、土地区画整理に関する3種類のテキスト研修力
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リュキュラム、シラバスを作成し、②研修の実施に先立ち、DPTの職員や自治体の幹部職員
から成るインストラクター472名に対して養成研修（計17回）を実施した。そして、③土地区
画整理を広く一般に紹介することを目的としたセミナー、ワークショップの開催（国際セミナー
も含め計5回）や、④76回に及ぶ一般研修（都市計画、都市開発）を自治体の一般職員な
ど研修生12，342名を対象に行っている。
　また、⑤技術協力の一環としてDPT、BMAの管轄によるパイロット区画整理事業（12事
業）と候補案件（20案件）に関する検討を行っており、実際の実務経験を通じた技術の習得
を試みている。さらに、⑥土地区画整理と換地設計に関する技術指針・基準、規則を策定
するなど、DMUDは研修を通じた人材育成のみならず、タイにおける土地区画整理の整備
に必要となる法規や技術基準にっいても必要な整備を行った。
5．国際セミナーと土地区画整理
土地区画整理に関する国際セミナーの実績は表6．3，9に示すとおりである。
表6．3．9海外における土地区画整理セミナーの実績鋤
年次 開催国 セミナーの種類
1979年　　　6月台湾（桃園） 第1回国際区画整理セミナー
1982年　　　10月日本（名古屋市） 第2回国際区画整理セミナー
1984年　　10月コロンビア（サンタフェ・デ・ボゴタ） 二国間セミナー
1985年　　　3月日本（東京） 第3回国際区画整理セミナー
1986年　　　4月アメリカ（フロリダ州ファートマイヤー市） 国際セミナー
1987年　　　5月アメリカ（ハワイ州ホノルル市） 国際セミナー
12月 フィリピン（マニラ） 第4回国際区画整理セミナー
1989年　　　11月マレイシア（クアラルンプール） 第5回国際区画整理セミナー
1991年　2～3月インドネシア（スラバヤ、ジャカルタ） 二国間セミナー
7月 スウエーデン（ダーナラ州レクトヴィック） 国際セミナー
8月 コロンビア（サンタフェ・デ・ボゴタ） 二国間セミナー
10月 フィリピン（マニラ） 二国間セミナー
11月 タイ（バンコク） 第6回国際区画整理セミナー
1992年　　12月インドネシア（ジャカルタ） 二国間セミナー
3月 タイ（バンコク） 二国間セミナー
3月 フィリピン（マニラ） 二国間セミナー
11月 インドネシァ（バリ） 第7回国際区画整理セミナー
1995年　　　11月臼本（神戸） 第8回国際区画整理セミナー
1997年　　　11月タイ（バンコク） 第9回国際区画整理セミナー
2000年　　　口月インドネシァ（バリ） 第10回国際区画整理セミナー
2001年　　　12月日本（大阪） 第11回国際区画整理セミナー
　第1回目の国際セミナーは、「区画整理：近郊市街地地区での可能性」をテーマに、197り
年に台湾において開催された。当時の主要な関心は、「区画整理手法は開発途上国の都
市貧困層向け宅地・住宅供給に寄与しうるか」であった1鋤。
　さらに、我が国の戦災復興土地区画整理事業の完了（1981年）を記念して、アジア都市
との相互交流を企画していた名古屋市において第2回セミナーが1982年に開催された。テ
ーマは「UrbanDevelopmentandLandReadjustmentjであった101）。同セミナーは、「目本お
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よびアジア諸国の都市開発政策、土地経営策を分析し、比較の中で日本の土地区画整理
を位置付けること、現在の目本の土地区画整理を海外に体系的に紹介すること」lo2）を目的
としたものであり、我が国が、土地区画整理に関する国際的な技術協力を本格化するに至
る契機となった。
　その後、国際セミナーは、1985年の第3回より2年毎に定期的に開催されることになる。
日本の土地区画整理法施行30年を記念して東京で開催された第3回セミナーにおいては、
82年国際会議からの継続テーマに加え、マニラ、ジャカルタにおけるケース・スタディを通じ、
技術移転の方法を具体的に検討するという新しいテーマに取り組んでいる。そして、マニラ
で開催された第4回以降は、土地区画整理を中心に各国の都市開発の経験を報告し、意
見を相互に交換する場として機能することになりIo3）、今目に至っている。
　これまでに11回に及ぶ国際セミナーが開催されているが、バンコクにおいては、1991年の
第6回をはじめ、これまで3回のセミナー（二国間セミナーを含む）が開催されている。1991
年はDTCPに長野専門家（二代目）が派遣された時期であり、専門家による土地区画整理
の実施に向けた本格的な取り組みが開始された時期でもある。同専門家は着任後、国際セ
ミナーの事務局担当として活躍している104）。このように、同セミナーはタイにおいて土地区画
整理を広く紹介する契機となり、以降も土地区画整理の推進や新しい技術研鐙の機会とし
てその役割を担うことになる。
　国際セミナーは、関連する技術の発表の場であり、それにより海外から参加する多くの
国々と情報交換を図れる有意義な機会である。主催国の経済的な負担は発生するが、土
地区画整理など共通する技術や問題などを題材として参加国の協力を得て、今後も引き続
き開催することが望まれる事業である。
　なお、本事業を、技術協力の手段として位置付けていくのであれば、他の技術協力事業
と協調を図り、継続性を持った取り組み方策の検討が重要となる。
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6．3．5土地区画整理に関する制度の整備段階と技術協力
　本項6．3．5は、技術協力がタイの土地区画整理に関する制度の整備段階に応じて行わ
れたことを実証するため、①タイにおける25年の期間にわたる土地区画整理の取り組み（事
業化と法案化）状況を整理し、②土地区画整理が要請された社会背景・需要、土地区画整
理に関する複数の技術協力の実績を分析する。
　これにより、土地区画整理の社会二一ズの変化、および技術協力の動向から土地区画整
理に関する制度の整備段階を設定し、各段階における技術協力が果たしてきた役割を分
析する。
1．タイにおける土地区画整理の取り組み
　土地区画整理に関する社会二一ズの変化を明らかにするため、土地区画整理の取り組
み状況を時系列に整理する。
　まずは、本章で行った①都市の整備状況、②発生要因、③技術協力の実績に関する分
析により整理した、タイでこれまでに行われた土地区画整理の取り組みと我が国の技術協力
の取り組みの内容、整備の経緯を取りまとめ、表6．3．10を作成した。
　タイ側の取り組みは、①事業の実施により土地区画整理を実現しようとするとする動きと、
②事業推進のために必要な土地収用や用途区域変更の手続きを定めた土地区画整理法
の法案化の動きの2っがある。
　これに対して日本は、技術協力に土地区画整理の事業化と法案化に向けてどのような技
術協力を行ったのかを整理した。
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表6．3．10タイにおける土地区画整理の取り組み（22）
No　年・
タイ痴の取り紀み『 日本倒の取リ組み♂区酉整理事桑化の動き 区画整理法案化φ動き
1 1981 BMAに「下水道計画」長期専門家が派される。同機関初の派遣専門家とな
（～83年）。
2 1982
3 1983日本で「都市整備コース」のJIGA研修が開始される。本研修を受けたタイ研修生を中心に土地区画整理に対する興味がまる。
4 1984
5 1985 DTCPにr都市交通」長期専門家が派遣れる。同機関初の派遣専門家となる
～88年）。
6 1986
7 1987
①開発調査「都市計画策定指針作成調
』がDTCPをC／Pとして実施される（～
9年）。
BMAにr都市開発』長期専門家が派
される（～89年）。区画整理（都市開
）として初の派遣専門家となる。
8 1988
DTGPに「都市計画・都市開発」長期専
家が派遣される。同機関初の都市計
の専門家となる（～91年）。以降4代
わたり継続（～02年）。
9 1989
10 1990
第1回タイ国区画整理セミナー開催。関
省庁、地方行政機関など参加者300
。
土地利用及び建築用途規制の方法論
関する研究協力事業（研究協力）が
始（～92年）。
11 1991第6回国際区画整理セミナーがバンコク開催
12 1992
①「区画整理推進に係わる閣議決定」
なされ、政府の区画整理への公式な
り組みが開始する。
内務省都市計画局（DTCP）が土地区
整理の実施官庁として指定される。
開発調査r区画整理事業適用調査」が
TCPをC／Pとして実施される（～93
）。
13 1993
①土地区画整理基金が設置される
5，000万バーツ）。
DTCPの区画整理部が内部的な訓令
として部を設置。
チュラルコン大学、JIGA専門家の支援
受けてDTGPが最初の土地区画整理
案を取りまとめる。
14 屡994
①初の土地区画整理のパイロットプロ
ェクトとしてラマ9世地区で住民組織
サマーコン）が結成される。
政府区画整理関係者とバンコク市ラ
9世地区地権者による調査団（35名）
日本の区画整理の実情視察。
DTCPが内務省に土地区画整理法案を
出する。内務省は検討委員会を設
、審議を行う。
15 1995
内務省はDTCPの土地区画整理法案を
認する。同法案が現在の区画整理法
原案になる。
16 薯996DTCPの区画整理部が内務省令で明記れた正式な部に昇格。
政権が変更し、この影響で区画整理法
審議が遅れる。
17 1997第9回国際区画整理セミナーがバンコク開催
内閣が土地区画整理法の骨子を承認
、法制局に審査を指示する。
BMAにr土地区画整理」長期専門家の
遣が再開される（～01年）。後任は01
～02年。
18 1998
BMAは初めて区画整理プロジェクトとし
バンコク市ノンブモン地区の事業化を
認。
JICA支援によりBMAが6つの区画整理
イロット事業を開始する。
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タイ倒の取9組み．PNo 年、
区画整理事業化の動き 区画整理法案化の動き 日本倒の取り組み
①都市開発技術向上計画プロジェクト
（DMUD）が実施される。
19 1999地方分権推進法が策定され、地方分権策が推進されることになる。
②BMAに区画整理事業推進のためのr都市開発」長期専門家が派遣される
（～89年）。区画整理（都市開発）として
は初の派遣専門家となる。
①都市開発に関する研修制度確立を
区画整理のパイロットプロジェクトとして 目的として始まったDMUDであったが、
DTCPのバンコク市ランパン地区等9地 都市計画の地方分政策のための研修
20 2000区、BMAのラマ9世公園地区等2地区、HAのディンデン／マッカサン地区の計
内閣が土地区画整理法案を承認し、国
に提出する。
制度の実現に向けての支援についても
当することになった。
12地区において区画整理事業が進めら ②開発調査rバンコク首都圏居住環境
れる。 改善計画』がNHAをG／Pとして実施され
る（～02年）
21 2001 タクシン政権発足より、土地区画整理案は再度の審議が必要になる。
都市計画コース（基礎・中級）の研修イ
ストラクタートレーニングが開始され
。
①政府行政機関が再編。DTCPは公共 ①DMUD主催によるASEAN地域区画整
事業局と統合され、公共事業・都市計 理セミナーを開催。
画局（DPT）となる。 ②4年間の予定で開始したDMUDである
22 2002②第9次国家経済社会開発計画（2002－006）においてコミュニティーのエンパ
が、実施状況が評価され2年延長され
。
ワメントが明記され「住みよい都市とコ ③都市開発コース（基礎・中級）の研修
ミュニティーの開発が開発戦略の一つの インストラクタートレーニングが開始され
柱とされる。 る。
23 2003
DPT局長は、全県知事に対し各県で1
区の区画整理プロジェクトを立ちあげ
ことを要請し（1県1プロジェクトの推
）、54件のプロジェクトが検討されつ
ある。
①内閣が土地区画整理法案を承認し、
会に提出する。
国会議員30数名が土地区画整理法
審議の一環として日本の土地区画整
の施行状況の視察に訪れる。
DMUDのリーダー（専門家）が衆議院、
院の区画整理特別委員会に参考人
して出席して、日本の区画整理の実
について説明を行う。
①DMUDは都市計画および都市開発の
調査、テキストの作成、インストラクター
DPTは各県の候補地区から10地区（ラ①仏教関係者が区画整理法の法案制 の養成を終了し、全国10ヶ所でセミナー
ンパン、ナン、ピサヌローク、パヤオ、ウ 定に反対し、国会に押しかける騒動が の開催。1万人が参加する。
24 2004タイタニ、バンコク、サムットサコン、ぺ 発生。寺等の用地整理は寺僧法に基 ②研修業務の実施にあたり、DPT研修
チャブリー、ヤラー、ナラワート）を選定 づき対応することで同意を得る。 部と都市計画部本体を一般研修推進
し、事業化推進地区に位置付けた。 ②土地区画整理法発布。 の本体に据え、DMUDはそれを支援す
る形態に変更。DPT主体による研修の
継続的な実施が行われるようになる。
DPTは04年末に発生した津波被災地を ①6年にわたるDMUDの活動終了。
25 2005対象に区画整理手法を取り入れた復興 ②DMUDに引き続き区画整理事業推進
計画を立案。 のための技術協力プロジェクトが開始。
　表6．3．10は、対象とする25年の期間における土地区画整理に関する社会二一ズの変化、
技術協力の実績から、同期間は次の3っの時期に大別することが可能である。すなわち、
①1981年～1989年；土地区画整理に関するタイの取り組みは行われておらず、目本の
　　取り組みのみが一方通行的に行われている期間。
②1990年～1998年1タイの取り組みが開始するが、まずは土地区画整理の事業化の動
　　きが先行し、とれを法制化の動きが追従している期間。
③1999年～2005年；タイ、目本双方とも活発な取り組み行われている期問。
　これを仮に土地区画整理の取り組み第1～3期と置く。各期間の技術協力に関する主要
な活動内容は次のとおりである。
（1）土地区画整理の取り組み一第1期
　1985年、目本から都市計画の中央官庁（DTCP）に専門家が派遣され、「都市整備コー
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ス」の研修も開始し、タイが土地区画整理という制度に関心を持ち始めた時期である。それ
から、土地区画整理分野の専門家の派遣や開発調査の実施による技術協力が日本より行
われた。このように、この期間は土地区画整理の制度が導入される期間である。
（2）土地区画整理の取り組み一第2期
　土地区画整理を広く一般に紹介する契機となったのが、1990年に開催された「第1回タ
イ国区画整理セミナー」である。その後、国際セミナーの開催、政府の推進方策の決定、基
金の設置、パイロット・プロジェクトの実施にともなう住民組織の結成など事業実現化に向け
た動きが起こった。また、その動きに追従する形で土地区画整理法の法案化が着手された。
このように、この期問は土地区画整理の制度に関する多様な取り組みが試行される期間で
ある。
（3）土地区画整理の取り組み一第3期
　次の転換期としては、技術協カプロジェクトDMUDの開始である。これは、1999年から
2005年まで行われた。その問、セミナーの開催、教材作成、研修による技術者の育成、パイ
ロット・プロジェクトの推進など事業の実現化を支援するとともに、土地区画整理法の法案化
についても技術的な助言による支援が行われた。このように、この期間は制度の定着・普及
に向けて改良が試みられる期間である。
　このように、タイにおける土地区画整理の制度は、社会の二一ズの変化とそれに関する技
術協力の取り組み内容から、各時期を、次に示す①導入期、②試行期、③改良期からなる
3つの段階に設定することが可能であると考えられる。
①制度導入期：土地区画整理の情報を提供し、技術協力が本格的に開始するまでの初
　期の技術が導入される期間（1981年～1989年の9年問）
②制度試行期：タイ自らの土地区画整理の事業化に向けた動きが始まり、様々な技術協
　力が行われ、制度が試行される期間（1990年～1998年の9年間）
③制度改良期1技術協力の集大成ともいえるDMUDが開始してから終了するまでの目
　本の技術を基に制度の改良が行われる期間（1999年～2005年の7年間）
　本研究は、この3つの期間を総称して、仮に「タイにおける土地区画整理の制度の整備
段階」と設定する。
2．タイにおける土地区画整理に関する制度の整備段階と技術協力
　2．では、上Lで設定した土地区画整理の制度の整備段階を対象として、各段階を①都市
問題の背景、②土地区画整理の取組み、③技術協力の対応状況の3っの観点から分析を
行う。これにより、土地区画整理の事業化と法案化に対して、日本はタイとどのような連携を
図りながら整備を進めてきたのかを明らかにし、技術協力がタイの土地区画整理に関する制
度の整備段階に応じて行われたことを実証する。
（1）制度導入期（1981年～1989年）
1）都市問題の背景
　本時期は第二次石油危機の影響もあり、タイの経済・社会状況は不況下にあった。それ
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でも1981年、建築規制が緩和され、高層建築の建設が徐々に行われるようになった。当時
は市街地のスペースにも余裕があり、交通渋滞など深刻な都市問題は未だ発生していない。
しかしながらソイ（街路）に代表される未整備な道路交通網やミニ開発によるスプロール化な
どの弊害が徐々に表面化しっっあり、インフラ整備と一体化した市街地（面）整備への期待
が高まっていた105）。
　一方、目本においては1982年に土地区画整理の第2回国際セミナーが名古屋、第4
回の1985年は東京において開催され、これを契機に海外への技術協力へも取り組んでい
こうとする機運が形成されつっあった106）。
2）土地区画整理の取組み
　タイにおいて土地区画整理の検討が始まったのは、1983年から開始されたJICAの研修
事業「都市整備コース」により土地区画整理の技術が紹介されたことが噛矢であると指摘さ
れており107）、官民の協力により道路ネットワークを構築する目本の手法に注目したことに起
因している108）。
　1987年に初めて都市計画分野の専門家として、松永専門家がBMAに派遣された。同
専門家は、バンコク市の地価上昇と市財政の悪化から公共財源に依拠せず土地の権利変
換により既成市街地の整備を行う都市開発手法として土地区画整理に着目し、ケース・スタ
ディ等を通じて積極的に技術移転を試みている。
　加えて都市計画技術の向上を図るため開発調査「都市計画策定指針作成調査」が同時
期に開始されており、調査を通じてタイに適合した都市計画策定業務の効率化および実現
手段の検討がなされる中、土地区画整理の基礎的な技術移転が試みられ、これら一連の
技術協力を通じて土地区画整理の認知度は向上していくことになる109）。
3）技術協力の対応状況
　前述した研修事業、BMAへの専門家派遣に加え、1988年には都市行政を所管する国
の機関であるDTCPに目野専門家が派遣された。同専門家は当初都市計画の分野で派遣
されたが、DTCPがニヒ地区画整理への興味を深めるに応じて土地区画整理の技術移転今
協力の焦点を移行させていったllo）。以降、同専門家の後任は4代継続し土地区画整理の
推進に大きな貢献を果たしていくことになる。
　このように技術の導入段階である本時期の土地区画整理の取り組みは、まず日本側から
研修事業、専門家の派遣により紹介という形で導入された。そしてバンコクの都市問題が深
刻化するにつれて徐々にタイ側にその必要性が認識されてきた過程が表7．3．9から確認でき
る。しかし、この間、土地区画整理に関するタイからの直接的な取り組みは始まっておらず、
本時期は次の段階で事業が本格的に検討される事前学習段階として位置付けされよう。い
ずれにせよ、当時のバンコクの都市問題から判断して土地区画整理を行うための社会的な
要請は熟していなかったと考えられる。
　なお、先ずタイ側にニヒ地区画整理の関心をもたらしたのは研修事業、およびセミナー開催
であった。土地区画整理の技術は学会や技術交流等の機会を通じて何らかの形でタイにも
紹介されていたであろうが、導入の直接の契機となったのは研修事業である。
　この研修事業は各国1名毎の参加であるが、招聴される研修員は国の高級官僚であり、
行政的な影響力の拡大と研修を受講したスタッフ数の累積化にともなって国の中枢部に技
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術の浸透が図られていったものと考えられる。例えば、1989年にマレイシアで開催された国
際セミナーに参加したDTCPのチャムナーン局長、チャラシー部長、チャラロー氏の3名は
要職にあり、その後タイの土地区画整理推進に重要な役割を果たすことになった111）。
　継続的に研修事業を通じて土地区画整理の技術がタイに紹介される一方、専門家は新
しい技術である土地区画整理の普及活動に大きな貢献を果たしている。専門家は技術協
力を推進する日本側の代表者であるが、受入国側の機関・組織に配属されるという非常に
特殊な立場にあり、通常は1名だけの個別派遣となっている。
　このため、唯一援助国側と援助の受入国側の共通窓口となり、両者問の意見調整を図る
役目を演ずることになる。また両者の実情を特権的に知り得る立場にあることから、事業実
施に際して最も比較優位のある技術を選定・提言しやすい環境にあると考えられる。このよう
に、制度の導入段階においては、専門家が派遣国側の需要を徐々に理解する過程で自ら
の役割を自覚し、熟知している日本の既往技術を紹介・移転しようとした流れが従事した活
動内容（項目）の変化から確認される。
　本時期は研修事業から端を発し、各種の技術協力が開始されたが、まだ個々のベースで
行われているだけであり、相互に連携して行っている訳ではない。
（2）制度試行期（1990年～1998年）
1）都市問題の背景
　本時期はそれまでの長期不況から「プラザ合意」を転機に外国人直接投資ラッシュが起こ
り、建設ブーム、株式ブーム等が生じてタイが未曾有のr経済拡大」を迎えた時期であり、そ
れにともない交通渋滞や環境悪化による都市問題が深刻化し始めた。
　都市分野では1992年に内務省例116号によってバンコクで始めて法的規制力を有する
都市計画法が策定されるとともにDTCPが国の土地区画整理の実施官庁であることが指定
されるなど都市開発に着手するための条件、体制が整備され始めた112）。
2）土地区画整理の取組み
　タイにおいて土地区画整理を推進するための大きな契機となったのは、関係者300人（関
係省庁26局、地方行政機関、大学、民間）を集め、1990年に開催された第1回タイ国ニヒ
地区画セミナーである。本セミナーで日本の土地区画整理の紹介やタイにおける実施可能
性について討論を行ったものである。さらに、1992年と1997年には国際セミナーがバンコク
で開催され、広く一般にも土地区画整理への関心が高まってきた。
　また、土地区画整理の取り組みを支援する形で開発調査「区画整理事業適用調査」が
開始された。これは、バンコク市ホイ・クワング地区を対象行われたタイで初の土地区画整理
のケース・スタディであり、またJICAが開発途上国へ初め実施した土地区画整理の開発調
査でもある。翌1993年には区画整理基金（5，000万バーツ）を設置、開発調査を行ったラマ
9世地区を対象にパイロット・プロジェクトが開始された。このように事業化へ向けての本格的
な始動が開始される一方、土地区画整理の法的担保を確保する手段として土地区画整理
法の立案化に着手した1B）。
3）技術協力の対応状況
　特記すべき事項としては、1992年から1993年の2ヵ年にわたって行われた開発調査「土
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地区画整理事業適用調査」である。開発調査は体系的な技術移転を図るとともに、ケース・
スタディを通じて、具体的な事業イメージを伝える効果も大きい。本調査の対象となったラマ
9世地区（ホイ・クワング）においては都心部より6km程の至近距離に位置するにも関わらず、
急激な都市化と中心部の空洞化が問題になっていた。本調査の事業対象区域は85ha、開
発コストは地権者負担による減歩（合算で約30％）、開発利益は換地の不動産価格の上昇
によるものから構成され、BIC比率は3．26と高い経済性を示したll4）が、この時点で土地区
画整理はまだ法的な位置付けが成されていないことから、用地の取得は一括ではなく、個別
買収方式で行わざるを得ず、一部地権者からの同意が得られず事業へと進展しなかった。
　しかし、本調査の経験を踏まえ、土地区画整理事業導入に向けた行政組織の整備、基
金設置、事業説明会の実施、自由民組織の設立など事業実施へ向けた取り組みが加速し
た。同時に、土地区画整理法案の検討が始まるなど本調査がタイの土地区画整理へ与え
た影響は大きい。
本時期は、前時期に始まった技術協力が継続性を持って行われるようになった。まず、受
け入れ側であるタイが積極的に組織・体制作りを進めることにより、本格的な技術協力を実
施するための基盤が整理され、これに対して目本の技術協力も単なる技術紹介から技術移
転へと段階が移行していくことになる。
　開発調査の「区画整理事業適用調査」はケース・スタディとはいえ基本設計レベルと精度
の高いものであったが、事業実施には地権者からの完全合意が法的に要求され、同事業が
法的に担保されていない状況では実現化が難しい面があった。土地区画整理が法制化さ
れていないことによる事業への影響は2っあった。1っは全員同意のハードル、もう1つは土
地取引による税金および手数料のハードルである115）。土地区画整理は総合的な都市整備
の手法であり、事業を円滑に行っていくには、土地区画整理システムそのものを制度として
位置付け、事業に関する各種事項の「規制」が確立していることが望まれる116）。そこで、本
経験を踏まえ、事業実現化を図る手段として土地区画整理法の立法化が検討されていくこ
とになる。
　なお、土地区画整理法（案）はDTCPがチェラルコン大学とJICA専門家の支援を受けて
取りまとめられたものであり、タイの耕地法、目本の土地区画整理法を基本に民商法、土地
法などタイの既存法との整合性を図りながら構築されているjl7〉。
　このように移転した制度の試行期問とも言える本時期は、前時期と比較して制度の目的、
および用途が定まりつっあり、そのために各技術協力の内容が具体的、かつ各事業の協調
関連性が強くなってきている点が特徴である。
（3）技術改良期（1998年～2005年）
1）都市問題の背景
　本時期は前時期の経済成長が1997年に発生したアジア金融危機の影響で失速し、バ
ブル崩壊より始まり、その後の金融引き締め政策が効を奏し、経済回復を遂げてきた今目ま
での期問である。都市交通分野では、1999年に高架LRTのスカイトレイン、2005年には地
下鉄が相次いでバンコクに開業し、都市内交通鉄道の整備もあり交通インフラの整備が図
られているが決定的な交通渋滞の解消には至っていない。
2）土地区画整理の取組み状況
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　このような社会背景の中で1999年からプロジェクト方式技術協力としてDMUDが開始さ
れている。また法案提出後、政権交代のため2回の審議やり直しを行った土地区画整理法
は2004年の12月に国会（上院）で可決、施行された118）。この問、初めて国会に提出されて
から実に11年の歳月を費やしたが、2003年、DPTは全国知事宛に各県で1箇所の土地区
画整理のパイロット・プロジェクトを行うように通達した他、2004年12，月26日に発生したスマ
トラ沖地震にともなう津波災害（パンガー県カオラック等）の復興手法として土地区画整理手
法を取り入れた計画を策定するIl9）など事業実施への取り組みが鋭意続けられている。
3）技術協力の対応状況
　本時期の代表的な技術協力は技術協カプロジェクトのDMUDである。同プロジェクトは、
タイの経済社会情勢に適合した都市開発手法（土地区画整理を含む）を開発し、開発され
た手法を広く伝えるための研修制度を確立することを目指したものであり120）、当初は2003
年までの予定であったが、実績が評価され2005年までの6年間にわたり行われた。この問の
実績については表6、3．10に示すとおりである。都市計画と都市開発に関する一般研修の立
ち上げやセミナー、ワークショップの開催、パイロット・プロジェクトの推進など数多くの実績を
残し、技術協力として高い効果を上げた。
　本時期における技術協力の流れは、同プロジェクトが行った一連の活動とほぼ軌を一にし
ている。これは同プロジェクトが総合的にニヒ地区画整理を取り組むようになった経緯が大きく
影響しており、これまでの技術協力にはなかった事業規模であったことから技術協力の効率
性を高める過程で他の技術協力との統合化が図られていったものと考えられる。
3．本項6．3．5のまとめ
　本実証研究における分析を踏まえ、図6．3．6にタイにおける都市問題の変化と技術協力
の関係を示した。本図の設定項目は次のとおりである。
①年代
　1980年代から2000年まで。10年ごとに3っ示した。従って、本時系列分析の対象外の
　期間も5年分含まれる。
②都市問題
　都市計画制度、都市交通、都市環境に関する各年代の代表的な問題項目を示す。な
　お、本項目の設定は、後述する第7章7．2「タイにおける都市問題と技術協力の関係性
　分析」によるものを適用している。
③土地区画整理の制度の整備段階
　本項6．3．5による検証で得た3っの整備段階に、2005年以降、続くと予測される「制度
　定着期」を加えた。
④土地区画整理の技術協力事業
　本項6．3．5による検証で明らかにした各年代に実施された土地区画整理の技術協力の
　事業を示した。
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年代 1980年代 1990年代 2000年代
都市計画制度、都
交通、都市環境
問題
地区画整理の
度の発展段階
都市計画法・規制の不備 都市開発手法の不備 都市計画技術者の不足
都市交通施設の不足 公共交通の不備　　　　　統合的な交通体系の不備
社会基盤の不足　　　　都市貧困者・スラムの増加　　　　　居住環境の悪化
制度導入期 制度試行期 制度改良期 制度発展期
土地区画整理の
術協力の事柔
　　　　　研修員受け入れ
　　　専門家派遣
垂ヨ　　　圖
　　　　　　　團
術協力プロジェクト　技術協力プロジェクト
図6．3．6タイにおける土地区画整理に関する制度の整備段階と都市問題、技術協力の関係
　本項6．3．5は、タイにおける土地区画整理の制度の整備段階と技術協力の関係性にっ
いて分析を行い、次のことが明らかになった。
（1）制度の整備段階の設定
　本研究で対象としたタイの土地区画整理に関する時系列分析では、25年の期問にわた
り、技術協力の実施状況について検証を行った。
　この期問を、制度の整備状況から区分することにより、①制度導入期、②制度試行期、③
制度改良期の3つの段階に分類されることが明らかになった。
（2）制度の整備段階のプロセス
　本項6，3．5の分析により、タイの土地区画整理の制度の整備には、①導入、②試行、③改
良期に相当する制度の整備段階が確認された。
　本事例に見るように、これまで社会に存在していない新たに制度を導入する場合は、他
国からの技術協力を得たり、模倣したりして、導入、移転することが多いとが想定される。導
入された制度は、事業化を通じて試行され、制度が適合すれば社会に定着（あるいは廃棄）
するが、多くの場合は自国に適合するような何らかの改良が加えられてから、定着に至ると
考えられる。その流れの概念は図6。3．7のとおりである。
　なお、本事例であるタイの土地区画整理は、2005年時点では事業化されていない。これ
により、本事例は未だ制度定着期には至っていないと判断される。
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導入期
不適合
試行期
、廃棄、r
不用
改良期
定着期
制度の導入、移転　　制度の試行、検証　　　制度の改良、現地化　　制度の定着、活用
図6．3．7新たな制度が社会に定着する流れの概念図
（3）制度の整備段階に応じた技術協力の実施
　本事例では、土地区画整理の制度が整備されるに応じて、技術協力の各事業（研修、専
門家派遣、開発調査、国際セミナー）が徐々に協調関係を深め、技術協力プロジェクトであ
るDMUDへと統合化が図られた過程が確認できた。また、専門家派遣など、同一の技術協
力の事業であっても、対象とする技術や役割についての変化が見られた。例えば、87年に
内務省都市地方計画局（DTCP）に派遣された専門家の指導内容は、都市計画に関する
広範な技術の紹介、助言が主であったが、翌88年からは土地利用計画、開発手法に関す
る技術協力の需要が高まり、指導内容は土地区画整理へと移行し121）、現在に至っている。
　都市開発手法としてタイで注目された土地区画整理は、制度として定着、普及するため
に、制度の整備段階に応じて多様な技術協力を組み合わせながら進められてきた。このよう
に、技術協力が対象とする制度の整備段階を予め設定することができれば、技術協力の効
果的な導入段階を設定することが可能となることから、技術協力を有効に実施するために本
視点は重要である。本事例により、我が国の技術協力は、タイの土地区画整理に関する制
度の整備段階に応じて行われたことが実証できた。
　制度に関する技術協力は、制度の機能向上を目的としている。従って、制度の機能
向上に関する需要がカウンターパート側に存在する限り、制度の導入から定着に至る
全ての整備段階において需要は発生すると考えられる。制度の整備段階と技術協力
の割合（範囲）の概念は図6．3．8のとおりである。
　まず、制度の導入期は、制度に対する知識・情報が開発途上国にとって限られてい
る。続いて試行期は、先進国や他国で実施された方法を参考に事業化が検討される
段階であり、両段階とも先進国からの技術の供給に依存する割合が多いと考えられる。
　改良期は、現地の実情を踏まえた制度の改良により、制度の現地化、内部化が進
められる。定着期に至っては開発途上国が主体的に制度の整備に取り組むようになり、
先進国の関与は限定的なものに留まる。このように、制度の整備段階に応じて整備の
実施主体が先進国からカウンターパートヘ移行し、それにともない技術協力に期待され
る役割、範囲は漸次縮小していくと考えられる。
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100％導入 試行 改良 普及
技
術
協
力
の
割
合
技術協力
自国による対応
0％ 制度の整備段階 100％
　　　　　　　　　　図6．3．8制度の整備段階と技術協力の割合
　土地区画整理は、都市計画、および土地利用計画において事業化が決定され、開発規
制や開発誘導策などを規定する都市計画法と調整しつつ進められる都市開発手法の一っ
である。つまり、土地区画整理を実施するには、都市計画制度全般にわたる取り組み施策
が必要である。
　本事例により、都市計画制度に関する技術協力を有効に実施するためには、社会や都
市の発展・変化、社会の二一ズ、それに応じた制度の整備段階に着目することが重要な視
点である、という一っの示唆を得たと考える。
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6．4本章のまとめ
　本章においては、本章の目的は、都市計画制度に関する技術協力に着目し、①我が国
および国際援助機関が行う技術協力の実態を明らかにし、②そのうちタイで行われた我が
国の土地区画整理に関する技術協力を事例として時系列分析を行った。これにより、③技
術協力がタイの土地区画整理に関する制度の整備段階に応じて行われたことを実証し、④
都市計画制度に関する技術協力を有効に実施するための示唆を得た。
　これにより、次のことが明らかになった。
1）我が国において都市計画制度に関する技術協力を行っているJICAは、インフラ、経済
　活動、居住環境等の都市問題は貧困と密接につながっており、都市計画（制度）の技
　術協力はその有効な手段の一っとして位置付けていることが確認された。そして、都市・
　地域といったある特定のエリアを面的に捉え、中長期的な視点で複合的アプローチによ
　り、開発問題に対応していく必要があると認識していることを確認した。このようにJICAで
　は、都市問題の解消・緩和手段として都市計画を策定し、各種事業を効率・効果的に
　行うためには、MIP等の都市の基本的な計画の策定とそのための人材能力の向上が不
　可欠であると認識していることが明らかになった。
2）社会開発等の貧困削減に向けた取り組みに力を入れている世界銀行は、特に、基礎保
　健や教育を通じた「人への投資」や、貧困削減の重要な要素である開発途上国の「ガバ
　ナンス（行政能力）向上」の支援等を行っている。世界銀行は設立当初から開発途上国
　の都市問題、あるいは都市開発にっいてインフラ整備支援という形で積極的な協力を
　行っていることが明らかになった。
3）都市化および人間居住に関する問題に取り組む国連の機関であるUN－HABITATは、
　①「都市化と居住に関係する問題の存在について注意を喚起すること」、②「住宅と人
　間居住問題との取り組みに努力している国々を支援すること」を目的として、①地球的規
　模での包括的な調査・広報活動、および②各国の住宅および居住間題解決に向けた
　支援活動を行っていることが明らかになった。
4）このように、①JICAは貧困問題への取り組み方策の一環として、②世界銀行はインフラ
　整備支援、③UN－HABITATは社会的・環境的に持続可能なまちや都市づくりの促進に
　向けて技術協力を行うなど、都市計画制度に関する技術協力の位置付け、重点が各機
　関によって異なっていることが明らかとなった。
5）都市計画制度の整備課題から必要とされる技術協力の提案内容に対してどのような技
　術協力の事業が適しているのか。4っの技術協力の事業別の適用性にっいて比較した。
　これにより、①研修員受け入れは多人数を対象とした場合「自治体職員の研修体制確
　立」に適しており、②アドバイザー型事業である専門家は全ての提案内容に適用可能で
　あり、③OJT型の技術協力である開発調査は「都市整備手法の技術協力」以外にっい
　ては実績がなく、④多人数の職員を対象に技術協力を行う技術協力プロジェクトは、全
　ての提案内容に適用可能であり、かっ投入量に比例して事業効果も高いことが明らか
　になった。
6）研修員受け入れ、専門家、開発調査、技術協カプロジェクトの4っの技術協力事業の
　プロセスを対象として、その特徴、他事業との関連性にっいて分析を行った。これにより、
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　①研修員受け入れは「年間計画の策定」から「フォローアップとアフターケア」、②開発調
　査はr実施要請」から「資金協力の実施」、③技術協カプロジェクトは「基礎調査」から
　「アフターケア」に至るまでの一連のプロセスを確認した。しかし、専門家は基本的にカゥ
　ンターパートに対するアドバイザー型の技術協力事業であり、カウンターパートが行う法
　整備、組織の制度作り、都市マスタープランの作成、プロジェクトの実施の場面において
　側面からの技術支援が期待されているが、そのためには、参画するプロジェクトの実施プ
　ロセスに自らの位置付けと役割を見出し、関連付けていくことが重要なことが明らかにな
　った。このため、専門家は開発調査等の各プロセスにおいて期待されている自らの役割
　を十分認識しておく必要があるなど、技術協力を実施する際の有益な知見を得た。
7）タイの首都であるバンコクの①都市形成の過程、②都市基本指標、③都市行政組織、
　④都市財政について分析した。これにより、①1933年に都市が設定された時は41km2
　に過ぎなかったバンコク市が、現在は1，569km2と急激に拡大している。②バンコクは「産
　業化なき都市化」とも言われ、中心市街地の道路率は8。1％と社会基盤の整備は、未だ
　十分ではない。③バンコクの総生産額はタイ全体の実に4割に及ぶ規模を担っているが、
　中央財政全体との割合と比較すると収入で2．5％、支出で2．3％程度にすぎず、開発財
　源の確保が大きな課題となっていることが明らかになった。
8）都市計画制度に関連が深く、特に土地区画整理を実施するにあたり影響を与えるタイ
　の①都市計画法、②都市開発手法、③土地利用計画の実態を分析した。これにより、
　①計画の実施を担保する法規制整備が求められている実態、②多様化する都市開発
　需要を踏まえて新たな開発手法として土地区画整理に対する期待が高まっている現状、
　③CBDや郊外で土地利用計画が機能していない実態が明らかになった。
9）タイにおける①研修受け入れ、②専門家、③開発調査、④技術協カプロジェクト、⑤国
　際セミナーの実績を分析した。これにより、①土地区画整理が都市開発手法として注目
　された要因の一つは、研修による影響が大きかったこと、②専門家は開発にともなう喫緊
　の課題への対応、プロジェクト推進への助言を行う立場にあり、タイと目本とのパイプ役と
　して双方を調整する重要な役割を果たしたこと、③開発調査は土地区画整理の体系的
　な技術移転を図るとともに、ケース・スタディを通じて、具体的な事業イメージを伝える効
　果があったこと、④技術協カプロジェクトのDMUDでは、土地区画整理と換地設計に関
　する技術指針・基準、規則を策定するなど、研修を通じた人材育成のみならず、タイに
　おけるニヒ地区画整理の整備に必要となる法規や技術基準についても必要な整備を行
　った実態が明らかになった。
10）タイにおける土地区画整理の取り組み（事業化と法案化）状況を整理し、土地区画整
　理が要請された社会背景・需要、土地区画整理に関する複数の技術協力の実績と関
　連する事項にっいて時系列分析を行った。これにより、対象とした25年の期間は、①制
　度導入期（1981年～1989年の9年間）、②制度試行期（1990年～1998年の9年間）、
　③制度改良期（1999年～2005年の7年間）の3っの整備段階に設定可能なことが明ら
　かになった。
11）制度導入期（1981年～1989年）のタイにおける土地区画整理の取り組みは、まず日本
　側から研修事業、専門家の派遣により紹介という形で導入された。そしてバンコクの都市
　問題が深刻化するにっれて徐々にタイ側にその必要性が認識された。しかし、この間、
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　土地区画整理に関するタイからの直接的な取り組みは始まっておらず、本時期は次の
　段階で事業が本格的に検討される事前学習段階として位置付けされる。このように本時
　期は研修事業から端を発し、各種の技術協力が開始されたが、まだ個々のベースで行
　われているだけであり、相互に連携して行っていない実態が明らかになった。
12）制度試行期（1990年～1998年の9年間）のタイにおける土地区画整理の取り組みは、
　1992年にバンコクで始めて法的規制力を有する都市計画法が策定されるとともにDTCP
　が国の土地区画整理の実施官庁であることが指定されるなど都市開発に着手するため
　の条件、体制が整備され始めた。また、開発調査「区画整理事業適用調査」により、ラマ
　9世地区を対象としたパイロット・プロジェクトが実施され、事業化へ向けての本格的な始
　動が開始されるとともに、土地区画整理法の立案化に着手した。このように移転した制
　度の試行期間ともいえる本時期は、前時期と比較して制度の目的、および用途が定まり
　つつあり、そのために各技術協力の内容が具体的、かつ各事業の協調関連性が強くな
　ってきている点が特徴であることが明らかになった。
13）制度改良期（1999年～2005年の7年問）のタイにおける土地区画整理の取り組みは、
　2004年に土地区画整理法が施行され、スマトラ沖地震にともなう津波災害の復興手法
　として土地区画整理手法を取り入れた計画を策定するなど事業実施への取り組みが鋭
　意続けられている。本時期の代表的な技術協力は技術協カプロジェクトのDMUDであ
　る。同プロジェクトは、タイの経済社会情勢に適合した都市開発手法（土地区画整理を
　含む）を開発し、開発された手法を広く伝えるための研修制度を確立することを目指すも
　のであり、都市計画と都市開発に関する一般研修の立ち上げやセミナー、ワークショップ
　の開催、パイロット・プロジェクトの推進など数多くの実績を残し、技術協力として高い効
　果を上げるなど、本時期における技術協力の流れは、同プロジェクトが行った一連の活
　動とほぼ軌を一にしている実態が明らかになった。
14）本事例においては、土地区画整理の制度が整備されるに応じて、技術協力の各事業
　（研修、専門家派遣、開発調査、国際セミナー）が徐々に協調関係を深め、技術協カプ
　ロジェクトであるDMUDへと統合化が図られた過程が確認できた。これにより、我が国の
　技術協力は、タイの土地区画整理に関する制度の整備段階に応じて行われたことが実
　証できた。このように、本事例により、都市計画制度に関する技術協力を有効に実施す
　るためには、 社会や都市の発展・変化、社会の二一ズ、それに応じた制度の整備段階に
　着目することが重要な視点である、という一つの示唆を得たと考える。
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［第6章補注および参考文献］
補注
（1）開発途上国の都市化は急速に進んでおり、都市人ロの増加は先進国の5倍の速さで進
　　んでいると言われており、2020年には人ロの半数以上に相当する32億9300万人が都市
　　部に生活することになる。（世界の都市化問題、2000年、ハビタット福岡市民の会・ハビタ
　　ット福岡事務所、p．4）
（2）南アジア、東南アジアおよび太平洋地域諸国の経済・社会開発を促進することを目的に
　　1950年1月に発足した協力機構。スリランカのコロンボに事務局があり、2年に1回協議会
　　（総会）を開催している。98年2月現在の加盟国は域内20力国、日本は同プランの有力加
　　盟国として技術協力の拡充を図っている。（出典1国際協力用語集（第2版）、1998年、国
　　際開発ジャーナル社、p．63）
（3）2000年9月に開催された国連ミレニアム・サミットにおいて「ミレニアム宣言」が採択され、
　　MDGsという1つの共通枠組みにまとめられた。MDGとは、人類の将来の反映に向けての
　　基礎的条件を整える重要なき開発目標として国際社会全体に共通の開発目標になって
　　いる。この具体的な数値目標（国際開発目標（（IDGs））の対象となる分野別の課題が開
　　発課題である。（出典：8）文献、p，269～294）
（4）JICAは技術協力の実施機関として、実質技術協力に関するほとんどの事業を管轄して
　　いるが、「アジア諸国等の学術交流事業」（日本学術振興会事業）などいくつかの技術交
　　流事業や専門の調査・研究事業は、国土交通省などの関係省庁が管轄している。（参
　　考：8）文献、p．54）
（5）マスタープラン（M／P）策定調査とは、国全体または特定地域における総合開発のセクタ
　　ー別の長期開発計画を策定するための調査であり、フィージビリティ（F／S）調査とは、開
　　発計画や政策によって優先度を与えられた個別のプロジェクトが、実行可能であるか否
　　かを客観的に検証し、プロジェクト実施に最適な事業計画を策定するための調査であ
　　る。）
（6）27）文献、p2を参考に作成
（7）建設技術移転指針策定調査（都市計画）、2000年3月、国土交通省・（社）国際建設技術
　　協会、p，45、図3を参考に一部修正
（8）㈱国際開発ジャーナル1998年10月号では、専門家が必要とされる要件として、専門的な
　　「技術」に加え、「コミュニュケーション能力（語学）』と「地域性（派遣国への理解度）」を挙
　　げている。また、専門家は、派遣元（省庁、コンサルタント、個人等）や参加意欲の相違に
　　より適応能力が異なると指摘している。（出典1「特集・途上国で働く専門家とは、アジ、ア
　　が求める日本人」、㈱国際開発ジャーナル1998年10月号、ppl2－21）
（9）バンコク市の人ロ584万人（全国の9．3％、2003年末）に対し、全国第2の都市ナコンラ
　　チャシマの人ロは僅か30万人に過ぎない。（出典1「タイ経済概況」、ジェトロ・バンコクセン
　　ター、2004、htt＝／／www、Betrobkk．or．th／）
（10）バンコク首都圏（BMRIBangkokMetropoiitanRegion）の人ロは737万人であり、全国都市
　　人ロの59％を占める。（出典：早瀬保子、「アジアの人口』、アジア経済研究所、2004、
　　P．200）
（11）バンコクの産業就業者構成をみると、3次産業に従事するものが全体の75％を占め、全
　　国値2割に比べて著しく高く、サービス産業への特化／偏向が著しい。出典1（社）日本自
　　動車工業会、「東南アジア諸国の交通問題に関する調査研究報告書（資料）」、1996。
（12）道路網に関しては、バンコク中心市街地の道路率は8．1％（東京13．6％、大阪16、2％、ニュー
　　ヨーク23，2％、パリ20％）である。（出典：「インフラストラクチャー」、日野祐滋、タイ国経済概
　　況2002／2003年版、バンコク日本人商工会議所、2003、p．366）
（13）田坂敏雄編、大阪市立大学経済研究所監修、アジアの大都市r［1］バンコク」、㈱日本
　　評論社、p．viを参考に編集。
（14）NHAでは低所得者及び工場労働者向け住宅を中心にバンコク首都圏で65千戸の住宅
　　を供給し、73千世帯のスラムを改善する予定である。また、1992年にタイ政府はスラム住
　　民等の都市貧困層に対する経済的支援策として、1，250百万バーツのUCD基金の設立を
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　　決定し、NH：Aの下にUCDOを設置し、都市貧困層が結成した貯蓄グループ・組合に対し
　　生活基金、事業資金、住宅資金を融通し、グループの構成員が組合等から融資を受け、
　　連帯して返済する制度が整備されている。（出典：森下恒雄、「タイの住宅事情と住宅政
　　策』、建設省「平成6年度建設分野における国際協力推進基礎調査（IH）」、1995、
　　P．P，4－108、4－109）
（15）森下恒雄、「タイの住宅事情と住宅政策」、建設省「平成6年度建設分野における国際協
　　力推進基礎調査（m）」、1995、P4－107を参考に作成。
（16）1984年の「CityCoreP［an」、1986年のJICA調査による「JICAPlan」、1986年のアジア工
　　科大学（AIT）とタイーオーストリア借款団による「ChaoPhraya2」等。
（董7）①橋本卓、「都市の行財政と都市開発政策』、（田沼敏雄編、大阪市立大学経済研究
　　所監修、アジアの大都市r［1］バンコク」、㈱日本評論社）、1998、pp．295－297、②
　　Litchfield　Whiting　Bowen　and　Associates＆Adams　Howard　and　Greeley、「Greater
　　Bangkok　Plan2533」、Bangk・k、1960、PP．27－28、③Samnak　Phang　Muang、「Raingan
　　Kanprapprung　Phang　Nakhonluang　Krangthi1（首都計画改善計画）」、Bangkok、
　　Krauang　Mahatthai、1973、PP．5－8、④Kha・san　Samnak　Phang　Muang、1992、N・．57、⑤
　　「Phaen　Phattana　Krungthep　Mahanakhon　Chabapthi4（第4次バンコク都開発計画）」、
　　KrungthepMahanakhon、1gg1、p．74、⑥rSathanakanSingWaetlomThai2537（タイの環
　　境状況）」、PhitthayaWongkun、1994、Bangkok，MuIanithiLokSikhiao、p．64の各資料を
　　参考に作成。
（18）重冨真一、「土地開発と土地利用規制制度」（田沼敏雄編、大阪市立大学経済研究所
　　監修、アジアの大都市r［1］バンコク」、㈱日本評論社）、1998、pp118－135を参考に作
　　成。
（19）①建設技術移転指針策定調査（土地区画整理）、国土交通省・（社）国際建設技術協
　　会、2002、p．26、②日泰建設技術協力40年の歩み、建設泰友会、「建設泰友会関係者
　　在任期間チャート』を参考に作成。
（20）①「タイ王国都市開発技術向上計画プロジェクト運営指導（中間評価）調査団報告書」、
　　JICA、2001、p67、②「タイ王国都市開発技術向上計画プロジェクト終了時評価報告書』、
　　JICA、2005、r評価調査結果要約表」を参考に作成。
（21）「タイ王国都市開発技術向上計画プロジェクト終了時評価報告書」、JICA、2005、
　　pp6－1｛を参考に作成。
（22）rタイ王国都市開発技術向上計画プロジェクト終了時評価報告書」、JICA、2005、p19を
　　参考に作成。
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第7章　タイにおける都市問題の構造と都市計画制度に関する
技術協力のケース・スタディ
7．1はじめに
7．1．1本章の目的
　本研究では、これまでに①都市問題の分類・体系化、②都市問題の同定・構造化、③政
策・事業の代替案の優先度評価、④都市計画制度の実態と整備課題、⑤技術協力の実態
と実施方策の5っの事項を取り上げて検証を行った。
　本章の目的は、①タイにおける都市問題と技術協力のケース・スタディ（1〉を行い、タイの
開発・経済状況、政府開発援助（ODA）と技術協力の実績、都市問題の変化と技術協力の
関係性を時系列的に分析し、②本研究で取り上げた上5っの事項にっいて実証的な見地
からその有効性を検証することである。
7．1．2本章の方法
　本章は、既存文献、データ、資料のレビュー、および関係者のインタビューを通じてケー
ス・スタディを行う。詳細な実施方法、手順は次節7．2で詳述する。
　本章の分析を行うため、以下の3つの基準を設定した。
1．国・都市
本章では、対象国としてタイを選定した。その理由は次のとおりである。
①タイは、開発途上国であり、近年、経済・社会の発展が著しい。そこで、かつての低所
　得国から今日の低中所得国（2）に至ったこれまでの開発・経済状況、ODAと技術協力
　の実績、都市問題の変化と技術協力の関係性を分析することにより、その間に技術協
　力が果たしてきた役割の検証が可能となる。
②タイは、都市の整備状況、都市問題、その要因分析のための事例、データが豊富であ
　る。
③タイでは、これまでに多くの都市計画制度の設計に関する技術協力が行われており、
　技術協力の実績、およびその有効性と制約を評価するための事例、データが豊富であ
　る。特に、技術協カプロジェクトの事業はタイのみで行われている。
　また、本ケース・スタディにおける具体的な都市の事例としては、タイの首都であり、デー
タが豊富なバンコクを用いる。
2．期間
　本ケース・スタディは、都市問題の変化と技術協力の関係性を時系列的に分析するこ．と
から、対象期間は長期間であるほど効果的である。そこで、タイに向けた我が国の技術協力
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が本格化し始める1981年より2005年に至るまでの25年問、1／4世紀をケース・スタディの
対象期間として設定した。
3．技術協力の主体
　技術協力の主体としては、我が国が行う技術協力を設定した。その理由は、①本研究が
我が国の技術協力を対象にしていること、②タイの二国間ODA実績のうち、最大拠出国で
ある日本からの援助額は同国が受ける援助総額の58．09％を占めており1）、我が国が行う
技術協力の実態を分析することにより、タイにおける主な技術協力の実態を確認することが
可能となるためである。
7．1．3本章の手順
本章の手順は、図7．1．1に示すとおりである。
1．7．2では、タイにおける都市問題と技術協力の関係性を分析する。
第一に、本節7．2の分析を行うための設定項目を定める。（7．2．1）
第二に、開発・経済状況を分析する。（7。2．2）
第三に、ODAの実態を分析する。（7．2，3）
第四に、技術協力の実態を分析する。（7．2．4）
第五に、時系列分析により都市問題の変化と技術協力の関係性を分析する。（7，2．5）
第六に、本節をまとめる。（7．2．6）
2．7，3では、本ケース・スタディの検証を踏まえ、これまでに本研究で取り上げた5っの事
　項について実証的な見地からその有効性を検証する。（7．3）
3．7．4では、本章をまとめる。（7．4）
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7．2タイにおける都市問題と技術協力の関係性分析
7．2．1本節の目的、対象とする都市問題、分析の方法
1．本節の目的
　本節7．2の目的は、タイにおける都市問題と技術協力のケース・スタディ（1）を行い、①タイ
の開発・経済状況、②政府開発援助（ODA）と技術協力の実績、③都市問題の変化と技術
協力の関係性を時系列的に分析することである。
　これにより、本研究で対象とする①開発途上国の都市問題、および②都市計画制度の設
計に関する技術協力について実証的な検証を行うための具体的な事例と必要なデータを
得る。
2．本節の方法
　本節7．2の分析方法は、既存文献、データ、資料のレビュー、および関係者のインタビュ
ーを通じて次のとおりに行う。
　まずは、①タイの開発・経済状況、②ODAの実態について分析する。これにより、本研究
で分析を行った①都市問題の分類・体系化、②都市問題の同定・構造化、③政策・事業の
代替案の優先度評価の有効性について実証するための具体的な事例と必要なデータを得
る。
　さらに、①技術協力の実態、②都市問題の変化と技術協力の関係性について分析する。
これにより、本研究で分析を行った①都市計画制度の実態と整備課題、②技術協力の実
態と実施方策に関する事項を実証するための具体的な事例と必要なデータを得る。
（1）7．2．2では、タイの政治・経済状況を確認するため、タイの基礎的指標、経済の発展状
　　況にっいて分析する。
（2）72．3では、タイにおけるODAの実態を明らかにするため、①タイのODA受け入れ状
　　況、②我が国のODAの実施状況、③技術協力の内容にっいて分析する。
（3）7．2．4では、タイの技術協力の実態を明らかにするため、技術協力と都市問題の関係
　　性にっいて分析する。このうち、①開発調査、②技術協力プロジェクトの技術協力事業
　　に着目し、1981年から2005年に至る25年間の実績を分析する。
（4）7．2．5では、タイの都市計画制度に関する技術協力を対象として、①技術協力が要請
　　された社会背景・需要、②都市問題に関する複数の技術協力の協調関係を明らかに
　　する。そのために、①時系列でタイにおける社会情勢、都市開発事情、そして各技術
　　協力の実績を整理し、技術協力と都市問題の関係性について検証を行い、②年表を
　　用いてタイにおける都市問題と技術協力の関係性を明らかにする。
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3．対象とする都市問題
　開発途上国の都市問題としては、第3章においてカウンターパートの視点から分類・体系
化した3分野（都市計画制度の課題、都市施設整備の課題、都市政策・施策運用の課題）、
14項目がある。本節では、同項目の有効性を検証するため、同14項目を用いて技術協力
の分析を行う。
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7．2．2タイの開発・経済状況
　タイの開発計画は、国家経済社会開発庁（National　Economic　and　Social　Development
Board：NESDB）により、国家経済社会開発5ヶ年計画として策定され、1961年の第1次計
画から現在は第9次計画（2001年10月～2006年9月）が行われている。
　第1次（1961－66年）、第2次計画（1967－71年）は、経済成長による開発に力点が置か
れているが、同時に所得格差など負の部分も現れたので、その後タイ政府は経済開発に加
えて社会開発、環境保全等も重視している。第8次では、経済発展の追求よりも「人間中心
の開発」、第9次計画においては「足るを知る経済」等の考え方が強調されている。2）
　表7．2．1に、タイの基礎的指標を示す。
表7．2．1タイの基礎的指標（3）
項目 翻正式国名 タイ王国
酵 51万3，120K㎡（日本の約1．4イ音）人ロ α330万人（日本の約半分、2003年末）
人ロ密度 123人／㎞2
宗教 国民の95％ぱ南方上座部仏教徒。他イスラム教徒4％・キリ
ト教徒）．6％など
名目GDP（03年〉 1，433億ドル（日　　，、協4％）
1人あたりGDP（03年） 乞291ドル（日本の約a8％）
議会 コ院制
上院（2000年3月選出）200議席、任6年、直接選“り
完（2001年1月選出）500議席、任期4年、直接選”lj
内閣 大臣26名、副大臣9名の言招5名。
表7．2。2～7，2．3では、タイの主要経済指標、一人当たりGDP長期推移（ドル）を示す。
表7．2．2タイの主要経済指標3）
、
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表7．2．3　タイの一人当たりGDP長期推移（ドル）4）
年 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000
GDP 97 131 199 351 685 721 151828261974
　表7．2．3に示すとおり、タイの経済は1995年までは上昇を続け、特に1985年から90年ま
での5年間で2倍以上、95年までの10年間では約4倍の伸びであり、長期的に高い経済
成長を続けている（1997年に発生したアジア経済危機の影響で2000年は1995年に比較し
て下落している）。
　GDPの年平均成長率を見ると、1960年代が8．0％、70年代は6．8％、80年代は、前半に
第二次石油危機（‘79一’80）と世界同時不況の影響から成長は5，4％にまで低下したもの
の、’80年代後半は円高・ドル安を背景とする直接投資の流入や輸出の増加から10，3％と
好転した。1988～96年まで高度成長・経済自由化の時代は続き、90年代は前半に直接投
資の大幅な流入が続き、8．6％と高い成長となった（4）。
　1997年の通貨危機から始まった不況により、90年代を通じた平均成長率は約4％となっ
た。2001年は世界経済の減速から年L8％まで低下したが、2002年前半は堅調な内需の
伸びにより、前年比4．5％と回復している5）。そして、鳥インフルエンザや石油価格高騰等の
影響はあるものの、低金利や草の根政策による内需拡大策によって2003年と2004年の成
長率は、それぞれ6．9％、6．1％と順調に伸びている6）。
　表7．2．3に示すように、タイの一人当たりGDP長期推移（ドル）は、1960年の＄97から2000
年の＄1，974へと約20倍に増加した。
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　現在、我が国が行っているODAとしては、国際協力銀行（JBIC）による有償資金協力
（円借款）、国際協力機構（JICA）による技術協力、そして大使館による文化無償・草の根
無償資金等がある11）。また、目本のタイにおける1969年以来2000年までのODA実績累
計は表7．2，4のとおりである。内訳としては、有償資金協力が総額の85％を占め、技術協力
の割合は8％となっている。
表7．2．4対タイODA実績累計（5）
援助形態　　　　　　件数、金額（機材供与のみ） 総額（百万円） 割合
無償資金協力　（草の根・人間の安全保障無償資金協力を
む） 1，618．83
7％
技術協力
研修員 24，420人
1，750．91 8％
専門家 7，238人
青年海外協力隊 441人
シニア海外ボランティア 108人
機材供与 37，574．81百万円
技術協カプロジェクト 96件
開発調査 206件
有償資金協力 235件 ｛9，128．7385％
総計 22，498．47100％
　我が国のODAは、1978年以降、援助の対象が施設建設だけでなく、技術者など人材育
成を含めるようになり、ODAは拡大の一途をたどった。1989年以降は、タイの自立的発展・
高度成長に対応した協力の展開の必要性から、ODAも質的転換期に入り、インフラ整備や
人材育成が重点分野として明確化されることになった12）。
　2003年に策定された対タイ国別援助計画では、1997年に発生した経済危機から中・長
期的に回復するための支援と、タイ経済の自立的・持続的発展を可能にする支援に重点が
置かれている。タイ側との政策対話を踏まえ、表7．2．5に示すとおり中長期的な援助重点分
野を設定している。
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表7．2．5我が国の中長期的な援助の重点分野（6）
重点分野 支援内容
社会セクター支援
r人間中心の開発」、教育分野、エイズ対策分野への支援
行うとともに、援助の際にはW【D配慮やNGO支援に留意
る。
環境保全
環境保全に関する技術的なノウハウの移転を促進すると
もに、円借款、開発調査による環境への協力を実施す
。
地方・農村開発
タイ地方格差是正のための地方都市のインフラを整備、
業の振興・農村地域の開発（特に東北タイ等の貧困地
）に積極的に協力する。
経済基盤整備
タイが産業の高度化を図り継続的な経済発展を達成する
めに、不足している経済インフラ整備への支援を行うと
もに、産業構造の高度化に対応するための技術系の人
育成に資する職業訓練を行う。
地域協力支援
日本・タイ・パートナーシッププログラムなどを通じ、タイの
与する南南協力および地域協力推進を支援する。
3．技術協力の内容
タイに対する我が国のODAは、両国の緊密な関係も反映して、技術協力対象国約160力
国のうち、人数実績累計、経費実績累計とも第2位の位置を占めているB）。また、人数実績
累計を分野別に分類すると表72．6のとおりとなる。これによると、研修員は計画・行政分野、
専門家は農林水産業分野および保健医療分野、調査団（開発調査等）は公共・公益分野、
協力隊は人的資源開発分野に対する協力がそれぞれ多くなっている。
都市計画制度に関係するものは、厳密には選定できないが、①計画・行政、②公共・公益
の一部が相当している。
表7．2．6タイにおける技術形態別・日本の技術協力の分野14）
計画・行政 公共・公益 農林水産業 鉱工業 エネルギー 商業・観光 人的資滋震墨 保健医療 袖会福祉 その地
研修員 23．3％ 14．3％ 14．5％ 6．8％ 2．0％ 3．2％ 16．4％ 8．0％ 1LO％ 0．6％
専門家 6．9％ 19．o％ 26．1％ 7．o％ 歪．5％ 0．4％ 1L3％25．7％ 1．3％ o．8％
調壷綱 8．1％ 35．3％ 25．2％ 9．3％ 5．1％ 2．2％ 5．7％ 4．4％ 1．1％ 3．7％
協力隊 16．4％ 2．4％ 22．3％ 22．3％ G％ 0％ 27．6％ 9．1％ o％ o％
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7．2．4タイにおける技術協力の実態
　7．2．4では、タイにおける技術協力の都市問題への対応状況を明らかにするため、①開発
調査、②技術協カプロジェクトの2っの事業に着目し、1981年から2005年に至る25年間
の両事業の実施状況を分析する。
　両事業に着目する理由は、両事業は特定の都市問題の対応策を意図して、タイ政府の
要望に応じて我が国が実施したものであることから、対象とした都市問題から当時のタイにお
いて緊急性が高かった都市問題の項目が確認できると考えられるためである。
1．開発調査の実績
（1）都市問題に対応した開発調査の実績
　1981年より2005年に行われた都市問題に対応した開発調査の実績は34件となってい
る。これを第3章においてカウンターパートの視点から分類・体系化した都市問題14項目に
照らし合わせものが表7，2．7である（2005年度完了分のみ対象）。
　これにより開発調査がどのような都市問題に対応して行われてきたのかが示される（2005
年度完了分のみ対象）。開発調査が対応した都市問題は、「都市基盤施設」や「都市交
通」に関するものが34件中23件（全体の70％）と圧倒的に多い。特に、都市問題を包括的
に取り扱う「都市計画」や「都市計画事業・制限」の案件を除くと、個々の技術が専門的であ
り、都市問題の対象も相当絞り込まれている。また、後述する技術協カプロジェクトと異なり、
「人口・健康」の案件は3件と少ない。
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表7．2．7都市問題に対応した開発調査（7）
NQ
　　　　　都市問題
ロジェクト名
法制度
都市計画
都市基盤施設
都市交通 居住施設
都市管理組織
地方分権
都市の貧困
住民参加 社会問題 人口健康 環境保全 実施期間
1バンコク道路改良交通安全計画 86
2港湾竣諜船隊計画 86
3新クルテップ橋及びトンブリ道路延伸計画 86－87
4配電指令センター開発計画 86
5鉄道ヤード改良計画 86
6チヤオプラヤ川洪水予警報システム 86－88
7効果的港湾システム調査 86－87
8バンコク首都圏都市基本図作成計画 86－88
9都市計画策定指針作成調査 86－88
10バンコク首都圏中長期道路交通計画 87－89
“ バンコク市クローン水質改善計画 87－89
12道路交通運用計画 88－91
13国内電話網拡充長期計画 88－89
14パタヤ地区総合開発計画 88－90
15ラムチャバン港輸送計画 89
16有料高速道路計画 89－91
17バンコク市洪水防御計画 89－90
18バンコク市廃棄物処理計画 89－90
19バンコク市交通制御システム整備計画 90
20首都圏トラックターミナル基本整備計画 90－92
21区画整理事業適用計画 90－93
22首都圏鉄道改善・都市開発総合計画 90
23バンコク首都圏電気通信網開発計画 90－92
24バンコク首都圏地盤沈下対策計画 91－94
25首都圏送変電設備増強計画 91－93
26バンコク港近代化計画 92－94
27都市開発と一体化した首都圏鉄道輸送力増強計画 92－95
28高速道路維持点検・維持システム 92－94
29首都圏配電網システム改善拡張計画 93－95
30バンコク都市環境改善計画 94－96
31バンコク汚泥処理・再生水利用計画調査 98－99
32バンコク首都圏居住環境改善計画 01－02
33建築防火システム開発計画
3　4　3　4
01－02‘
34バンコク首都圏及び周辺における産業廃棄物管理スタープラン 01－02
総数 275161042612
（着色部は開発調査案件が対応した都市問題の項目）
（2）対応状況の変化
　開発調査が対応した都市問題の変化について図7．2．2に示した。
　本図は、横（x軸）に第3章で分類・体系化した国際機関等が認識する都市問題の3つ
の整備課題である①都市計画制度の課題、②都市施設整備の課題、③都市政策・施設運
用の課題を配置し、表7．2．7より、開発調査が対象とした主要な都市問題を並べた（計6っ）。
縦（y軸）には10年毎の時問軸を置き、その間に横に並べた都市問題に対応した代表的な
開発調査の案件名を記した。複数の都市問題を包括する調査は横に広がった形状となっ
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図7．2．2開発調査に見る技術内容の変化
　例えば、左端の「都市計画制度の課題」に関する開発調査を見ると、86年～88年に都市
計画策定調査、90年～93年に区画整理事業適用調査が行われている．「都市基盤施設」
は各年代を通じて多数の開発調査行われており、全てを記載することはできないが、代表的
なものとして80年代の橋梁建設計画、90年代の高速道路整備計画が挙げられる。94年～
96年のバンコク都市環境改善計画は、土地利用計画と都市基盤施設に関する調査である
が、「都市開発政策・財源」への影響や「環境保全」に対する改善効果もあることからその関
係を矢印で示している。
　開発調査は、事業の実現化を図るために、計画（施設設計を含む）、あるいは組織・制度
を策定することを目的とする計画技術に対する支援である。このため、事業実施を行うため
のマスタープラン（M／P）やフィージビリティ調査（事業化可能性調査：F／S）など対象とする分
野の中長期的計画の策定が同調査の中心である。
　図7．2．2を見ると、時代の変化を受けて技術が徐々に細密化、深化する傾向は厳密に確
認できない。むしろ、「都市開発政策・財源」、「環境保全」などの事例に見るように、一定期
間をおいて同じ分野が調査対象として再度取り上げられる傾向が確認できる。
　これは各調査の事業内容の変化からも明らかなように、一度作られた計画が、時代の変
化にともない、新技術の適用、プロジェクト・サイトの変更など前回の計画では含まれていな
かったものが新たな対象となったこと、あるいは時問が経過することにより、問題が多様化し、
計画そのものを見直し、修正する必要性が出てきたことの2っがその理由と考えられる。
　構成としては、「都市基盤施設」、「都市交通」、「環境保全」の3っの分野を中心として、
「都市計画策定指針作成調査」や「区画整理事業適用計画」など他分野に跨る総合的な
案件が5～7年程度の間隔を置いて実施されている傾向が確認できる。
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2．技術協カプロジェクトの実態
（1）都市問題に対応した技術協力プロジェクトの実績
　1981年より2005年に行われた都市問題に対応した技術協力プロジェクトは22件ある。こ
れを第3章においてカウンターパートの視点から分類・体系化した都市問題14項目に照ら
し合わせものが表7．2．8である（2005年度完了分のみ対象）。これにより技術協力プロジェク
トがどのような都市問題に対応して行われてきたのかが示される（2005年度完了分のみ対
象）。
　　　　　　　　表7．2．8都市問題に対応した技術協カプロジェクト（8）
No
　　　　都市問題
ロジエクト
法制度
都市計画
都市基盤施設
都市交通 居住施設
都市管理組織
地方分権
都市の貧困
住民参加 社会問題 人口健康 環境保全 実施期間
1水道技術訓練センター 85－90
2看護教育 80－87
3プライマリーヘルスセンター 82－87
4 国立衛生研究所 85－90
5家族計画 74－89
6 大気腐食（有機被覆）研究 87－92
7 家族計画／母子保健プロジェクト 91－96
8公衆衛生プロジェクト 91－96
9鉄道研修センター 92－97
10船員教育訓練センター 93－98
11 エイズ対策 93－96
12水道技術訓練センター（II） 94－99
13下水道研修センター 95－00
14環境改善自動車燃料研究 96－00
15労働安全衛生センター拡充 97－02
16情報通信技術研究センター 97－02
17エイズ予防地域ケアネットワーク 　　ワ8－03
18国立衛生研究所機能向上
1　2　10　2
98－04
19工業用水技術研究所
1　2　2　2　2　1
98－00
20都市開発技術向上 99－05
21 スワナブム空港開港支援 03－06
22基礎自治体開発計画策定能力向上 03－04
総数 1 310　5
（着色部は技術協力プロジェクトが対応した都市問題の項目）
（2）技術内容の変化
　都市問題の項目を見ると、「都市基盤施設」と「人口・健康」が多く、ともに10件、それぞ
れ40％を占めている。傾向を見ると、「人口・健康」は80年前半から多くの案件が継続して行
われてきたが、98年以降は新規案件が行われていない。また、「都市基盤施設」に関しては
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92年以降から増加し始め、近年は、「都市開発技術向上」、および「基礎自治体開発計画
策定能力向上」など他分野へも広範に及ぶ総合的な案件が増加している。さらに、同一の
技術分野でも社会の背景を踏まえ、技術が基盤的・基幹的なものから徐々により細密化、あ
るいは複合化していく傾向が顕著である。
　例えばr都市基盤施設」の案件（10件）を対象に、その技術内容を整理すると、図7．2．3
に示す変化が確認できる。この変化は、あくまでも「都市基盤施設」の案件をその内容から
整理したものであり、必ずしも技術協カプロジェクトの一般的な傾向を示すものではないが、
同事業の技術内容の変化を確認するために参考になる。
囮⇒國⇒圃⇒団⇒匡画⇒匪圃⇒塵國⇒亟
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計画技術生活基盤　　　基幹運輸　　　　　　環境影響項目　　　　　制度支援　　組織・運行計画　　地方分権化
図7．2．3都市基盤施設を対象とした技術協力プロジェクトの技術内容の変化
　技術協カプロジェクトの技術内容の変化について図7．2，4に示した。
　本図は、図7．2．2で示した開発調査の事例と同様に、横（x軸）に第3章で分類・体系化
した国際機関等が認識する都市問題の3っの整備課題である①都市計画制度の課題、②
都市施設整備の課題、③都市政策、施設運用の課題を配置し、表7．2．8より、縦（y軸）に
10年毎の時間軸を置き、その間に技術協カプロジェクトが対象とした主要な都市問題を並
べた（計8つ）。これにより、時代の変化に伴い各課題に対してどのような技術協カプロジェク
トが行われたのか確認できる。
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図7．2．4技術協力プロジェクトの技術内容の変化と関係性
これを、時系列的に見ると次のとおりとなる。
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　まず、80年代の技術協力プロジェクトは、r水道技術訓練センター」に対する技術協力が
開始、飲料水という都市生活を営む際に最も重要な生活基盤に対する支援が開始された。
しかし、全体的には、「都市政策・施設運用の課題」、特に「人口・健康」に対する協力が主
となっている。
　続いて90年代は、「都市施設整備の課題」に対する協力が技術協カプロジェクトの主流
となっている。92年には「鉄道研修センター」、「船員教育訓練センター」の基幹運輸、そし
て95年からは「下水道研修センター」、「工業用水技術研究所」といったより細密化した技
術への移行が確認できる。この流れは図7．2．4に示すとおりであり、対象技術が生活基盤か
ら基幹運輸、そして環境影響項目へと基礎的なものから特定の専門技術へと細密化してい
く流れが確認できる。
　また、「都市基盤施設」に対する技術協力が継続的に進められる一方、「人口・健康」に
おいても、看護教育→プライマリヘルスセンター→国立衛生研究所→家族計画→公衆衛生
プロジェクト→エイズ対策→労働安全衛生センターと対象技術が、基礎的な分野から先端
的、応用的な技術へと発展する同様の傾向が確認できる。「都市政策・施策運用の課題」
については、90年より、その対象とする間題を、r環境保全（大気腐食研究等）」、「社会問
題（エイズ対策等）」など協力の対象を移行させている。
　2000年代に入ると、「都市開発技術向上」に関する計画技術、制度支援が行われ、国際
空港である「スワナブム空港開港支援」、および「基礎自治体開発計画策定能力向上」の協
力が03年から開始している。
　rスワナブム空港（バンコク第2空港）開港支援」は、事業の民営化や既存交通体系と調
整を図った空港設置、管理・運営に関する総合的、より専門的な技術に対する協力であり、
「基礎自治体開発計画策定能力向上」もバンコク以外における地方の分権化を促進Lようと
するタイの政策や新しい時代要請に即した技術協力の内容となっている。
　このように、本事例では、技術協力を得て、まずは国作りの根幹を成す生活基盤や基幹
的交通・運輸手段の確保により都市基盤施設を整備し、社会・経済の発展と市民生活の快
適性など都市の多様化する要望に応じてより緻密な技術へと進展させて行こうとするタイ側
の意図が確認できる。
　また、技術協カプロジェクトの技術内容は、開発調査の場合と異なり、基盤的・基幹的な
ものから徐々に細密化、あるいは複合化していく傾向が確認できる。　　　　　　　　．
　これは、開発調査の目的が計画の策定であるのに対し、技術協カプロジェクトは人材育
成が主目的となっているためと考えられる。目的を達成するために、開発調査は時代の流れ
や経済発展に応じて計画で策定された目標値や計画内容を定期的に更新・修正する必要
がある。しかし、技術協力プロジェクトは、技術協力の終了後（通常5年程度）、施設、管理
機能を全てカウンターパートヘ委譲するため、対象となる技術は目標値や計画内容の更新・
修正ではなく、全く新規の課題に取り組む事例が多いためと考えられる。
3．本項7．2．4のまとめ
　開発調査、技術協カプロジェクトの事業は、目標や対象とする課題が明確である。このう
ち、開発調査は、都市基盤施設と都市交通に関するものが70％、技術協カプロジェクトは、
都市基盤施設と人口・健康に関するものが総計80％となっている。
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　両者とも都市問題の幅広い分野に対して行われてはいるが、特定の分野に特化した構
成となっている。都市基盤施設は、全対象期問を通じて需要があり、都市交通、人口・健康
の分野は前半部分に集中している。
　2っの技術協力事業は、都市基盤施設を除くと問題の構成が異なる。これは、両者の技
術協力の方法に起因しているものと思われる。すなわち、施設建設に先行して、詳細な調査、
計画の策定が必要とされる都市交通の分野は、計画技術を対象とした開発調査が主体とな
っており、施設の建設ではなく、実務に携わる人材の育成を主眼とする人口・健康分野は、
総合的な組織、人材育成を目的としたプロジェクト方式技術協力が主体となっている。
このように、都市問題と技術協力の直接の関係性を分析することにより、タイの都市問題に
対する技術協力の対応状況が明らかになった。
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7．2．5タイにおける都市問題の変化と技術協力の関係性
1．タイにおける都市問題の変化とそれに対応した技術協力の時系列分析
　本項では、タイにおける都市問題の変化と技術協力の関係性にっいて明らかにするため、
①都市問題の変化状況、技術協力が要請された社会背景・需要、②都市問題の変化に対
応した技術協力の内容について、図7．2．5を作成した。
　本図は、「タイ国別援助研究会報告書」、JICA、2003を参考に、対タイの援助方針、計
画、および①都市計画、②都市交通、③環境保全など主要なタイの都市問題、並びに各技
術協力と資金協力の対応状況にっいて時系列的に年表としてとりまとめたものである。
　本図の設定項目は次のとおり。このうち、（2）～（4）、および（6）にっいては、rタイ国別援
助研究会報告書」（9）で設定された基準を適用した。
（1）年
　1981年から2005年までの25年間を対象とした。
（2）タイの経済・社会状況区分
　①長期不況・第1次構造調整期（1981年～1987年）、②高度成長・経済自由化期（1988
年～1996年）、③通貨危機・第2次構造調整期（1997年～2005年）の3つの期問である。
（3）世界政治経済動向
　世界政治経済の大きな動向を示した。
（4）援助時期区
　①我が国が援助を外交のツールとして戦略的に用いるようになった「戦略的拡大期」、
（1981年～1988年）、②タイの発展にともなって援助の高度化・ノフト化が進んだ「質的転換
期」（1989年～1996年）、③96年に発生したアジア経済危機やその後の復興が行われた
「危機への対応と復興期」（1997年～2005年）とされる3つの期間である。
（5）タイの開発計画
　タイの経済社会開発計画の実施期間。第5次～第9次までが対象期間内である。
（6）対タイ援助方針／計画
　援助に関する主な方針、計画、援助研究会の開催動向を示す。
（7）タイの都市開発に関する主要な分野
　第2章において分類・体系化した都市問題のうち、各整備課題から代表的な都市問題と
して、「都市計画」、「都市交通」、「環境保全」の3項目をタイの都市開発に関する主要な分
野として取り上げる。本3項目は、7．2．4における技術協力の実態調査においても最も多くの
対応が図られている都市問題である。
　このうち、「都市計画jは、同じ課題の「法制度」、「都市計画事業・制限」と重複する範囲
も多いことから関連する事項も図に示した。
　「都市交通」は、同じ課題の「都市基盤施設」と同様に実績が多かったが、都市基盤施設
が、鉄道、港湾、空港、上下水道と対象が広いこと、バンコクにおいては都市内の交通渋滞
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が深刻であることから、都市交通を選択している。ただし、交通に関係するもの（第二国際空
港）については可能な限り図に示した。
　「環境保全」は、同じ課題の「都市管理組織」の事項（コミュニティ開発）、およびスラム開
発に関連する事項を図に示した。
（8）タイに対する援助
　①技術協力（研修員、専門家、技術協カプロジェクト、開発調査、セミナー開催）、②資
金協力（有償資金協力、無償資金協力）に関する主なプロジェクトの動向、拠出額／年を
示す。
238
爲寓
爵
禺
轟
臼
雪
韓
＝
翼
£
二
曽
製
9
⑦
QO
卜
o
ゆ
寸
㊦
N
8
呂
8
8
δ
8
3
器
3
8
8
蕊
8
9
5
8
器
器
あ
鵠
拐
萬
畠
審
あ
羅
灘
羅
遡
塑
暴
れ
圭眠
華
岬
剖
綱
暇
革
一田
皿
輿
哩
略
督
憾
煙
罧
酬
羅
掴
揮
翼
蕪
輿
旨
糠
嘔
魚
凶
曝
￥
ぐ圓
翠
輿
潔e
ヤ
尽
但
蔽
輿
騨
艇
蔭
暁
華
罧
慰
鰹
刃
授
寂e
ぐ
灘
照
罧
螂
塀
濫
湿
課K
摯
霊
宙
響
くR
凶
罧
酋
昼
鰻
気
の婁眼
暴
の圭暇
慧
ト圭眼
蝋
り圭眠
餐
の嶽
阿
志
献
匪e
ヤ
尽
　〈h　踵濡駕難　宙　苔t　益　3但　鰹　嵌己　　　心鰍廿督確脳蝿
匪纏
　　　　　　　e（∋
　　　　　　　轟端
　　　　　　　濫｛璽　　　　　　　鰹呂おy　　　　　　　埋無鋒1
　　　　　姐r　　　　　駅　　　　　宙　　　　　言　　　　　懸
世さ
紹猷
蝦詫鯉攣暉e
握凝
拠懸繋霜
毯t
矩痙
　　　　絹画1　　　　偲H　　9・、寸　　　　口u一←　　　　チお　　　　梱択　　　世｛ぐ益
　r　　器籏曝皿　肇
　継
　図　　鯉韮　　献　貝　　匿1　蠣曄　塾脳旺蒔　罧妊。課　　照H　＜任
Oo」
劉…雛l
lli難瓢1
鞭籔1毒
　　　　　　：比枳誰：
凶　　：3署国1
翌£
貝翼剛鯨』1曄軸1顯紫1辮唇鰍
髄詣［』
薦翼舞設
菖細姻祖且議ヤ
述灘
　“樋工　罫く　咽ゆδ、憾贈賀斯登　心＝ヤ髄無嚢灘罎
　　　　臣羅
　　　①儲蝿
　　　旨凶針残《罫雛
　　　　　　　鞭翌癖　騨運避
灘灘雛／
型
吟
綜
置
世
ぐロ
匪
離
艘
捜
則
選
圖
甑
世1
蕪ゆ
示遷毎冥rl黙最如
、、名ゆ髪0
9〈潤P曇
騨≦翠一
醸巴嘉
・醤坦擬・
・眠結G‡
莚轟麗醤
　嘉心　　　　　　　　巴己区謝　　e獣　灘輯　　輪§．解　嶽慈　　　　eu霞尺　議三廿淋　　ぐ疇摺　縞
　　　　　　　　　　　1阻頻
躯、叫　　1卜　鞭塁難叢罐蚕霧麗撫懸講墨領
　u函『
　署網
　iロP
繁胞
　歯理世｛ト超
舘Kψ
　ヤ　【ト農
I！墾
臆駈　　o⊃　1ト耀賛ヱ　1幽瀕　，睡
　、ハ　　rl縣
　uロ　旦鯉細ト世垂驕
廿卦潔あoコ潔8｛く匪
　H　㌻xゆ
総懸　治爵
畿繭　～ゆ　Σ価
珊雌二P3Z』ト
　ハ　q　＼
　こ
　獺
　計
隻e
、緊
　弊
　罐
萎軽
繋ゆ
　b
　軟
　ヨ
　国
　踵
　椙
離
　笹
　轍
　e
　ヤ
　蟻
極
市
＼
志
択
益
鰹
ヤ
燃
釈
㌫
余e
画
茄
悔
輸
卜卜
酬ぐR
e
翔
嶽
倍
最
r』
酬くR
e
酬
嘩
翼
蟹
鴎d
卜
團
239
爲蕊
爲
肉
高
8
孚
雪
＝
箪
雲
享
孚
摯
卑
o
QO
卜
o
の
寸
ぴり
創
8
苫
8
8
δ
8
8
器
窃
8
8
苫
霧
ま
5
8
詔
器
砧
総
旨
葛
錫
認
あ
廿
蜜
酬
鷹
襲
聾
気
れ搬
墾
奨
賦
姻
1
廿
器
Kln
潜
蝋
蘇
蹄
騨
細
画
凶
酎
翻　　止
回　く團
凶
　　　価咽　廿“
樹　　Nrl掲　　匪ハ（畢　霧るく輩
　　　　　　　唄　　1　　　　輩　　誓　　、烈
　　。o　　、、、～さ釈
　寒rく　　　署
　　　　　　．最　　口　　撫i　押　　　　　　　燃1蜜　倒一　　客、
』、魑
｝　凶・田・　　署皿　　嗣r拠　一　　　廿裂　埋‘　　8　　剛唄　笹
怪　最
遡
10巨
羅
酬
雁
畑
轄
慧
猷
環
旨
罧
略
ぐR
凶
案
巽
姐
＃
撫
禦e
ヤ
墜
　世
く團
認画
雫ハ笹
GQ、櫃
網
但
＃
蝿
潔
匪
拠
最
世
き
～
世9
．黛
、、A
翠亭
1塑
盗
掴
議
幽縮」→
　潔疸
廿匪R8琶還～藻製
世皿蟹
8懇題
“A
ギ
1
肇櫃婆
1懸
咽1［
墾r
E
鉱
，、
や
迩
宙
掴
蚤
ト
廿，
〔o　玉　1、．o　》
　l　rロつ　二　、■
鞘A
甲
騒
華
燦
掴
斎
　　　　　　　　ドロロドロドドドロコロ　　　　　　　　lF回　（1　　　　　　　　礁幽
團團團i　繋
　　　　　　　　1歩謹ギ憂、　　　　　　　　18圃験こ1
　　　　　　　　ぐぽ　ヒ　ロロロロロ　し貴靴，喝翻直1
賢　　團　蜷鍵褻蟷工翼 羅回一
ご、㌣俗酬柵1阻自塚　礁講　　　福姻甲駆黒鐵鯉
　匪、？佃　個、　　　　』誤　　　　　1象回・
　　　　　、いllIIロ謬叢電　工糾
　　　　　　最圖
　　　粁　　梱縮輕轡蝦羅志　最画　甲罧
世紐世志砧略。o假　。。超
甲蟹　午拳モ
鵠回　籠國心艦
　　　　　　口咽　　　　　　う姻
　　　　　　世巫
　　　　　　。督　　　　　　㌣誰
　　　　　　お掴
　　　　　■　　　　　『　　　　　■、　　　　　r　　　　　r　　　　　r■　　　　　r　　　　　ゴ
止
團
m抑←齢翔
㌣．、耗
あ’くドー
』険
　　　　　　回鯉l I I
糊燧i廿塗ギ麻　：
雷固騨ミ》R：
　　　　ゴ　　　　　へ灘副
i繋琶i
講媚
、騒轟」
ド　ロドロロロ　　　　ド撫i
：割図園誓：
膣1霞羅1
署e　　　　　塒酬・R
研ぐ　　　　　世楓墨塔2　　　　8e媚
翼o
硝蝋
計綿　　　塒
留襯　　　＼
　　　　　器
誉
1針珊、
　拠
帥r
朝什
・蹄
譜、
掴
製蓼
議
鰍
匪
凶
署
日二
腰
灘
課
暖
輿
1暗
廿
置9
斜
寸
廿
＼
紛
の
⊃R
細
聾
5
世
＼
的
ω
⊃R
睡
苫
瞬
廿
＼、
的r
σ⊃　
コR
皿1
爵、
等
世
＼
eg
oり
⊃R
阻
萬
等
嘔1
恥ヤ盗
腋
臣
榊
口
卜
只
磐重
寒H
坦3λ
悶
鷹
螺
誕
翠
涯
［
玉
’ノ’
㌍
鰹　寒…　鋸　R
尺
蘂
鯛
慰
廻
に
R
選
姻
賦
攣
牒
慰酬腿R
黙　ヤ　旦　哀　赫　ゆ　塑　昼
（“＼ε
艦
計e
懸
弊
題
軽
ゆ
幅
釈
旦
齪
匝
愕
無
醤
簸e
ヤ
鞘
り
嗣
卜
図
240
　図7。2．5を基に、各時代区分の、①社会背景、②日本の援助動向、③都市問題の変化と
技術協力の関係性について分析する。
2．長期不況・第1次構造調整期（1981年一1987年）
（1）社会背景
　第二次石油危機が世界不況を引き起こし、輸出不振とインフレにより81年にIMFから救
済融資、82年、83年と世界銀行から構造調整融資（コンディショナリティ）を受けるなどタイ
経済にネガティブな影響を与えた時期である。しかし、政府はこの事態を契機として経済改
革に着手し、規制緩和撤廃を推進するなど、後の経済安定化へと結びつく基盤が整備され
始めた時期でもある15）。
（2）援助動向
　対タイの援助方針としては、1979年のカンボジア紛争勃発にともなう周辺国としての支援
強化、目本のODA倍増計画におけるASAEN重視が打ち出されることにより、事業拡大が
図られていった。1981年には鈴木首相によるASAEN援助項目4項目（①農村・農業開発、
②新エネルギー開発、が打ち出され16）、この時期ASEANの一加盟国としてではあるが、目
本のタイに対する支援方針を初めて明確に打ち出している。
（3）都市問題の変化と技術協力の関係性
都心の土地利用が進み、大規模な都市開発の適地が少なくなったこともあり、建築規制の
緩和やコンドミニアム法の成立により都心建築部の高層化が徐々に進められ、それにともな
って交通渋滞が発生してくる時期である。
　このため、都市計画では、建物の利用人口と都市インフラのバランスを図るための容積率
規制（400％）、一部区域のみではあるが交通渋滞の緩和を目的としたセットバック（道路の
両側15m以内で建築禁止）17）を初めて導入している。
　都市交通としては、タイ高速道路・鉄道公社（ETA）が第1期首都高速道路（27．1km）を
建設（1982年～1987年）するなど交通インフラの整備が積極的に進められた。
　環境保全では、スラム対策としてBMAや国家住宅公社（NHA）による都市貧困者やスラ
ム居住者に対するスラム改善プログラムが開始している。
　技術協力では、タイ国都市行政の中枢である内務省・都市地方整備局（DPTC）に専門
家（都市交通）を85年に派遣、88年以降継続的に都市計画専門家の派遣を行っている。
これにより技術協力が本格化し、市内の「都市基本図」や「首都圏中長期交通計画」など都
市行政に不可欠な基礎的な調査計画がこの時期に策定されている。また、バンコクには法
的規制力を有した都市計画がまだ存在していなかったこともあり、先行する形で「都市計画
策定指針」が策定され主に都市整備に関する関連指標の計量的調査を行っている。
　このように、本時期は経済が本格的に軌道に乗る（ティク・オフ）前段階とも位置付けられ
る。それに伴いインフラの整備が緒にっいた頃であり、社会インフラの量的不足に対応する
ため、日本の技術協力も都市計画制度の法整備支援やインフラ整備の基本計画策定など
都市基盤施設を建設するためのニヒ台作りに着手した経緯が確認できる。
241
3。高度成長・経済自由化期（1988年一1996年）
（1）社会背景
　80年代後半から国際経済情勢は急速に好転し（石油価格の低下、国際金利の低下、プ
ラザ合意後の為替価格の調整）、外国からの直接投資が大幅に増加するとともにタイの経
済成長は一気に加速した18）。しかしながら、マクロ経済面の成果の一方で、所得格差の拡
大、特に地位格差、都市・環境問題の深刻化等、成長の負の側面についても顕著になって
きた19）Q
（2）援助動向
　89年に第1次援助研究会が開かれ、軌道に乗り始めた高度経済成長促進に向けた援
助の検討がなされた。そして同国の経済の進展に伴い、93年以降は無償資金協力事業を
基本的に中止した。96年には第2次援助研究会が開催され、持続的経済成長と生活の質
的向上に向けた援助の検討が行われている。
（3）都市問題の変化と技術協力の関係性
　都市計画では、92年にバンコクで初めて法的規制力を有する都市計画が施行されるとと
もに、同年には土地区画整委員会の下、土地区画整理を用いた都市開発の検討が始まっ
た。
　都市交通とは、深刻化する交通渋滞を解消するため、高速道路の拡充が図られている。
また、バンコクのチャオプラヤ川に多くの橋梁が日本の有償資金協力により建設が集中的に
なされ、同河川に架橋する17橋のうち、円借款により建設あるいは建設予定のものは14橋
に及んでいる。一方課題としては、バンコク市内の公共交通がバスのみに依存しており、自
動車主体の道路交通が限界を迎え、他の公共交通手段への代替が求められていた。
　環境保全では92年にNHAに都市コミュニティ開発事務局（UCDO）が設置され、コミュニ
ティによるスラム改善事業が促進されたほか、同年に環境法が改正され、環境影響評価
（EIA）の法制化が行われている。
　技術協力では、90－93年にかけて「区画整理事業適用計画」、引き続き94－96年には
「バン出ク都市環境改善計画」が開発調査として策定された。これらの調査は実施後速やか
に事業化されることがなく、当時の社会・経済情勢から見て先行的であったが、これから到来
する都市の需要を先取りして事業化へ向けた検討を図ったものである。
　このように、タイの経済活動が活発化し、インフラ整備を中心として円借款による資金協力
が積極的に図られる一方、本時期の技術協力は、単なる都市基盤施設の量的確保に留ま
らず、土地区画整理など新しい都市開発手法の導入によって都市基盤施設の整備を図ろ
うとした経緯が確認できる。
4．通貨危機・第2次構造調整期（1997年一2005年）
（1）社会背景
　97年にはアジア通貨危機が発生、実態経済は98年には10．2％の大幅なマイナス成長に
となったが、99年には4．9％と緩やかな回復を果たした。2000年半ば頃から原油価格の高騰、
株式市場の低迷、輸出の伸びの鈍化等から急速な回復には陰りが見られるが、2002年以
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降は4～5％の成長起動に回復した20）。
（2）援助動向
　2000年には経済の安定化が図られつつある同国に適応させるべく国別援助計画が策定
された。さらに、これを受ける形で03年に第3次援助研究会が開かれ、援助から新たな協調
関係の構築に向けて検討が行われている。
（3）都市問題の変化と技術協力の関係性
　都市計画では、前期（高度成長・経済自由化期）において注目を浴びた土地区画整理
手法導入の検討が本格化し、長期にわたる国会の議論を経て、04年に遂に土地区画整理
法が施行され事業化への準備が進められた。さらには、97年の憲法改正により地方自治強
化が謳われ、地方分権化が図られるようになった。
　都市交通では、懸案の公共交通手段としてBTS（BOT方式によるタイ初の新交通システ
ム）、地下鉄（ホワロンポーン駅～バンスー駅間総延長約20km、円借款により2，200億円を
供与）が整備され21）市内の渋滞緩和へ著しい効果を上げている。
　環境保全では、97年に長期環境政策、02年に持続可能な開発委員会が設置され、これ
まで対策が遅れていた環境整備に対する関心が高まってきた。
　このような社会・経済背景の下、技術協力では、99年～05年の6年間にかけて技術協カ
プロジェクトとして「都市開発技術向上計画（DMUD）」が行われた。本案件は、バンコクのみ
ならず全国の都市開発に携わる自治体職員へ区画整理を中心とした都市開発技術に関す
る研修や技術協力を行ったものであり、これまで行ってきた土地区画整理に関する技術協
力の集大成とも位置付けられる大規模なものである。また、01年～02年には「居住環境改
善計画」、「建築防火システム計画」など社会環境改善に関する各種開発調査が行われて
いる。
　本時期はタイの経済発展に伴い、技術協力がより高度化、細密化する一方、土地利用
面では、これまで行われていた都市計画制度の様々な技術協力事業がDMUDへと統合化
されるといった技術協力の差別・集中化が図られた過程が確認できる。
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7．2．6本節のまとめ
　本ケース・スタディでは、都市問題の変化と技術協力の関係性に着目し、都市問題に対
する技術協力の対応状況について①社会背景、②援助動向、③都市問題の変化と技術協
力の関係性に関する3つの観点から検証を行った。表7．2．9は、25年に及ぶタイの主な都市
問題、およびそれに対応して行われた主な技術協力について整理したものである。
年代 1980年代 1990年代 2000年代
タイの経済・社会状況
　　区分 長期不況・第1次構造調整期 高度成長・経済自由化期 通貨危機・第2次構造調整期
国民一人当たりGDP 680’》1，500US＄ 1，500～2，000US＄ 2，000US＄～
援助時期区分 戦略的拡大期 質的転換期 危機への対応と復興期
DACの位置付け
（2003年値）
低所得国（一人当たりGM
　　＄745以下） 低中所得国（一人当たりGNl＄2，975以下）
主な都市問題
①都市計画、法・規制の不備
都市交通施設の不足
社会基盤の不足
①都市開発手法の不備
公共交通の不備
都市内貧困者・スラムの
加
①都市計画技術者の不足
統合的な交通体系の不備
貧富の差増大による居住
境の悪化
主な技術協力
①都市計画策定指針
都市基本図作成
首都圏中長期交通計画
①区画整理事業適用計画
都市開発と一体化した首
圏鉄道輸送力増強
都市環境改善計画
①都市開発技術向上
居住環境改善
基礎自治体開発計画策定
力向上
表7．2．9タイの主な都市問題と技術協力の関係性
　1980年代のタイは、国民の一人当たりのGDPも1，000ドル以下であり、低所得国に位置
付けられていた。土地利用に関しては、未だ法的規制力がある都市計画法が整備されてお
らず、建築規制の緩和やコンドミニアム法の成立により都心建築部の高層化が徐々に進め
られ、それにともなって交通渋滞が発生し始めた。
　その対策として、容積率規制（400％）、セットバックが導入、ETAよる第1期首都高速道路
（27．1km）を建設、BMAや国家住宅公社（NHA）による都市貧困者やスラム居住者に対す
るスラム改善プログラムが開始しされている。
　技術協力では、タイ国都市行政の中枢である内務省・都市地方整備局（DPTC）に専門
家（下水道計画）を81年に派遣、87年以降継続的に派遣が進められた。これにより技術協
力が本格化し、市内の都市基本図や首都圏中長期交通計画など都市行政に不可欠な基
礎的な調査計画がこの時期に策定されている。
　このように、本時期は社会インフラの量的不足に対応するため、目本の技術協力も都市
計画制度の設計支援やインフラ整備の基本計画策定など都市基盤施設の土台作りに着手
した経緯が確認できる。
　1990年代のタイは、著しい高度成長が進み、国民の一人当たりのGDPは1，500～2，000
ドルと80年代に比較して倍増し、これに伴い低中所得国に位置付けられた。
　土地利用計画では、92年にバンコクで初めて法的規制力を有する都市計画が施行され、
土地区画整理を用いた都市開発の検討が始まった。都市交通としては、深刻化する交通
渋滞を解消するため、高速道路の拡充が図られたが、バンコク市内の公共交通がバスのみ
に依存していたことから、他の公共交通手段への代替が求められていた。環境保全では、コ
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ミュニティによるスラム改善事業が促進されたほか、92年に環境法が改正され、環境影響評
価（EIA）の法制化が行われている。
　技術協力では、「区画整理事業適用計画」、「バンコク都市環境改善計画」が開発調査と
して策定された。このように、タイの経済活動が活発化し、インフラ整備を中心として円借款
による資金協力が積極的に図られる一方、本時期の技術協力は、単なる都市基盤施設の
量的確保に留まらず、土地区画整理など新しい都市開発手法の導入によって都市基盤施
設の効率化を図ろうとした経緯が確認できる。
　2000年代のタイは、1987年に勃発したアジア通貨危機の影響から回復し、一人当たりの
GDPも2，000ドルを上回るなど経済的に安定した。
　土地利用計画では、04年に土地区画整理法が施行され事業化への準備が進められとと
もに、地方自治強化が謳われ、地方分権化が図られるようになった。都市交通としては、懸
案の公共交通手段としてBTS（BOT方式によるタイ初の新交通システム）、地下鉄（円借款
により2，200億円を供与）が相次いで整備され、渋滞緩和へ効果を上げており、交通体系の
統合化が課題となっている。環境保全では、02年に持続可能な開発委員会が設置される
など、これまで対策が遅れていた環境整備に対する関心が高まってきた。
　技術協力では、地方自治体職員の都市開発技術（主として土地区画整理）の向上を図
るため、99年～05年の6年間にかけて技術協カプロジェクトとして「都市開発技術向上計画
（DMUD）」、「居住環境改善計画」、「建築防火システム計画」など社会環境改善に関する
各種開発調査が行われた。このように、タイの経済発展に伴い、技術協力がより高度化、細
密化する一方、土地利用計画では、これまで行われていた都市計画制度の様々な技術協
力事業がDMUDへと統合化されるといった技術協力の差別・集中化が図られた過程が確
認できる。
　タイでは、急激な都市化、モータリゼーション化に対応すべく様々な法案、施策、施設建
設、システム導入がなされた。そして、これに応じて、技術協力の内容も、都市基盤施設、基
幹的運輸技術など国や都市機能を整備する上で基本的な技術から、徐々により細密な管
理運営技術へと移行していることが明らかになった。例えば、1980年代には橋梁建設など
都市基盤施設整備が重点的に行われているが、バンコクの経済が発展し、それに伴い技術
力が向上する1990年代以降は、高速道路の維持管理システムや都市環境対策等へと対
象案件が移行しており、現在は維持管理、TDM、組織経営など管理・運行技術へと移行し
つつあり、土地利用計画では住民の参加をも視野に入れた計画策定、意見調整技術など
総合的な技術へと移行している。
　このように、タイは低所得国から低中所得国へと移行する1／4世紀の期間に、バンコクの
都市施設に対する需要は量的なものから質的なものへ転換し、技術協力の事業とその内容
も基礎的、基幹的な技術から複合的、統合的・管理運営的なものへと変化した。この過程か
ら、目本の行ってきたバンコクの技術協力は、都市の発展と課題に対応しっっ、一連の関
係性を有して実施されてきたことが実証される。
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7・3ケース・スタディによる本研究の有効性の実証
7．3．1本節の目的、方法
1．本節の目的
　本節7・3の目的は・本研究でこれまでに検証を行った①都市問題の分類・体系化、②都
市問題の同定・構造化・③政策・事業の代替案の優先度評価、④都市計画制度の実態と整
備課題、⑤技術協力の実態と実施方策の5つの事項について実証的な見地からその有効
性を検証することである。
2．本節の方法
　本節7．3の方法は、前節7，2で行ったタイにおける都市問題と技術協力のケース・スタディ
の結果を踏まえ、本研究で取り上げた5つの事項にっいて実証的な見地からその有効性を
検証するとともに、ケース・スタディで得た新たな分析結果をこれまでの検証へ反映させるもの
である。
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7．3．2本研究で分析した事項の有効性の実証
1．タイにおける都市問題の分類・体系化
　本ケース・スタディにおいては、第2章、第3章で分析を行った「都市問題の分類・体系化」
を用いて、タイの都市問題、技術協力について分析を行った。
　このうち、表7．2．7、表7，2．8を見ると、タイの開発調査、技術協カプロジェクトは、都市基盤
施設、都市交通、社会開発政策・財源、環境保全、人口・健康の問題に多く対応している。
これを第2章の図2，3，2「国際機関等が認識する都市問題の構成」と比較すると、都市基盤
施設、環境保全の2つが中央に位置するものと一致する。人口・健康に関する問題は、元来
JICAのみで位置付けられていた問題ではあるが、タイにおいては特に重要視されていること
が確認できる。
　これを問題要因別の課題に分類して見ると、「都市政策・施設運用の課題」50件、「都市
施設整備」45件、「都市計画制度の課題」18件となる。r都市政策・施設運用の課題」は、全
14項目中、半分以上の8項目を有しており、これだけで単純な比較はできないが、タイのよう
に、低所得国から低中所得国へ移行し、10年間で一人当たりのGNPが倍増するような急激
な経済発展が行われる場合は、「都市施設整備」とそれを機能させるための「都市政策・施設
運用の課題」に対する社会二一ズが高く、「都市計画技術の課題」がこれに追従する構成と
なることが確認できる。
　本ケース・スタディでは、開発調査34件、技術協カプロジェ外22件を対象として都市問
題の対応状況を分析した。これにより、全ての技術協力にっいて対応する都市問題の項目を
本分類・体系化の項目から抽出することができた。
　このように、第2、第3章で得た都市問題の分類・体系化、および都市問題の構成を用いる
ことにより、開発途上国における都市問題の項目が網羅できることが明らかになった。
2．タイにおける都市問題の構造
　第3章の図3．3．7のISM法の構造化モデルは、住民参加、人材育成など人造りに関する
事項を最上位に置き、さらに①計画・管理の問題、②空間利用の問題、③施設整備の問題、
④持続可能性の問題が階層的に配置されている。これをタイの事例に照らすと次のとおりに
説明できる。
　タイでは人材不足により「住民参加」が十分に行われず、その影響から「都市計画」、「都市
管理」といった計画・管理や空間利用が適正に行われていない。これにより、下部の階層に位
置する「都市基盤施設」や「居住施設」などの施設整備に弊害が生じ、「環境保全」や「開発
財源コの整備などにも大きな影響を与えている。
　さらに、97年の憲法改正により地方自治強化が謳われ、地方分権化が政策として進めら
れており、都市行政、都市開発に携わる地方部の人材育成が急務となっている。DMUDによ
る地方の人材育成はその一環であり、DMUDの人材育成を主としてタイに適した都市開発
技術の開発とパイロット・プロジェクトによる土地区画整理の事業化推進を図られている構図
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は、ISM法の構造化モデルの上層部に対するアプローチであることが構造的に確認できる。
　また、現在タイでは、土地区画整理の導入により地域の土地基盤を整備し、これにより空
間利用の高度化を図り、その基盤の上に都市基盤施設や居住施設などの施設を整備し、も
って環境保全を図ることにより、住みよい都市の開発を進めようとする政策をDPTは有してい
るが（lo）、これは本構造の下層部に対するアプローチであることが確認できる。
　このように、第3章で得たISM法の構造化モデルを、現在タイで進められている都市問題
の対応策と照らし合わすことにより、本構造化モデルはタイにおける都市問題構造としても適
用可能であることが確認できた。
3．タイにおける政策・事業の代替案の優先度評価
　第4章では、表4，2．6に示す留学生グループ、表4．2．11に示すJICA研修員による2つの
政策・事業の代替案優先度評価の結果を得た。これらをタイの事例に照らし合わせることによ
り同モデルの有効性を検証する。
　まず、留学生の結果では、「官民協働」が最も事業実施の優先度が高く、「環境保全」、
「都市計画」、「都市政策」、「都市基盤施設」、「開発財源」がこれに続いている。
　現在、タイにおいては、公共だけではなく、民間の資金や人材を活用し、「官民協働」により
市街地整備を行う土地区画整理が現在注目を浴びている。そこで、まずは土地区画整理な
ど官民協働の手法を導入して、深刻な問題となっているスラム、居住環境対策を行い「環境
保全」を図る。さらに、関連する「都市計画」の策定や法制度を整備することにより、適切な
「都市政策」の推進、「都市基盤施設」の整備、そして「開発財源」を充実していくことが重要
であるというのが、理念・構想重視型の留学生の優先度評価による開発シナリオである。
　続いて研修員の場合は、まずは土地区画整理に関する法制度の整備やMIPなどの「都市
計画」を策定し、土地画整理の事業化を推進する。これにより、「開発財源」を確保しつつ、
深刻な問題となっているスラム対策を含めた「環境保全」を「官民協働」で進める。そして、整
地された基盤の上に都市基盤施設や居住施設などの「都市基盤施設」の整備を行い、適切
な「都市政策」を推進する、というのが、事業重視型の研修員による開発シナリオである。
　現在、タイにおいて都市開発を推進するための有効な手段として土地区画整理が注目さ
れているが、土地区画整理とは「官民協働」によって行う「都市計画事業」の一つである。
　従って、土地区画整理において「官民協働」と「都市計画」のどちらの側面を重視するかに
よって両者の評価は異なるが、本ケース・スタディで対象とする期問（25年間）に限定した場
合、まずは「官民協働」の理念を掲げ、試行錯誤を重ねつつも、それを実現化するために「都
市計画」に関する法律や計画を立案し、「開発財源」を確保するための方策を充実させていこ
うとする過程は、「留学生」の長期的な整備方針を反映したモデルと類似した優先度が確認
できる。これにより、長期問にわたり代替案の優先度を評価する場合は、「留学生」のモデル
に見られる取り組みが適用可能であることが実証される。
　このように、第4章で得た代替案の代替案優先度評価をタイの事例と照らし合わすことに
より、本事業優先度評価の適用性が確認できた。
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4．タイにおける都市計画制度の実態と整備課題
　本ケース・スタディでは、都市問題の変化とそれに対応した技術協力の関係性について
検証を行った。これを踏まえ、第5章「都市計画制度の実態と整備課題」の表5．5、1「専門家
から見た都市計画制度の整備課題から必要とされる技術協力の提案内容」に示されたもの
と比較すると表7．3．1のとおりになる。
表7．3．1専門家から見た都市計画制度の整備課題から必要とされる技術協力の提案内容と
タイの技術協力で対応した内容
技術協力の提案内容 タイの技術協力で対応した内容
事業の資金調達手法の技術協力 ①専門家による技術指導
開発調査による事業化の助言
技術協カプロジェクト（DMUD）の指導
都市整備手法（土地区画整理）の技術協力
GISシステム等情報管理の技術協力 特別な支援はなし
自治体職員の研修体制の確立 ①研修員の受け入れ
技術協カプロジェクト（DMUD）の指導
　タイでは、技術協カプロジェクト（DMUD）を実施し、事業資金の調達手法や土地区画整
理など都市整備手法に関する技術協力を進めてきた。また、研修員の受け入れや、DMUD
を通じて自治体職員に対する技術研修組織・体制の支援も行っている。GISシステム等情報
管理の技術協力にっいては、特別な支援は行われていなが、DMUDの研修項目に含まれて
おり、IT関連の都市基盤施設が進むにっれて今後重要な内容であると考えられる。
　このように、第5章で得た「必要とされる技術協力の提案内容」とタイの事例を照らし合わせ
ることにより、これらの技術協力、特に土地区画整理がタイで必要とされた背景が理解できる
とともに、同提案の有効性が実証される。
5．タイにおける技術協力の実態と実施方策
　本ケース・スタディで行った都市問題と技術協力の関係性に関する検証、および技術協
力に関係したカウンターパート、専門家へのインタビューにより、各技術事業の特性（技術協
力の方法、需要・有効性、制約）を表7．3．2に取りまとめた。
　本表における有効性とは、都市問題に対する技術協力として該当する技術事業が適用
可能であることを意味し、制約とは、各技術協力を適用する際に弊害となる条件、規制とし
た。
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表7．3．2都市問題と技術協力の関係性から見た技術事業の特性および適用可能性
事業名 技術協力の方法 需要、有効性 制約性 今後の課題
主として都市行政に係わる実務者を対 ①基本的技術の体系的な理解、②最 参加する研修員の数に制限がある。研 タイにおいても高等教育機関が充実し
象として、専門技術に係わる講義とプロ 新技術の習得、③技術交流等の観点 修で得た知識・経験が個人レベルに留 つつあり、都市工学を専攻した人材は
ジェクト現場の視察から構成されてい から研修事業に対する需要は依然高 まり、上層段階である組織レベルまで 増えているが、最新技術の習得や技術
る。少人数の場合は、オーダーメード的 い。技術を理解・習得し、他国の研修生 波及効果が及ばない。また、多くの国 交流の観点から同事業形態に対する研修員 に研修員の意向に適したキメの細かい と交流を図るためには効果的である。 の研修員が参加する集団研修は、講 期待は依然高い。今後は、波及効果の
対応も可能である。 義内容が基礎的、一般的であり、各国 一層の拡大と開発途上国側の二一ズ
の実情、都市問題に合致した構成とは をより的確に踏まえた研修構成の再編
なっていない。 が不可欠である。
中央機関や地方の出先機関、公団等 専門家は、ホット・イッシューである喫緊 個々の資質・専門性に大きく依拠する 今後も需要は高い。一方、技術協力を
の機関に配属され、所属する機関長を の課題への対応、プロジェクト推進の ことから、効果にはバラッキが生じる。 提供する側（日本側）の優秀な人材確
直接のカウンターパート（技術協力の 助言を行う立場にあり、業務を前任か 特に、活動の初期段階においては、都 保が最大の課題となっており、日本側
相手）に設定し、その部署の関係職員 ら引き継いだ場合、対象事業への継続 市問題の把握や活動計画の設定に時 の人材の育成、登録制度や派遣期間
専門家 に対して技術協力を行う。 的なフォローが図られる。また、政策立 間を要することが多い。また、組織的な 中の技術支援体制の確立が望まれる。
案などへの影響力も大きく、タイ側と日 位置付け（指揮系統）が明確でなく、業
本側とのパイプ役として双方を調整して 務への影響力が限定される場合があ
いる。 る。
開発途上国の社会・経済の発展に役立 事業のマスタープランやFIS調査など同形態の技術移転の機会は計画策定 人材育成としての側面を充実していくな
つ公共的な各種事業の開発計画を策 対象分野の中長期的計画の策定が同 に際する調査報告書の作成に係わる らば、今後は計画策定に係わるスタッ
定するとともに、その過程で相手国のカ 事業の中心であり、今後もタイの経済 OJTに限定される。よって、技術の普及フを配置し、一緒に作業を行なう等、取
ウンターパートに対して、計画策定方 発展や都市問題の発生状況に応じて に関しては副次的な扱いとなっており、 り組み策を充実させていく必要がある。
法、調査・分析方法などの技術協力を 計画策定そのものの需要は依然高い。 多人数を対象に技術移転を展開する
開発調査 行なう。 しかし、構成としては、社会基盤、都市 手法としては制約性を有する。交通、環境保全の3つの分野を中心と
して、「都市計画策定指針』や「区画整
理事業』など他分野に跨る総合的な案
件が5～7年程度の間隔を置いて実施
されている。
開発途上国の持つ多様な開発；一ズ 同形態は、多種多様な技術支援ツール 事業経費が膨大であり、日本、タイとも 日本側からの協力終了後も継続して成
に応じて、農業や医療分野などの人材 を有しており、都市問題に対し総合的 双方の負担が大きい。 果を挙げるためには、事業移転後の効
育成や法律制度を整備するための支 な取り組みが期待できる。また、事業効 果・効率性を高める施策をプロジェクト
プロジェクト方式技術 援を行なう。 果は他の技術形態と比較して大きい。 実施期間中に講じておくこと、事業が軌
協力 2005年6月に「都市開発技術向上計画 道に乗るまでの一定期間フオローアッ（DMUD）』が終了し、これを引き継ぐ形 プするなど支援体制を確立することが
で、2006年11月より「土地区画整理促 望まれる。
進プロジェクト」が開始している。
　次に、表7，3．2に示された事業別の特性を踏まえ、事業別の適用に際して配慮すべき課
題について分析する。
（1）研修事業の特性および今後の課題
　研修事業は、①基本的技術の体系的な習得、②最新技術の習得、③技術交流の3っを
目的に行われている22）。このため、研修員は、その国における技術の発展、定着の状況に
応じて、各々の目的を見出し、研修内容を自国に適応可能なように習得することが期待され
ている。
　タイでは、研修を通じて日本の土地区画整理の技術が導入され、普及されるという効果を
挙げた。また、タイにおいては、近年、高等教育機関が充実しつっあり、都市工学を専攻し
た人材も増加しているが、最新技術の習得、あるいは地方部における人材養成の必要性か
ら、同事業に対する期待は依然として高い。
　研修事業の制約性は、本邦研修の場合、研修員の受け入れ人数が少ない（通常1力国
1名）ことである。今後の課題としては、波及効果をより向上させるために、研修員が帰国後、
研修で得た技術を所属機関へ普及、還元させるための活動支援、および開発途上国側の
二一ズをより的確に踏まえた研修構成の再編である。
（2）専門家派遣の特性および今後の課題
　専門家の活動は、定型化されておらず、柔軟性が高い。専門家に期待されている役割は、
都市問題や、配属された組織の機能、技術レベルに応じて必要とされる技術を選択、助言
するアドバイザーであり、日本側の技術相談の窓口として、タイでは今後もこれまで同様に同
事業の需要は高いと考えられる23〉。
　今後の課題としては、技術協力を提供する側（日本側）の優秀な人材確保、および支援
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体制の確立など、目本側の対応が求められる。
（3）開発調査の特性および今後の課題
　開発調査は、あくまでも計画策定の支援に関する技術協力の事業である。このため、技
術の習得、移転の機会は、計画策定に関する調査報告書の作成時のOJT（オン・ザ・ジョ
ブ・トレーニング）に限定され、技術の普及に関しては副次的な扱いとならざるを得ず、広く一
般を対象として技術協力、普及活動を行う手法としては制約性を有している。
　タイで行われた「土地区画整理事業適用調査」では、実際の事例を用いて適用性を検証
することにより、同技術に対する理解が深まったといわれているが、これも継続的に実施でき
るわけではない。
　このように、同事業は、計画技術の支援方策として需要もあり、十分に機能を果たしてい
るが、技術協力としての側面を充実させるならば、今後は計画策定に関するタイ側のスタッフ
を配置し、作業を一緒に行うなど、取り組み策を充実させる必要がある。
（4）技術協カプロジェクトの特性および今後の課題
　技術協カプロジェクトは、より多くの対象者に特定の技術移転や研究を行う事業であり、
既存（または新設）の技術センターや研究所が受け入れ機関となる場合が多い。このため、
対象となる技術は、今後も需要の増大が見込める新しい分野に対して協力が行われる傾向
が確認できる。
　同事業は、多種多様な技術支援ツールを有しており、総合的な取り組みが可能となり、そ
の事業効果は他の技術協力事業と比較して規模が極めて大きい。しかし、同様に経費も膨
大となることから、目本からの協力期間終了後（通常5年）もいかに継続して成果を挙げるか
が最大の課題となる。そのためには、事業移転後の効果・効率性を高める施策をプロジェク
ト実施期間中に講じておくこと、事業が軌道に乗るまでの一定期間フォローアップする支援
体制を確立することが必要である。
　なお、DMUDの終了後、2005年の6月から2009年10月（予定）にかけて土地区画整
理促進プロジェクトが新たに開始されている。
　このように、本節では、都市問題と技術協力の関係を明らかにすることにより、本研究にお
いて分析を行った5っの事項にっいて実証的な見地からその有効性を検証した。
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7．4本章のまとめ
　本章は、①タイの開発・経済状況、政府開発援助（ODA）と技術協力の実績、都市問題
の変化と技術協力の関係性を時系列的に分析し、②本研究で取り上げた上5っの事項に
ついて実証的な見地からその有効性を検証することを目的にタイにおける都市問題と技術
協力に関するケース・スタディを行った。
1）①開発調査、②技術協カプロジェクトの2つの事業に着目し、1981年から2005年に至
　る25年間の両事業の実施状況を分析した。これにより、開発調査は、個々の技術が専
　門的であるが、時代の変化を受けて技術が細密化、深化する傾向は確認できず、一定
　期間をおいて同じ分野が調査対象として再度取り上げられる傾向が確認できた。技術
　協カプロジェクトは、対象とする技術が基盤的・基幹的なものから細密化、あるいは複合
　化する傾向が確認できた。これを対象とする技術分野から見ると、施設建設にあたり、詳
　細な調査・計画の策定が必要な都市交通は、計画技術を対象とする開発調査が主体と
　なっており、施設建設ではなく、実務に携わる人材の育成を主眼とする人口・健康分野
　は、総合的な組織・人材育成を目的とした技術協カプロジェクトが主体となっている。こ
　のように、都市問題と技術協力の直接の関係性を分析することにより、タイの都市問題に
　対する技術協力の対応状況が明らかになった。
2）①都市問題の変化状況、技術協力が要請された社会背景・需要、②都市問題の変化
　に対応した技術協力の内容について時系列的に分析を行った。1980年代のタイは、未
　だ法的規制力がある都市計画法が整備されておらず、建築規制の緩和やコンドミニアム
　法の成立により都心建築部め高層化が徐々に進められ、交通渋滞が発生し始めた。技
　術協力では、DPTCに専門家（下水道計画）を81年に派遣され、市内の都市基本図や
　首都圏中長期交通計画など都市行政に不可欠な基礎的な調査計画が策定されるなど
　社会インフラの量的不足に対応するため、都市計画制度の設計支援やインフラ整備の
　基本計画策定など都市基盤施設の土台作りに着手した経緯が明らかになった。
3）1990年代のタイは、経済活動が活発化し著しい高度成長が進んだ。92年にバンコクで
　初めて法的規制力を有する都市計画が施行され、深刻化する交通渋滞を解消するた
　め、高速道路の拡充、コミュニティによるスラム改善事業が促進された。技術協力では、
　区画整理事業適用計画、バンコク都市環境改善計画が開発調査として策定されるなど、
　単なる都市基盤施設の量的確保に留まらず、新しい都市開発手法の導入によって都市
　基盤施設の効率化を図ろうとした経緯が明らかになった。
4）2000年代のタイは、87年に勃発したアジア通貨危機の影響から回復し経済的に安定し
　た。04年に土地区画整理法が施行され事業化への準備が進められとともに、地方自治
　強化が謳われ、地方分権化が図られるようになった。BTS、地下鉄が相次いで整備され、
　渋滞緩和へ効果を上げる他、これまで対策が遅れていた環境整備に対する関心が高ま
　った。技術協力では、地方自治体職員の都市開発技術（主として土地区画整理）の向
　上を図るため、DMUD、および居住環境改善計画、建築防火システム計画など社会環
　境改善に関する各種開発調査が行われ、これまで行われていた都市計画制度の様々
　な技術協力事業がDMUDへと統合化されるといった技術協力の差別化・集中化が図ら
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　れた過程が明らかになった。
5）タイでは、低所得国から低中所得国へと移行する1／4世紀の期間に、急激な都市化、モ
　ータリゼーション化が進展した。これに応じて、技術協力の内容も、都市基盤施設、基幹
　的運輸技術など国や都市機能を整備するうえで基本的な技術から、徐々により細密な
　管理運営技術へと移行したことが明らかになった。例えば、1980年代には橋梁建設など
　都市基盤施設整備が重点的に行われていたが、バンコクの経済が発展し、それに伴っ
　て技術力が向上する1990年代以降は、高速道路の維持管理システムや都市環境対策
　等へと対象案件が移行している。さらに、現在は維持管理、TDM、組織経営など管理・
　運行技術へと移行しており、土地利用計画でも住民の参加を視野に入れた計画策定、
　意見調整技術などの総合的な技術が技術協力の対象となっている。これにより、日本が
　実施してきたタイの技術協力は、都市の発展と課題に対応しつつ、様々な法案、施策、
　施設建設、システムの導入が行われたことを実証した。
6）第2、第3章で得た都市問題の分類・体系化、および都市問題の構成を用いることによ
　り、タイにおける都市問題の項目を網羅できることが明らかになった。また、タイのように、
　低所得国から低中所得国へ移行し、10年問で一人当たりのGNPが倍増するような急激
　な経済発展が行われる場合は、「都市施設整備」とそれを機能させる「都市政策・施設
　運用の課題」に対する社会二一ズが高く、「都市計画技術の課題」がこれに追従する構
　成となることを明らかにした。
7）タイでは地方分権化を政策として進めており、人材育成を主としてタイに適した都市開
　発技術の開発とパイロット・プロジェクトによる土地区画整理の事業化を推進している構
　図は、ISM法の構造化モデルの上層部に対するアプローチであることが確認できる。こ
　のように、第3章のISM法の構造化モデルを、現在タイで進められている都市問題対策
　の事例に照らし合わせ分析を行い、タイにおける都市問題の構造化モデルとしても適用
　可能であることを明らかにした。
8）現在、タイにおいて都市開発を推進するための有効な手段として土地区画整理が注目
　されている。本ケース・スタディで対象とする期間（25年間）に限定した場合、まずは「官
　民協働」の理念を掲げ、試行錯誤を重ねっっも、それを実現化するために「都市計画」
　に関する法律や計画を立案し、「開発財源」を確保するための方策を充実させていこうと
　する過程は、「留学生」の長期的な整備方針を反映したモデルと類似した優先度が確認
　できる。これにより、長期間にわたり代替案の優先度を評価する場合は、「留学生」のモ
　デルが適用可能であることを明らかにした。
9）第4章で得た留学生グループ、JICA研修員による2つの政策・事業の代替案優先度
　評価を、現在タイで進められている都市問題対策の事例に照らし合わせ分析を行い、タ
　イにおける代替案の優先度評価として適用可能であることを明らかにした。
10）都市計画制度の整備状況から見た技術協力の内容をタイの事例と照らし合わせ、タイ
　における技術協力の取り組み状況にっいて分析を行った。これにより、「都市計画制度
　の整備課題から必要とされる技術協力の提案内容とタイの技術協力で対応した内容」を
　比較し、G互Sの整備を除く全ての項目に対応して技術協力が行われたことを明らかにし
　た。
11）本ケース・スタディで行った検証、および技術協力に関係したカウンターパート、専門家
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へのインタビューにより、各技術事業の特性（技術協力の方法、需要・有効性、制約性）
を分析した。これにより、①研修員は、波及効果をより向上させるため、研修で得た技術
を所属機関へ普及、還元させるための活動支援、および開発途上国側の二一ズをより
的確に踏まえた研修構成の再編が必要であること、②専門家は、優秀な人材確保、お
よび支援体制の確立が求められること、③開発調査は、計画策定に関するタイ側のスタ
ッフを配置し、作業を一緒に行うなど、取り組み策を充実させる必要があること、④技術
プロジェクトは、他の技術協力事業と比較して規模が極めて大きいが、経費も膨大となる
ことから、目本からの協力期間終了後もいかに継続して成果を挙げるように予め準備す
ることが重要である、という各課題が明らかになり、技術協力を行うにあたり参考となる知
見を得た。
　本章における検証により、これまでに本研究で取り上げた5っの事項の有効性を実証した。
また、都市計画制度に関する技術協力を行うにあたり参考となる都市問題の変化と技術協
力の関係性に着目したケース・スタディの事例を得た。
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［第7章補注および参考文献］
補注
（1）ケース・スタディとは、rある具体的な社会的単位（個人・家族・集団・町など）を事例として
　　取り上げ、その生活・活動過程を社会的・文化的背景と関連させながら詳細に記述、分
　　析・研究して、そこから背後にある原理や法則性などを究明し、一般法則・理論を発見し
　　ようとする研究法、事例研究法、ケース・メソッド」である（大辞泉、1988年、小学館、p757
　　を参考に作成）。このように、ケース・スタディ分析は、現実に存在する事例を用いて一般
　　的・普遍的な理論を帰納的に導き出す手法であり、演繹的手法を用いた検証では想定さ
　　れなかった、導くことが困難であった理論を抽出する可能性を有していることが特徴であ
　　る。
（2）世界銀行は、96年時1人あたりGNP785＄以下を低所得国（Iow－income　countries）、
　　786＄以上9，635＄以下を中所得国（middle－income　countries）、9，636＄以上を高所得国
　　（high－income　countries）として区分している。98年現在、低所得国と中所得国は158力
　　国となっており、この2つがれ開発途上国として取り扱われている。なお、中所得国は、
　　786＄以上を3，115＄以下を低中収所得国、3，116＄以上9，635＄以下を高中所得国とさらに
　　分類される。（出典：国際協力用語集（第2版）、1998年、国際開発ジャーナル社、p．23）
（3）rタイ経済概況』、ジェトロ・バンコクセンター、2004、httpl／／www，卜etrobkk．or．th／を参考
　　に作成。
（4）①タイ国別援助研究会報告書、国際協力機構国際協力総合研修所、2003年、
　　pp，31－32、②r経済構造の推移」、渡辺良一、タイ国経済概況2002／2003年版、バンコク
　　目本人商工会議所、2003、P65、70を参考。
（5）金額は2000年現在、有償資金協力および無償資金協力は交換公文ベース、技術協力
　　はJ！CA経費実績ベース。①r日本とタイの経済・開発協力」、在タイ日本大使館他、2003、
　　p．3、②「経済技術協力」、吉田憲正、rタイ国経済概況2002／2003年版』、バンコク日本
　　人商工会議所、2003、p．459を参考に作成。
（6）タイ国経済概況2002／2003年版、バンコク日本人商工会議所、2003、pp．458－459
（7）①「政府開発援助（ODA）国別データブック」（2002）、外務省経済協力局編、p．43、②「国
　　際協力機構年報」（2004）、JICA、資料編CD－ROM、③タイ国経済概況2002／2003年版、
　　バンコク日本人商工会議所を参考に作成。
（8）．①r政府開発援助（ODA）国別データブック」（2002）、外務省経済協力局編、p，43、②r国
　　際協力機構年報」（2004）、JICA、資料編CD－ROM、③タイ国経済概況2002／2003年版、
　　バンコク日本人商工会議所を参考に作成。
（9）タイ国別援助研究会報告書一「援助」から「新しい協力関係』ヘー、国際協力機構国際協
　　力総合研修所、2003、pp．31－38を参照。
（10）DPTは、5力年計画（2003年～2008年）で住みよい都市の開発をあげ、全県知事に1県1土
　　地区画整理プロジェクトの立ち上げを要請している。（出典：タイ王国都市開発技術向上
　　計画プロジェクト終了時評価報告書、JICA、2005、p．14）
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第8章本研究の結論と今後の研究課題
8．1本研究の結論
　本研究では、深刻化する開発途上国の都市問題を解消・緩和する対応策として、①法・
制度の整備、②MIPの策定、③都市計画事業の実施を行う都市計画制度に着目し、援助
の受け手側であるカウンターパートの視点から技術協力の二一ズを明らかにすることにより、
有効な技術協力の実施方策について検証を行った。
　本研究の内容と得られた結果を章別に要約すると次のとおりとなる。
　「第1章序論」では、本研究の目的、背景、および既往研究レビューにより、本研究の位
置付けと研究内容の構成にっいて定めた。これにより、本研究の特徴、およびその新規性、
有用性、独創性にっいて明らかにした。
　「第2章国際援助機関等から見た開発途上国における都市問題の分類・体系化」では、
①都市問題に対する技術協力を行っている国際援助機関の調査・資料、それに関する研
究を行っている学会の研究、文献のレビューを通じて、各機関が対象とする都市問題の範
囲、項目、位置付け、特性、差異を明らかにした。これにより、②各都市問題を発生要因と
整備課題に応じて分類・体系化し、③国際援助機関等から見た開発途上国における都市
問題の全体構成を明らかにした。
　「第3章開発途上国における都市問題の同定・構造化』では、①ワークショップを開催し、
カウンターパートから見た都市問題の分類・体系化を行い、国際援助機関等との差異を明
らかにするとともに、②システムエ学を用いた実験を行い、都市問題の因果相関、問題相互
問の影響の有無、関連度・影響度の程度にっいて明らかにした。これにより、③都市問題の
構造化手法にっいて有効性を検証した。
　「第4章開発途上国の都市問題に関する政策・整備事業の優先度評価』では、①シス
テム工学の階層化分析法を用いて開発途上国の専門家による代替案の優先度評価を行
い、開発途上国における都市問題に関する代替案の優先度を明らかにし、これにより②代
替案の優先度評価の有効性について検証した。
　「第5章開発途上国における都市計画制度の実態と整備課題』では、①開発途上国
のうち、目本の技術協力の実績数が多いフィリピン、タイ、マレーシア、インドネシアの東南ア
ジア4力国を対象として、都市計画制度の実態を比較・分析し、②都市計画制度の整備課
題を明らかにし、それにより必要とされる技術協力の内容を提案した。
　「第6章開発途上国における都市計画制度に関する技術協力の実態と実施方策」で
は、都市計画制度に関する技術協力に着目し、①我が国および国際援助機関が行う技術
協力の実態を明らかにし、②そのうちタイで行われた我が国の土地区画整理に関する技術
協力を事例として時系列分析を行った。これにより、③技術協力がタイの土地区画整理に
関する制度の整備段階に応じて行われたことを実証し、④都市計画制度に関する技術協
力を有効に実施するための示唆を得た。
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　「第7章タイ国における都市計画制度に関する技術協力のケース・スタディ分析』では
①タイにおける都市問題と技術協力のケース・スタディを行い、タイの開発・経済状況、
ODAと技術協力の実績、都市問題の変化と技術協力の関係性を時系列的に分析し、②
本研究で取り上げた上5っの事項にっいて実証的な見地からその有効性を検証した。
　「第8章本研究の結論と今後の研究課題』では、本論文の結論を以下のように述べて
いる。
　本研究の結論としては、以下の4つの点を明らかにした。
①国際援助機関等の認識する都市問題から都市問題を分類・体系化し、これを用いて
　カウンターパートの視点から都市問題の構造化、および政策・事業の優先度評価を
　行った。これにより、開発途上国における都市計画制度に関する技術協力を実施す
　るために、先ず必要となる都市問題を特定し、対応すべき政策・事業の優先度評価を
　行うための考え方、方法、手順を明らかにした。
②東南アジア4力国における都市計画制度の実態、重点、都市計画整備に関する意識
　の差異を分析し、都市計画制度の整備課題、および必要とされる技術協力の内容に
　ついて明らかにした。それに基づき、国際援助機関等が行っている技術協力の実態、
　およびJICAが行っている都市計画制度に対する技術協力事業の実施プロセスに着
　目し、手順、所要期問、期待される成果、実施プロセスから見た技術協力事業の有
　効性と制約にっいて明らかにした。
③タイにおける土地区画整理の技術協力に着目して時系列分析を行った。これにより、
　制度の整備段階とそれに対応して行われた技術協力の関係性を分析し、技術協力
　がタイの±地区画整理に関する制度の整備段階に応じて行われたことを実証し、都
　市計画制度に関する技術協力を有効に実施するためには、社会や都市の発展・変
　化、社会の二一ズ、それに応じた制度の整備段階に着目することが重要な視点である
　という示唆を得た。
　　以上のことから、本研究の成果をもとに、開発途上国における都市問題の構造と都市
　計画制度の技術協力を有効に実施するための視点を明らかにすることができた。
8．2今後の研究課題
　今後の研究課題は、次のとおりである。
①事業の優先度評価においては、実験により対象とした国際援助機関等側とカウンター
　パートの間に都市問題の認識の程度に差のある可能性が確認された。今後は、両者問
　の問題認識の程度差の検証、共通認識の形成方策、共同による事業優先度評価手法
　のあり方ついても分析を行う必要がある。また、今後、開発途上国の都市計画策定にお
　いても重要な施策の一つとなると思われる住民参加の観点も踏まえ、多様なグループ層
　を対象に被験者特性が事業優先度評価へ与える影響とその度合いにっいても検証を
　進める必要がある。
②本研究で行ったタイにおける土地区画整理に関する時系列分析の一事例のみで、制
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度に関する整備段階が設定されたわけではない。従って、今後は、本事例の適用可能
性にっいて、他の事例を用いて実証を重ねる必要がある。
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附録1ワークショップ方式（ブレーン・ストーミング法）の内容と実施方
法．
附録2図解化手法（KJ法）の内容と実施方法
附録3構造化技法（ISM法〉の内容と実施方法
附録4構造化技法（Dematel法）の内容と実施方法
附録5階層分析法（AHP法）の内容と実施方法
附録6開発途上国における都市問題の構造化、および都市問題に
対する政策・事業の優先度評価に関するワークショップの実施方法・
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附録1ワークショップ方式（ブレーン・ストーミング法）の内容と実施方法
1．ブレーン・ストーミング法の概要
　ブレーン・ストーミング法（Brain　Storming　Method）は、アレックス・F・オズボーン
（A．F，Asbom）氏1）により発案された会議方式による課題検討手法である。可能な限り焦
点を絞った課題／問題にっいて、既成概念にとらわれずに自由な発想やアイデアを捻出
し合い、そこから想像と連想を働かせ、さらに多くのアイデアを生み出す手法であり、品質
管理（QC）や問題解決手法としても取り入れられている2）。このように、本法は主として開
発の現場などで幅広く適用、準用されているが、その適用性と制約条件について検証さ
れた研究事例はない。
2．ブレーン・ストーミング法の基本的なルール
　ブレーン・ストーミング法は、アイデアの相乗効果／連鎖反応を得るため、次の4っで
構成される基本的なルールを設けて行う。3）
①他人のアイデアを批判しない。
②アイデア発想は自由奔放に行う。
③より多くの意見を出す。
④他人のアイデアの相乗りを歓迎する。
［附録1補注および参考文献1
参考文献・資料
1）A．F．Asborn、上野一郎訳（1958）、独創力を伸ばせ、ダイヤモンド社
2）GANKO’S企画工房htt：／／www．saitama一」．or．’／～endo／index、html
3）東北学院大学教育工学実習室
　htt　l／／www．edutech，tohoku－　akuin．ac．，監／
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附録2図解化手法（KJ法）の内容と実施方法
1．KJ法の概要
　KJ法は、「図解化手法」、「問題発掘技法」、「問題解決型技法」と呼ばれ（表4。2．2参
照）、創造工学による分析手法の一っである。創造工学には人間の直感力を刺激するた
めに様々な技法が提案されており、その代表的な分析手法が川喜田（ηの発案した同法
である。これはブレーン・ストーミング法等を通じて議論されたテーマの意見を小さな紙片
を用いてグルーピング化し、これをテーブルに広げながら空間配置をし、問題・対象項目
の全体構造を図解化していく手法である。
　これにより、会議において重要課題を検討する際に、情報内容の構造把握や、問題解
決に向けた提案が示されるとともに、計画に対する参加者の意思統一と意見集約が図れ
るという副次的な効力もあることから、QCの一手法として企業の製品開発、品質管理等
の経営計画、そして、「まちづくり」など住民参加による地域・都市計画にも適用され、創
造的問題発掘、解決技法、図解化手法として発展してきた（2）。同法を都市計画分野へ
適用する研究としては、牛野1）、谷口ら2）があり、また、新見3）は、東南アジア大都市にお
ける交通問題の要因及び構造に関する比較研究として、KJ法を一部用いた分析を行っ
ている。
　同法の特徴は、対象とする問題をあらゆる角度から分解し、幾度かの分類作業を繰り
返しながら問題を構成する要素を平面上に空間配置することにある。これにより、漢然とし
ていた問題の全体構造が明確になり、全体的な位置関係から項目間の因果相関が把握
できるとともに、問題解決へ向けた取り組み方策にっいても明らかになる。また、これをグ
ループで行なった場合、図化作成のための議論（本実験におけるワークショップが相当）
や作図における共同作業を通じて問題に対するより深い理解と問題意識の共有化が図
られ、参加者の合意形成にも資することも確認されている（3）。
2．KJ法の実施方法
　実施方法は、通常次の4っの手順で行われる4）。ただし、これら一連の流れはKJ法一
ラウンドと呼ばれ、各段階で得たヒントをデータとして加え、さらに1）～4）の手順を繰り返し、
モデルの精度を高める手法を累積KJ法と呼んでいる（4）。
（1）記録
　会議により得た意見や、外部から収集した情報などテーマに関連する事項を紙片（カ
ード）に記入する。記録は、内容毎に分別して記入し、複数の内容を含まないようにする。
（2）グループ編成
　記録された紙片を広い空間に広げ、意味の近いと思われる紙片同士を寄せ集め、小
グループを作る。1枚だけのものは、そのままにしておく。そして、小グループの紙片群の
意味することを新規カードに記入し「表札」として一番上に置く。近似した内容のグループ
が無くなるまでこのプロセスを何度か繰り返す。
（3）図解化
各段階で編成されたグループを、模造紙等の大きな平面上に配置し図示する。次に
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配置した紙片を大きな紙面に書き写し、紙片やグループの関係を、矢印等の記号を用い
て表現する。これはA型図解化と呼ばれ、問題の構造化を図る上で中心的な作業であ
る。
（4）文章（叙述）化
　図解した内容を文章として表現する。この際、紙片で示されたデータを取りまとめて記
述する部分（叙述）と、それにより導かれて明確になった部分（解釈）を区別し、因果関係
を文書化していくことにより、問題の全体像から詳細部到る部分へと論述していく。この段
階で文書化が困難な場合は、図解の段階に問題があると考えられることから、再度図解
を見直す作業が必要となる。これはB型文章化と呼ばれる。
口□［コ⊂コ⊂コ
⊂コ　ロロ⊂コ　O口□［ニコ　　　　　ロ　　　ロロ　ロ　　　 ロ
　　　汲デソプ垂
画　馳o
　口　　　〔コ　　　馳
　　　　ロ
　　　ー　フ盧2
　　　o　　　　　　o　　　・早8
一　　　　　口　⊂コー
　　　乳9匹’ブs 又テソプ率
図附．豆KJ法の流れ（4つの手順）5）
［附録2補注および参考文献］
補注
（1）　川喜田二郎（1920一）三重出身、川喜田研究所理事長、東京工大
　　　名誉教授、文化人類学者、京都大学卒、主な著述に「発想法」中央
　　　公論社他。
（2）　現在、都市計画、社会システム、経営工学等の講座／演習において
　　KJ法に関する講義を行なっている大学としては、武蔵工業大学、横
　　浜国立大学、静岡大学、和歌山大学、京都大学、高知工科大学、
　　広島修道院大学、西日本工業大学等がある。
（3）　KJ法については、川喜田二郎（1996）「KJ法一渾沌をして語らしめる」
　　　中央公論社等のKJ法関連書籍を参照のこと。
（4）　標準的なKJ法である正則KJ法の研修は、KJ法本部・川喜田研究
　　所が主催している。
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参考文献・資料
1）牛野正（1979）、「住民参加による地域づくり計画の展開過程（2）」、「都市
　計画別冊」14号
2）谷ロ汎邦、森保洋之、屋敷和佳ほか（1980）、都市企画担当より見た都
　市の適正規模に関する研究、日本建築学会講演集
3）新見佳（1998）「東南アジア大都市における交通問題の要因及び構造に
　関する比較研究」東京商船大学大学院・修士論文
4》日本建築学会編（1987）「建築・都市計画のための調査・分析方法」
　pp52－53
51慶応義塾大学環境情報学部大岩研究室
　　htt　l／／www，crew，sfc．keio．ac．’／
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附録3構造化技法（ISM法）の内容と実施方法
1．ISM法の概要
　ISM法（lnterpretive　Structural　Modeling）は、複雑な社会システム問題を分析する手
法として∫．W．Warfieldが開発した代表的な構造モデル化手法である1）。構造モデル化手
法とは、前項4．2．1において述べた通り、複雑な問題をマクロなサブ問題（構成要素）に
分解し、相互連関の有無をグラフで図示するグラフ理論を用いて可視化することにより、
構成要素間の階層を明確しようとする手法であり、これにより、漢然としていた事象、問題
の全体構造の理解を容易にすることを目的としている2）。
　同法は、エネルギー問題や資源開発など世界規模の問題から、地域計画、交通事故
など国レベルの問題、さらには個人レベルに至る幅広い分野で適用が可能であり、事業
の計画段階である問題抽出・分析、事前評価、計画策定、意思決定などに効果があると
考えられている3）。また、現在では、グラフ理論の基本概念についてコンピュータを媒介と
してアルゴリズム（行列演算）の系統的な適用を図ることにより、要素間の相互関係を多
階層の有向グラフで図示することが可能となった4）。同法を都市計画分野に適用した研
究としては古屋5）などがあり、木谷ら6）は、ISM法とGISをベースとした対震災緊急交通
路整備計画策定支援システムの構築に係わる分析を行っている。
2．ISM法の実施方法
ISM法は、図附，2に示す流れと後述する演算処理方式を用いて行う（1）。
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図附．21SMのアルゴリズム
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（1）問題に関連する構成要素の定義、および構成要素の抽出
対象とする複雑な問題から、構成要素を定義し、その要素を抽出する。これらの要素の
集まりを要素集合Sとする。
　　　　　　　　　　　　S＝｛sk｝（k；1，2，…，n）　　　　　　　　　　　　（附．1）
　抽出方法は、特に決定されていないが、この段階で厳密な問題設定を行い、状況把
握、分析目的、構成要素の概要整理を十分にしておく必要がある。なお、構成要素数は、
多すぎても少なすぎても構造モデルの解釈に支障が出ることから、一般に10～30程度が
適当だと言われている。
（2）要素間の一対比較
　抽出した構成要素の相互関係を一対比較調査により評価する。その際、調査で使用
する「関係」の用語を厳密に定義することが重要である。一般に、使用する順位尺度に応
じて、関係を優先順位、包含関係、因果関係、影響度、貢献度、重要度等を評価基準と
して、「規定される」r支援される」r優先する」r影響を受ける」といった問投詞を用いて相
互比較を行っている。
　階層的な構造モデル（有向グラフ）を作成するためには、2つの項目を一対比較Lた場
合に、必ず順位付けされることが必要である。方法としては、任意の一対の項目
（si・sj∈3）に対して、直接的な関係を有するか否かの判断により、質問「iRj？」、i項目がj
項目に関係するか、の設問に対し、関係有りと判定すれば、次段の（3）で述べる関係行
列のi行」列（dij）の要素を1、関係なしと判定すればdijに0と置くようにする。このよう
に・入力数値はアルゴリズムによる演算処理を可能とするために、ブール演算（2）と呼ばれ
る1、0の2値のみを用いて評価を行う。
（3）関係行列（隣接行列、節点行列）の作成
1（2）で判定した一対比較調査の結果から、集合Sの要素を行、列とするn＊nの関係行
列Dが作成される。これは要素が1、0の2値をとるバイナリ行列である。
　　　　　　　　　　　　Dニ｛dij｝　（i，j＝1，2，…　，n）　　　　　　　　　　　　　　　　　（β付．2）
（4）可到達行列の演算
　（3）で作成した関係行列は、要素間の直接的関係も問接的関係も区別されずに含ま
れており、これを要素間の直接関係のみを表す可到達行列に変換する必要がある。
　方法としては、（3）の隣接行列に単位行列1を加えたもの（D＋∫）をMとし、これを（n－1）
回以上ベキ計算を行なって結果が変わらなくなるまで（擢）演算を繰り返す。すなわち、
（43）のようになるが、このようにして求まった行列を関係行列Dの可到達行列
（ReachabilityMatrix）と呼びMRとする。
ハ4n一Lル〆1＝ルヂ＋1 （附．3）
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この演算は、例えば関係行列Dを
D＝
とすると、以下のようになる。
（D＋1）2ニ
（Z）＋1）3＝
　このように、バイナリ行列の自乗をブール代数演算に従って可到達行列を求めることに
より、有向グラフの特性が表現される。すなわち、関係行列0が長さ（枝数）！で隣接する
節点を表しているのに対Lて、一D2は長さ2、または、一D3は長さ3で結ばれる点の関係であ
ることが明らかになり、直接、問接に関らず節点間の影響であるパスの有無が判明する。
（5）骨格行列（ブロック三角行列）の作成
　次に、可到達行列を幾っかのグループ群に分割し、行列を階層化させていく必要があ
る。有向グラフは行と列の順序を入れ替えると、対角要素の上半分（または下半分）が0と
なることがある。これは三角行列と呼ばれるもので、この場合、元の有向グラフの節点は順
位付けが可能であり、上位の節点から下位の節点にはパスが存在するが、その逆は成立
しない。構造モデルでは、この特性に着目し、可到達行列行を近似する傾向を有する幾
つかの節点グループに分割することにより、三角行列の状態を作り出していくことにより、
行列を階層化させる。
　作成方法としては、4）で求めた可到達行列より、まず最上段部の入り口（行の要素が
全て1）と最下部である出口（行の要素が全て0）を定める。次は、循環集合（互いにサイク
ルを成している要素集合）を有する行列群を同一レベルと見なし、行列の分割、圧縮によ
る並び替えを繰り返すことにより節点グループを構成させる。最後は、対角ブロックに隣接
したブロック以外の部分の1を全て0へ置き換えることにより、最も少ない関係要素から成
る行列を作成する。これが骨格行列（SkeletonMatrix）、またはブロック三角行列である。
（6）構造モデル（有向グラフ）の作成
　骨格行列で得た要素を関係に応じて線で連結しグラフ化を行う。これにより得た有向グ
ラフが階層的な構造モデルである。
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（7）構造モデルの解釈（lnterpretatio皿）、およびモデルの有効性に対する検討
　構造モデルの意味するものを解釈する。構造モデルを解釈するには、関係行列作成
の際に判断基準として用いた「関係」が何を表現しているのか十分に分析することが大切
であり、この分析が深いほどモデルの効用は大きくなる。
［附録3補注および参考文献］
補注
（1）　ISMの実施方法については、竹村哲（1999）、「問題解決の技法」、海
　　文堂pp45－51、および2）文献pp104－108を参考にした。
（2）　ブール代数演算則（0＋0＝0，0＋1＝1，1＋1ニ1，1xOニ0，1x1ニ1）
参考文献・資料
1）WarfieId，J．N．，1974，Toward　Interpretation　of　Complex　Structure
　ModeIing，IEEE．SMC－4，No，5，p405－417
21寺野寿郎（1985）「システムエ学入門」共立出版、p21
3）2）文献、p104
4）関根順太（1992）「ISM法の構造図作成プログラムの試作」北九州職業
　訓練短期大学紀要
5）古屋温美他（2002）「苫小牧地区の漁業後継者不足の要因分析と対策
　の方向性」（財）漁港漁場漁村技術研究所調査研究報告
6）木俣順他（1997）rISM法とGISをベースとした対震災緊急交通路整備
　計画策定支援システムの構築」土木学会・土木情報システム第22回論
　文集
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附録4構造化技法（Dematel法）の内容と実施方法
1．Dematel法の概要
Dematel（Decision　Making　Trial＆Evaluation　Laboratory）法は、スイスのバテル研究
所が世界的複合問題（WorldProblematique）を分析する手法として開発したものである。
Demate1法は、内容的にISM法と類似した手法であるが、実施方法に相違点が見られ1）、
要素間の関係、影響の有無だけでなく、関係、影響の強さも定量的に把握出来るところ
が特徴である。現在では、商品開発や農村開発や漁村における要素関係抽出手法とし
て適用されており（1）、Dematel法を都市計画分野へ適用する研究としては、折田ら2）があ
る。
2．Dematel法の実施方法
Dematel法は、次に流れと演算処理方式により行われる（2）。
（1）問題に関連する構成要素の定義、および構成要素の抽出
　ISM法の実施方法と同様な手順であるが、Demate1法は基本的に専門家へのアンケ
ートを基にしてデータ処理を行うことから、厳密に言えば質問に際するフォーマットが異な
る。
（2）要素問の一対比較
　ISM法は、ブール演算を適用して要素間の関係を数値化するのに対し、同法は一定
幅の数値（例：1～9など）を利用して数値変換を行う。
　記入用紙等を用いて「影響」を尋ねる場合、回答者にとって「直接的な関係」という概
念把握が難しく、人間の推理力はある程度自動的に働くので、問接的な関係まで「影響
有り」と回答してしまうことが多い。そこで、同法では、影響度をある設定値で区切り、それ
より強い影響があるものを直接的な関係が有ると判断し、節点同士の強度の関係を「関
連度」と「影響度」を用いて表現する。なお、同法はISM法と異なり、推移律は設定せず、
全ての一対比較の設問に対して回答を得る。
（3）関係行列（隣接行列、節点行列、クロスサポート行列）の作成
　ISM法の実施方法と同様な手順で関係行列を作成するが、バイナリ行列ではなく、要
素は一定幅の数値（例：1～9など）を用いて行列を作る。
（4）Dematel法における演算方法
　Dematel法では、図附．3のように出力として、（正規）直接影響行列D、総合及び全影
響行列F、間接影響行列Hにより、要素i1からjの影響度をあるしきい値で切り、それ
より強い影響のあるものだけを関係ありとし、3種類の構造化グラフ（正規直接影響、総合
影響、間接影響）が作成される。また、尺度因子Sの値を変化させることにより影響度を
制御できる。
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INpuT 要素の抽出
クロスサボート
菅列の作成
尺度國了・Sの決定
癒14），レ；（凶の計算　』
全影響行概F請計算
弄、，、4ノ，弄の計算
螺（∫｝，蒐琶∫｝の計算 τ靴ゐ）至う（顔の計算
ρ，ε∫ノより構造モデルの作成
｛ク蔭えは’，　1イイ〔∫ノ，1弓ぐ∫1よリ影響度・
被影響i度の相関グラフの作成 　ouTPuT1
図附．3Dematelの計算手順
（5）構造モデル（有向グラフ）の作成
構造モデルの画き方として、関係行列（影響度を要素にとる）の行和をD、列和をRとし
て、（D－R）と（D＋R）を座標軸にとって項目を配置し、2次元平面状に表していく。
（6）構造モデルの解釈、およびモデルの有効性に対する検討
　同法により作成された構造モデルは、x軸（D＋R）が関連度、y軸（D－R）は影響度を表
現する。このため、x軸上では、他の節点との関連度が高いものが右側に、比較的独立
要素が高いものは左側に配置され、y軸上では、影響度が高く、上層に位置する項目が
上位に、逆に下層に位置する項目が下位へと階層的な配置がなされる。
［附録4補注および参考文献］
補　注
（1）　地域づくり・の住民合意形成に資することを目的に、独立行政法人農
　　　業・生物系特定産業技術研究機構、東北農業研究センターが
　　　DemateI法による住民意識構造の集計分析プログラムを開発してい
　　　る。
（2）　Dematel法の実施方法については、木下栄蔵（1996）、「わかりやすい
　　　意思決定論入門」、近代科学社pp157－172、およぴ2）文献
　　　pp120－127を参考にした。
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参考文献・資料
4》寺野寿郎（1985）「システム工学入門」共立出版、p120
5）折田仁典他（1988）「Dematel法による過疎問題の構造化に関する基礎
　的研究」都市計画論文集第23号
271
附録5階層分析法（AHP法）の内容と実施方法
1．階層分析法（AHP法）の内容
　AHP（Analytic　HierarchyProcess：階層分析法）法は、システム工学の一分析法であり、
米国ピッツバーグ大学のT、L．Saaty教授により発案された意思決定モデルである1）。これ
は、複数の評価基準自体に重みを付け、加法性測度と呼ばれる加重平均法による評価
値を用いた総合評価により解析を行う2）主観的判断とシステムアプローチをミックスした問
題解決型（提案型）意思決定手法の一っである。
　同法では問題の要素を、「総合目的一評価基準一代替案」の関係で捉え、階層構造を
作る。そして、総合目的を達成するため評価基準の重要さを求め、各評価基準から見た
代替案の重要度を評価することにより、最終的に総合目的から判断した代替案の評価を
換算していく。同法が他の意思決定手法と異なる特徴としては、次の4点に整理される
3）。
①人間の持っている主観や勘が反映されるように手法が構成されている。
②複数の目的を同時に考慮することが可能である。
③あいまいな環境を明確な状態で説明する。
④意思決定者が、比較的容易に適用できる。
　同法を用いた都市計画／都市交通分野の研究としては、鈴木4）、盛ら5）がある。また、
開発途上国を対象に同法を用いて行った研究としては、Jun6）が行ったバンコクやジャカ
ルタなど6っの都市における貨物輸送政策に係わる階層分析や、新見7）の、バンコク、マ
ニラ、ジャカルタを対象とする3都市の交通渋滞解決策に係わる分析がある。いずれも、
同法を用いて階層分析を行い、それにより各都市における既往政策や特性にっいて優
先度付けを行なっている。
　このように同法は、対象とする個別事象を分析・評価するための手法として、幾つかの
研究において採用されている。しかし、技術協力の観点から開発途上国における都市問
題を対象として効率的・効果的に解決する代替案の優先度評価にAHP法を適用した事
例はない。従って、本研究では、既往研究において未だ検証されていない本事例に着眼
して研究を行う。
2．階層分析（AHP法）の実施方法
AHP法は、図附，4に示すアルゴリズム（演算処理方式）により行われる。
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総合目標
評価基準1　　　評価基準2 評価基準3
代替案1 代替案2　　　　代替案3
　　　　　　　　　　　　図附．5AHP法の基本的な階層構造（1）
（2）評価基準の設定
　総合目標を基準に評価基準の重要度を求める。
（3）代替案の重要度の演算
　各評価基準を基準に代替案の重要度を求める。
①第1段階
　問題の要素を上述した3つのレベルの階層構造に分解する。このとき、レベル1（最上
　層）の総合目的は、1っの要素から構成される。また、レベル1以下のレベル2（評価
　基準）、レベル3（代替案）については、上層のレベルとの関係により幾つかの要素が
　決定される。
②第2段階
　、一対比較調査（ペア比較）を用いて、各レベルの要素間の重み付けを行う。このとき、
　上層の各要素を評価基準として一対比較を行う。一対比較を行う際、比較に用いら
　れる評価値を表附、1に示す。
　　　　　　　　　　　　表附。1重要性の尺度とその定義9）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　まいときは逆数を用いる）
第3段階
　　第2段階で求められた、各レベルの一対比較行列から、各階層全体の重みを計算
　する。
4）整合度の評価
定義
1 同じくらい重要（equal　importance）
3 すこし重要（weak　importance）
5 かなり重要（strongimportance）
7 非常に重要（verystrongimportance）
9　　…く融乏蕪撫樹訪蟹黛胤臓要で
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一対比較において首尾一貫性のある回答を求めることは困難である。そのため、回答
の整合性を表す評価尺度として整合度指数（C．1）を用いて、回答の有効性を評価する。
C．1値は0．1もしくは0．15以下であれば有効であるとされている。
［附録5補注および参考文献］
補注
（1）　AHP法で比較対象となる各階層（レベル）の要素の数は（7±2）が最
　　　大許容数といわれる。これ以上の数を用いると、一対比較調査に際し
　　　て被験者が混乱を生じる恐れがある。本実験では最大6つの要素を
　　　用いて一対比較を行なったが、全問記入には一人当たり平均10～20
　　　分程度の時間を要した。詳しくは、1）文献、pp4－5を参照のこと。
参考文献
11木下栄蔵（2000）「入門AHP決断と合意形成のテクニック」、㈱日本技
　連、P2
2）杉山和雄、井上勝雄編（1996）rEXCELによる調査分析入門」、海文堂
　㈱、P119
3）文献1）、p3
4）鈴木聡士（1999）「順位尺度型AHPによる交通案内表示の評価に関す
　る研究一高齢者の交通行動特性を対象として一」都市計画論文集第34
　号
5）盛亜也子、鈴木聡士他（2001）「AHPにおける相対位置評価法に関する
　研究」土木学会・土木計画学研究論文集VoI．18、No．1、pp・129－138
6）　Jun　Taberuna　Castro「A　Study　on　the　Impact　and　Effectiveness　of
　TruckControIMeasuresinDevelopingGountries」東京商船大学大学
　院・博士論文、2002
ア）新見佳r東南アジア大都市における交通問題の要因及び構造に関する
　比較研究」東京商船大学大学院・修士論文、1998
8）文献1）、p7
9）文献1）、P6
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附録6開発途上国における都市問題の構造化、都市問題に対する政策・整
備事業の優先度評価に関するワークショップの実施方法
1、目的；
　開発途上国における都市間題の実情にっいて豊富な情報を有している研究者、
実務者グループを対象としてディスカッション形式のワークショップを開催し、①多様
で複雑な都市問題の実態とにっいて理解を深めると共に、②それに対する政策・整
備事業の優先度評価にっいての実験を行う。
　これにより、開発途上国における①都市問題の構造化、②都市問題に対する政
策、整備事業の優先度評価に関するデータを入手する。
2、対象者1
（1）都市問題の構造化に関するワークショップ（第1回）
　　東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻国際都市計画・地域計画研究室
　　（大西・城所・マーコトゥリオ研究室）在籍の留学生（約10名）。国籍は8力国。
　　（中国1、フィリピン1、ベトナム3、インドネシア1、バングラディッシュ1、ネパール
　　1、アルバニア1、ブラジル1）
（2）都市問題に関する政策・整備事業の優先度評価に関するワークショップ
　①第1回
　　東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻国際都市計画・地域計画研究室
　　（大西・城所・マーコトゥリオ研究室）在籍の留学生（4名）、および東京海洋大学
　　海洋工学部流通情報工学科地域計画研究室（高橋・兵藤研究室）在籍の留学
　　生（2名）の総計6名。国籍は5力国（フィリピン1、ベトナム2、バングラディッシュ
　　1、テユニジア1、ブラジル1）。
②第2回
　　国際協力機構（JICA）・長期研修「都市整備」コースの研修員生の研修生（約9
　　名）。国籍は9力国。（フィリピン、PNG、パキスタン、トルコ、エジプト、ハンガリー、
　　セント・ビンセント、ペルー、パラグアイ）
3．場所；
（1）東大国際都市計画・地域計画研究室（本郷キャンパス）
（2）①東大国際都市計画・地域計画研究室（駒場キャンパス）
　②JICA東京国際センター（東京・幡ヶ谷）
4．日時；
（1）2004年5月27日、15：00－17：30（2時間30分）
（2）①2004年6月4日、14：30－16130（2時問）
　　②2004年6月　9　日、16：00～18：00（2日寺間）
5．協力スタッフ；
276
志摩憲寿（東京大学大学院）、Nashreen　Sinarimbo、大和田恵、Sideney　Schreiner
（以上東京海洋大学大学院）、佐藤敦（拓殖大学）、佐々木貴代（JICA東京国際セ
ンター）。
6．ワークショップの実施方法
（1）「開発途上国における都市問題の構造化、および都市問題に対する政
策・整備事業の優先度評価に関するに関するワークショップ」（東大・本郷
2004年5月27日（木））、2時間40分
①自己紹介、参加者紹介、スタッフ紹介、ワークショップの趣旨・実施に際しての留
　意点の説明。（5分）
②筆者のこれまでの関連研究報告。研究の2章で作成Lた表2，3．3「発生要因、整
　備課題より分類・体系化した国際線所機関等が対象とする都市問題」の構成説
　明。（5分）
③事前に配布しておいた説明資料を元に進行する。まず、開発途上国の都市問題
　の実態に関して参加者のプレゼンテーションを行う。②で説明した16項目にっい
　て参加者の国の事例、および補足事項にっいて各自の見解を述べてもらう。これ
　らのコメントは逐次紙片に記入する。（8力国（研究室の学生10名）＊5分150分）
④プレゼンテーション終了後、質疑応答を交え都市問題の構造に関するブレーン・
　ストーミングを行う。（30分）
⑤休憩。（10分）
⑥ブレーン・ストーミングを踏まえて、表3．3，1「発生要因、整備課題より分類したカウ
　ンターパートから見た都市問題」を整理する。（10分）
⑦ISM法の分析データを入手するため、ISM法の質問表を記入する。（20分）
⑧引き続き都市の政策・整備事業の優先度評価に関するブレーン・ストーミングを
　行い、AHP法に用いる階層構造を決定する。（30分）
⑨ワークショップ終了
⑩本研究結果は、参加者へ後日報告し、コメントを得た上で修正を加える。
（2）「開発途上国における都市問題に対する政策・整備事業の優先度評価
に関するに関するワークショップ』第1回（東大・駒場2004年6月4日（金））、
2時間
①（1）ワークショップの結果報告、都市問題の構造化分析の結果報告（10分）
②（1）で作成したAHP分析に用いる階層構造の説明を行う。（20分）
③AHP法による階層構造を踏まえて、都市整備課題や目標について各国の事例を
　紹介しながら各自がプレゼンテーションを行う。（6名＊5分；30分）
④プレゼンテーション終了後、その結果を踏まえてブレーン・ストーミング法による議
　論を行う（30分）
⑤AHP分析法の分析データを入手するため、質問票を記入する。（30分）
⑥ワークショップ終了。ワークショップの評価について確認する。
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⑦本研究結果は、参加者へ後日報告し、コメントを得た上で修正を加える。
（3）「開発途上国における都市問題に対する政策・整備事業の優先度評価
に関するに関するワークショップ』第2回（2004年6月9日（水））、2時間
①自己紹介、参加者紹介、スタッフ紹介、ワークショップの趣旨・実施に際しての留
　意点の説明。（5分）
②（1）、（2）①ワークショップの結果報告、都市問題の構造化分析の結果報告。（10
　分）
③（1）で作成したAHP分析に用いる階層構造の説明を行う。（10分）
④AHP法による階層構造を踏まえて、都市整備課題や目標にっいて各国の事例を
　紹介しながら各自がプレゼンテーションを行う。（9名＊5分145分）
⑤プレゼンテーション終了後、その結果を踏まえてブレーン・ストーミング法による議
　論を行う（25分）
⑥AHP分析法の分析データを入手するため、質問票を記入する。（25分）
⑦ワークショップ終了。ワークショップの評価について確認する。
⑧本研究結果は、参加者へ後目報告し、コメントを得た上で修正を加える。
7．質間表による質問事項
①（1）は、都市問題の構造化に関する「一対比較」を行い、問題相互間の影響の有
　無、関連度・影響度の程度に関する検証を行う。このデータは、それぞれISM法、
　Dematel法に用いる分析データとする。
②（2）1回目、第2回目は、（1）で作成したAHP法の階層構造を基に都市政策・整
　備事業の優先度評価に関する「一対比較」を行い、都市整備の課題に係わる代
　替案の有効性を検証する。これは、AHP法の分析データとなる。
8．備考
①参加者へは説明資料をワークショップ開催の一週間前を目処に送付し、事前に
　今回対象とする研究内容、ワークーショップの流れ、分析方法にっいて理解して
　もらう一方、自国の都市問題、都市整備課題についても予め整理しておくように
　準備を依頼する。
②分析結果は、参加者に報告し、更にコメントを得た上で分析結果へ反映させる。
③ワークショップの位置付けは東京海洋大学海洋工学部地域計画研究室主催の
　研究とする。
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Program-Workshop on Urban Problems and its 
Countermeasures in Developing Countries 
- irst and Second-
1. Involved Research Institutions 
･ The Regional Planning Laboratory 
Graduate School of Marine Science and Technology 
Tokyo University of Marine Science and Technology - TUMST 
･ International Development and Regional Planning Unit 
Department of Urban Engineering, Graduate School of Engineering, 
The University of Tokyo - UT 
2. Workshop's Objective 
As part of ongoing research on "Efficient Technical Cooperation for Urban 
Planning/Urban Transportation", this Workshop would [ike to focus on urban 
problems and its countermeasures in developing countries. Therefore, the objective 
of the workshop is to clarify the pressing issues related to urban 
planning/management and the relationship existing them in developing countries 
through discussion. The workshop would focus not only on understanding these 
urban problems, but would also examine the possibility of applying 
System-Engineering Methods, such as KJ (KAWAKITA-Jiro style) analysis, ISM 
(Interpretive Structuring Model) analysis, Dematel (Decision Making Trial & 
Eva[uation Laboratory) analysis, AHP (Analytic Hierarchy Process) analysis,. 
3. Participants 
Doctoral and master's students from: Bangladesh, Brazil, China, Germany, Indonesia 
Korea, Nepa[, Taiwan, Thailand, the Philippines, U.S.A, and Vietnam. 
4. Schedule 
First session - May 27 at 3pm 
Second session - June 4 at 2.30pm 
5. Chairperson and staff 
TOKUNAGA, Tatsumi (TUMST)-Chairperson 
SHIMA, Norihisa (UT) 
SINARIMBO, Nash (TUMST) 
SCHREINER, Sideney (TUMST) 
SATO, Atsushi (Takushoku University) 
6. Program forthe Workshop 
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･ First session (Kick off) -150minutes. 
1. Introduction of the workshop and self-introduction of partlclpants 
(5min) 
2. Report of relevant research works by the Chairperson (5min) 
3. Presentation of urban problems in developing countries by 
participants (50min) 
4. Free discussion of urban problems moderated by the Chairperson 
(30min) 
5. Brake (10min) 
6. Identify figure of urban problems in Developing Countries by 
participants (10min) 
7. Questionnaire for ISM analysis (20min) 
8. Discussion of Urgent Actions Required to Solve Urban Problems. 
Making urban development in developing countries hierarchy (30min) 
9. End of Workshop 
･ Second session (Fina[) - 120minutes. 
1 . Report of Session I (10min) 
2. Explanation of urban deve[opment in deve[oping countries hierarchy. 
(20min) 
3. Presentation of countermeasures for urban problems in Developing 
Countries by participants (50min) 
4. Free discussion of urgent actions to solve urban problems moderated 
by the Chairperson (30min) 
5. Questionnaire for AHP analysis (30min) 
6. End of Workshop 
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endix-Urban Problems in Develo in Countries-
Tllis is the figttre of u"ban prob!ems in Developing Countries 14'hich 
"eviel4'ing of ta'gets/st,'ategies of internati0'1al cooperation bodies and 
societ.v.fo" urban planning. Source: Tokunaga-TUMST (2004). 
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nd U8e 
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Parks/Greenery 
UN-HABITAT 
-Urban problems listed above-
Decentralization, Development Funds/BOT. Disaster Prevention, Health, Housing, 
Infrastructure, Land Use. Natura] Conservation, Parks/Greenery. Poverty. Public Involvement, 
Social Affairs. Transportation. Urban Management, Urban Planning. Urban Policy 
JICA (iapan International Cooperation Agency). WB (World Bank), CPli (The City Planning Institute of 
Japan). UN-HABITA'I~ (United Nations Human Settle]nents Program). 
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Workshop on Urban Problems and its Countermeasures in Developing Countries 
May 21, 2004 
Dear Participants, 
As part of my ongoing research on "Effrcrent Technrcal Cooperatron for Urban 
Planning/Urban Transportation", I would like to focus now on urban problems and its 
countermeasures in developing countries. In line with this, may I solicit your opinion 
and comments on the said topic. I believe that your knowledge on this issue would be 
very useful to my study. Therefore, you are kindly invited to participate on a workshop, 
where this discussion can be properly conducted. 
I hope the workshop would bring several issues related to urban development that would 
be both beneficial to my research and your own research work. 
Further information about the workshop is attached to this e-mail. 
Thank you for your contribution in advance. 
Sincerely, 
TOKUNAGA, Tatsumi 
Doctoral Candidate 
The Regional Planning Laboratory 
Graduate School of Marine Science and Technology 
Tokyo University of Marine Science and Technology 
Email : ttoku@e, kaiyodai.ac.j p 
URL : http : //www.ipc .e ,kaiyodai. ac , jp/-regional-p/ 
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air pollution a major problem 
in many large cities in the 
developing countries 
l Increased traffic 
contributes to noise and 
accidents 
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学大学院）、渡辺玉興君（アルメック株式会社）には論文作成と実験の実施にあたりご協
力をいただきました。厚く御礼申し上げます。
　本研究を進めるにあたっては、東京財団の佐々木良昭シニア・リサーチ・フェロー、筆
者の同業者である建設コンサルタントの方々から多大なるご支援を賜りました。全ての人
達をご紹介することは適いませんが、この場を借りて感謝申し上げます。
　また、社会人である筆者が研究を行うにあたっては、学友の皆さんから公私にわたる惜・
しみない支援をいただきました。特に神田将司君（蒸気動力研究室）、土井義夫君（流通
施設計画研究室）、吉田大智君（電気動力研究室）、吉宮卓志君（地域計画研究室）に
は感謝申し上げます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
　勤務先である目本技術開発株式会社では、筆者が業務の傍ら研究に専念できるよう
な環境づくりに格別なご配慮を賜りました。研究にご理解いただきました佐伯光昭社長、
原光夫技術顧間、武藤寿国際事業部長をはじめ、国際事業部の皆様に厚く御礼申し上
げます。
　最後に、母イク子、本学の先輩でもある東京高等商船学校航海科出身の義父池井武、
在学中は苦労をかけましたが、快く筆者の学業を支援し、常に心の支えとなってくれまし
た妻洋子、長女夏帆、長男航大の家族に対して感謝の意を表し、ここに本論文を謹呈い
たします。
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